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第 1章 包括外部監査の概要

1 監査の種類

地方自治法（以下「自治法」という。）第 25 2条の 37第 1項及び第 2項に

基づく包括外部監査

2 監査の対象

( 1 ）対象事項（選定した特定の事件）

教育委員会の事務の執行及び所管の財政援助団体の管理運営について（ただし

同委員会教育庁文化財課の事務の執行部分を除く）

( 2 ）対象箇所

岡山県教育委員会の対象事項に関係する全部局及び所管の財政援助団体

( 3 ）監査対象年度

平成 19年度。ただし、必要に応じて平成 18年度以前も監査の対象とする。

3 監査の実施期間

平成 20年 4月 1日から同 21年 3月 31日まで

4 監査の体制

包括外部監査人 弁 護 士 ；可 キf 英 市己

同 才市 助 者弁 護 士 加瀬野忠吉

同 ネ南 助 者弁 護 士 妹 尾 直 人

同 ネ南 助 者弁 護 士 原 智 高己

同 才市 助 者弁 護 士 小 松 原 玲 子

同 令市 助 者公認会計士 宮 崎 栄

同 補 助 者 公認会計士 本木 誠

5 利害関係

包括外部監査人及び各補助者は、いずれも監査の対象とした事件について自治

法第 25 2条の 29に規定する一切の利害関係を有していない。
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6 監査テーマの選定理由と具体的な監査のチェック項目

( 1 ）監査テーマ選定の理由

岡山県においては、平成 20年 6月、財政再生団体に転落するという最悪の事

態を回避し、持続可能な財政構造を確立するためとして、「岡山県財政危機宣言」

を発し、その後「岡山県財政構造改革プラン」を発表し、同年 12月には新たに

「岡山県行財政構造改革大綱 20 0 8」を策定した。上記改革においては、あら

ゆる事案をゼロベースで見直すとしながらも、 「子どもの教育」 「子育て」の分

野は配慮する分野とされており、また、予算をみても岡山県予算における教育予

算の規模が極めて大きいだけでなく、平成 17年度以降岡山県予算については、

減少を継続する一方で教育関係予算のみはわずかではあるが増加を続けている。

確かに教育行政改革が最重要課題であることは否定できないが、財政面からみ

て、現在の厳しい財政状況において、教育行政そのものももはや聖域ではない。

現在の地方分権推進に伴う教育行政改革の中で教育行政の有効性、効率性、経

済性については県民の関心が高いと思われ、教育委員会の事務について有効性、

経済性、効率性を再度見直し、監査を行うことが有意義であると考えた。

( 2 ）具体的な監査のチェック項目

本監査を実施するに当たっての基本的な視点については、後に第 4章において

詳細に述べるが、岡山県教育委員会の事務及び所管の財政援助団体の管理運営事

務について、その合規性、妥当性、経済性、効率性、手続の公正性を中心に監査

することとし、具体的には、下記のチェック項目を念頭において、調査、検討し

た。

記

1 実施した事業、歳入、歳出事務に係る手続は法令等に準拠して適正に執行さ

れているか。

2 実施した事業について

( 1 ）教育行政改革施策に基づき計画的に進められているか。

( 2 ）各事業について適切な役割分担がなされているか。

( 3 ）各事業に関わる契約は適正に執行されているか。

( 4 ）実施した事業の実績値が計数的に把握され、予算と対比して検討されてい

るか。
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( 5 ）事業の実績報告、検証、フィードパックは適切になされているか。

( 6 ）私費会計との混同はないか。

3 所管している施設の維持・管理は適切になされているか。

( 1 ）民間活力の活用は適切に検討されているか。

( 2 ）大規模改修等（耐震補強工事を含む）は適切になされているか。

4 県の歳入事務は適正か。特に奨学金貸付事業は適正に管理されているか。

5 資産の有効活用がなされているか。

6 財団法人岡山県育英会に対する財政援助及び同団体における事務事業は適切

か。

7 財団法人岡山県教育職員互助組合に対する財政援助及び同団体における事務

事業は適切か。

7 包括外部監査の手続・経過

( 1 ）包括外部監査契約の締結

小職は、平成 20年 4月 1日から、岡山県との問で、自治法第 25 2条の 27 

第 2項に定める包括外部監査契約を締結した。

( 2 ）包括外部監査人補助者の選任

小職は、包括外部監査業務を補助させるため、次の弁護士及び公認会計士を補

助者に選任した (Ill員不同）

弁 護 士 加 瀬 野忠吉

弁 護 士 妹 尾 直 人

弁 護 土 原 智 高己

弁 護 士 小 松 原 玲 子

公認会計士 宮 崎 栄

公認会計士 本本 誠

( 3 ）予備調査の実施

監査テーマの選定のため、平成 20年 4月 1日から同年 7月 29日までの問、

対象事項に関係する全部局から事情聴取を行った。

( 4 ）監査テーマの選定

予備調査の結果を整理し、検討した結果、監査テーマを以下のとおりと決定し、
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平成 20年 7月 29日、岡山県知事に通知した。

対象事項

教育委員会の事務の執行及び所管の財政援助団体の管理運営について

対象箇所

岡山県教育委員会及び所管の財政援助団体

( 5 ）調査の実施

ア 資料の調査と分析

岡山県教育委員会の所管するすべての事業について、所管部局から管理の概

要を調査するとともに、条例、規則、協定書、その他の関連する文書、資料並

びに管理運営に関する文書、資料について精査し、分析を行った。

イ 所管部局からの事情聴取

所管部局から監査対象事項について説明を求め、事情を聴取するとともに書

面による報告及び資料の提出を求めた。

ウ 現 地 調 査

前記の資料等を分析した結果、特に実際の施設を確認する必要があるものに

ついては、できるかぎり、各施設に赴き、現地調査を実施した。

現地調査を実施した施設は、下記のとおりである。

記

1 岡山県総合教育センター（平成 20年 10月 14日）

2 岡山県立興陽高等学校（平成 20年 11月 25日）

3 岡山県立高松農業高等学校（平成 20年 12月 17日）

4 財団法人岡山県育英会東京寮（平成 21年 1月 7日）

5 旧岡山県教育センター（平成 21年 2月 5日）

6 岡山県立岡山東商業高等学校「翠光会館」（旧岡山県情報教育センター）

（平成 21年 2月 9日）

( 6 ）監査報告書の作成

上記監査結果を整理、検討して、本報告書を作成した。

なお、本報告書の「第 5章 監査の結果及び意見」において、監査の結果につ

いて、指摘事項の有無及び改善し検討することが望ましい事項を記載している。

また、「意見」の欄には監査の結果に関する報告に添えて提出する意見を記載し
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ている。

( 7 ）なお、本包括外部監査の詳細な日程等は、別紙 1 「日程表」のとおりである。



- 6 -
- 6 -

第 1章 別 紙 1

日平呈三支

年 月 日 日雇 河 力日 妹 宮

内 d，合マ ,H 瀬 尾 林 崎 原 松

里子 原

20 5 30 金 財務課ヒアリング 2 2 

5月計（時間） 2 2 2 

6 10 火 監査テーマの検討 2 2 2 2 2 

6月計（時間） 2 2 2 2 2 

7 2 火 教育委員会ヒアリング 3 3 3 3 3 3 3 

11 金 教育委員会ヒアリング 2 2 2 2 2 

18 金 監査テーマの検討 2 2 2 2 2 2 2 

23 水 教育委員会ヒアリング 3 3 3 3 3 3 3 

28 月 資料検討 2 

29 火 教育委員会ヒアリング 2 2 2 2 2 2 2 

7月計（時間） 14 12 12 10 12 12 12 

8 11 月 教育委員会ヒアリング 2 2 2 2 2 2 2 

12 火 資料検討

8月計（時間） 4 2 2 2 2 2 2 

9 2 火 資料検討 3 

3 水 教育委員会ヒアリング 3 3 3 3 3 3 

9 火 教育委員会ヒアリング 2. 5 2. 5 2. 5 1. 5 

18 木 資料検討 6 

29 月 教育委員会ヒアリング 3 2 2 3 

30 火 資料検討

9月計（時間） 13. 5 3 7. 5 9 4. 5 7. 5 3 

10 水 資料検討 2 6 2 2 2 

14 火 ヒアリング、現地視察（総合教育センター） 3 3 3 3 

15 水 資料検討 2 

22 7｝く 資料検討 4 

27 月 ヒアリング、資料検討 2. 5 2. 5 

28 火 資料検討 3 

l O月計（時間） 15 4. 5 「;) 18 5 5 4. 5 

11 4 火 資料検討 2. 5 

13 火 資料検討 2 

14 木 ヒアリング（財務課） （行革室）、資料検討 2. 5 3 2. 5 6 2. 5 3 

17 金 資料検討 2 

21 月 資料検討、ヒアリング（総務課） 2 

25 金 ヒアリング、現地視察（興陽高等学校） 3 3 3 3 

26 水 資料検討 2 

1 1月計（時間） 16 3 5. 5 6 3 5. 5 3 

12 2 火 資料検討、ヒアリング 3. 5 3 1. 5 6 1. 5 3 

8 月 資料検討 3 

9 火 資料検討 2 
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年 月 日 H程 i可 力日 妹 呂

内 容 キナ j頼 尾 林 崎 原 松

里子 原

20 12 12 金 資料検討 4 

17 7_)( ヒアリング、現地視察（高松農業高等学校） 3 3 

22 月 資料検討 3 3 6 

25 木 資料検討 3 

29 月 資料検討 5 4 

1 2月計（時間） 23. 5 8 7. 5 12 13 7. 5 4 

21 I 6 火 資料検討、打ち合わせ 3 6 3 3 

7 7ド ヒアリング、現地視察（育英会東京寮） 6 6 6 

9 金 資料検討 I. 5 1. 5 1. 5 6 1. 5 1. 5 

13 月 資料検討 2 

15 木 報告書作成、資料検討 2. 5 

16 金 報告書作成

17 土 報告書作成 2 

19 月 報告書作成 3 2 1. 5 

20 火 打ち合わせ、報告書作成 3. 5 4. 5 1. 5 6 3. 5 1. 5 1. 5 

21 7_)( 資料検討、報告書作成 2. 5 

22 木 報告書作成 6 3 

23 金 報告書作成 1. 5 2. 5 

24 土 報告書作成

26 月 報告書作成 6 

27 火 報告書作成 4 

28 水 報告書作成 6 

29 木 報告書作成 2. 5 6 3. 5 

30 金 報告書作成 2 3 2 

31 土 報告書作成 4 3 4 

1月計（時間） 46 26 8 36 37 31. 5 3. 5 

2 日 報告書作成 4 4 4 4 4 4 4 

2 月 報告書作成 3 

3 火 報告書作成、打ち合わせ 2 2 2 2 2 

4 水 報告書作成

5 木 報告書作成、現地視察（［日教育センター） 3 2 3 

6 金 報告書作成、資料検討 4 3 6 3 5. 5 

7 土 報告書作成 3 4 3 

8 日 報告書作成 6 3 3 3 3 

9 月 報告書作成、現地視察（翠光会館） 3 3 

10 火 報告書検討

12 木 報告書検討、報告書校正 2 6 2. 5 2. 5 

13 金 報告書検討、報告書校正 3 1. 5 

14 土 報告書検討、報告書校正 3 6 

16 月 報告書検討 4 

17 火 報告書検討 3 

18 ヌk報告書検討 6 
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年 月 日 曜

内 ι廿』

21 2 19 木 報告書検討、意見調整

20 金 報告書検討

22 日 報告書検討

23 月 報告書検討

24 火 報告書検討

25 * 報告書検討

26 木 報告書検討

27 金 監査事務局協議

2月計（時間）

3 2 月 報告書最終点検

3 火 報告書最終点検

4 * 報告書最終点検

5 木 報告書最終点検

6 金 報告書最終点検

9 月 報告書最終点検

12 木 監査委員報告、資料整理

19 木 副知事報告、資料整理

3月計（時間）

総合計（時間）

河 力日 妹 宮

キf i頼 尾 林 崎 原 松

里子 原

2. 5 3 6 3 

3 3 3 3 

6 3 3 6 3 3 

6 

4 

3. 5 2 2 2. 5 3. 5 

81. 5 24. 5 24 33 42. 5 59. 5 31 

2. 5 

5. 5 

l. 5 l. 5 l. 5 l. 5 l. 5 1. 5 

l. 5 l. 5 l. 5 1. 5 1. 5 1. 5 

17 3 3 1. 5 12 10. 5 

234. 5 90 78. 5 131 122. 5 142. 5 73. 5 

(6時間以上の執務の場合は 6時間として

記載した）
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岡山県教育委員会の概要第 2章

岡山県教育委員会の組織・職員数

( 1 ）平成 19年度の岡山県教育委員会の組織は下図のとおりである。
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県立学校

中学校 2校

｜岡山操山 ｜倉敷天城

高等学校 58校

岡山朝日 倉敷青陵

岡山操山 倉敷天城

岡山大安寺 倉敷南

岡山芳泉 倉敷古城池

岡山一宮 倉敷中央

岡山城東 玉島

西大寺 倉敷鷲羽

瀬戸 倉敷工業

高松農業 水島工業

興陽 倉敷商業

瀬戸南 玉島商業

岡山工業 津山

東岡山工業 津山東

岡山東商業 津山工業

岡山南 津山商業

岡山御津 玉野

特別支援学校 11校

岡山盲 岡山東養護

岡山聾 岡山南養護

岡山養護 西備養護

岡山西養護 早島養護

玉野光南 邑久

笠岡 勝山

笠岡工業 落合

笠岡商業 蒜山

井原 久世

精研 林野

総社 江見商業

総社南 鴨方

高梁 和気閑谷

高梁城南 矢掛

高梁校地 勝間田

川上校地 弓削

新見 吉備北陵

南校地 烏城

北校地

備前緑陽

健康の森学

園養護

東備養護

誕生寺養護
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( 2 ）また、平成 19年度の岡山県教育委員会の各課の職員数及び事務分掌は次のと

おりである。

（下記、課に所属しない教育長 1、教育次長 2、人権教育推進室長 1を除く）

課名 班名 員数 事務分掌

総務課 2 

人事班 7 職員の人事・給与・旅費・服務・研修、公務災害、

表彰、文書条例規則、市町村教委指導、教育行政

相談、公印管守

秘書広報班 6 委員会会議秘書、請願陳情、両齢者叙勲、公聴広

幸R
企画調査班 4 教育行政に関する企画立案・連絡調整、調査統計

資料収集、教育計画の推進、教育関係公益法人、

危機管理対策

財務課 2 

財務班 9 予算編成執行、県議会関係事務、経理の集中管理、

就学援助費等国庫補助金、国庫支出金

給与管理班 4 教職員給与費、義務教育費国庫負担金

施設班 7 教育財産の取得・処分・管理、県立学校施設整備・
営繕

助成班 3 公立文教施設整備費国庫負担金・父付金、公立学

校施設整備指導、公立文教施設諸調査

学校教育 3 
振興課 企画推進班 4 品校教育体制整備の長期計画、県立両等学校・学科

の適正配置、中高一貫教育、県立学校の学級編制、

生徒募集定員、活力ある高等学校づくり

管理班 3 県立学校入学者選抜、公立学校の設置・廃止、

県立中・高等学校通学区域、学校運営の改善

教職員課 4 

給与免許班 8 教職員給与、教育職員免許状授与、職員団体事務、

教職員の争訟事務、公務災害

義務教育人 5 教職員人事、学級編制及び教職員定数配置、教員

事班 採用試験、校長・教頭研修

両 校 教 育 人 5 教職員人事、教職員定数配置、教員採用試験

事班 校長・教頭研修

指導課 3 
振興班 6 産振施設・設備、理振設備、定通修学奨励、就園

奨励、教育用コンビュータ整備、教育研究団体助

成、

義務教育指 6 幼稚園教育の指導、小・中学校教育課程の指導、

導班 環境教育、ボランティア教育、国際理解教育、へ

き地教育、進路指導、教職員研修、教科書採択、

キャリア教育

高校教育指 7 高等学校教育課程の指導、環境教育、国際理解教

導班 育、進路指導、教職員研修、教科書採択、キャリ

ア教育

職業教育指 4 職業教育課程の指導、情報教育、進路指導、教職

導班 員研修、 教科書採択、キャリア教育

生徒指導班 4 生徒指導、学校適応推進、教職員研修



- 12 -
- 12 -

課名 班名 員数 事務分掌

特別支援 8 特別支援教育の推進、就学指導・巡回相談、特別

教育室 支援教育の教育課程の指導、進路指導、教職員研

修、教科書採択、無償給与事務、養護学校教育体

制整備、特殊教育関係補助金

保健体育 1 

課 振興班 3 学校体育施設整備

健康教育班 6 児童生徒の健康管理、学校保健安全指導、学校環

境衛生・環境安全管理指導、学校給食指導、学校

給食施設整備、学校医等

学校体育班 3 学校体育の指導

生涯学習 1 

課 振興班 6 社会教育施設整備、社会教育関係補助金、両校卒

業程度認定試験

奨学班 4 品等学校奨学金

企画推進班 4 生涯学習の振興、生涯学習審議会、生涯学習推進

本部、社会教育施設支援、ユネスコ活動、 学校文

化活動の促進

社会教育班 5 社会教育の振興、家庭教育、成人教育、青少年教

育、社会教育委員、社会教育関係団体

全国生涯 1 2 第 19回全国生涯学習フェスティパルの開催準備

学習フェ

スティパ

ル推進室

文化財課 3 
文 化 財 保 護 7 文化財の指定・保存・活用、文化財保護審議会、

班 銃砲万剣類登録

埋 蔵 文 化 財 3 埋蔵文化財の調査・保存・活用

班

福利課 1 

福利厚生班 5 退職手当、児童手当、教職員住宅、財形貯蓄、同

山宿泊所、共済組合、互助組合、保健事業、文化

厚生事業、福利厚生等相談事業、

健康管理班 5 教職員の安全・健康・メンタルヘルス対策、快適な

職場環境の形成促進

年金班 2 年金、恩給

給付班 。 共済互助の資格得喪、被扶養者の認定、共済互助

医療等諸給付

人権・同 2 

和教育課 企画推進班 5 人権教育行政の推進、市町村への支援、指導者の

養成

指導班 3 人権教育の推進・指導・研修、指導資料の作成

平成 19年 4月 1日現在
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2 岡山県の教育行政施策について

まず、岡山県がこれまで岡山県の教育の現状をどのように認識した上で、どのよ

うな形で教育改革に取り組み、その中で教育方針をうちたて、改革を実行しようと

してきたか、その経緯、状況について概観する。

( 1 ) 「おかやま教育ビジョン」の策定

ア 岡山県教育委員会（以下「県教委」と略称する。）では、平成 11年 3月、

「教育の原点に立ち返り、本来のあるべき教育観を醸成するとともに、 20 1 

0年を目標年次とする『快適生活県おかやまをめざして』 （岡山県長期ビジョ

ン）の理念及び施策の方向を踏まえながら、岡山の新たな時代を拓く多彩な人

づくりを進める」として、 「おかやま教育ビジョン」を策定した。

イ その中で「現在の教育が社会の変化に対応しきれてないことから生じる諸問

題も顕著になっており、過度の受験戦争、いじめ、不登校、中途退学、家庭や

地域社会の教育力の低下など、様々な問題に直面している。さらに、 21世紀

に向けて、国際化、情報化、科学技術の発展、高齢化、少子化や経済構造の変

化など、社会は大きく変化しており、これらの変化に適切に対応しうる教育が

求められている。これらの教育課題を克服し、次代を担う子どもたちの心身と

もに健全な育成を図り、創造的で活力があり、かつ、ゆとりと潤いのある社会

を築いていこうというのが教育改革であり、近年の臨時教育審議会やその後の

中央教育審議会における論議、あるいは多くの民間団体からの教育改革に関す

る提言などにも見られるように、その必要性は今や国民世論になっている。

教育の基礎的・量的条件整備が概ね終わり、教育行政の重心が教育の質的充

実に移行しているいま、教育改革の根幹の理念である、子ども一人ひとりの特

性を生かし、その固有の能力の伸長を目指す多様な教育の推進が極めて重要で

ある。 Jと述べた後、当時の岡山県の教育の現状及び特徴を次のとおり分析し

ている。

まず、 「岡山県の教育を歴史的にみると、江戸時代には、寺子屋や私塾の設

置数は全国でもトップクラスにあり、また、備前の地には、閑谷学校が藩主に

よって創設されるなど、人々の教育に対する関心の高さがうかがわれる。明治

時代には、江戸時代における基盤もあり、小学校就学率は全国の就学率に比べ

高く、また、女子教育や幼稚園教育も全国に先駆けて普及したことなどから、
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『教育県岡山』と呼ばれるまでになった。戦後、我が国の初等中等教育は、教

育の機会均等の理念のもと、義務教育については、早い時期に新制度が定着し、

また、高等学校教育についても、量的拡大を続け、ほとんどの者が進学するな

ど急速に普及・発展してきた。このことは、全国的にほぼ同じ状況にあると言

えるが、以下のような本県教育の特徴を示すことができる。」として、

①小・中学校について

「本県の学校は、小学校、中学校のほとんどが公立の学校であり、県民の公

立学校への期待感は強い。また、大都市やその周辺では、小学生の受験準備

教育に伴う弊害が問題となっているが、本県では、このような弊害は問題化

しておらず、小学校においては、生き生きとした活力ある教育活動が展開さ

れている。」

②高等学校について

「学校数の多い公立学校をはじめとする県内の高等学校では、教育の機会均

等を保障しつつ、教育水準の維持向上を図る体制整備がなされてきた。特に、

本県の公立高等学校では、専門学科の占める割合が大きく、募集人員による

比率を他県の調査で見ると、平成 10年度で全国平均が約 27%であるのに

対して、本県では約 41 %となっている。」

③指導者と県民の熱意について

「本県においては、現在までの教育をつくり上げてきた教育関係者の努力と

教育に対する県民の熱意に支えられ、県内のどの学校においても水準の高い

教育が等しく展開されている。」

④先導的取組について

「他県では見られない先導的な教育活動も多く、特に、本県においては研究

指定校制度による研修にとどまらず、ほとんどの学校で白発的に研究テーマ

を定め、教職員が一体となって研修に努めるなど、各学校での研修意欲は極

めて高い。また、幼稚園から高等学校までの PT Aが参加した一つの組織が、

継続的に子どもたちの健全育成に大きな役割を果たすなど、全国的にもまれ

な取組も行われている。」

と分析した上、

「こうした本県教育の特徴は、教育を重視する県民性をはじめ、豊かな自然環
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境、古代吉備文化以来の豊かな文化などにはぐくまれて形成されてきたと考え

られる。しかし、最近では、本県においても、全国的に見られる状況と同様、

社会環境の急速な変化に伴い、数々の教育上の問題が起こり、緊急に解決しな

ければならない課題も多くなっている。」

と指摘している。

その上で、平成 6年に岡山県が実施した「青少年の意識と行動に関する調査」

によれば、まず子どもたちの現状について、次のとおり分析している。

．自立心

自立意識に関して男女では大きな差があり、女子の自立意識がかなり低

くなっている。また、社会に出て働くという点に関しては男女問に差がな

い。

．チャレンジ精神

子どもの人生観について、中学生から高校生になるにつれて、しだいに

努力から運に原因帰属のスタイルが変化している。年齢が上昇するにつれ、

自己の能力や努力によらない、外的な要因で人生が決定されていくという

認識が強くなっている。大人に近づき自己認識が深まった結果と言えなく

もないが、自己の限界を中学校や高等学校段階で早くも意識している。

・社会貢献意識

よりよい社会の実現や世の中への貢献意識について、一般的に低い。特

に、中学生と比較して高校生が低く、本来なら、年齢が上昇するにつれ、

よりよい社会の実現への努力が期待されるが、逆の傾向を示している。

．子どもと教師の人間関係

子どもと教師の人間関係をめぐる状況について見ると、「話しかけると、

いつも気持ちよく応じてくれる」という回答は、比較的多いが、 「授業中

わからなかったことを後で質問しやすい」という回答は、低くなっている。

「先生はいつも忙しそうだ」という回答が高い数値を示しているように、

教師の多忙が、子どもと教師のよりよい人間関係の構築の妨げになってい

る可能性がある。

．いじめ・不登校

1校当たりのいじめの発生件数は、各学校での取組の充実等により、全
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国平均を下回っているが、いじめられた子どもは、深刻な悩みや苦しみを

抱えている場合が多く、統計上の数値が減少していることだけをとらえて、

問題が解決しつつあると結論付けるのは早計である。また、不登校の子ど

もの数は、増加傾向にあり、この出現率（※ 1）は、小学校、中学校とも

に全国平均を上回っている。さらに、前出の調査において、 「学校に行き

たくないと思ったことがある」という回答は、小学生で 47. 1 %、中学

生で 54. 0 %、高校生で 70. 2 %とかなり高い比率を示している。

※ 1 「出現率J ...出現率＝不登校児童（生徒）数÷全児童（生徒）数× 10 0 

次に親の意識については、次のとおり分析している。

・地域の遊び場

小学生がよく遊ぶ遊び場は、友だちの家、公園・運動場が多く、学校の校

庭が子どもたちの自由な遊び場になっていない実態がうかがえる。

．大人との人間関係

顔を覚えていたり、あいさつ程度はしても、しかられたり、一緒に遊ぶと

いう大人との関わりが少ない。

．地域活動への参加

1年間に中高生が参加した地域活動や催しへの参加率をみると、全般的に

中学生に比べ高校生の参加率が低下している。特に、スポーツ大会や地域の

清掃・古新聞の収集活動など団体活動への参加率が低くなっている。

また、 「平成 9年度県民意識調査結果」によれば、家庭教育についての親の意

識をみると次のようなことが分析できる。

・家庭教育の重点

家庭教育の重点についての項目では、 「個性をのばすことに重点をおく」

が 25. 0 %と最も多く、以下、 「しつけに重点をおく」、 「健康に重点を

おく」、 「のびのびさせる」、 「情操面に重点をおく」となっている。

．学校教育への希望

学校教育に対する希望についての項目では、 「個性をのばす教育をしてほ

しいJが 42. 5 %と最も多く、半数近い人がこれを挙げている。以下、「情

操教育に力を入れてほしい」、 「もっときびしくしつけてほしい」、 「もっ

と体をきたえてほしい」の順で、 「もっと勉強させてほしい」は、わずか 0.
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7%であった。本来、家庭が担うべき役割までを、学校教育に期待している

現状がうかがえる。

．子どもへの期待

子どもに最も期待していることについての項目では、 「幸せな家庭をつく

ってほしい」が 40. 3 %と最も高く、以下、 「自由にのびのびと自分の趣

味にあったくらしをしてほしい」、 「世のためになる人間になってほしい」

「金持ちになってほしい」の順となっている。

また、地域社会の状況については、次のとおり分析している 0

・大人の地域への参加

地域活動に「たいていの場合参加している」と、 「たまに参加している」

を合わせた『参加者」は約 75 %となっている。一方、 「ほとんど参加して

いない」、 「まったく参加していない」といった『不参加者』が 4人に 1人

という状況である。昭和 62年の調査と比較すると、 『参加者」がわずかな

がら減少している。不参加の理由については「ひまがない」は過去の調査で

いずれも 1位となっており、 2位以下を大きく引き離している。 2位の「興

味がない」は前回の調査から大きく増加し、 「我関せず」の態度が増えてい

ることがうかがえる。

ウ 上記分析及び認識を前提として、県教委は、基本目標を「たくましく心豊か

な人づくり」とし、具体的には、下記の 3つの目標を掲げている。

1 「確かな学力」の育成

自主性・創造性に富み、自ら学ぶ意欲を持つ人間の育成

2 「豊かな心」の育成

思いやりの心があふれ、人間性豊かな人間の育成

3 「健やかな体」の育成

健康で、たくましく生きぬいていく人間の育成

さらに、上記基本目標実現のための基本方針の概略は次のとおりである。
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I 基礎・基本を重視し、豊かな心と個性を伸ばす学校教育の推進

1 豊かな心を培う教育の推進

①道徳教育の充実

②人権教育の推進

③ボランティア教育の充実

④環境教育の推進

⑤教育相談体制の充実

⑥感動する心を育てる教育の推進

2 個性と創造力をはぐくむ教育の推進

( 1 ）小・中学校における取組

①基礎・基本の習得

②自ら学ぶ意欲と考える力の育成

③学習内容・形態の多様化

④進路指導の充実

( 2 ）高等学校における取組

①多様な個性に対応できる教育の推進

②新しい学校形態等の導入

③入学者選抜方法の改善

④教育内容の改善・充実

⑤進路指導の強化・充実

( 3 ）特別支援学校における取組

①社会自立と社会参加を促す教育の推進

3 優れた人材の確保と創意ある学校運営の推進

( 1 ）優秀な人材の確保

①採用試験の工夫・改善

②社会人講師の招へい促進

( 2 ）現職研修の充実
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①実践的指導力の向上

( 3 ）優れた管理職の登用と研修の充実

①学校管理・運営能力の向上

( 4 ）地域住民の意見の反映

①聞かれた学校づくり

r II 社会全体で子どもをはぐくんでいく環境の醸成

1 人間形成の基礎を培う家庭環境

( 1 ）家庭教育の在り方

家庭教育には、 「いつくしみ、はぐくむ」という保護者としての役割や、

「きたえ、みちびく」という指導者としての役割などが、親たちによって

適切に分担され、果たされることが重要であり、特に、父親が、家庭教育

の担い手として積極的に参加し、その役割を十分に果たすことが期待され

ている。

家庭における教育は、本来、各家庭が自らの責任のもとに、それぞれの

価値観やライフスタイルに基づいて子どもに対して行うものである。した

がって、家庭教育の担い手である親たちが、自らの責務を自覚し、家庭教

育についての意義や役割について理解と認識を深めるとともに、実践的な

教育力を高めていくよう啓発に努める。

( 2 ）家庭教育の充実方策

①親たちの学習機会の充実

②子育て支援システムづくり

③親子のふれあい促進

2 地域の子どもは地域で育てる

( 1 ）地域社会の教育の在り方

地域社会を子どもたちの教育にとって望ましい環境とするためには、地

域社会の大人一人ひとりが、地域社会における教育の在り方を問い直し、

地域の一員であるという自覚を持ち、そこでの活動や行事に自主的に参加
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するなど、積極的にその役割を担っていくことが大切である。

また、これからの地域社会における教育については、単に人々の地縁的

な結びつきによる活動だけではなく、同じ目的や趣味・関心に応じて、大

人たちを結びつけ、そうした活動の中で子どもたちを育てていくこと（第

4の領域の育成（※））も重要なことである。

※「第 4の領域」…同じ目的や興味・関心に応じて結びついた人々による目的志向的な

活動領域のことで、学校、家庭、地縁的な地域社会に次ぐ第 4番目の領域のこと

( 2 ）地域社会の教育力の活性化方策

①活動の場の充実

②地域活動への参加促進

③指導者の発掘と養成

④青少年団体等の育成

⑤情報提供の充実

3 学校・家庭・地域社会の連携

( 1 ）学校・家庭・地域社会の連携への期待

①学校・家庭・地域社会の連携強化

②学社融合（※）の推進

※「学社融合」…学校教育と社会教育がそれぞれの役割分担を前提とした上で、そこから

一歩進んで、学習の場や活動など両者の要素を部分的に重ね合わせながら、一体となっ

て子どもたちの教育に取り組んでいく考え方で、学社連携の最も進んだ形態

( 2 ）地域に聞かれた学校づくり

①学校教育機能の地域への開放

②地域の教育資源や素材の活用

( 3 ）学校のスリム化

①学校のスリム化への取組

( 4) PTA活動の活性化

①PTA活動の支援・促進

4 完全学校週 5日制の実施に向けて
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( 1 ）学校週 8日制

( 2 ）学校運営上の対応

教育内容については、平成 10年度、完全学校週 5日制の下での教育課

程の内容を定めた新しい学習指導要領が告示された。各学校においては、

この趣旨を踏まえ、生きる力をはぐくむことを目指して、創意工夫を生か

した特色ある教育活動を展開する中で、自ら学び、自ら考える力の育成を

図るとともに、個性を生かす教育の充実に努める必要がある。

また、学校は、家庭や地域社会とともに子どもを育てるという観点に立

って、教育活動に地域の人々の理解と協力を求める取組を進めるとともに、

学校施設を子どもたちをはじめ地域住民にも積極的に開放するなど、聞か

れた学校づくりに努める。

( 3 ）家庭や地域社会における対応の充実

完全学校週 5日制を実施するに当たっては、家庭や地域社会における子

どもの生活の充実を図るため、保護者をはじめ、青少年団体など地域の人々

の理解と協力を得るための取組を一層促進する必要がある。

このため、これまで以上に、家庭や地域社会の学校週 5日制の趣旨に対

する理解の促進、青少年団体等の地域活動の振興、社会教育施設の充実と

その活動の活性化を図るとともに、保護者や地域社会の人々が主体的、積

極的に学校外活動を支援したり、活動に参加できる環境づくりに努める。

( 2 ) 「新おかやま夢づくりプラン」について

ア 岡山県においては、危機的な財政の建て直しのため、平成 9年以来、 3次に

わたり行財政改革大綱を策定し、歳出の削減、組織や事務事業の見直し、職員

定数の削減、外郭団体の見直しなどの行財政改革に取り組んできたが、同時に

この改革の成果を踏まえながら「夢と希望にあふれる魅力ある岡山県づくり」

を進めるとして、同 14年 3月には「新世紀おかやま夢づくりプラン」を策定

し、その後の同 19年 3月、上記プランを発展的に継承した「新おかやま夢づ

くりプラン」を策定した。

上記プランでは、平成 19年度から同 23年度の 5か年間についての行動計

画（中期 5か年計画）の 3つの基本戦略のーっとして「教育と人づくりの岡山」
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の創造を掲げている。

イ 上記「教育と人づくりの岡山」の創造に関して、下記の 10の戦略プログラ

ムが策定されているが、県教委においては、その中の 5つのプログラムについ

ては、県教委に関するものとして、先に述べた 19年度の重点施策の中におい

ても上記プログラムの実施に関する事業を展開することとしている。

記

1 子育て支援プログラム

2 子ども教育プログラム（教育関係）

3 青少年プログラム（教育関係）

4 生涯学習プログラム（教育関係）

5 人権プログラム（教育関係）

6 男女共同参画プログラム

7 文化プログラム（教育関係）

8 国民文化祭プログラム

9 スポーツプログラム

10 パートナーシッププログラム

ウ 上記の県教委が直接関与する 5つのプログラムのうち、文化プログラムを除

く4つのプログラムの施策、事業の概要、夢づくり協働指標（ 5年後の目標値）

は、次のとおりである。

（ア） 子ども教育プログラム

＜重点施策・事業の概要＞

・確かな学力の向上

－特定分野の才能伸長

・キャリア教育（注 1）の推進

－時代の進展に対応した教育の推進

．活力ある学校づくりの推進

－特別支援教育（注 2）の推進

－先端科学技術研究の推進と普及啓発
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（注 1）キャリア教育・児童生徒一人ひとりに、望ましい職業観・勤労観及び職業に関する知識や技

能を身に付けさせるとともに、自己の個性を理解し、主体的に進路を選択する

能力・態度を育てる教育。

（注 2）特別支援教育：視覚・聴覚障害など、従来の特殊教育の対象の障害だけでなく、学習障害（ LD）、

注意欠陥・多動性障害（ ADHD）、高機能自閉症を含めたすべての障害のある

子どもたちに、適切な教育や指導を通じて必要な支援を総合的に行う教育。

＜夢づくり協働指標＞

・学校生活に満足している生徒の割合（現況： 79 %→目標： 80 % ) 

（子どもたちにとって学校生活がどの程度充実しているかを表します 0

．中高一貫教育・総合学科等の新しい形態の学校数

（現況： 24校→目標： 29校）

－県立学校の授業等を支援している外部人材の数

（現況： 1, 5 4 8人／年→目標： 1, 6 5 0人／年）

・特別支援学校教諭の専門免許取得率

（現況： 52. 1 %→目標 60 % ) 

（イ） 青少年プログラム

＜重点施策・事業の概要＞

・豊かな人間性・社会性の育成

・青少年に関する相談支援体制の充実

・いじめ、不登校等への対応

・学校・家庭・地域の相互連携

－子どもの健康・体力づくりの推進

．食の安全・安心及び食育の推進

－次世代の文化の担い手育成

＜夢づくり協働指標＞

・毎日朝食を食べている子どもの割合（現況： 81 %→目標： 86 % ) 

（子どもの豊かな心の育成や健やかな成長のための環境づくりがどの程度進んで

いるかを表します。）
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－様々な体験学習に参加した青少年の数

（現況： 102, 205人／年→目標： 112, 00 0人／年）

・家庭教育相談員の養成数（現況： 47 4人→目標： 78 0人）

・小・中学校の給食における県産農林水産物の使用割合

（現況： 34. 0 %→目標： 40. 0%) 

（ウ） 生涯学習プログラム

＜重点施策・事業の概要＞

「まなびピア岡山 20 0 7」の成果の継承

「おかやま学びのわ」づくりの推進

－生涯学習関連施設の魅力アップ推進

－学習成果を生かした地域社会づくりへの参画の促進

・自然環境学習、体験型環境学習の推進

－環境学習の積極的推進

＜夢づくり協働指標＞

－生涯学習の講師・ボランティアとして登録している者の数

（現況： 2, 9 5 0人→目標： 3, 8 0 0人）

（学習機会の充実などの環境づくりがどの程度広がりを見せているかを表します。

・公的な生涯学習講座への参加者数（現況： 1, 098, 873人／年

→目標： 1, 300, 00 0人／年）

・県民が 1年間に公立図書館から借りた本の数

（現況： 98 7万冊／年→目標： 1, 2 0 0万冊／年）

（エ） 人権プログラム

＜重点施策・事業の概要〉

・人権教育の推進

－人権啓発・教育のリーダーの養成

＜夢づくり協働指標＞

－人権啓発・教育リーダー数（現況： 11 5人→目標： 30 0人）
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( 3 ) 「平成 19年度教育行政重点施策」について

ア 県教委においては、先に述べた「おかやま教育ビジョン」の掲げる下記の基

本目標を基本的な理念としたうえで、年度ごとに基本方針を立て、 「生涯学習

の振興」 「家庭・地域社会の教育力の充実」 「学校教育の充実」 「伝統文化の

振興」の 4つの分野について、教育行政重点施策を策定したうえ、これらの施

策を推進している。

基本目標～たくましく心豊かな人づくり～

1 「確かな学力」の育成

自主性・創造性に富み、自ら学ぶ意欲を持つ人間の育成

2 「豊かな心」の育成

思いやりの心があふれ、人間性豊かな人聞の育成

3 「健やかな体」の育成

健康で、たくましく生きぬいていく人間の育成

イ 平成 19年度においても、先に述べた平成 18年度末策定の「新おかやま夢

づくりプラン」における「教育と人づくりの岡山」の創造に関する 10の戦略

プログラムも踏まえた上、先に述べた 4つの各分野の方針と重点を以下のよう

に掲げて各施策を推進した。
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（ア）生涯学習の振興

( 1 ）生涯学習推進体制の整備・充実

生涯学習推進体制の整備・充実に努めるとともに、第 19回全国生涯学習フェス

ティパル「まなびピア岡山 20 0 7」の開催をとおして、生涯学習による人づくり・

地域社会づくりを一層推進します。

( 2 ）生涯学習環境の整備・充実

県民の多様な学習ニーズに適切に対応するため、学習機会の充実や場の整備に努

めます。

（イ）家庭・地域社会の教育力の充実

( 1 ）家庭の教育力の充実

子どもたちの健やかな成長を促すため、子育てに関する学習機会の提供や相談・

支援体制の整備に努めます。

( 2 ）地域社会の教育力の充実

放課後等において、地域の協力による子どもの安全で健やかな活動拠点づくりを

推進するなど、地域社会の教育力の充実に努めます。

( 3 ）学校・家庭・地域社会の連携強化

学校・家庭・地域社会の連携により、子どもの生活リズム向上や読書活動の推進

を図ります。

( 4 ）人権教育の推進

人権問題についての理解と認識を深め、自らの課題として日常生活に生かせる人

権感覚を身に付けるための教育・啓発を推進します。
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（ウ）学校教育の充実

( 1 ）学力向上の推進

きめ細かな指導や特色ある教育を展開し、子どもたちの確かな学力向上を図ると

ともに、時代の進展に対応した教育を推進します。

( 2 ）心の教育の推進

道徳教育の充実や体験活動を重視した教育、いじめ・不登校等の未然防止と早期

解決に向けた取組を推進し、豊かな心を育成します。

( 3 ）高等学校教育体制の整備・充実

多彩な才能をはぐくむ創意ある教育活動を展開する活力ある学校づくりを目指

し、高等学校教育体制の整備・充実に取り組みます。

( 4 ）特別支援教育の推進

障害の状態や発達段階等に応じて、一人ひとりの能力や可能性を最大限に伸ばす

よう、その環境を整備・充実します。

( 5 ）学習環境の整備・充実

総合教育センターを中核に教職員の一層の資質向上を図るとともに、耐震化をは

じめとする施設等の整備・充実に努めます。

( 6 ）体育・健康教育の充実

体育・スポーツ活動の充実や食育の推進等をとおして健やかな体を育成するとと

もに、地域と連携しながら学校安全の確保に努めます。

( 7 ）人権教育の推進

学校の教育活動全体を通じて人権尊重の理念について理解を促し、一人ひとりを

大切にする教育を計画的に推進します。

（工）伝統文化の振興

文化財の保存と活用

貴重な文化遺産の適切な保護・保存を進めるとともに、文化財の公開や史跡等の

整備による活用を推進し、文化財への関心を高めます。
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3 岡山県教育委員会の予算

( 1 ）平成 19年度教育関係予算の概要

平成 19年度岡山県予算については、厳しい財政状況を踏まえ、当初予算は一

般会計 6, 9 4 1億 8, 0 0 0万円で、平成 18年度当初予算と比べると 0. 1 

パーセントの減となったが、教育関係予算については、一般会計では、 1, 6 9 

4億 60 0万円となり、前年度当初予算に対し、 0. 6パーセントの増となって

いる。これは、県教委においては別紙 1のデータが示すとおり人件費が 92 . 1 % 

を占めていること、特別支援学校の新設及び退職者の増加が主な要因とみられ

る。

なお、平成 18年度教育関係予算をみても、岡山県会計の当初予算は 6, 9 5 

0億 6, 1 0 0万円で平成 17年度当初予算に比べコスト 3. 3パーセントの減

となっているが、教育関係予算だけみれば一般会計では 1, 6 8 8億 2, 5 0 0 

万円となっており、前年度当初予算に対し、 0. 2パーセントの増となっている。

なお、岡山県予算のうち教育委員会予算の占める割合は、別紙 1のとおり、平

成 18年度において、約 24. 2パーセント、平成 19年度においては、約 24. 

4パーセントとなっている。

( 2 ）平成 19年度における当初予算主要事業の予算額並びに事業内容は、別紙 2「平

成 19年度当初予算主要事業一覧」のとおりであり、各課が担当する事業の予算

額及び事業内容については、別紙 3 「平成 19年度当初予算事業一覧」記載のと

おりである。
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第 2章 別 紙1
1 国の予算

区 分

高生 二f;三 言十

うち一般歳出 ア

文部科学省予算 イ

比率（%） イ／ア

2 岡山県の予算

区 分

荷受 Zτ民"'" 言十 ア

教育委員会予算 イ

比率（%） イ／ア

3 教育委員会予算

(1）分類別内訳

区 分

A 義務的経費

C 国庫補助事業費

高生
D 基準行政運営費

人 件 費
,,6. Z三

運 営 費

計 E 単県行政施策費

計

特別会計（高校実習経営費）

i口』、 計

(2）目的別内訳（一般会計）

区 分

教 三同b: 総 bマ苦コ( 費

主ザ主4ー 校 費

中 二主主子-'. 校 費

信1 等 兵寸＇－－＇三与~ 校 費

特 別 支 援 学 校 費

十士 1三民",,. 教 二円台 費

保； 健 体 コRts:; 費

言十

（単位：百万円）

平成18年度 平成19年度 増減 対前年度

当初予算額A 当初予算額B C(B A) B/A(%) 

79,686,024 82,908,808 3,222,784 104.0% 

46,366,030 46,978,383 612,353 101.3% 

5,132,417 5,270,549 138,132 102.7% 

11.1% 11.2% 

（単位：百万円）

平成18年度 平成19年度 増 減 対前年度

当初予算額A 当初予算額B C(B A) B/A(%) 

695,061 694,180 ム 881 99.9% 

168,363 169,406 1,043 100.6% 

24.2% 24.4% 

（単位：千円）

平成18年度 平成19年度 増 減 対前年度

当初予算額A 当初予算額B C(B A) B/A(%) 

184,588 194,009 9,421 105.1% 

2,565,829 1,819,573 ム 746,256 70.9% 

159,164,932 160,810,654 1,645,722 101.0% 

154,800,970 156,591,396 1,790,426 101.2% 

4,363,962 4,219,258 ム 144,704 96.7% 

6,447,652 6,581,489 133,837 102.1% 

168,363,001 169,405,725 1,042,724 100.6% 

131,929 113,870 ム 18,059 86.3% 

168,494,930 169,519,595 1,024,665 100.6% 

（単位：千円）

平成18年度 平成19年度 土骨 j成 対前年度

当初予算額A 当初予算額B C(Bー←A) B/A(%) 

16,340,905 17,914,020 1,573,115 109.6% 

63,262,505 63,107,596 ム 154,909 99.8% 

34,731,930 34,678,900 6 53,030 99.8% 

37,841,958 37,226,100 ム 615,858 98.4% 

12,006,374 12,400,280 393,906 103.3% 

3,576,011 3,687,574 111,563 103.1% 

603,318 391,255 ム 212,063 64.9% 

168,363,001 169,405,725 1,042,724 100.6% 
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4 平成19年度県予算と教育委員会予算の内訳（単位：百万円）

［岡山県予算］

［教育委員会予算］

（目的別）

小学校費
63,108 

(372%) 

保健体育費
391 

(0.2弛）

（性質別）

人件費
156,015 

(921%) 
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第2章別紙2

事 業

生涯学習の振興
E 生涯学習活動促進費

く生涯学習課＞

家庭と地域社会の教育力
の充実
C 生涯学習振興費

く生涯学習課＞

E 生涯学習活動促進費
［再掲］く生涯学習課＞

平成 19年度当初予算主要事業一覧

H 1 8年度IH1 9年度

当初予算額｜当初予算額

（単位：千円）

主な事業の内容

35, 688 

35, 688 

学校教育の推進
c 心のふれあい推進事業費｜ 428, 162 

く指導課＞

94,232[ （新おかやま夢づくりプラン］
0第19回全国生涯学習フェスティバル（まなびピア岡山2007)

開催事業 81, 701 
県民の生涯学習に対する理解と関心をより高めるため、市

町村・各種団体等と連携して「第 19回全国生涯学習フェス
ティパル（まなびビア岡山20 0 7）」を開催する。
－開催期間：平成 19年11月2日（金）～6日（火）
．主会場：岡山県総合グラウンド

。34, 822 [ （新おかやま夢づくりプラン］
0放課後子ども教室推進事業

子どもたちが地域社会の中で、社会性や公共心を持ち、
心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進するため、
市町村が放課後等に小学校の余裕教室等を活用して地域
の方々の参画を得て子どもと共に勉強やスポーツ、文化
活動、地域住民との交流活動等を行う取組を支援する。
．県事業

推進委員会設置・指導者研修実施・市町村への補助
．市町村事業

運営委員会設置・コーディネータ配置・放課後子ど
も教室実施

94, 232 IO親子どんどん読書事業 1, 500 
親子での読書推進（特に父親の参画）を目的とした研

究事業を市町村へ委託する。
・ 2 5 0千円× 6市町村

188, 705 [0スクールカウンセラー配置事業 116, 384 
教育相談をはじめとする生徒指導体制をより強化する

ため、臨床心理士等をスクールカウンセラーとして公立
中学校全校に配置するとともに、電話による相談窓口を
設置する。
・スクールカウンセラー配置 6 5校→16 5校 （週1回4時間）
・教育相談員（電話相談）配置 17:00～23:00(6時間）年
間360日

Oスクールサボーター配置事業 30, 520 
教職経験者、民生児童委員、関係機関OB等をスクー

ルサポーターとして小中学校へ配置し、スクールカウン
セラーの見立てのもと家庭への訪問指導等により不登校
ゃいじめ問題等の解決を図る。

－西日置校数 小学校： 20校
中学校： 70→1 4 0校

Oスクーリング・サポート・ネットワーク整備事業 26, 871 
不登校対策に関する中核的機能を充実し、学校・家庭・

関係機関連携のサポートシステムを構築する。
－地域スクーリングサホ。ートセンター設置数

10→l l箇所（矢掛町新設）
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事 業

E ，［；の教育雨量合指隼事業費
く指導課＞

く教職員課＞

E 学校適応推進事業費
＜指導課＞

C 学力向上支援事業費
く指導課＞

E 学力向上総合推進事業費
く指導課＞

日18年度IH1 9年度

当初予算額｜当初予算額

（単杭：千円）

主な事業の内容

10, 694 I 259, 562 I ［新おかやま夢づくりプラン］

O共Iこ生きる子ども育成プロジェクト 3, 423 
子どもたちの他人への思いやりやねばり強さ、責任感など

の道徳性や社会性を育むため、幼稚園・小学校・中学校をモ

デル校園に指定し、家庭や地域と連携しながらカリキュラム

開発等を行い、実践発表会や研究集会を開催するとともに指

導資料や実践事例集を作成・配布し、学校における道徳教育
や特別活動等の充実を図る。
・モデル校：幼稚園2園・小学校3校・中学校3校

O小1グッドスター卜支援事業 201. 463 
地域住民等を教育支援員として小学校第1学年に配置

し、義務教育の円滑なスタートを図る。
－配置基準： 1学級 30人以上

20. 083 IOいじめ問題対策会議 1. 008 
有識者や保護者、学校関係者等による「いじめ対策行

動推進会議」を開催し、家庭や学校における取組につい
て提言を行うとともに、県立高校長、教員や関係機関職
員等による指導資料の作成等、いじめの問題への総合的
な取組の充実を図る。

18, 300 

or,e,，の専門家」派遣事業 1. 852 
臨床心理士等「心の専門家」を学校に派遣し、教員と

のケース会議を通して、学校において児童心理状況の的
確な理解と支援方法の決定を適切に行うことのできるシ
ステムを整備する。（4 0ケース× 3回＝ 120回）
－配置校小学校

O児童生徒健全育成推進事業 3, 908 
児童生徒の問題行動等の解決のため、関係諸機関の連

携による対応をコーディネートする「生徒指導ネットワ
ーク相談員」を指導課に置き、「行動連携」によって早
期の解決を図る。
・生徒指導相談員 警察OB2名→警察OB2名及び

児童相談所OBl名

64. 161 I 108, 16010理科支援員等配置事業 29. 690 
退職教員や研究者、大学院生等で理科が得意な人材を

小学校に登用し、 5・6年生の理科授業で観察・実験に
おける教員支援、先端技術に関する実験等の演示・体験
活動等を行い、理科教育の活性化・充実と教員の実践的
指導力向上を図る。

0小学校における英語教育推進事業 9, 100 
小学校における英語教育の充実を図る観点から、小学

校を拠点校に指定し、かJh九・教材作成、 AL T・地域
人材の効果的活用等の実践研究を行う。
・拠点校：県内公立小学校 10校

34. 210 I ［新おかやま夢づくりプラン］
O言葉の力向上プロジェクト 1. 898 

各教科を通じて必要な I読解力J「思考力」「表現力」「コミ
ュニケーション能力」など言葉の力を育成するため、まず、
シンポジウムの開催により気運の醸成を図るとともに、有識
者による協議や提案を行う委員会の設置や事例集の作成によ
り、指導の充実を図る。
①言葉の力向上講演会・シンポジウム開催 (1年次）

②言葉の力向上委員会開催 (1～3年次）
③国語力育成のための実践事例集作成 (1年次）
④国語力を高める指導力向上研修実施（ 2～3年次）

38, 305 
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事 業

c 
く保健体育課＞

く保健体育課＞

E 学校スポーツ活動推進費｜
＜保健体育課＞

E 特別支援教育振興費｜
＜特別支援教育室＞

H 1 8年度IH1 9年度

当初予算額｜当初予算額

（単俳：千円）

主な事業の内容

Oアクティブ、ハイスクール支援事業 9, 980 
生徒一人一人の学力向上と進路希望実現のため、「基

礎・基本の徹底向上部門」「知的総合力の徹底向上部門j

の2つの部門で学力向上に取り組む県立高等学校を支援
し、明確な目標と確かなプロセス、組織的な展開と的確
な評価による改善を通じた学力向上の方法を追求すると
ともに、成果を県下の高等学校に普及する。
－指定校： 4校

37，川0地域ぐるみの学校安全体制整備事業 22, 600 
学校安全ボランティア（スクールガード）を活用した

効果的な安全体制を整備し、地域との連携を重視した学
校安全に関する各種取組の実践を行い、児童生徒の安全
確保の充実に資する。

0通学路の安全確保のためのスクールパス活用推進事業
6, 926 

通学路における子どもの安全確保の観点から、スクー
ルパスとして路線パス等の活用を促進するため、その導
入を検討している地域をモデル地域に指定し、導入に向
けた取組を支援する。
－モデル地域： 1地域

94，叶［新おかやま夢づくりプラン］
0食育から広げる生活リズム向上プラン 7, 992 

子どもの生活リズム向上が県民運動として展開されるよう、
啓発を推進するとともに、モデル地域を指定し、地場産物活
用による学校給食の充実や授業への農業体験の導入を図るな
ど、学校・家庭・地域が連携して、食育を中心とした生活リ
ズム向上に取り組む。
－県民への啓発活動（シンホ。γゥム・朝食料理コンクール・研究協議大
会・家庭向けリー7レット作成配布等）
－市町村委託事業
指定モデル地域： 6地域（ 2地域× 3教育事務所）
指定期間： 1地域2年間

0学校安全教育充実のための教材作成事業 2, 024 
教職員の危機管理意識の向上と児童生徒の危険予測能

力や危険回避能力の向上を目指し、学校安全教育に即活
用できるCD-ROMを作成し、学校での安全教育の充
実を通して、児童生徒の安全確保を図る。
－作成枚数： l,200枚（小・中・高校・特別支援学校へ配布）

50，判。学校運動部活動活性化事業 2, 806 
優秀な専門的指導力を有する高等学校運動部を核とし

て、近隣地域の中学校運動部と連携し、地域ごとに指導
者や生徒の交流を促進させ、中・高等学校運動部活動の
活性化と充実を図る。
－対象運動部： 6部 中・高合同練習会の実施

交流戦フェスティパルの開催
トレーナ一等の派遣

8円。いきいきジョブ支援事業 l, 433 
県立特別支援学校の中学部 3年生を対象に、就労体験
を実施し、働くことへの興味・関心、意欲の向上、進路
に関する選択肢の広がり、自己の適性の理解等を図る。
－対象生徒：県立特別支援学校中学部3年生50人
・体験期間： 3日間
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事 業
日18年度IH1 9年度

当初予算額｜当初予算額 一容内の業事戸主
J
f
d
 

、玉

E 環境学習総合推進事業費
く指導課＞

27, 942 I 16, 394 I【産廃税関連］
Oス－／＼・ーエンJtイロメントハイスクール研究開発事業

環境教育を重点的に行う学校を指定し、環境問題の解
決に積極的に取り組むことのできる人材育成を図るとと
もに、環境教育に関する教材を開発する。
指定校：高松農業（家畜排植物からバイオガスの製造）

東岡山工業（シュレッダーダストからか／ールの製造）

15,2501 40,2501【新おかやま夢づくりプラン］［森づくり県民税関連］
O高校生「県産材活用」UD整備事業 15, 000 

森林保全やUDの学習機会とするため、高校生自らの企画・
提案により、県産材を活用し、 UDを取り入れた居室を県立
高校に整備する。
－指定校： 2校（コンペ方式）

E 県立高等学校環境割繭費
く財務課＞

［新おかやま夢づくりプラン］［産廃税関連］
O高校生「工コ広場JUD整備事業 20, 000 

循環型社会形成やUDの学習機会とするため、高校生自ら
の企画・提案により、産業廃棄物を再利用したエコ製品を活
用し、 UDを取り入れた広場を県立高校に整備する。
－指定校： 2校（コンペ方式）

C・E県立学校施設整備I4, 683, 491 I 3, 972, 644 IO校舎新増改築事業等
く財務課・指導課＞｜ ｜ ｜ （（中学校》

岡山操山中学校（体育館新築）
《高校》
岡山朝日高校（校舎解体）
倉敷青陵高校（図書館改築）
高梁城南高校（実習棟新築）
瀬戸南高校 （実習棟改築）
《特別支援学校》
誕生寺養護学校
・ H 1 9 寄宿舎改築
・H20 小学部棟改築、中学部改造、管理棟改造
・H21 体育館改築、肢体不自由棟新築、高等部・

特別教室棟改造

［新おかやま夢づくりプラン］
O県立学校耐震化推進事業

－耐震補強工事
岡山芳泉（体育館・武道場）
邑久（校舎）
和気閑谷（校舎）
倉敷工業（校舎・体育館）
笠岡工業（校舎・体育館）
津山工業（校舎）
岡山南（校舎）

・耐震診断
1 3棟

・耐震補強実施設計
1 2棟

玉野（校舎）
瀬戸（校舎・体育館）
玉島（校舎）
笠岡（校舎）
津山東（校舎）
新見（校舎）
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事 業
H 1 8年度｜日 19年度

当初予算額｜当初予算額

（単位：千円）

主な事 業 の 内 容

D教職員給与費 I 143, 069, 1161143, 104, 568 I 035入学級の拡充

く教職員課＞｜ ｜ ｜ 中学校第1学年が3学級以上の学校、中学校第2学年
が3学級以上の学校、中学校第3学年が5学級以上の学
校及び小学校第6学年が3学級以上の学校に加え、新た
に中学校第3学年が3学級以上の学校は35入学級編制
ができるようにし、きめ細やかな指導の充実を図る。

0変則複式学級等の解消
複式学級のうち特に指導困難な変則複式学級や単複く

り返し学級を解消するため基準を緩和して教員を配置す
る。

《解消基準》 11人以上 → 9人以上
2 6校 → 29校

O栄養教諭制度の導入
栄養教諭免許状を有する学校栄養職員から選考し配置

する。
《配置人数》 3人 → 9人

伝統文化の振興
E 文化財保護保存費

く文化財課＞

C 津島遺跡整備事業費
く文化財課＞

140, 129 I 124, 296 I ［新おかやま夢づくりプラン］
0みんなで楽しもう！民俗芸能 1. 000 

県民の民俗芸能に対する理解と関心を高め、子どもに
継承していくため、岡山県郷土芸能振興会との共催によ
り、「おかやま子ども民俗芸能大会Jを開催する。
－子ども達による民俗芸能実演発表（備前・備中・美作各
地区から）

－有識者、出演団体による各民俗芸能の解説

0現地で体験！民俗芸能チャレンジ教室 500 
岡山県郷土芸能振興会との共催事業で、小中学生を対

象に民俗芸能継承地へ赴き、その歴史と文化に触れたり、
地元の小学生と交流しながら民俗芸能を体験し理解を深
める。
－募集人数： 80名

O「おかやまの文化財』刊行事業 2, 476 
県内全ての国・県指定文化財を紹介した唯一の文献で
ある「岡山県の文化財」（昭和 54～5 6年度刊行）は、
刊行から四半世紀が経過し、現状を正確に把握できない

状態となっているため、年次計画で改訂版刊行とWebサ
イトの開設を行う。 (19～2 2年度）

0「更生る！古代吉備の国～謎の鬼ノ城」調査事業 8, 309 
全国にも例が少ない古代山城城内の発掘調査を行い、

鬼ノ城の全容を解明することにより、文化遺産に対する
興味・関心の一層の高揚を図る。 (18～24年度）

86,06010津島遺跡整備事業
国指定史跡「津島遺跡」の公開活用を積極的に行う観

点から、国体終了後の平成 18年度から、竪穴式住居復
元や水田跡・湿地表現など本格的な史跡整備工事を行う。

(H 2 0までの年次計画で実施予定）

89, 300 
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第2章別紙3
平成 19年度当初予算事業一覧

事項名＆事業名 19年度
当初予算

当 課 事 項 名 事 業 名 単位：千円

15,568 

D 総務課 教育委員会維持運営費 教育委員会維持運営費 15,568 

1,598 

D 総務課 教育行政企画調査費 教育行政施策の策定・推進 948 

企画調整 189 

教育関係法人等の指導監督 47 

職員提案制度 87 

教育改革総合推進事業 327 

766 

D 総務課 教育行政統計調査費 全国共同調査 766 

7,024 

D 総務課 教育広報活動費 教育時報の編集発行 3,411 

教育関係誌等の編集発行 356 

研究協議会出席等 99 

岡山県教育広報協会への事務委託 2,890 

教育を語る会 268 

2,302 

D 総務課 人事管理指導費 事務職員人事管理費 1,339 

市町村教育委員会指導・研修 142 

人事評価研修 711 

セクシュアル・ハラスメント研修 110 

3,959 

D 総務課 教育関係功労者表彰費 教育関係功労者表彰費 3,959 

527 ,309 

D 財務課 特別支援学校管理運営費 管理運営費 410,174 

寄宿舎管理費 4,517 

実験実習費 2,818 

建物管理費 7,993 

教材費 89,820 

訪問学級 1,893 

学校給食衛生管理費 9,194 

学校評議員設置及び学校自己評価推進事業 900 

7,571 

D 財務課 定時制高等学校管理運営費 管理運営費 7,317 

理科教育設備整備費 254 

5,753 

D 財務課 通信教育管理運営費 管理運営費 5,753 

453,072 

D 財務課施設班 県立高等学校建物管理費 建物等維持補修 105,912 

水質検査手数料 630 

側溝清掃等負担金 160 

公共下水道等受益者負担金 805 

大規模改修 345,565 
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事項名＆事業名 19年度
当初予算

担 当 課 事 項 名 事 業 名 単位：千円

203,882 

D 財務課施設班 教育財産管理費 教育財産管理事務費 16 

教育財産管理委託業務費 93,623 

教育財産火災保険料 1,617 

教育機関建物等維持補修 21,949 

建築物環境衛生管理委託 599 

特別支援学校建物等維持補修 86,078 

1,502,469 

D 財務課 全日制高等学校管理運営費 全日制高等学校管理運営費 1,502,469 

304,591 

D 財務課 全日制高等学校実験実習費 実験実習費 304,591 

43,935 

D 財務課 教育庁維持運営費 教育庁維持運営費 43,215 

行政資料整備 720 

15,837 

D 学校教育振興課 高等学校入学者選抜費 入学者選抜費 15,837 

83,296 

D 学校教育振興課 教育施設警備委託費 警備委託 83,296 

42,979 

D 学校教育振興課 県立中学校管理運営費 県立中学校管理運営費 42,979 

5,831 

D 教職員課 教員免許状交付書換費 免許関係法令事務手続の周知徹底 1,301 

免許状交付並びに各大学の指導監督 2,793 

免許法認定講習 1,737 

14,069 

D 教職員課 教職員人事給与管理費 公立学校教員採用選考試験 8,850 

人事異動の計画実施 2,086 

服務の監督並びに地教委の指導 610 

職員団体の動向に対する諸施策 178 

管理主事中央研修 300 

給与管理事務 318 

教職員人事給与管理に関する教育事務所分 1,010 

学校管理運営連絡調整会議 486 

指導力不足教員等判定委員会 231 

3,249 

D 教職員課 争訟処理費 争言公事務費 3,249 

10,914 

D 指導課 教育内容指導充実費 生徒指導非行防止活動費 207 

特別支援教育室 教育内容指導充実費 こころをつなぐ作品展 549 

I/ 教育内容指導充実費 社会自立総合推進事業 434 

II 教育内容指導充実費 特別支援教育の推進 598 
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事項名＆事業名 19年度
当初予算

担 当 E果 事 項 名 事 業 名 単位：千円

指導課 教育内容指導充実費 高等学校進路指導総合推進事業 2,862 

II 教育内容指導充実費 へき地教育の振興 125 

JI 教育内容指導充実費 指導主事の学校指導及び指導力充実 1,286 

II 教育内容指導充実費 教育課程編成実施に係る指導 157 

II 教育内容指導充実費 教育課程研究協議会 1,546 

II 教育内容指導充実費 有料データベース活用 3,150 

538 

D 特別支援教育室 特別支援教育就学指導費 就学指導委員会 438 

就学事務費 100 

2,553 

D 指導課 教科書無償給与審議採択費 教科用図書選定審議会 581 

教科書展示会及び需要数集計事務 1,225 

教科書採択事務説明会及び公正確保指導調査 48 

教科書無償給与事務 537 

高等学校教科書選定資料作成委員会 162 

805 

D 指導課 産業教育振興費 岡山県産業教育振興会助成 500 

産業教育審議会及び専門委員会 305 

3,687 

D 保健体育課 学校体育振興費 学校での体力づくり 1,348 

指導主事文部省研修会（学校体育関係） 1,580 

中園地区ろう学校体育大会共催 200 

学校体育指導者中央講習会（西部地区） 559 

43,418 

D 保健体育課 児童・生徒健康管理費 ツベノレクリン反応検査 17 

胸部X線間接撮影lOOilllll（結核検診） 10,122 

胸部X線直接撮影 337 

断層撮影等 4 

結核対策委員会 200 

心臓検査 18,587 

尿・寄生虫検査 9,609 

県立学校児童生徒健康診断事務費 735 

看護師等帯同費 2,136 

学校指導及び文部科学省講習 837 

B型肝炎対策 534 

第53田中園地区学校保健研究協議大会 300 

76,176 

D 保健体育課 県立学校災害共済掛金費 県立学校災害共済掛金 72,487 

事故災害見舞金 500 

学校管理者賠償責任保険 3,189 
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事項名＆事業名 19年 度
当初予算

担 当 課 事 項 名 事 業 名 単位：千円

425 

D 保健体育課 学校給食管理指導費 学校給食用パン・めん抜取調査等委託事業 100 

衛生管理指導 21 

充実・向上 304 

3,820 

D 生涯学習課 社会教育指導体制整備充実費 岡山県社会教育委員会議 876 

市町村社会教育・一般行政指導、社会教育関係
1,588 

団体指導

社会教育行政基本資料作成 405 

生涯学習に関する連絡調整・指導 300 

生涯学習審議会 451 

世界連邦都市岡山県協議会 200 

1,768 

D 生涯学習課 生涯学習指導者養成費 社会教育主事講習受講 728 

文科省主催研修等派遣 579 

社会教育主事等研修会 181 

社会教育施設職員等研修 280 

119,414 

D 生涯学習課 生涯学習センター維持運営費 維持運営費 119,414 

368,112 

D 生涯学習課 県立図書館維持運営費 図書館協議会 355 

維持運営費 360,934 

図書館職員等研修 336 

岡山県公立図書館ネットワーク構築事業 4,765 

読書普及事業 82 

相互貸借業務 1,496 

図書館サービス業務費 144 

81,235 

D 生涯学習課 青年の家維持運営費 渋川青年の家維持運営費 32,547 

青少年教育センター閑谷学校維持運営費 30,849 

備北青年の家維持運営費 17,620 

施設災害対策費 219 

12,241 

D 文化財課
古代吉備文化財センター維

維持管理 12,241 
持運営費
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事項名＆事業名 19年 度
当初予算

担 当 課 事 項 名 事 業 名 単位：千円

10,485 

D 文化財課 文化財保護対策費
文化財保護指導者及び文化財所有者研修・文

214 
化財指定

文化財保護調査及び文化財調査報告書 739 

中国・四国ブ？ロック民俗芸能大会 321 

文化財保護審議会 1,818 

久米廃寺跡管理 57 

遺跡＆スポーツミュージアム管理 2, 151 

特別史跡旧閑谷学校管理運営費 5,185 

3,072 

D 文化財課 銃砲刀剣登録事務費 銃砲刀剣類登録事務等 3,072 

11,006 

D 文化財課 吉備路風土記の丘管理費 吉備路風土記の丘維持管理 11,006 

84,274 

D 文化財課 博物館維持運営費 博物館維持管理 70,129 

博物館活動 14,145 

16,109 

D 文化財課 吉備路郷土館維持運営費 吉備路郷土館管理運営 16,109 

18,162 

D 福利課 教職員住宅管理運営費 教職員住宅維持管理 18, 162 

104,018 

D 福利課 教職員健康管理費 胸部X線直接撮影 9,833 

CT撮影等 588 

消化器（胃）検査 10,097 

循環器検査 18,884 

県立学校教職員健康診断事務費 64 

肺がん検診 1,325 

大腸がん検診 2,171 

VDT健康診断 1,085 

短期人間ド、ック 47,289 

教職員健康診断審査委員会 1,625 

教職員メンタルヘルス対策 796 

教職員健康管理支援体制整備 4,402 

衛生管理者の養成 564 

B型肝炎対策 3,902 

腰痛対策講習会 145 

過重労働による健康障害防止対策 359 

福利事務運営 889 

1,966 

D 人権同和教育課 人権教育推進運営費 人権教育推進運営 1,966 

696,518 

c 財務課施設班 特別支援学校校舎整備費 誕生寺養護学校校舎整備 695,879 

岡山養護学校旧旭川分校建物管理 639 
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事 項 名 ＆ 事 業 名 19年度
当初予算

十旦 当 課 事 項 名 事 業 名 単位：千円

3,084 

E 学校教育振興課 公立学校教育計画推進費 学科再編等推進事業 1,356 

募集定員の策定等 443 

活力ある高等学校づくり推進事業 965 

中高一貫教育の推進 320 

2,610 

E 学校教育振興課 中高一貫教育推進事業費 岡山操山中学校特色ある教育活動 1,210 

岡山操山高等学校特色ある教育活動 555 

倉敷天城中特色ある教育活動 845 

34,270 

E 指導課 学力向上総合推進事業費 学びのコラボレート推進事業 9,469 

言葉の力向上フ。ロジェクト 1,898 

アクティブハイスクール支援事業 9,980 

「授業で勝負！ J支援事業 7,623 

「科学の実験教室」開催促進事業 1,300 

“理数に挑戦！”中学生大集合 4,000 

108,160 

c 指導課 学力向上支援事業 目指せスペシャリスト推進事業 13,895 

ものづくり人材育成事業 20,577 

IT人材育成プロジェクト事業 2, 171 

エネルギー教育支援事業 10,000 

学校評価推進のための実践研究 7,585 

理科支援員等配置事業 29,690 

小学校における英語教育推進事業 9,100 

先導的教育情報化推進フ。ログラム 15, 142 

227,700 

E 指導課 県立学校IT基盤整備事業費 高速インターネット接続 42,823 

情報教室コンヒ。ュータ整備費 100,360 

ウィルス対策及び有害情報のフィルタリング 13,589 

情報教室コンピュータ整備費（新設中学校） 2,526 

プロジェクタ一等整備 52,339 

図書室等コンピュータ整備費 6,644 

学校ネットワーク管理 9,419 

8,947 

E 特別支援教育室 特別支援教育振興費 特別支援教育推進事業 2,357 

特別支援教育（軽度発達障害）サポート事業 4,441 

障害児巡回就学相談 716 

いきいきジョブ、支援事業 1,433 

102,000 

E 総務課 教育改革総合推進事業費 「おかやま教育の日j啓発活動 2,000 

学校経営予算費 100,000 

2,400 

E 指導課 教職員研究活動強化費 教育研究推進事業 2,400 
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事項名＆事業名 19年度

当初予算

担 当 課 事 項 名 事 業 名 単位：千円

145,524 

E 指導課 国際理解教育総合推進事業費 外国語教育指導強化対策事業（ALT配置事業） 141,774 

岡山県・南オーストラリア什｜教員相互派遣 1,639 

南オーストラリア州高校生相互交流事業 421 

中国江西省交流事業 1,690 

102,251 

E 指導課 高校教育活性化推進事業費 高校生のためのジョブpフェア 767 

キャリア教育推進事業 17,124 

“飛び出せ！専門高校生”地域実践サポート事
4,000 

業

高校エキスパート活用事業 80,360 

16,394 

E 指導課 環境学習総合推進事業費
スーパーエンパイロメントハイスクール研究開発

16,394 
事業

34,024 

E 指導課 教職員研修事業費 研修総合企画・調査委員会 273 

初任者研修 3,983 

幼稚園等新規採用教員研修 258 

5年経験者研修 349 

10年経験者研修 2,511 

10年経験者研修（幼稚園） 95 

15年経験者研修 802 

新規採用養護教員研修 145 

新規採用学校栄養職員研修 329 

5年経験者研修（養護教員） 72 

5年経験者研修（学校栄養職員） 72 

10年経験者研修（養護教諭） 89 

10年経験者研修（学校栄養職員） 75 

小学校複式学級新担当者研修 42 

進路指導担当者連絡協議会 113 

生徒指導連絡協議会 210 

不登校問題研修 121 

し、じめ問題研修 140 

特別支援学級等新任担当教員研修 93 

特別支援教育コーディネーター養成研修 197 

特別支援教育教育課程研究協議会 856 

軽度発達障害児の理解と支援研修（幼・高・特幼稚部・高等
51 部）

医療的ケア充実事業 121 

養護教諭研修 109 

学校給食衛生管理（調理技術）講習会 48 

学校健康教育講習会 54 

新任保健主事研修 54 

運動部活動指導者研修 1,201 
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事項名＆事業名 19年 度
当初予算

担 当 課 事 項 名 事 業 名 単位：千円

E 指導課 教職員研修事業費 体育担当者研修 109 

人権教育担当者研修 1,141 

事務職員等人権教育研修 107 

就学前人権教育研修 386 

理科実習助手研修 104 

事務職員等研修 75 

司書教諭研修 67 

産業教育実習助手等講習会 301 

教頭研修 223 

校長研修 778 

学校給食管理者（担当者）研修 15 

管理職人権教育研修 787 

道徳教育研究協議会 350 

図工・美術研修 121 

幼稚園教育課程研究協議会 427 

小学校教育課程研究協議会 1,682 

中学校教育課程研究協議会 1,658 

中学校免許外教科担任教員研修 40 

「総合的な学習の時間」研修（ I ) 195 

高等学校教育課程研究協議会 1,549 

英語教員研修 1,297 

商業教員情報教育スキルアッフ。研修 75 

武道指導者養成講習会 233 

体育実技等研修 612 

校内研修を充実させるための研修 58 

キャリア教育研修講座 72 

学級・学年経営研修 150 

学校組織マネジメント研修 207 

教科教育素養研修 81 

道徳教育研修 156 

国語研修 236 

社会研修 256 

算数・数学研修 256 

理科研修 1,156 

生活研修 124 

音楽研修 91 

技術家庭研修 209 

家庭研修 156 

英語研修 110 

生徒指導・教育相談研修 356 

教育相談宿泊研修 530 

重度・重複障害児の理解と支援研修 61 

自閉症児の理解と支援研修 74 
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事項名＆事業名 19年度
当初予算

担 当 課 事 項 名 事 業 名 単位：千円

E 指導課 教職員研修事業費 特別支援教育授業づくり研修 213 

特別支援教育教育相談研修 60 

発達障害児の理解と支援研修 92 

心理教育的アセスメント演習 31 

特別支援教育基礎研修 50 

IT授業活用研修 307 

IT校務活用研修 61 

コンピュータ運用管理研修 113 

情報倫理・情報安全教育研修 111 

情報教育教材作成研修 150 

情報教育リーダー養成研修 114 

教科「情報」研修 27 

教育工学研修 205 

情報教育工業・その他研修 160 

農業機械教職員研修 164 

少人数指導研究協議会 157 

エイズ教育・薬物乱用防止教育研修 so 

学校給食研究協議大会 151 

人権教育交流体験研修 464 

メンタルヘルス対策研修 477 

「総合的な学習の時間」研修（II) 238 

人権教育研修 302 

いのちの教育研修 103 

長期研修 159 

長期社会体験研修 268 

医師による教育相談 442 

生徒指導・教育相談支援 191 

154,007 

E 生涯学習課 高等学校奨学事業費 高等学校奨学事業 154,007 

678,691 

E 生涯学習課 育英事業事業費 奨学金の貸与 522,265 

奨学事業運用貸付金 118,953 

運営事務費補助金 22, 770 

通学費貸付事業 12,375 

東京寮施設整備補助金 2,328 

259,562 

E 指導課 心の教育総合推進事業費 共に生きる子ども育成プロジェクト 3,423 

II 岡山チャレンジワーク14 9,293 

II 高校生“熱きii:／’徹底応援フ。ロジェクト事業 1,000 

教職員課 不登校対策のための教員派遣事業 44,383 

II 小1グ、ッドスタート支援事業 201,463 
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事 項 名 ＆ 事 業 名 19年度
当初予算

担 当 課 事 項 名 事 業 名 単位：千円

188, 705 

c 指導課 心のふれあい推進事業費 豊かな体験活動推進事業 11,842 

スクールカウンセラー配置事業 110,864 

電話相談員配置（17時～23時） 5,520 

スクールサボーダー配置事業（中） 23,374 

スクールサボーダー配置事業（小） 7,146 

スクーリング・サホ。ート・ネットワーク整備事業 26,871 

生徒指導推進協力員配置事業 2,288 

生徒指導総合連携推進事業 800 

20,083 

E 指導課 学校適応推進事業費 教育相談員配置事業 6,377 

「心の専門家」派遣事業（小） 1,852 

生徒指導ネットワーク事業 3,547 

岡山県学校警察連絡協議会 361 

進路相談事業費 634 

生徒指導コーデ、ィネーター養成事業 1,204 

生徒指導校内研修支援事業 829 

カウンセラ一派遣事業 4,271 

いじめ問題対策会議 1,008 

37,609 

c 保健体育課 健康教育振興費 学校給食施設設備整備指導費 80 

地域ぐるみの学校安全体制整備事業 22,500 

子どもの安全に関する情報の効果的な共有シス
4,370 テムに関する調査研究

c 保健体育課 健康教育振興費
通学路の安全確保のためのスクールパス活用推

6,926 
進事業

性教育の実践調査研究事業 1,500 

児童生徒の生活習慣と健康等に関する実践調
870 

査研究

薬物乱用防止等に関する学校・地域連携推進事
1,363 

業

94,525 

E 保健体育課 学校保健安全指導推進費 児童生徒健康増進対策 307 

岡山県学校保健会補助 300 

心電図自動解析機運営費補助 2,000 

安全指導管理 652 

県立学校災害共済給付金 81,000 

要保護準要保護児童生徒援助費 250 

学校安全教育充実のための教材作成事業 2,024 

食育から広げる生活リズム向上プラン 7,992 
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事項名＆事業名 19年度
当初予算

担 当 課 事 項 名 事 業 名 単位：千円

50,939 

E 保健体育課 学校スポーツ活動推進費 小学校地区別学童記録会共催 600 

県中学校総合体育大会共催 480 

中国中学校選手権大会共催 560 

中学校全国大会派遣費補助 1,500 

全国中学校体育大会選手強化事業 4,582 

県高等学校総合体育大会共催 2,000 

中国高等学校選手権大会共催 840 

高等学校全国大会派遣 16,512 

全国高校総体等選手強化事業 6,495 

体育実技補助指導者派遣事業 150 

校内研修会等実技指導者派遣事業 100 

スポーツエキスパート活用事業（中学校） 3,363 

スポーツエキスパート活用事業（高等学校） 6,044 

武道外部指導者派遣事業 1,316 

みんなでチャレンジランキング事業 593 

わくわくスポーツデ一事業 2,998 

学校運動部活動活性化事業 2,806 

19,872 

E 生涯学習課 生涯学習センター事業費 指導者養成パソコン講座 113 

映像技術者育成 109 

生涯学習推進基礎講座 178 

生涯学習推進実践講座 541 

生涯学習ボランティア養成セミナー 216 

体験活動・ボランティア活動コーディネーター養
234 

成セミナー

地域社会づくりリーダーセミナー 343 

視聴覚教材の整備 3,237 

県民学習講座 273 

生涯学習大学 11,584 

受講生の集い 544 

三学ぱるマンスリートライアル 477 

施設ボランティアの活動促進 306 

学習需要の調査事業 1, 717 

230,802 

E 生握学習課 県立図書館資料等整備費 資料整備費 225,013 

ビジネス支援 966 

香川県情報通信交流館との連携 249 

「夢づくり・県立図書館読書フェスタ」事業 4,347 

県立図書館ボ、ランティア養成講座 227 

4,418 

E 生涯学習課 岡山県立図書館等整備基金積立金 岡山県図書館等整備基金積立金 4,418 
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事項名＆事業名 19年 度
当初予算

担 当 課 事 項 名 事 業 名 単位：千円

94,932 

E 生涯学習課 生涯学習活動促進費 第55田岡山県青年祭 627 

第56回全国青年大会派遣 3,352 

同山県子ども会連合会等研修事業 834 

社会教育団体助成 3,490 

高等学校等開放講座 2,005 

おかやま「学びのわ」づくり推進事業 116 

読書ネットワークの整備 676 

「子どもの読書活動推進ネットワーク」構築事業 631 

親子どんどん読書事業 1,500 

第19回全国生涯学習フェスティバル開催事業 81,701 

34,822 

c 生涯学習課 生涯学習振興費 放課後子ども教室推進事業 34,822 

2,334 

E 生涯学習課 地域教育活性化事業費 PTA指導者研修会 925 

市町村家庭教育担当者研修会 209 

「地域のヤングリーダーJ養成事業 1,200 

93,568 

E 人権同和教育課 人権教育指導費 市町村教育委員会教育長等人権教育連絡会 225 

高等学校等人権教育推進事業 52,862 

教育機関等職員人権教育研修会 290 

人権教育講座「ワーク、ンョッブりのすすめ」 1, 714 

高等学校等人権教育研究推進校指定事業 1,090 

人権教育総合推進事業 7,259 

指導資料整備事業 6,944 

人権教育活動調査事業 315 

人権教育推進委員会事業 3,770 

研究調査事業 11,259 

「人権の世紀21おかやまJ推進事業 7,840 

99,139 

E 人権問和教育課 人権教育振興費 社会教育関係団体指導者人権教育研修会 5,919 

人権教育・啓発指導者講座 1,255 

「人権の世紀21おかやまj推進事業 63,443 

市町村等指導事業 18,995 

「生きる力」支援事業 5,000 

「まなびピア岡山2007」参加事業 4,527 

4,226 

E 人権問和教育課 人権教育総合推進費 市町村人権教育担当者等連絡会 608 

指導資料整備事業 3,618 
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事 項 名 ＆ 事 業 名 19年度
当初予算

担 当 課 事 項 名 事 業 名 単位：千円

18,635 

E 生涯学習課 学校文化活動促進費 高等学校総合文化祭 6,406 

音楽公演 8,697 

演劇公演 1,634 

国際文化交流事業 1,898 

5,000 

c 文化財課 文化財緊急調査費 県内遺跡調査 2,000 

会陽の習俗映像記録作成 3,000 

32,038 

c 文化財課 指定文化財管理費 文化財保護管理指導 3,000 

防災設備保守点検等 1,336 

固有文化財管理 716 

史跡旧閑谷学校保存修理 26,986 

86,060 

c 文化財課 津島遺跡整備事業費 津島遺跡史跡整備委員会 560 

津島遺跡史跡整備事業 85,326 

津島遺跡普及・活用事業 174 

124,296 

E 文化財課 文化財保護保存費 文化財保護保存費（国指定．市町村） 36,165 

文化財保護保存費（国指定－民間） 16,376 

文化財保護保存費（県指定民間） 55, 163 

吉備の国歴史探検ツアー 968 

ミュージアムブサッジinおかやま・かがわ 3,340 

みんなで楽しもう！民俗芸能 1,000 

現地で体験！民俗芸能チャレンジ教室 500 

「おかやまの文化財」刊行事業 2,475 

「更生る 1古代吉備の国～謎の鬼ノ城J調査事業 8,309 

2,852,837 

E 財務課施設班 県立高等学校校舎等整備費 校舎整備 227,406 

大規模改造（耐震補強工事） 2,488,208 

耐震診断（13棟） 31,227 

実施設計 105,996 

40,250 

E 財務課施設班 県立高等学校環境整備費 学校緑化促進事業 5,250 

高校生「県産材活用」UD整備事業 15,000 

高校生「エコ広場」UD整備事業 20,000 

91,430 

E 財務課 新設特別支援学校費 岡山南養護学校管理運営費 91,430 

8,000 

c 財務課 小中学校施設整備指導費 小中学校施設整備指導費 8,000 

267,692 

c 財務課抱設班 県立中学校整備費 岡山操山中学校体育館整備 267,692 
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事項名＆事業名 19年 度

当初予算

f旦 当 課 事 項 名 事 業 名 単位：千円

11,000 

E 財務課 特別支援教育設備整備費 特別支援教育設備整備費 11,000 

2,620 

c 教職員課 教員評価調査研究費
新しい教職員評価システム等の在り方に関する

2,620 
調査研究

194,009 

A 特別支援教育室 特別支援学校就学奨励費 特別支援学校就学奨励費 194,009 

146,752 

c 指導課 産業教育設備整備費 産業教育特別装置整備 146,752 

133,320 

E 指導課 高等学校設備整備費 産業教育基準設備充実 116,102 

語学演習装置（LL)整備事業 17 ,218 

155,597 

c 財務課施設班1産業教育施設整備費 ---i産業教育施設整備一一 155,597 

8,357 

E 指導課 定時制高等学校教育振興費 定時制教育教科書給与 1,527 

II 定時制高等学校教育振興費 修学奨励費貸与 5,951 

保健体育課 定時制高等学校教育振興費 県立烏城高等学校夜食費 879 

3,397 

E 指導課 高等学校通信教育振興費 通信教育教科書・学習書給与 2,473 

修学奨励費貸与 924 

50,000 

c 指導課 理科教育等設備整備費 幅ヰ教育設備整備費 50,000 

354,298 

E 指導課 総合教育研修機関費 サービス購入費 206,141 

情報機器及びシステムリース料 67,297 

維持運営費 79,751 

開所記念式典開催費 1,109 

8,360 

E 生涯学習課 社会教育諸施設整備費
国立吉備青少年自然の家整備促進・周辺区域

3,360 
等管理費

社会教育諸施設整備費 5,000 

129,779 

E 文化財課 埋蔵文化財緊急調査受託費 旭川放水路 32,868 

国道180号総社・一宮バイパス 57,592 

鳥取白動車道 26,741 

岡山新技術望遠鏡 12,578 

842 

E 文化財課 博物館資料等整備費 資料修理等 842 

78,784 

E 福利課 教職員互助組合助成費 教職員互助組合助成費 78, 784 

158,816 

E 福利課 岡山県教職員住宅等購入費 教職員住宅償還金 158,816 

80,786 

E 人権同和教育課 進学奨励費奨学金償還費 償還替促事業 80,786 

113,870 

43 財務課 高等学校実習経営費 高等学校実習経営費 113,870 
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第 3章 「岡山県財政危機宣言」と「岡山県行財政構造改革大綱 20 

0 8」の中で

1 岡山県財政危機宣言

岡山県では、先に述べたように、平成 9年以来 3次にわたる行財政改革に取り

組んできたが、同 16年度の交付税ショックにより、約 30 0億円規模で一般財

源が激減し、この状況が続いた場合の向こう 10年の傾向を見ると、人件費の独

自カットや行政改革等推進債の発行を除くと構造的に約 30 0～4 0 0億円の

規模で毎年の収支不足が見込まれるとともに、特定目的基金からの繰替運用等の

緊急避難的な対策も限界に近づいてきたとの認識のもとに、財政再生団体に転落

するという最悪の事態を回避し、持続可能な財政構造を確立するため、行財政改

革の総仕上げとして、更なる歳出削減など歳出構造の抜本的な改革に取り組むと

して、平成 20年 6月 2日、 「岡山県財政危機宣言」を発した。

このため、県民サービスにも十分留意しながら、行政の守備範囲そのものの見

直しゃ、官民の役割分担、さらには県と市町村との役割分担といった視点から、

あらゆる事業をゼロベースで見直し、持続可能な財政運営を確立するため、安全・

安心や子供の教育、子育て、中四国の拠点性の向上といった分野などに配慮しな

がら、更なる「選択と集中」を進め、財政構造の抜本的な改革に取り組む旨宣言

している。

2 岡山県財政構造改革プランの策定

( 1 ）岡山県は、上記財政危機宣言を受けて、平成 20年 8月 27日、 「岡山県財政

構造改革プラン（素案）」を発表し、目標総額を約 40 0億円として、持続可能

な財政構造を確立するため、行財政改革の総仕上げとして、財政構造の抜本的な

改革に取り組むとした。ただし、 「新おかやま夢づくりフラン」の考え方を堅持

し、戦略的にさらなる「選択と集中」を徹底するとして、 「安全・安心」 「子ど

もの教育」 「子育て」 「環境保全」 「中四国における拠点性の向上」の分野は特

に配慮する分野とした。財政構造改革には、下記の「 5つの目標」を立て、

記

①歳入に見合った歳出規模へ転換します。キ収入にあわせた予算を組みます

②プライマリーバランス（元金ベース）の黒字を維持していきます。

＝今県債残高をこれ以上増やしません
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③柔軟でスリムな組織で効率的・効果的な業務を行います。

二今同規模県と比較して最もスリムな体制を目指します。

④臨時的な歳入対策に頼らない健全な財政運営を行います。

二今行革推進債などの緊急避難的な対策による財政運営と決別します。

⑤以上、すべての改革を平成 24年度までに達成します。

二今今後、 4年間で改革の総仕上げを行います。

また、見直しの視点の体系を下記のとおりとし、今後の収支不足を解消しようとし

たものである。

I 人件費・内部管理

経費の削減

①定数削減

②手当等の見直し

③運営費（D項）

④公債費（A項）

財政構造改革

II 歳入の確保

①歳入確保

②退職手当債

III 行政経費の削減

①一般施策等

1 官と民との役割分担

2 県と市町村との役割分担

3 県行政の守備範囲そのも

のの見直し

4 その他

②公の施設の見直し

③公共事業

④外郭団体の見直し

( 2 ）その後、上記素案は、県議会における討議、市町村や関係団体との協議・調整、

パブリックコメント等を経て、平成 20年 11月 18日、 「岡山県財政構造改革

プラン」を決定した。

上記プランでは、一般財源の効果額は約 39 6億円とされ、市町村や諸国体の
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要望を受けて一般財源総額 14億円 の事業を復活する 一方、 公債費の抑制効果額

を 5億円積み増しできたため、素案からの目減 りは、 図 1のとおり 9億円と なっ

たものである。

図 1

H24まで ‘ 

独自の給与カット約120億円｜ 〉
総 額 約396億円

〈素案〉
総額約405億円

占ム畳一｜①定数削減約70億円
重立苦混｜｜②手当等の見直し約30億円
Zιー｜③運首費（D項）約30億円

④公債費（A項）約5億円

L盈ム旦 ｜①歳入確保約50億円
盈虚 ｜②退職手当債約90億円

①一般施策等約118億円

ム21
l①定数削減約68億円

②手当等の見直し約30億円

③運営費（D項）約30億円

51④公債費（A項）約10億円

①歳入確保約50億円

② 退 職 手 当 債 約90億円

ム111① 一 般 施 策 等 約107億円

正規職員のさらな

る講師への振替中
止

各種要望等を踏ま

え、子どもの教育

分野や経済情勢な

どに配慮

訴~I②公の施設の見直し約10億円｜ ム11②公の施設の見直し約9億円 l各種要望等に配慮

←一一ー ・③公共事業約2億円 ｜ ｜③公共事業約2億円

上記最終案によれば、平成 24年までの年度 ごと の効果額の推定は、図 2のとお

りとされ、平成 24年度以降は、巨額な収支不足は解消されると している。
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図 2

（億円）

600 

500 

400 

300 

200 

100 。

年産ごとの効果額の推移（H24まで）

日独自の給与力ット

口人件費 E 内部管理経費の削
減

圏藤入の確保

回行政経費の削減

H21 H22 H23 H24 
（年度）

日 21・0.2 6 2億円

H2 3・・・ 4 5 8億円

H22・・・329億円

H 2 4 ・ ・・ 50 3億円

3 fl理出曝行財政構造改革大綱 20 G畠』の叢定

前述の「岡山県財政構造改革プラン」の取りまとめを経て、この改革プランを基

に、これまでの 3次にわたる行財政改革の総仕上げとして、平成 20年 12月、県

議会の議決を得て、新しく「岡山県行財政構造改革大綱 20 0 8」を策定した。

「この大綱では、①構造的な巨額の収支不足を解消し、②歳入と歳出のバランス

がとれた持続可能な財政構造を確立するとともに、③組織 e 職員数のスリム化、④

職員の意識改革、⑤仕事のやり方の見直しなど行政システムの再構築に取り組み、

県民の皆様の要請に応えることのできる行財政構造に転換することとしておりま

す。また、こうした改革を進める中にあって、安全 e 安心、子供の教育、子育て

環境保全などの分野については、特に配慮してまいります。」とされている。
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4 教育委員会と「岡山県財政構造改革プランJ及び「岡山県行財政構造改革

大綱 20 0 8」

( 1 ）教育委員会においても、上記財政構造改革プランにおいて、事務事業の見直し、

公の施設の見直し、外郭団体の見直しが検討されたが、その最終方針は別紙 1の

とおりである。

( 2 ) 「岡山県行財政構造改革大綱 20 0 8」における教育分野の位置付け

先に述べた財政構造改革フランにおけると同じく、構造改革大綱 20 0 8にお

いても、改革を進めるに当たっては、夢づくりプランの基本的な考え方を堅持す

るとされ、戦略的な選択と集中を徹底し、 「子どもの教育」 「子育て」の分野は

特に配慮すると明記され、予算を集中させて取組みを進めることを宣言している。

ただし、教育委員会においても職員定数の削減については、法令等による職員

の配置基準に留意しながら、適正配置に努めるとともに事務の合理化等による教

育委員会事務局職員の純減や児童生徒数の減少に伴う教職員の純減等により、平

成 20年 4月定員 15 , 4 6 4人のところ、同 25年 4月までの数値目標として

3 3 5人の減（ 2 . 2パーセントの減）を図るものとしている。
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第 3章 別 紙1
I聖墾聖墾1

NO 担当課 事業名

県立学校校舎等
120 財務課

耐震補強工事

特別主握教育設
4旧財務課

備聖備費

新桂設特別支撞学

41 財輯課
官理運営費

（岡山南葺護学
桂）

新設倉敷地域高
等特居IJ克撞学校

76 財務課
（仮称）校舎整備
事業

77 財務課 岡山室東養整護備学桂
分教 事業

新設岡山地被高

78 財輯課
等特別主揖学校
（仮称）校舎整備
事業

79 財務課
誕生寺葺護学校
桂舎整備事業

19 財輯課

業【産】廃朝充当事

高校生「エコ広
場」UD整備事業

［森づくり県民税
充当事業】

20 財輯課 高校生『県産材
活用JUD整備事
業

学校教
高桂再編に伴う

6 育振興
通学費貸付事業

課

43 教課職員
不畳較対策のた
めの教員；照盟事
業

教職員 小1ヴッドスター
44 

課 ト王援事業

教職員 高校ヱキスパー
121 

課 ト活用事業

スクールサボー
8 指導課

タ－l!2置事業

45 指導課
スクール力ウンセ
ラ－~，置事業

15 指導課
スクールカウンセ
ラー画担置事業

損業改革支揖事
122 指導課

業

123 指導課
県立学校軽営事
業

外国語教育指導124 指導課
強化対策

H20当初予算額

事 業 概 要

うち
般財源

県立高等学校等白校舎・体育館町
耐震補強工事及び耐震診断に要す

2 941 210 249 205 る措置
補強工事 16桂18練
耐震診断 23枝34棟

特別支援学校特殊教育設備整備
14674 14674 に要する暗費

ー補聴器特性検査装置など

90咽794 日0794 
新設古れた岡山間養護学校由宮理
運営等に要する桂費

｜加特別や支職揖業宇自枝立由の児ニー童ズ生に徒対数応回す増る

ため、比較的軽度の知的障害のあ
23,589 7,744 る生徒を対象とした高等部単独白

特別支援学校を倉敵地増に斬設す

るH軽20費耐震稔断・5台協謁巷 H21怖語

岡山東葺護学校由児童生桂数の

71 846 346 増加に伴い隣接する岡山聾学校の

余裕教室をに岡改山造東す聾るた護め学の校軽高費等部
回分教室

｜特た加別めや支職、比間業較自的立一軽の度ニ目ー知ズ生的に徒障対吋害応のすある

185 858 10,828 る生徒を対象とした高等部単拍由
特別主撞学中交を岡山地域に新設す

るH軽20費耐鷺捻断寧縦書日 －き

睦生寺養護学桔改聾エ事に要する

619 270 77 396 
経費
・H19～22 
•H20· 小学部線建築、官理棟改造

帽理型社会形成やUDの学習機会

15,000 15 ODO 
案とすにるよたりめ、産、高業植廃生棄物自らをの再企利画用し提た

エコ製品を活用し、 UDを取り入れ
た広場を整備するための軽費
目指定枝2校（コンペ方式）

森ため林、保高全校や生U自Dのらの学企習画機・会提と案すにるよ

20,000 り、県産材を活用し、 UDを取り入れ
た居室を県立高校に藍備するため
由経費
指定枝2桂（コンペ方式）

高椋再編整惜に伴い遠距離通学と
11,259 11,259 な付るlす高る校た生めのに対桂す費る通学費を宜し

不畳枝担当教員が不畳桂由解決
44 554 44,554 に向け＋分活動できるよう非常勤

講師を訴追するための桂費

｜義め務‘地教域育住由民円等滑をな教ス育タ支援＂＂員凶と町して二

小学校第1学年に回置するための
307,099 204 758 経費

－配置基準 1字紙30人以上（374

人，！6調

晶 父に等を野有お町のすい分技るて野術外、にー専知部、門識専講性由門師白指的を高導配ない技置や工能子しイ、業ゃ尊ムー
商業
能力

78012 78 012 円分
テイチ〉クによる支撞奪行うための軽

費関＂ 4闘交岡田岳..

｜教クー職ルサ経ホ験ー者ター、と民して生小児中童学歪校員へ等配をス置

し、λクルカウンセラ田見立てのもと家
26 503 24122 直へ由訪問指導等により不畳桂や

いじめ問題等の解決を図るための

桂・酉百費晋桔，r、岨曲目桔 市出怯＇＂

臨庄心理士等をスヲルカウンセヲとし
て公立中学校全校及び小学校8校

102 067 69 736 
！こ配置するとともに、電話による相

談配窓置口桂を開小設学す桂る叫た孔め中の学程桂費127桂

教育相談員配置［24時間対応化］

臨庄心理士等をえクルカウンセラとし

25 517 17,434 
て公立中学校全校且び小学桂2桂
に配置するため田糧費（間山市分）
酉日置桂小学校2桂‘中学校37桂

｜踏全ま国え学、力小・学・中習状高澗校を見査通のし帽た果学を

力向上施軍の実施と検証を行うた
12 888 12,888 めの軽費

田小田中学校の授業改草田支撞

｜午回学／、習雄到第達1状筆況の確認と活用M

各学肢が教育目標の達成に向け
て、学力町南よや豊かな心の育成

100 000 100,000 を園るため、総合的な学習の時間
などを利用し、社会人講師の活用
や特色ある体瞳活動などに要する
経費

全ての県立学桂に外国語指導助手
(ALTJを計画的に派遣し、外国語目

137,492 137 492 国軽量際理解教育田充実を図るための

誠遣人数 28人

盆査室且金盟企
素車（8月27日公表） 最 栴 方 針

H引～24剛減効果額 H21～24剛描劫畢額 麗し額

うち
見直し向容

うち うち
最終見直し向容

一陣財調 一植樹瀧 般財澗

｜見則直50し帖の視剛点描でとはな原る

本る夢回水っプ県て準ラのンおに県指調り立、標整学積です極桂ある的のる（8な耐「5耐推震怖進震化をが化確！ま必率保全要6し国5継で平怖続あ均」るすををこる達大と）成きかでくら下き、
が、 30崎町削減にと

882,363 74.761 どめ、引き構き継続 441182 37,3日1 441,181 37,380 

する（見直し後にお

｜い苓て室主も主層J構年の前勅回14当僻初

毘則直しの揖点では原
50帖削捕となる

見直しの視点では席則50軸削減となるが、 20同2,934 2日34カ官、 20柏田削減にと （素案どおり）
どめ、引き続き継続

田削減にとどめ、引き続き継続する

する

現行白とおり継続す
（素案どお引） 現行のとおり継続する

る

当初の予定どおり整
当初の予定どおり整備事業を実施し、管理軍曹を.6.. 26411 .6. 42 256 情事業在実施し、菅 （素案どおリ）

理運営を艦続する 瞳輯する

71 846 346 事年躍業で終終期了田す平る成20 ｛素案どおり） 事業終期の平成20年度で終了する

当初の予定どおり聖
95 858 ム 79172 備事業を実施し‘管 （素案どおり） 当初の予定どおり整備事業を実施し、管理運営を

理運営を継続する 継続する

事業終期の平成22
日19,270 77 396 年度まで実施した上 （素案どおり） 事業時期の平成22軍度まで実施したよで轄了す

で終了する る

現行のとおり継続す
（素案どおり） 現行のとおり継続する

る

現行のとおり継続す
（素案どおり） 現行のとおり継続する

る

（財）岡山県育英会
11 259 11 259 へ轄菅した上で、廃 （素案どおり） （財）岡山県育英会へ移管した上で、廃止する

止する

最低限数回毘置とす
22 277 22277 ることにより‘継続す 22 277 22277 不登桂の兜童生徒が多いことを鑑み、継続する

る

平成20年度から26週に拡大したばかりであり‘平

26過を20週刊月末
成22年度までは26置で継続する

70.869 47 251 
まで）で継続する

（素案どおり） なお、平成23年度以降の20週（9月末まで〕という
期間iι長期目夏休み後も安心して学校通いが
続けられるようにとの趣旨で設置している

特に専門性が求めら
れる理数農業工

特！こ専門性が求められる理数E農業・工業福祉
54608 54 608 業福祉等の教育に （素案どおり）

特化することにより、
等由教育に特化することにより、 70帖削証する

70%削減する

小中学植田設置者 平成21年度から創設される国庫補助事業を活用
26 503 24122 である市町村に委ね 13 252 12,061 12 061 したり‘教員の指導力アップを図るなど「心の教

る 育」を輯合的に実施し充実していく

現行のとおり継続す （素案どおり） 現析のとおり継続する
る

25 517 17,434 
岡山市の政令市移 （素案どおり） 岡山市町政令市移行に伴い、底止する
行に伴い、廃止する

学習到達状況確認
用システムは継続す

10 888 10,888 るが、授業改革支援 （素案どおり） 事業終期田平成22年度まで継植する
iま他事業で対応する
こととし廃止する

現行のとおり継続す
（素案どおり） 現行のとおり継続する

る

配置方法等を貝直す
68,746 68,746 ことにより、 50同削 （素案どおり） 配置方法等を見直すことにより、 50肋剛掴する

減する
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堕蓋聖墾1 整宣歪昼4，，、， s ι hJ匹、一一F '-"- ＇＇』 J

素案（8月27日公表） 最 終 方 針

H20当初予草輔

H21～24削irn或一効う般果ち財額原｜I 
NO 担当課 事業名 事 業 概要 H'1～24剛掘効果額 震し額

うち うち
見直し内容

に孟五
最終見直し同容

一般財源 一般財盟

冨逮インターネッ
県立学校における高速インタネッ

現行のとおり継続す
12 指導課

ト接続
42,392 42.392 ト接続｛回線世用料プロパイダ料

る
（素案どおり） 現行のとおり継続する

等）に要する経費

総合教育セン
ター管理運営費 融合教育センターに聖惜した研修

現行のとおり継続す
13 指導課 ［情報機器及び 67,297 67,297 用コンビュータ等のリースに要する （素案どおり） 現行のとおり継続する

システムリース 経費
る

料］

情報教室コン
県立学校の情報教室に聖備したコ

現行のとおり継続す
14 掴導課 114141 114,141 ンピ斗タ等のリス等に要する桂 （素案どおり） 現行のとおり継続する

ピ斗ータ整備費
費

る

42 指導課
理科教育設備聖 40,000 20，仁問。

の「理全科日教制育高握校興、法中」学に桂基、づ特吉別、主県揖立
20,000 10口00

原則のとおり50明削
（素案どおり）

備費 牢枝由理料設惜を計画酎に聖惜す 融する
原則由とおり5C%削減する

るための軽量

43 指導課
プロジェクタ一等 51,600 51 600 

県立学桂田教職員用のコンピュ
25,800 25 800 

原則由とおり50%削
10 320 10 320 内部管理的な経費であるが、現実的な更新を特う

整備費 タを整帯するための軽費 捕する
15.480 15,480 

ため.80%で継続する

総合教曹セン
総合教書センターの維持運営に要 現行のとおり継続す

44 指導課
タ［光ー離管水理畳運等営］費

79.484 79 484 
する軽費 る

（素案どおり） 現行のとおり継続する

産業教育基準設
県立高桂田産業教育基準設備の

原別由とおり50同削 時期の延長等コスト商IJ捕に努めるととで、 20同削
45 指導罫

情充実
112 694 112,694 蓋備に要する桂費 5日347 56.347 

滅する
22 538 22 538 33 809 33,809 

揺する
・11枝旋盤、立フライス盤等

「産業教育振興法Jに基づき県立高
桂田産業教育施設の蓋備に聾する

46 指導謀
産業教育施設整 133,679 22,318 

経費 66,840 11159 
原則のとおり50判削

（素案どおり） 席Jlljのとおり50%削減する
備費 ・H20瀬声南高（H19～20）［鶏舎］、 揖する

興調高［温室］、高松農業高［農業
槽帽童］

「産業教育振興法」に基づき県立高

産業教育特別韮
枝の産業教育設備の聖備に要する

車則のとおり50崎削 更新時期の延長等コスト削減に聾めることで、 2
47 指導課 164,932 11.772 軽量 82,466 5 886 32 986 2 354 49,480 3 532 

置整備
e櫨輔設備2枝、電子計算組輔等12

調する 0同削減する

桂

語LI学盤演情習事装業置（し
県立高桂田語学演習装置化し）白 事業終期の平成22

事業終期の平成＂年度まで実施した上で終了す
BO 指導課 13,638 13,638 リースに要する軽費 13 638 13 638 年度まで実施した上 （素案どおリ）

·•怯（22年度終期） で終了する
る

問題を抱える子
い退じー児め童不虐畳待桂の5暴つ力由行課論題に高つ桂い中 事業特期目平成20 全年額度国を事庫業の終モデ期ルと事して業いでるあがり‘、今園桂に由お国いのて平予成算2折0 

81 指導課 ども等由自立主 23,394 て、未然防止、早期発見ー対応につ 23,394 年度まで実施したよ （手提案どおり）
撞事業 いて、地増田課題解決に向けた取 で終了する

衝を，主視し、引き続き実施される場合は積極的に

組由研究を行うための経費
活用していく

韓合教育セン PF！方式で聖偏された韓合教育セ

10 指導課 タ［サ管ピ理スb車購宮入費 171.969 171 969 
ンタの施設設備費維持菅理費を 債務負担行為に基

「素案どおり） 慣輯負担行為に基づき継続する
PF！事業者に支払うための桂費 づき継続する

費〕 ・H19～38 

子ども育器たむ体ちた験のめ活社、動会農、山性社漁、会豊村奉か体仕な験活人活動間動を
29 指導課

豊かな休瞳活動
10.564 性やを自 社

現行のとおり継続す
（素案どおり） 現行のとおり継続する

推進事業 る
実施するための軽費

30 指導課
学校評価推進の 10,825 

学技評価（自己評価と学桂関係者 現行のとおり継続す
（素案どおり〉 現行のとおり継続する

ための実揖研究 評価）の実践研究に要する軽費 る

工業高校と地域産業界の連揖をよ

31 指導課
ものづくり人材育 16145 

り拡充発展させ、即戦力となるもの 現行のとおり継続す （素案どおり） 現行のとおり継続する
成事業 づくり人材を育成するための輯費 る

（文科省と軽産省由協冊）

小学校における A由し研Tや買地を壇行い人、材小白学効校果葺的語な教活育用の等
現行田とおり継続す

32 指導課 葺語教育推進事 18 100 
充実を国るため拠島校10世に事業 る

（素案どおり） 現行のとおり継続する
業

を垂託（市町村〕するための経費

理し科田が繁得ー実意験な人材を小学校に匝置

理科支撞員等酉a や先端科学誼術に聞
現行のとおり継続す

33 指導課 25,982 する体腫活動査特い、理科教育の （素案どおり） 現行のとおり瞳晴する
置事業

活性化を図る事業を市町村に委託
る

するための桂費

特別主
新設岡山地域高

新設岡山地域高等特別主撮学校 事業終期の平成21
等特別支援学桂 事業終期の平成21年直まで実施したよで特了す

82 援教育
（恒称）準備事務

34,887 34β87 （仮称）開校準備事務局の管理運 34,887 34887 生存度まで実施したよ （素案どおり）

室 首に要する経費及び相度調弁費 で終了する
る

局菅理運営費

｜運共動に健制，車軒な生徒閉を育店成す園る町ととも身

保健体
全国中学桂体育 に、平成22年度に中国5県で開曜さ 原買ljO)とおり50帖削

33 
育課

大会選手強化事 11 681 11 681 れる全国中学桂体育大会で上位入 5,840 5840 
摘する

（素案どおり） 車副のとお引50崎南IJ描する
業 賞を果たすため、従来の3年生中心

｜雪聖T空~~c加え、 1～2年生町選
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I重蓋重重1 教育委員会（判ケ千円）

素案（B月27日公表） 最 終 方 針
H20当初予算額

H21-24削111現一効う般果ち財韻調l｜ 
NO 担当課 事業名 事業概要 H21～24剛踊効果額 匡し韻

うち うち
里直し内容

仁品一
最終見直し内容

一般財踊 一組財調

高校す生る畳が高、運の動舞部台活で動あるの高成校果全を発国 聞曜地（誠遣先）に

34 
保健休 高等学技全国大 16 544 16 544 重大会への誠置師費由一剖を補助す 6 544 6 544 

飼わらず、補助上限
（素案どおり） 開催地（派遣先）に関わらず、補助上限額を1千万

育課 会諏遣
るための軽費

額を1千方円に削減 円に削躍する

・補助率 1/3
する

地域ぐるみの学
スクールガードリーダー（地域学校

34 
｛呆瞳体

桂安全体制聖備 19.009 
安全指導員、各警察署に計44人） 現行のとおり曜臨す

（素案どおり） 現行田とおり継続する
育課 の配置とモデル市町村事業由実施 る

事業
に要する軽費

保健体 県立学校毘害共
日本スポツ揖興センタからの民

現行のとおり継続す
35 

育課 済柏付金
74 750 

害護者共済）へ給支付佑金すをる県た立め学の校経（費主主徒保 る
（素案どおり） 現行のとおり継悼する

経済的な理由で就学園誰な高校生

9 生謹学 高等学桂奨学事
に対し‘聖学金を貸し付けるための （財）岡山県青葉会

（財）岡山県育英会へ移管」現行の賞付粋で継173 BSD 107 938 経費 50.000 50.000 へ移曹し、現行の貰 ｛素案どおり）
首謀 業（県実施分〕 ー新規貰付枠2凹人、継続302人 付枠で雄精する

続する

公立自宅18.000円他

｜放参課画後を得やて週‘末子等どにも、た地ち域と白勉方強 の々
やス

生涯学
由課後子ども教 ポツ、文化活動、地域住民と由主 全体で80%由事業

46 
習課

室推進事業（市 39 293 19日47流活動等に取り組む「放課後子ども 7 858 392目費を確保し、継続す 7 858 3,929 子どもの健やかな成長の重要性を鑑み、継続する
町村事業分）

教す・倫室る理軽」を修費開平設Fす手I教る市室き町数村（1に40対j;時し補）助
る

生涯学
（財）岡山県育英

岡山県育英会由連首事務費補助 現行白とおり継続す
125 会運営事務費補 19 955 】9955 ム9.920 ム 9.920 （素案どおり） 現行由とおり継続する

習課
助金

に要する経費 る

生湛学 聾学事業運用貨
（財M司山県育英会田奨学事業で生

現行由とおり継続す
126 42 726 じる運用貰金の規期不足に対する （素案どおり） 現行のとおり継続する

首謀 付金
単年度貰付に要する軽費

る

生涯学
奨学金（旧日本 旧日本育英会から（財）県育英会に

現行のとおり継続す
127 

習課
育英会移曹分） 528 581 移す管された高桂奨学金賞付金に要

る
（素案どおり） 現行由とおり継植する

の補助 る軽費

生涯学 学校支握地域本
教向き員舎のう勤時務聞負の担拡を充軽を描回しる、子ためども、学と

現行のとおり継続す
36 16,432 校と地域と由連揮体制由構聾を園 （素案どおり） 現行のとおり継続する

官課 部事業
り、学桂支援ボランティア等による

る

教員四五撮を丹うための軽費

国指定虫跡「津島遺跡Jの公開田活
事業終期の平成20

国指定史跡，惜孝事島 用を積極的に行う観点から、竪穴
83 

文化財
遺跡史跡整 76 670 38.335 

性本居格復的な元史や跡水整田跡備工・理事地を表行現うなたどめ
64836 27 501 年度に整晴事業を完

（素案どおり）
事業終期日平成20年産l二聾備事業を完了し、維

課
業 続了すし、る維持菅理を継 持菅理を継続する

の経費

国指定及県び指民定間文事化業財者等がに実つ施いすてる、 現行のとおり継続す
1 文化財 文化財保護保存

130日19 130,919 市町村 58 182 58 182 る 39 275 39 275 18 907 18907 市町村直営事業に係る補助は廃止するが、個人
謀 費 ｛呆存修理・聾惜に要する経費回一 〔削減効果額は事業 等への助成（市町村桂由を含む）は継続する

部を輔助するための軽費 輯了に伴うもの）

文化財 埋蔵文化財緊急 独立行政法人国立病f斬院聾櫨工構事岡に山伴 現行のとおり継続す
37 47,742 医療もター職員宿舎 （素案どおり） 現行のとおり継続する

課 調査［国立病院］
う発掘調査に要する経費

る

（財）県教職員互 （財）県教職員互助組合へ田事業助
教職員耳助組合に

35 福利課 78 784 78 784 78 784 78咽784霊ねることとし、鹿止 ｛素案どおり） 教職員互助組合に重ね‘廃止する
助組合助成費 成に要する軽費

する

公立学植共演組合の担資不動産
｛責務負担行おに基

11 福利課
教職員住宅慣還

158 874 120 340 貴金で購入した教職員住宅の慣運 5 853 5,853 づき継続する （素案どおり） 債務負担行為に基づき継続する
金 に要する経費 曲〈削の減誠効に果伴額うもlまの償）還

人権，
人権教育市町村

人権教育推進員の雇用に要する紐 住民に身近な事務
世民に身近な事務事業であることから、市町村に

9 同和教
等指導事業

18 125 18,125費 18125 18125 事業であることから、 （素案どおり）
霊ねる

育課 5人、4箇所 市町村に委ねる

人権・
『人権の世紀21 住民に身近な事務 県として．各種情報の提供や連絡調整、資料聾

10 間和教
おかやま」推進 44211 44211 市町村が実施する人権教育関係事 44 211 44211 事業であることから‘ 37,842 37 842 6 369 6 369 備育を、指主導揮者す養る成等によりも市町村における人権教

育課
事業〔人権教育 業に対し補助するための軽費

市町村に垂ねる
握興費）

県立学桂において、桂内で人権数
一直部す事が業、向全容体をで見5 人4生

高等学校等人権
青白理解と認離を高める研修の聞

一部事業内容を毘直すが、全体で50怖の事業費
128 同和教

教育推進事業
44 293 44.293 催や小中学校で人福教育に闘す 22,146 22,146 

0怖の事業費を確樺
（素案どおり）

を確保し曜臨する
育課 る，舌動を行うためなどに必要な経

し継続する
費

人権 岡山県地域改善 係！日地る事域務改及善び対H輩19奨年学度金償の還償金還のにう
現行のとおり継続す

48 同和教 対策奨学金等慣 77 521 
ち費国庫分（2/3）を返還するための経 る

（素案どおり） 現行のとおり継続する
育課 置督促事業

教育歪員会計 7,579315 2,559,206 2 612 358 759 506 2.003 746 605,762 608612 153744 
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【公の施設】

施設名 指定
素案（日月27日公表） （単位千円）

番号 開設
管理者 実施（所菅部局、所在地） 見直し内容

時期
効果額

最終方針 （単位干円）

最終見直し内容 効果額

岡山県備北青年の家
〈廃止（市へ譲渡）〉
－新見市民公園と一体となっており、地域で有

100 S45 新見市
効に活用できる施設であることから、県施設と

H21～ 16,130 
（教育庁、新見市）

しては廃止し、新見市への譲渡についても検討

・老朽化した本館については、 H20年度末で施
設を閉じて、 H21年度に施設の処分を行う。ま
た、野外活動棟については、地域で有効に活 16,130 
用するため、必要な整備を行い、譲渡を含め、
新見市と協議を行う。

岡山県渋川青年の家
S46 小学舘7口タク

〈存続〉河ン、平松工ン
101 

HlO 
ター7ライス、西 －県内の小学生の多くが海を利用した宿泊研修

（教育庁、玉野市） 日本テムソーク として利用している施設であることから存続
改 Jレ－J

素案どおり

岡山県津山婦人青年の家
〈廃止（市へ譲渡）〉
－地域住民の利用が中心であることから、県施

102 S56 津山市
設としては廃止し、津山市への譲渡についても

H21～ 116 
（教育庁、津山市）

検討

－地域住民の利用が中心であることから、 H21
年度に必要な整備を行い、 H22年度に津山市 116 
へ譲渡する。

岡山県青少年教育セン S40 （財）特別史 〈存続〉

103 
告一関谷学校 跡旧関谷 －県内の中学生の多くが宿泊研修として利用し

H3 学校顕彰 ている施設であることから存続
素案どおり

（教育庁、備前市） 改 保存会

特別史跡旧関谷学校 838 （財）特別史
〈存続〉

104 （鍛 跡旧関谷
・全国的に著名な施設であり、利用者も多いこ

公開 学校顕彰
（教育庁、備前市） 開始〉 保存会

とから存続
素案どおり

岡山県立博物館 【一部lサ指ピ定ック菅
理】 〈存続〉

105 S46 ス、三要電熱 －国宝等とかのら県存所続蔵品を展示する施設は必要で
（教育庁、岡山市） 工業共同 あるこ

事業体

素案どおり

岡山県立高備路郷土館
吉備路風 〈廃止（市へ譲渡）〉

106 S51 
土記の丘 ・地域の歴史や文化を紹介する施設であり、県

H21～ 15,625 
（教育庁、総社市）

環境保全 施設としては廃止し、総社市への譲渡について
協会 も検討

－地域の歴史や文化を紹介する施設であること
などから、 H21年度末までに県施設としては閉 15,625 
じることとする。また、施設の活用策等について
検討し、 H22年度に総社市へ譲渡する。

岡山県生涯学習セン聖一 【一部指定官
〈存続〉
－鳥城高校と一体となって利用されている施設

107 H9 理】西日本建
であり、生涯学習の拠点施設となっていること

（教育庁、岡山市） 物管理（株）
から存続

素案どおり

岡山県立図書館 ［一部指定菅 〈存続〉
108 H16 理］フオ工λ共 ・県肉外図書館との連絡・調整等を行う県下唯 素案どおり

（教育庁、陣山市｝ 司事業体 ーの中核・拠点施設であることから存続

【外部団体】

素案（呂月27日公表） （主義佐子円） 最 終 方 針 （単位千円）

番号 団体名 事業概要
実止施制見直し肉容 効果額 最終見直し内容 効果額

くその他＞

奨学金の貸与、学
－経済的な理由で修学が困難な生徒に奨学

51 （財）岡山県育英会
生寮の維持運宮等

金を貸与する事業を実施しており存続 21年度
－代表者への県職員就任の廃止を検討

くその他＞
－経済的な理由で修学が困難な生徒に奨学
金を貸与する事業を実施しており存続
－代表者への県職員就任を21年度中に中止
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第 4章 監査に当たって

1 『教育委員会の事務の執行及び所管の財政援助団体の管理運営Jについ

て監査するに当たって

( 1 ）教育行政の特色

ア 教育を受ける権利

憲法第 26条は、第 1項において、 「すべて国民は、法律の定めるところ

により、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。」と定め、

第 2項において、 「すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護す

る子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義務教育は、これを無償とす

る。」と定める。

教育を受ける権利の重要性については今更いうまでもないだろう。憲法の

上記規定の背後に、国民各自が、一個の人間として、また、一市民として、

成長、発達し、自己の人格を完成、実現するために必要な学習をする固有の

権利を有するとの観念が存在することは最高裁判所も宣明するところであ

る（最判昭和 51年 5月 21日刑集 30巻 5号 61 5頁参照）

そして、現代における技術・文明の長足の進展に照らすと、国民各自の教

育を受ける権利を意味のあるものとするためには、教育施設や教育専門家の

手による教育が必須である。国家ないし地方公共団体によってなされる公教

育は、国民各自が現代社会において人間らしく生きるために必要不可欠の社

会的インフラストラクチャーであるといってよい。

このような見地から、国は、国民の教育を受ける権利を充足するため、教

育基本法、学校教育法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律、教育公

務員特例法、社会教育法、生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備

に関する法律等を制定しているところである。

イ 教育行政実施主体の自主性・自律性

もっとも、教育は、人間の行動を根本的に規定し、個人の価値形成に深く

かかわるものであるから、教育行政にあっては、少なくとも法の建前上、政

治的中立性や高度の専門性の見地から実施主体の自主性・自律性が確保され

ており、いわば国や地方公共団体が教育行政に過度に介入することを制限す

る仕組みがとられている。教育基本法が、 「教育は、不当な支配に服するこ
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となく、この法律及び他の法律の定めるところにより行われるべきもので

あ」ることを前提に、 「教育行政は、固と地方公共団体との適切な役割分担

及び相互の協力の下、公正かつ適正に行われなければならない。」と定めて

いるのは、上記のような理由によるものということができょう（同法 16条

1項）

そして、更にこれを受けた地方教育行政の組織及び運営に関する法律は、

教育行政主体の自主性・自律性を確保するため、種々の仕組みを設けている。

すなわち、合議制の執行機関として、地方公共団体に教育委員会を設置する

こととし（同法 2条）、教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に

関する事務のうち、学校その他の教育機関の設置、管理及び廃止をはじめと

する広汎な権限を有している（同法 23条）。その一方で、地方公共団体の

長は、教育に関する事務のうち、教育財産の取得・処分、契約締結、予算の

執行等の権限を留保するものの（同法 24条、 24条の 2）、歳入歳出予算

のうち教育に関する事務に係る部分その他特に教育に関する事務について

定める議会の議決を経るべき事件の議案を作成する場合においては、教育委

員会の意見をきかなければならないとされているのである（同法 29条）

また、教育行政の主要な位置を占める学校教育について、教育委員会は、

その所管に属する学校等の運営に関する事務をすべて直接執行するのでは

なく、学校その他教育機関の施設、設備、組織編制、教育課程、教材の取扱

いその他学校の管理運営の基本的事項について、必要な学校管理規則を定

め、具体的、日常的な運営を各学校にゆだねているし（同法 33条 1項）

健康診断などのように法令の規定により直接学校の義務とされている事項

もある（学校教育法 12条）。これらにより、最終的には教育委員会が学校

の管理運営の責任を負うものの、学校も教育機関としての一定の自主性・白

律性を保持するという仕組みがとられているのである。

ウ小括

以上をまとめるならば、教育行政は、教育の有する特殊性から、それぞれ

の実施主体に対して一定の自主性・自律性が与えられているという点に特色

があるということができるだろう。

( 2 ）教育行政における「効果的運営」とは何か
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ア 総 説

前述のとおり、教育行政においては、それぞれの実施主体に一定の自主性・

自律性が与えられている点に特色があるが、そうであるからといって財政的

な裏付けが必要であることは他の一般行政と全く変わらない。いかに理想的

な内容を持った教育内容も財政による裏付けがなければおよそ無意味であ

る。

したがって、教育行政においても、他の一般行政と同様、効果的な運営が

要求されることになるわけであるが、上記のように、教育行政のそれぞれの

実施主体に一定の自主性・自律性が与えられていることも考慮すると、 「効

果的な運営」がなされているか否かを判断するに当たっては、次のような点

に留意が必要であろう。

イ 教育行政の有効性（Effectiveness）について

（ア）そもそも、教育は極めて広汎かつ多面的な性格を有するものであるから、

外部の者が教育行政の実施主体が行う教育内容の有効性（Effectiveness : 

一定の支出により期待される成果の達成度合い）を計数的に評価すること

は、極めて困難な側面があるといわざるを得ない。計数的な把握の重要性

を否定するものではないが、それに拘泥すると、ともすれば「学力テスト

の点取り競争」のような皮相な判断しかなされないおそれすらある。

しかしながら、そうだからといって、前記のように教育行政の実施主体

に一定の自主性・自律性が与えられていることにかんがみれば、一歩間違

えば独善的で活力のない運営がなされるおそれと常に隣合せであるといわ

なければならない。したがって、これを制限する合理的な仕組みが必要と

なる。

（イ）法が、それぞれの教育行政実施主体に一定の自主性・自律性を与えたの

は、教育内容の政治的中立性を確保するのはもちろんであるが、教育機関

が有する専門性を考慮し、その裁量にゆだねることこそが最も効果的な教

育内容の実現に資するものと考えたからにほかならない。

そうだとすれば、県教委と市町村教委との問、県教委と実際に教育を行

う教育機関との問などのそれぞれの裁量の範囲、すなわち相互の役割分担

が、法の趣旨に沿う合理的ものでなければ、有効性を持った教育行政を実
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現することはおよそできないだろう。

したがって、教育行政を有効に機能させるためには、まずもって、それ

ぞれの実施主体に与えられるべき裁量の範囲、すなわち相互の役割分担が

法の趣旨に照らして合理的かつ明確に定められたものでなければならな

い。具体的には、①県教委は教育の基本的なインフラストラクチャーにか

かわる事業及び県立教育機関が実施する教育内容の大綱的事項にかかわる

事業を行い、②各教育機関は具体的教育内容にかかわる事業を行い、③各

市町村教委は当該所管に係る教育機関の実施する教育内容にかかわる事業

を行うという役割分担を明確に意識した上、それにふさわしい権限分配と

予算措置が講じられる必要があるということになる。

（ウ）他方、教育行政の実施主体に一定の裁量が与えられる反面として、児童・

生徒の保護者や地域住民を中心とする県民に対する高度のアカウンタビ

リティが要請されよう。

確かに、前述のような制度の趣旨に照らせば、教育委員会をはじめとす

る教育行政の実施主体が、いかなる内容の事業をいかなる程度に実施する

かについて一定の裁量を有することはもちろんである。しかし、何ら批判

を伴わない裁量は存在しない。

教育行政のそれぞれの実施主体は、前述のとおり、地方公共団体に対す

る関係で一定の自主性・自律性を与えられたいわば代償として、県民から

の直接の負託に応える必要がある。すなわち、教育行政は、他の一般行政

にもましてより一層、教育行政過程の透明性を確保することによって、県

民（児童生徒の保護者・地域住民）の評価にたえ得るものとし、さらにそ

の意見を適切に反映させるよう努力する義務があるというべきであろう。

近時、教育行政実施主体のアカウンタビリティが強調されるゆえんは正し

くここにあるといってよい。

（エ）以上述べたところを要するに、教育行政が有効に機能しているか否かを

検証するに当たっては、①教育行政の各実施主体がその権限を適切に行使

できるよう合理的な役割分担とそれにふさわしい予算措置がなされてい

るか、②県民（保護者・住民）に対するアカウンタビリティ、換言すれば

事業の執行の検証可能性を担保する仕組みが確立されているかが、重要な
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指標になると考えられる。

ウ 教育行政の経済性（Economy）、効率性（Efficiency）について

また、以上のとおり、教育行政においては教育の持つ特殊性に一定の配慮

をしなければならないという留保は付くものの、それが国民ないし県民の税

金によって賄われている以上、他の一般行政と 同 様 の 意 味 で の 経 済 性

(Economy ：最小のコストで適正な量及び質の資源を獲得すること）及び効

率性（Efficiency：一定の成果を最小の支出で獲得すること）が求められるこ

とはもちろんである。

したがって、行政が現に行っている事業が、その目的に照らして、経済的、

効率的な運営がなされているかどうかについては厳密に問われなければな

らない。殊に、教育の基本的なインフラストラクチャーに関する事業、すな

わち、施設・設備の設置・管理、奨学金等の各種就学支援事業等については、

行政目的が明瞭であり、その計数的な効果の測定も比較的容易だと考えられ

るのであるから、いわゆる VF M  (Value For Money）の観点から経済的、効

率的な運営がなされているかが厳しく問われることとなろう。

2 監査の手順と方法

( 1 ）監査に当たっては、まず岡山県の教育委員会の全体像を把握して、全体を

鳥轍するため、県教委教育庁財務課作成の平成 18年度ないし同 20年度の

「教育予算の概要」 「平成 19年度当初予算一覧」 「平成 19年度決算審査

資料」並びに平成 11年 3月策定の「おかやま教育ビジョン」、平成 18年

度ないし同 20年度の「教育行政重点施策」 「教育行政施策の推進状況」等

の提出並びに説明を受け、それぞれの事業を所管する県教委の全課室から、

第 1章の 6の（ 2 ）で述べた具体的なチェック項目についてヒアリングを実

施した。

( 2 ）また、知事部局の総務部行政改革推進室、同財政課等からも財政危機宣言

に伴う教育委員会の実施する各事業の位置付けについて把握するため、 「新

おかやま夢づくりプラン」 「岡山県財政構造改革プラン（素案）」 「岡山県

財政構造改革プラン」 「岡山県行財政構造改革大綱 20 0 8」の提出を受け

て、県教委の実施する各事業の位置付け等についてヒアリングを実施し検討
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した。

3 取り上げた事業等について

具体的には各論において、以下の事業、施設等を取り上げた。

( 1 ）スクールサボーター配置事業

( 2 ）人権教育市町村等指導事業

( 3 ）学校経営予算

( 4 ）高等学校実習経営

( 5 ）県立高等学校校舎等整備費（耐震化推進事業）

( 6 ）岡山県総合教育センター

( 7 ）旧岡山県教育センター・旧岡山県情報教育センター（現「翠光会館」）

( 8 ）奨学金貸付事業

( 9 ）財団法人岡山県育英会

(10）財団法人岡山県教育職員互助組合

( 11）地域改善対策奨学金の償還督促事業

4 本報告書の構成

( 1 ）第 1章では、テーマ選定理由など、監査の概要を述べた。

( 2 ）第 2章では、県教委の各種事業を検討するための前提として、県教委の概

要を述べた。

( 3 ）第 3章では、県教委の各種事業の位置付けを確認するため、 「岡山県財政

危機宣言」と「岡山県財政構造改革プラン」 「岡山県行財政構造改革大綱 2

0 0 8」の概要を述べた。

( 4 ）第 4章では、包括外部監査人がどういう視点で県教委の各事業等を監査し

たかを述べた。

( 5 ）第 5章では、第 1節総論と第 2節各論に分け、第 1節総論では、県教委の

各事業について共通してみられる点及び特徴のある点について検討し、改善

することが望ましい事項を指摘するとともに意見を述べた。

また、第 2節各論においては、特に県教委における事業、施設のうち、特

色ある事業、施設について個別に検討を加え、同様に指摘事項及び意見を述

べた。
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第 5章 監査の結果及び意見

第 1節総論

1 はじめに

まず、県教委が所管する各事業の実施及び各施設等に共通する問題点につい

て、総論として述べた後、各事業、施設ごとに各論として述べることとする。

これに先立ち、県教委では教育行政施策の推進状況に関する調査及び「新お

かやま夢づくりフラン」のアクションフログラムの自己評価をなしているので

その結果について述べる。

2 岡山県教育委員会の教育行政施策の推進状況の特徴について

県教委においては平成 20年 3月、県教委が策定していた教育行政重点施策

の推進状況を調査し、公表しているが、この調査結果において、岡山県におい

てはどのような特徴があるかについて、主な点をまず検討する。

( 1 ）生涯学習の振興の分野について

まず、県生涯学習センターに設置された生涯学習大学の修了者数につい

ては、平成 13年度をピークに、年度毎の終了者数は減少傾向にあり、公

的な生涯学習講座への参加者数については、図 1のとおり、平成 16年度

以降、ほぼ横ばい状態にある。

また、平成 9年 1月、県下の生涯学習の中核施設として設置された「岡

山県生涯学習センター」の利用者数及び平成 16年 9月に県の生涯学習、

公共図書館の中核拠点として開館した「岡山県立図書館」の利用者数につ

いては、いずれも平成 17年以降、図 2のとおり増加傾向にあるが、県民

が 1年間に公立図書館から借りた本の数については、図 3のとおり、平成

1 6年度以降平成 18年度まではほぼ横ばい状態にある。

しかし、公立図書館から借りた本の数については、県立図書館の開館に

より、上記夢づくり協働指標では平成 19年度は大幅に延びており、今後

も県民の学習拠点として利用が期待される。

公的な生涯学習講座への参加者数については、後に述べる「新おかやま

夢づくりプラン」の夢づくり協働指標の統計によれば、平成 19年度にお

いては主要な事業として予算計上された全国生涯学習フェスティパル（ま

なびピア岡山 20 0 7）の開催により増加しているものの、今後も目標数
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値に向けての努力が必要と なろ う。

図 1
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図 3
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( 2 ）家庭・地域社会の教育力の充実分野について

図 4

家庭教育に関する各種講座数については、図 4のとお り平成 16年以降

減少しているが、同 18年の参加者数は増加してお り、

［豪語；結語頭霊長~参講座加者 t！ 平成18年度は、参加者が増加

講座
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。
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。
H13 H14 H15 H16 H17 H18 年度

妊娠期，426 ι 

また、放課後 ・週末の子どもの居場所を確保する 「地域ふれあいサ ロンj

の開設 ・活動状況については、図 5のとお り、活動回数や参加者数が増加
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してい る。

図 5
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資料「県教育庁生涯学習課調べj

H17 H18 年度

[ H18活動曜日別内訳｜

日曜，1309

1111111111111111111111111111111111111111111・

ボランティア，
70876 ｜叩参加者数：約517千人 ｜

鋼

さらに、社会教育に関する各種講座への参加者数は、図 6の とおり 、平

成 15年度以降増加傾向にあり、全国一斉の読書活動の実施状況について

は、図 7のとおり、小 ・中学校は増加傾向 を継続してい るが、高等学校で

はほぼ横ばい状況にある 。
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図 6
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図 7
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資料「県教育庁指導課調べJ
※実施校は、頻度が「週｜こ1回Jと回答しているもの以上をカウント

以上のとおり、この分野においては統計上の数値から みれば、いずれも

一定の成果がみられるとこ ろであ る。
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( 3 ）学校教育の充実の分野について

同山県においては、学校数については過去 20年間、 減少が続き、特に

減少率は高等学校が最も大きい。在学者数については、小学校の在学者数

のみ、平成 14年度以降ほぼ横ばいである が、 中・高校では減少 してい る。

また、本務教員数については、 平成 19年度、小学校 7, 1 6 0人、中学

校 4, 1 4 1人、高等学校 4, 1 8 7人 となっており 、小学校では平成 1

4年度以降増加傾向にあるが、中学校ではほぼ横ばい、高等学校では減少

傾向にある。さ らに一校当た りの在学者数をみる と、図 8のとおり、過去

2 0年間では、特に中学校、高等学校において一校当 たり の在学者数が大

きく減少して いる。

図 8

... 寝耳置盟冨冨書室調固

過去20年間では、特に、中学校、高等学校にお
いて一校当たりの在学者数の減少率が大きい
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①学力向上の推進の分野

まず 「きめ細かな指導の推進」 の項 目に関 して、一学級当たり の在学

者数の推移、本務教員一人当たりの在学者数の推移をみると図 9のとお

り、ほとんどの校種において全国平均を下回り、減少傾向 にある 。
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図 9
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資料「学校基本調査報告書J

また、 35人以下の学級数とその全学級数に占める割合の推移を見ると 、図

1 0のとおり小学校の割合はほぼ横ばいが継続、中学校の割合は、増加傾向を

継続しており、小、中学校ともに、 8割以上が 35人以下学級となっている。

図 10 
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事料 「県教育庁教職員課調べJ

j臨盤趨翻園（小学校の割合は、ほぼ横ばいが継続
中学校の劃合は、増加傾向を継続
小学校・中学校ともに、8割以上が35人以下学級
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次に、少人数授業を実施している学級数とその全学級数に 占める割合

を見ると、図 11のとおり、小学校の割合は、平成 18年度までは増加

傾向、中学校の割合は、同 15年度をピークに減少傾向に ある。

図 11 
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また、教育支援員数（小 1グッドスタ ー ト支援事業） をみると 、図 12 

のとおり 、平成 17年度以降増加傾向にある。

図 12 
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資料 I県教育庁教職員課調べj

配置基準：

次に 「教育内容の充実」の項目に関して、県立高等学校における学校設
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定科目の開設状況では、高等学校再編整備の過渡期ではあるが、 図 13の

とおり、開設科目数は全体的に増加傾向にあり、 また、県立高等学校にお

ける社会人講師活用の支援状況について も、図 14のとお り、平成 17年

度以降は増加している。

図 13 

；県立高等学校における
学校設定科目の開設状況

高等学校再編整備の過渡期ではある
医翠盟開設学校数 ｜が、開設科目数は、全体的に増加傾向

需
~ー開設科目数

－
 

H
円 H12 H13 H14 H15 H16 H17 

科目
400 

350 

300 

250 

200 

150 
100 

50 
0 

H19年度

n
U
A
U
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
 

c
o
z
－u
a今

q
d
η
ζ

唱’

H18 

1校当たり科目数→ 5.0 5.3 4.5 7.3 

図 14 

[ 県立高等学校における社会人講師活用の支援状況 ） 
人

1400 

1200 

1000 

800 

600 

400 

200 。
H12 H13 

2料「県教育庁教職員課調べ」
「県教育庁指導課調べ」

H14 H15 H16 H17 

※ 高校スヘ。シャリスト活用事業（～H16）、高校エキスハ。ート活用事業（H17～）
※ 社会人講師活用事業、他
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また、 「時代の進展に対応した教育の推進」の項 目に関して 、教育用 コ

ンビ ュー ター ・校内 LA Nの整備状況についてみる と、図 16の とおり 、

教育用コンビュ ーター・ 校内 LA Nの整備 はともに全国平均を上回 って進

んでい るに もかかわ らず 「教職員の指導力の 向上j の項目に関 して教員の

I C T活用指導力の状況をみ ると 、図 15のと お り、全国平均に比べ、活
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用指導力は低い傾向 にあるこ とがわかる。

図 15 
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② 「心の教育の推進」の分野

い じめ ・不登校問題への対応等について見ると 、図 17の とおり 、学

校内におけ る暴力行為の発生件数は平成 17年度に比べると 増加 した。



- 75 -
- 75 -

図 17 

また、 いじめの発生状況についても 、図 18のと おり 、平成 18年度か

らい じめの定義を変更 した こともあって大幅に増加 し、長期欠席者につ

いても 、図 19のとお り、小学校では、長期欠席者数 ・不登校者数とも

にわずかに増加している。 さらに、不登校出現率は、 平成 14年度以降

ほぼ横ばいである が、依然 として全国平均を上回 る状況にある。

このいじめ ・不登校問題の解決について は、平成 11年策定の「おか

やま教育ビジ ョン」 においても最重要課題と して位置付けられていた に

もかかわ らず、数字上はこれま でのところ あまり 成果が見 られない とこ

ろであり 、緊急に集中して取り組ま なければな らない分野であ るといえ

る。
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図 18 
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③「高等学校教育体制の整備・充実」 の分野

学校生活（県立学校）に満足している 生徒の割合について は、 図 20 

のとおり 、おおむね増加傾 向にあり 、県立高校にお ける新しい形態の学

校数を見 ると、図 21のと おり、 多様な特色ある学校づくりを推進して

いると いえ る。

この点については、先に述べた 「新おかやま夢づくりプラン」 の子 ど

も教育プログラ ムの夢づくり協働指標においても 一定の成果が見 られて

いる分野であり、今後より 一層 の成果が期待さ れると ころ である 。

図 20 
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④「特別支援教育の推進」の分野

特別支援学校の児童生徒数については、知的障害児童生徒数は増加し

ているのに対し、その他の障害児童生徒数はほぼ横ばいである。また、

小中学校特別支援学級の児童生徒数については、知的障害・情緒障害児

童生徒数は増加しているが、その他の障害児童生徒数はほぼ横ぱいであ

る。

また、特別支援教育体制の整備状況をみるとほぼ全ての小中学校にお

いて校内委員会の設置（図 22）、特別支援教育コーディネーターの指

名（図 23）がなされており、個別指導計画の作成状況も（図 24）増

加傾向にはあるが、幼稚園と高等学校の体制整備のおくれから、全体と

して全国平均を下回っている。特別支援学校教諭の専門免許取得の状況

について、後に述べる図 26の統計にもあるように、この点も増加傾向

にはあるものの、全国平均に比べ低い傾向にあり、この分野についても

さらに集中して取り組む必要がある。
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図22

図23

図24

概ね増加傾向を継続
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※設置校・指名校・作成校は、各年度9月1日現在（休校を除く）

資料「県教育斤指導課特別支援教育室調べ』 ※平成18年度以降の設置率・指名率・作成率には、幼稚園、高校を追加した

⑤ 「学習環境の整備 ・充実」の分野

まず、 「施設 ・設備等の整備 ・充実」の項目に関して、学校施設の耐

震化の状況については、図 25のとおり 、県立学校 ・公立小中学校とも

に全国平均を下回 っている。
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図 25 

組 盤 塑 臨 調 闇
県立学校・公立小中学校ともに全国平均を下回っている
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※公立小中学校のH17耐震化率の減少は，耐震診断対象を新基準

資料「文部科学省調べ」 移行年度（S56）以前に統一したことに伴う，対象建物の増による

図 26 
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また、 「教職員の資質向上」の項目 に関して、特別支援学校教諭の専

門免許取得の状況をみ ると、 図 26のとお り、概ね増加傾向にはある が、

全国平均に比べ低い傾向 にあ る。

概ね増加傾向
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⑥ 「体育 ・健康教育の充実Jの分野

まず、 「体育 ・スポーツ活動の充実Jの項 目に関して、子供の体力 ・

運動能力の状況については、握力 、 50メー トル走、ボール投げ等につ
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いて、長期的に低下若 しく は停滞傾向が継続しているが、中・ 高等学校

におけ る運動部活動への加入状況について見ると、図 27のと おり、 高

校ではおおむね増加傾向にあるとされている。

図 27 

［ 中j高等学校における運動部活動人の司加入状況 ） 
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資料「県中体連、県高体連調 高校は、概ね増加傾向

次に、 「健康教育の充実」の項 目について、不審者との遭遇等の発生

状況については、図 29のとおり 増加傾向に あるにもかかわ らず学校の

安全管理の取組状況を見ると、図 2 8のとおり 、防犯監視システム の整

備は、増加はしている が、今なお全国平均よりは低 くなっ てい る。

子供の健康及び安全の分野は、 「おかやま教育 ビジョンj の策定の 当

時か ら基本 目標とさ れているところであり、 一層集中 して取組が強化 さ

れる必要があ ろう 。
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図 2 8 

防犯監視システムの整備は、全国平均より低いが、前年
度に比べ増加している
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なお、子どもの朝食の摂取状況は図 30のとお りであ り、学校給食に

おける県産農林水産物使用割合の推移については、 図 31のと お り、平

成 17年度以降増加している。 この点については 「新おかやま夢づくり

プランJの青少年プロ グラムの「食育から広げる生活リ ズム向上プランJ

の取組 としてもなされてい るとこ ろであ る。

図 30 
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% 
100 

［毎日朝食を食べている割合 ： 
89.7 89.3 

90 

《
U
J
V守，，τ，，

 
n
4
U
 

nu 
no 

内

4u
nxu 

a斗
「
円
Jv

nxu 

80 

70 

60 

50 

小1 小2 /]¥3 小4 小5 小6 中1 中2 中3 平均

図 31 

置霊園E霊園 I H19.12月調査｜

川
凹

！学校給食における県産農林水産物使用割合の推移l
% 
40 

平成17年度以降、増加

30 26 25 

20 

H14.10 H15 H16 

奇料「文部科学省調べJI県教育庁保健体育課調べJ

27 

H19 



- 84 -
- 84 -

⑦ 「人権教育の推進」の分野

図 3 2 

人権教育研修会等への教育関係者の参加状況のデー タが存するが （図

3 2）、教職員人権教育研修会の実施回数は減少傾向にある。

同顧言両通天弘治編言語剥耐1 教職員人権教育研修会の
実施回数は、減少傾向

3000 

2500 

2000 

11500 
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500 

入 国H15 ロH16 日H17 目H18

教職員人権 教職員交流
教育研修会 体験研修会

資料「県教育庁人権・同和教育課調べl
※人権教育総合推進事業：中学校区を単位として、学校教育・社会教育連携のもとで行われる研究・教育実践

3 「新おかやま夢づくりプラン」の「教育と人づくりの岡山」の創造に関する

4つのプログラムの進捗状況について

次に、先に述べた「新おかやま夢づくりプラ ンJの基本戦略の一つである 「教

育と人づくりの岡山」 の創造に関するアクションプログラムにつき 、岡山県は

平成 20年 11月、そのプログ ラム達成レベル及び協働指標の進捗状況につい

て、 「夢づく り政策評価シート j という形で公表 したが、教育委員会に関する

4つのプログラムの達成レベルについて述べる。

( 1 ）子 ども教育プ ログ ラムについて

まず、 夢づ くり協働指標の進捗状況は、次のとおりとさ れており、 プロ

グラム達成レベルは 3 （概ね目標水準）で、 総合評価として、 「夢づく り

協働指標の達成状況は順調で、 目標の達成が十分見込まれ る水準にある と

考えられる。特に、総合教育センターの開所や高等特別支援学校 の新設決

定など、児童生徒の教育環境や教職員の研修体制の整備については、 一層

取組が進んでい る。学力向上へ の取組や時代の進展に対応 した教育の推進

など、学校教育をめ ぐり対処すべき課題はなお多いが、着実に取組を進 め
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たい。」と自己評価している。

宇旨キ票名 備 考

旦i!::::!.1..!!a.4～

確かに、この分野においては、これまで一定の成果が見られているとこ

ろではあるが、先にも述べたように、指標以外のデータでは、教育の Ic 

T活用指導力は全国平均に比べて低く、また、特別支援教育体制の整備や

特別支援学校教諭の専門免許取得率などは全国平均を下回っているもので

あり、それらの一層の取組みが必要であるといえる。

( 2 ）青少年プログラムについて

まず、夢づくり協働指標の進捗状況については、次のとおりとされてお

り、プログラム達成レベルは 3 （概ね目標水準）で、総合評価として「青

少年の健全育成については、青少年の規範意識を高める運動や有害環境の

浄化対策、ケータイネット問題への対応等の取組を推進した。また、健康

的な生活リズムをつくる朝食を食べる重要性が児童生徒や家庭・地域に浸

透しつつある。夢づくり協働指標の達成状況については、概ね目標水準で

あると考えている。 と自己評価している。

H19 
l旦

H22 I H23 
十旨 4票 名 単位 l現況値l目標値 備 考

毎日朝食を食べてい． ． － － I I 81 I 86 I 81 
る子どもの割合 I I I I 
了福標百読萌y芋－E主主ち弱室主cc，・重習慣め瀧立を盲指すEおー占ー司
様々な体験学習に参 1 L I I l人／年 102,2051112.0001110,736 
加した青少年の数 I I ' I I 
で福薦め’諒萌γ芋－E毛主五百車五〈な7む事桂ーやーか右民園長古う夜遅宕自ー告す古め－－－占・
家庭教育相談員の l I I I I E メ、 I 4 74 I 780 I 658 
養成数 _J .,, J J _I -- 4 ー
（指標の説明）家庭教育の在り方について、様々な場面で相談に乗ることができる人材の育成を目指すもの

非行率 I人／年I14.4 I 11 .5 I 11.8 
I若様ゐ読萌3・掃［溺巴モ務拳J補尋きJi~－必年伝説ij;言自信与石of- ー－-_ J_ ---_ J_ -

j、3学校の給食における県E % I 34.0 I 40.0 I 41 .0 
産農林水産物の使用割合 I I I I 

（指標の説明）学校給食への地場産物の活用を通して、子どもの食育の推進を目指すもの

この分野では、先に「心の教育の推進」の分野の項でデータに基づき述
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べたように、校内暴力の発生件数、いじめの発生状況、長期欠席者数、不

登校者数のデータを見ると、全国平均から劣る状況にあるものもあり、こ

れらの点も含めて緊急に取組みを進めるべきであるといえる。

( 3 ）生涯学習プログラムについて

まず、夢づくり協働指標の進捗状況については次のとおりとされており、

プログラム達成レベルは 4 （目標水準を上回った）で、総合評価として「夢

づくり協働指標の達成状況は順調で、目標の達成が十分見込まれる水準に

あると考えられる。特に、 「まなびピア岡山 20 0 7』の開催、大学コン

ソーシアムの取組等を通じ、官民の連携・協働による学習機会の充実、学

習活動への参加や、人材育成、地域社会づくり等を推進することができた。

また、県民が 1年間に公立図書館から借りた本の数は増加しており、県民

の学習拠点としての県立図書館の役割は大きい。今後も目標の達成に向け、

着実な取組を進めたい。」と自己評価している。

夢づくり協働指標の進捗（達成）状況

指 標 名 ｜単位｜現況値｜目標値
H19 H23 

備考

語芳ま~~~事お l 人 1 2.950 I 3.aoo I 3,055 
1指標め読嗣）＂手：習極会 －a5克j是正どめ環境一之助ミ－1=.・め程度辰五fずを頁手c"C，ぎ亦最ーす毛ゐーー－－－－－－－
公的な生涯学習講座 l I I I i人／年I1.098,873 11.300.0001’ 
への参加者数 I I I I 
＂（揖操0)説萌r多様宏事曽）昔話ユ；百議拍著数るぐ増加す忍三：！：f百指す忘ゐ．．幽a・・・・・

：~f;\J；：；，~：立図書館｜万冊1司 987 I 1.200 I 1.105 
℃福田操あ説萌j苧i習樋忌王じでめー益豆函書面ゐ－；－県民利甫者0)増茄を面詰すゼゐ園町．

この分野については、先にも述べたとおり、一定の成果が見られるとこ

ろであり、特に県立図書館の役割は大きく、今後とも積極的な取組みが期

待される。

( 4）人権プログラムについて

まず、夢づくり協働指標の進捗状況については次のとおりとされており、

プログラム達成レベルは 3 （概ね目標水準）で、総合評価として「夢づく

り協働指標の平成 19年度の進捗状況は、いずれの指標も好調であった。

また、マスメディアの活用、イベントや講習会の開催、参加型・体験型の

研修の実施、人権情報コーナーの設置、情報紙の発行、 HPの充実及びN
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p O法人・県民等との協働事業の実施などにより、人権啓発の総合的、効

果的な推進を図ることができている。」と自己評価している。

夢づくり協働指標の進捗（達成）状況

指 標 名 l単位 l現況値｜目標値l 夫 幅 四 ！ 備考
I I I I Hl 9 ・U 内向・・・～・

人権啓発・教育リー 1 I I I l人 I115 I 300 I 219 Zで数．司咽圃同開聞開聞圃圃....J. ...... l ........ .L.圃圃圃園町..I 
（指標の説明）人権啓発・教育活動を一層推進するため、深い認識と実践力を持った指導者の養成を目指すもの

上記「人権啓発・教育リーダー数」が知事部局と教育委員会の連携事業

であり、これは既に目標の 73 %に達しており、一定の成果が見られると

ころである。

4 総合所見

( 1 ）教育行政の有効性の観点から

ア 適切な役割分担の観点から

（ア）各市町村教育委員会との役割分担を更に見直すべきである（意見）。

従来、都道府県の処理する事務は、 「広域性」、 「統一的処理」、 「市

町村に関する連絡調整」及び「事務の規模」という 4つの観点からの区

分がなされていたが、地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に

関する法律（いわゆる地方分権一括法）により地方自治法が改正され、

「統一的な処理を必要とするもの」の区分が廃止された。これは、都道

府県が「統一的な処理を必要とするもの」を処理するということが地方

公共団体の自主性及び自律性を高め、個性豊かで活力に満ちた地域社会

の実現を図るという地方分権推進の基本理念にそぐわないと考えられた

ことによるものであるが、第 4章で述べた教育行政の特性、すなわち、

各教育行政主体の専門性に配慮した自主性・自律性への配慮に照らすと、

その趣旨は一層強く妥当するものというべきである。

上記地方自治法の改正に伴って、これまで県教委においても市町村教

育委員会との役割分担の見直しが図られてきたと考えられるところであ

るが、本来、各市町村教育委員会の権限と責任において実施されるべき

事業などが県費を投じて実施されており、有効に機能しているか疑問な
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事業が平成 19年度当時においてもなお存在する。このような事業とし

ては、スクールサポーター配置事業、人権教育市町村等指導事業、 「人

権の世紀 21おかやま」推進事業等が挙げられるが、本監査では後記各

論 1、 2のとおり、前 2者を取り上げることとした。

「今後の地方教育行政の在り方について」 （平成 10年 9月中央教育

審議会答申）も指摘するとおり、このような事業は、市町村の行財政能

力の向上を考慮せず、その主体的施策の実施を妨げているものといわざ

るを得ない。有効に機能する教育行政の見地から、県教委と各市町村教

育委員会との役割分担を改めて問い直し、市町村教育委員会の自主性・

自律性にゆだねるべき事業については、移譲・廃止・縮小も視野に入れ

て検討すべきである。

（イ）教育機関との役割分担を見直すべきである（意見）

後に各論 3 「学校経営予算」で述べるとおり、県教委においては、高

等学校の学校経営予算が制度化されるなどして、予算面でも各教育機関

に一定の裁量を認めている。

教育の具体的内容について各高等学校の自主性・自律性を尊重し、柔

軟な教育行政の運営を図ろうとする姿勢は評価し得るところであるが、

その支出対象や予算枠が極めて限定されていることに照らすと、 「学校

経営予算」というにはやや中途半端な印象はぬぐえない。

むしろ、後述するように学校評価制度や学校運営協議会制度を積極的

に導入するなどして学校運営の透明性を確保した上、支出対象や予算枠

を拡大し、広く各学校の裁量にゆだねることが、教育行政の運営がより

有効に機能するものと考えられる。

（ウ）公益法人との役割分担の見直しを検討すべきである（意見）。

後に各論 9 「財団法人岡山県育英会」及び 10 「財団法人岡山県教育

職員互助組合」の項でも述べるとおり、これら財団は、本来、県教委が

行うべき教育の基本的なインフラストラクチャーに関する事業を、県の

補助金を受けて担当している。

しかしながら、少なくとも現時点において、このような財団の方が県

教委よりも有効な事業を実施することができるといった特段の事情は見
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出せず、真に効果的なものとなっているかどうか疑わしい。特に、財団

法人岡山県教育職員互助組合に関しては、教育職員の福利・厚生という

本来的には県教委の役割を当該財団にゆだねて補助金を支給している結

果、補助金支給の要件である公益性にも疑問が生じるところとなってい

る。

これらの事業については、県教委自身において実施することも視野に

入れた抜本的検討をすべきである。

イ 透明性確保の観点から

（ア）事業費の予算・決算について財務的観点から、決算実績を踏まえて、

次年度以降の事業予算に反映する制度にすべきである（意見）

県教委では、既に述べたように教育行政施策について、平成 11年に

「おかやま教育ビジョン」を策定し、また毎年度、教育行政重点施策を

定めた上で、その実施のため第 2章の 3の別紙 3に記載のとおり、各事

業を担当課ごとに細かく細分化し、当初事業予算を組んでいる。しかし

ながら、このようにきめ細かく事業予算を組んでおきながら、これにそ

れぞれ対応する決算実績は報告されていない。これでは事業経費を事業

単位で正確に捕捉することは困難であり、財務的な観点からみると、次

年度以降の事業予算にフィードパックすることはできない。

このシステム自体は、必ずしも県教委予算・決算に限られるものでは

ないと聞いているが、既に述べたように、教育行政が一定の自主性・自

律性を与えられているという特殊性を考慮すると、教育委員会には、他

の一般行政にもまして一層の透明性確保が要請されるのであるから、県

民に対するアカウンタビリティの面から問題があるといわざるを得な

い。

また、後に各論 3 「学校経営予算」の項でも指摘するところでもある

が、これではいったん予算を定めたら、これを使い切ることのみに腐心

するといった弊害も懸念されるところであり、いわゆる経営の PDCA  

サイクルの発想を取り入れるという観点からしても事業実績を反映した

事業予算の編成ができるように検討すべきである。

（イ）モニタリング機能を強化すべきである（意見）。
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第 4章に述べたように、各教育行政主体には一定の裁量が与えられて

いる反面として、教育行政が有効に機能しているか否かの検証可能性を

確保するため、保護者を含む県民に対するアカウンタビリティ、すなわ

ち事業の執行の検証可能性を担保する仕組みが確立されていることが極

めて重要である。

その点から考えると、各論 3 「学校経営予算」の項で詳細に述べるよ

うに、学校教育においては、当該学校の生徒の保護者、その他の学校関

係者による評価に絡めた学校関係者評価の導入、学校運営協議会制度を

積極的に導入することが不可欠であると考えられる。

なお、各論 4の監査を実施する中で浮かび上がってきた問題点の 1っ

として学校徴収金の問題がある。その詳細は同項で述べるが、本来、上

記学校徴収金自体は私費会計として処理されるもので、本来、本監査の

対象となるものではない。しかしながら、前項で述べた事業実績に基づ

いた事業予算編成という観点からみても大きな問題があるので指摘す

る。

県教委においては、平成 16年 5月「学校徴収金等取扱マニュアル」

を策定して、県費と私費との混同が生じないよう一定の指導をしており、

その点については一定の評価をなし得るが、各学校が県教委に対して何

ら報告を要しない点は、透明性の観点から見て極めて不十分であるとい

わざるを得ない。

本来、公費（県費）で負担されるべき備品や老朽化した学校設備の修

理等に学校徴収金が使用されているか否かの検証は不可能となり、県教

委にとって本来必要な適切な予算措置を講じることができなくなるおそ

れがある。学校徴収金が保護者にとっても相当な負担になっていること

も考慮すれば、やはり透明性やアカウンタビリティの視点から早急に学

校徴収金に関する報告を指導すべきであろう。

( 2 ）経済性・効率性の観点から

（ア）債権の管理・回収につき、従前の管理体制・方法を抜本的に改めるべ

きである（意見）
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平成 20年 6月の「岡山県財政危機宣言」を受け、同年 12月に策定

された「岡山県行財政構造改革大綱 20 0 8」の中においても、厳しい

財政状況の中、子どもの教育分野は特に配慮すべき分野とされている。

それだけに、コスト削減はもちろんのこと、一般行政分野よりもさらに

より歳入分野の取組みが強化されるというべきである。

この点に関して、各論 8、 9、 11で取り上げた滞納奨学金貸付の管

理、回収については、いまだ十分な管理・回収体制にあるとはいえず、

更に回収マニュアルの整備、回収体制の一定化及び法律の専門家への法

的措置の依頼を含めた回収体制の強化等の取組みを進めるべきである。

（イ）資産の有効活用を積極的に進めるべきである（意見）。

この度の県教委関係の事務の執行監査全般を通じて、各事業の執行は、

総じて、施策に従った忠実かつ真撃な取組みがなされており、高く評価

できるものであった。しかしながら、県教委が所管している県有財産の

有効活用の観点からみると、この点においては、必ずしも積極的に取り

組んでいる姿勢が見られず、むしろ、殊更日を閉じて放置していると疑

われでも仕方のないものも存在した。

例えば、各論 9で取り上げた岡山県育英会の所有する東京寮に関して

述べれば、既に築後 40年を経過して老朽化し、入寮率は下落傾向が続

いているにもかかわらず、大規模な改修工事もなされず、耐震診断はな

されているが、今後の対策も積極的に検討された様子はない。いわば放

置された状態である。上記東京寮の敷地は県有地であるが、財団法人岡

山県育英会にほぼ無償で貸与されている状況であり、試算によれば年間

4 0 0 0万円を超える地代収入が得られると考えられるものである。各

論において詳細に指摘したように、緊急に対策委員会等を設置して取り

組むべき課題である。

また、各論 7で取り上げているが、岡山県総合教育センターの開設に

伴い不要となった旧岡山県教育センター及び現在の岡山東商業高等学校

「翠光会館」 （旧岡山県情報教育センター）の建物及び今回取り上げて

いないが、岡山県総合教育センターの規模縮小に伴い空地となった部分

や高校再編に伴い閉鎖された学校等の施設についても、売却等も視野に



- 92 -
- 92 -

入れた有効活用を早急に検討すべきである。

（ウ）いわゆる PF I方式の導入は施設の性格を考慮して慎重に検討すべき

である（意見）

各論 6 「岡山県総合教育センター」の項で詳細に述べるが、岡山県の

公の施設整備事業において、 3事業でいわゆる PF I (Private Finance 

Initiative）方式が採用されており、県教委は、民間活力導入の見地から、

岡山県総合教育センターに PF I方式を導入している。

もっとも、 PF I方式による場合には、長期間にわたって固定した費

用を支払い続けるのであるから、その導入に当たっては、施設の性格を

十分考慮し、 PF I方式を採用することが効率性・経済性に資するか否

かを慎重に検討する必要がある。しかるに、岡山県総合教育センターに

関しては、真の意味での効率性・経済性を厳密に検討したかどうか疑問

であるといわざるを得ない。
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第 2節各論

1 スクールサポーター配置事業

2 人権教育市町村等指導事業

3 学校経営予算

4 高等学校実習経営

5 県立高等学校校舎等整備費（耐震化推進事業）

6 岡山県総合教育センター

7 旧岡山県教育センター・旧岡山県情報教育センター

（現「翠光会館」）

8 奨学金貸付事業

9 財団法人岡山県育英会

10 財団法人岡山県教育職員互助組合

11 地域改善対策奨学金の償還督促事業
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事業目的・内容

( 1 ）事業目的

1 ス ク ー ル サ ポ ー タ ー 配 置 事 業

小・中学校における教育相談体制を整備するとともに、不登校問題の解決

を図る。

( 2 ）事業内容

① 対象

公立小・中学校の児童・生徒、保護者

② 手段

地域の人材を活用し、 「スクールサボーター」として小・中学校に配置

し、学校での相談活動とともに、家庭訪問による不登校児童・生徒や保護

者への支援を行う。

③ 勤務形態

週 1回（小学校はおおむね週 2回）、 1回当たり半日程度を基本とする

が、地域の実情等に応じた勤務形態とする。

④ 職務

・不登校児童・生徒、保護者への支援（不登校への対応）

－子育て等についての悩みや課題を抱えている保護者への支援（保護者と

の連携）

－兄弟（姉妹）とも不登校である児童・生徒への支援等を通した、校区の

小学校と中学校のパイプ役（小・中学校間連携）

－児童・生徒、保護者への相談（教育相談）

－別室登校の状況にある不登校児童・生徒への支援（不登校問題への対応）

・教育支援センター（適応指導教室）、民生委員等への訪問（関係機関・

地域との連携）

2 事業実績

配置校数（不登校児童・生徒が存在し、かつ 4学級以上の小・中学校に設置）
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平成 17年度 小学校 2 0校 中学校 6 8校

平成 18年度 小学校 2 0校 中学校 6 1校

平成 19年度 小学校 2 0校 中学校 1 4 0校

－平成 19年度中学校スクールサポーター配置中学校一覧 （単位：円）

市町村名 中 学 校 名 消費税額 市町村名 中学校名 消費税額

旭東中学校 83 井原中学校

一
2 岡輝中学校 84 高屋中学校

一
3 岡山中央中学校 85 井原市 美星中学校

←一一一一ーー

4 岡北中学校 86 芳井中学校

一
5 吉備中学校 87 木之子中学校

一
6 京山中学校 5校 委託額 831,123 39,577 

一
7 興除中学校 88 総社中学校

トーーーーーーー

8 桑田中学校 89 総社市 総社西中学校

一
9 建部中学校 90 総社東中学校

一
10 後楽館中学校 3校 委託額 498,6 74 23,746 

一
11 御津中学校 91 高梁中学校

ヤ一一一一一ー 岡山市
1 2 御南中学校 92 高梁東中学校

一 高梁市
1 3 光南台中学校 93 高梁北中学校

←一一一一一一一一『

14 香和中学校 94 成羽中学校

一
15 高松中学校 4校 委託額 664,899 31 ,661 

一
新見第一中学

16 高島中学校 95 

校
トーー『【ーーーー

17 山南中学校 96 新見市 哲西中学校

一
18 上道中学校 97 哲多中学校

一
19 上南中学校 98 美郷中学校

20 瀬戸中学校 4校 委託額 664,899 31,661 

21 西大寺中学校 99 備前市 伊里中学校
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22 石井中学校 100 吉永中学校
トー一ーー一一一ー一

23 操山中学校 101 ＝石中学校

24 操南中学校 102 日生中学校

一
25 足守中学校 103 備前中学校

ト一一一一一一一一一

26 中山中学校 5校 委託額 831,123 39,577 

一
27 東山中学校 104 牛窓中学校

ト一一一一一

28 藤田中学校 105 瀬戸内市 長船中学校

一
29 灘崎中学校 106 邑久中学校

ト一一一一一一一一四

30 富山中学校 3校 委託額 498 674 23, 746 

一
福田中学校（岡

31 107 吉井中学校
山）

一
32 福南中学校 108 高陽中学校

一 赤磐市
33 福浜中学校 109 桜がE中学校

34 芳泉中学校 110 赤坂中学校

35 芳田中学校 111 磐梨中学校

36 妹尾中学校 5校 委託額 831,123 39 577 

37 竜操中学校 11 2 久世中学校

37 

委託額 6,150,312 292,872 11 3 勝山中学校
校

真庭市
38 下津井中学校 114 蒜山中学校

39 郷内中学校 11 5 北房中学校

40 玉島西中学校 116 落合中学校

41 玉島東中学校 5校 委託額 831,123 39 577 

42 倉敷市 玉島北中学校 117 英田中学校

43 琴浦中学校 118 作東中学校

44 黒崎中学校 119 美作市 勝田中学校

一
45 児島中学校 120 大原中学校

トー一一一ーーーーー

46 庄中学校 1 21 美作中学校
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47 新田中学校 5校 委託額 831,123 39,577 

48 真備中学校 122 鴨方中学校

49 真備東中学校 123 浅口市 寄島中学校
ト一一ー『ーーー司同ー

50 水島中学校 124 金光中学校

一
51 西中学校 3校 委託額 498 674 23,746 

ト一一ーーーーーーー

52 船穂中学校 125 佐伯中学校
ト一一一一一一一一一 和気町
53 倉敷第一中学校 126 和気中学校

一
54 多津美中学校 2校 委託額 332.450 15 830 

一
55 東中学校 127 早島町 早島中学校

』ー－一一一一一

56 東陽中学校 1校 委託額 166,225 7,915 
ト一一ーーーー司自由

57 南中学校 128 里庄町 里庄中学校

一
福田中学校（倉

58 1校 委託額 166 225 7 915 

男女）

一
59 福田南中学校 129 矢掛町 矢掛中学校

一
60 北中学校 1校 委託額 166,225 7,915 

ト一一一ーーーーーー

61 昧野中学校 130 奥津中学校

一 鏡野町
62 連島中学校 131 鏡野中学校

ト一一一一一ーー

63 連島南中学校 2校 委託額 332.449 15 830 

26 

委託額 4,321,841 205,801 132 勝央町 勝央中学校
校

64 加茂中学校 1校 委託額 166 225 7 915 

一
65 久米中学校 133 奈義町 奈義中学校

66 勝北中学校 1校 委託額 166,225 7 915 

津山市
67 中道中学校 134 西粟倉村 西粟倉中学校

68 津山西中学校 1校 委託額 166,225 7,915 

69 津山東中学校 135 美咲町 柵原中学校
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70 鶴山中学校 136 中央中学校
ト一一一一一一一一一

71 北陵中学校 2校 委託額 332,449 15 830 

8 吉備中央
委託額 1,329,797 63,323 137 加茂川中学校

校 町

72 宇野中学校 138 大和中学校
ド司一一一一ー

73 玉中学校 139 竹荘中学校
ト一一一一一一一一一

74 玉野市 荘内中学校 3校 委託額 498,674 23, 746 

トー一一一一一一一一

75 日比中学校 139 委託先計 23, 105,228 

一
76 八浜中学校

5 

委託額 831,123 39 577 積算根拠
校

77 笠岡西中学校 謝金額 165,480円（3,940円× 42日）×校数

一
78 笠岡東中学校 保険料 謝金額× 4.5/1000

一
79 笠岡市 金浦中学校

一
80 新吉中学校

一
81 大島中学校

5 

委託額 831,123 39 577 

校

小北中学校（組
82 笠岡市

合矢掛）

委託額 166,225 7 915 

校

3 監査の結果及び意見

スクールサボーター配置事業は各市町村教育委員会にゆだねることを検討

すべきである（意見）

前述のとおり、いじめ・不登校問題の解決については、平成 11年策定の「お

かやま教育ビジョン」において最重要課題として位置付けられていたにもかか

わらず、これまでのところ少なくとも数字上はさしたる成果が見られないとこ
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ろであり、緊急に集中して取り組まなければならない分野であることに疑いは

ない。

しかし、そうであるからといって、直ちに本事業が県教委において継続実施

すべきものであるということにはならない。本事業は、県教委が各市町村に委

託して委託料を支払ってなされており、各市町村は自らの負担を伴わないもの

であることから、これが真に当該市町村において必要な事業か否か、必要だと

していかなる内容にするかについて、現に事業を執り行っている実施主体によ

る真剣な検討がなされないまま、県から与えられる予算を消化することが自己

目的化しているおそれもないとはいえない。殊に、スクールサボーターは、臨

床心理士やカウンセラーといった専門家でなく、 「地域の人材」とされている

にすぎず、その効用が適切に把握し難いことに照らしても問題であろう。

そもそも、各市町村教育委員会において地域の人材を活用することを前提と

していることからも明らかなとおり、本来、本事業は、小・中学校を所管する

各市町村教育委員会において自主的・自律的に運用されるべき筋合いのもので

ある。したがって、本事業は、後述するような学校評価制度の導入や学校運営

協議会制度によって児童・生徒やその保護者の意見をくみ取りつつ、小・中学

校や地域の実情を最もよく知る当該市町村教委の財源において実施することが

最も効果的な運用に資するものと考えられる。

なお、本事業は、本県の厳しい財政事情の観点から、平成 21年度予算にお

いて 2分の 1に縮小される予定であるが、各市町村から存続の要請も強いもの

と聞く。しかしながら、前述のような観点からは、真に必要な事業ならば各市

町村教委の権限と責任において実施を図るべきであり、縮小の方向性は妥当で

あると考えられる。
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2 人権教育市町村等指導事業

1 事業目的・内容

( 1 ）事業目的

様々な人権問題解決に向けて、市町村における人権教育について調査や指

導を行い、教育実践の推進を図る。

( 2 ）事業内容

・県教委本庁及び教育事務所に人権教育推進員（月 15日）を配置する 0

．県教委本庁及び教育事務所職員が市町村や学校等を指導訪問する。

・人権・同和教育課に指導事務補助としてアルバイト職員を配置する。

2 事業実績

・人権教育推進員報酬（月額 20 8 , 1 0 0円に交通費加算 5名）

配置先 人数（人） 決算額（千円）

本庁 2 5, 0 8 0 

岡山教育事務所 1 2, 5 8 3 

倉敷教育事務所 1 2 , 5 4 2 

津山教育事務所 1 2, 5 8 3 

計 5 1 2 , 7 8 8 

－アルバイト職員賃金（ 6 , 1 5 0円／日に交通費加算 1名）及び共済費

項 日 決算額（千円）

賃金 1, 7 5 3 

共済費 2 2 4 

計 1, 9 7 7 

3 監査の結果及び意見

人権教育市町村等指導事業は廃止ないし縮小を検討すべきである（意見）。

本事業は、前述のとおり、様々な人権問題解決に向けて、市町村における人
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権教育について調査や指導を行い、教育実践の推進を図ることを目的としてお

り、人権教育推進員を県教委本庁及び教育事務所に置き、市町村や学校等を指

導訪問するものとされている。

しかしながら、現在においては各市町村の行財政能力はもとより人権に対す

る意識も相当程度向上していると考えられるのであるから、自治法 2条 5項に

いう「その規模又は性質において一般の市町村が処理することが適当でないと

認められる」事業といえるかどうか疑問である。また、人権教育推進員はいわ

ゆる外部の人材ではなく、すべて元教職員が担っていることに照らせば、本事

業によっていかなる内容の「人権教育に関する指導」を実現しようとしている

のか自体必ずしも明確ではない。

そもそも、本事業において対象となっている事務事業は地域住民に身近なも

のと考えられるのであるから、県教委において「指導」すべき類のものではな

く、各市町村の実情に応じた自主的・自律的判断により、人権教育の向上を目

指す事業を実施すべきものというべきであろう。

市町村や小・中学校における人権教育が社会的に重要な役割を担っているこ

とは論ずるまでもない。しかし、市町村教委との適正な役割分担によって教育

行政を有効に機能させるという観点からすると、今後、本事業を廃止ないし縮

小することも視野に入れて検討すべきであると考える。

なお、本事業については、本県の厳しい財政事情の観点から、平成 21年度

以降廃止されることが予定されているとのことであるが、上述したような市町

村教委との適正な役割分担の観点に照らせば、妥当である。
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1 事業目的・内容

( 1 ）事業の概要

ア 担 当 課

イ事業名

ウ 事 業 内 容

3 学校経営予算

指導課

学校経営予算費

学校の経営者である校長が、学校の教育目標を達成するため、主体的に

予算執行計画の策定から執行までを行う事業である。平成 17年度までは

モデル事業を令達し、目的を限定していたが、その後自主性をもたせなが

ら総合化した。

すなわち、県教委においては、学校現場の経営者である校長の裁量権を

拡大し、学校の教育目標を達成するため、弾力的な予算の仕組みとして実

施する学校経営予算制度を設けている（県立学校経営予算実施要綱 1条）。

同要綱によれば、学校経営予算の対象とする経費は、生徒の教育活動に

直接関わるものとし、施設の維持管理及び修繕に係る経費並びに人件費は

対象としないものとされている（同要綱 2条 1項）。また、対象とする支

出科目は、原則として、報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料

及び賃借料、備品購入費であるとされている（同条 2項）

学校長は、教育委員会から提示された学校経営予算の総額の範囲内で、

事業の内容、事業別経費の積算、実施時期等を精査した上、事業計画書及

び予算総括表を提出し、予算の配分を受ける（同要綱 3条ないし 5条）

そして、学校長は、事業の実施後、事業の実施過程及びその結果につい

て、自己評価及び外部評価を行った上（同要綱 8条 1項）、教育委員会に

成果報告書及び決算書を提出することとされている（同条 2項）

( 2 ）事務の流れ

学校経営予算の一年間の事務の流れをフロー図にしたものが、次頁のもの

である。
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学校経営予算フロー図
時期 ｜ 本庁

1月下旬110学校経営予算の説明

3月下旬

4月

7月

9月

10月

1月

3月

4月

0学校経営予算仮配分
・仮配分書（様式1)

0要綱（案）配布

0予算議決
O内容審査 I lo要綱等通知

0予算総額提示
・配分決定書（様式4)

lo第1四半期分令違

10第2四半期分令達

lo第3四半期分令達

10第4四半期分令達

2 事業実績

学校

0校内検討
・事業の計画の策定
・予算執行計画の策定

．－事業計画書（様式2)

．予算総括表（様式3)

｜・予算変更書（様式5)I 

周開
0事業のまとめ
E成果報告書（様式6)

．決算書（様式7)

Jo経営計画
の見直し

( 1 ) 学校経営予算を利用した平成 19年度における各学校の事業実施状況（当

初予算額）は、次のとおりである。
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H19学校経営塑豆茎二重 （単位千円）

No 学校名
総合字1 社会人語目剛 図書充実 その他1 その他2 その他3

予算合計
予算評価 目標 予算評価 目標 予算評価目標 予算評価目標 予算評価目標 予算評価目標

1岡山朝日 1 090 3 4 850 3 4 1 940 
2岡山霊山 1 006 4 5 500 3 4 70 3 4 56 3 4 113 2 4 1 745 
3陪山大安寺 1 325 3 4 600 3 4 1 925 
4岡山工業 426 2 3 119 3 4 1 259 3 4 1 804 
5東岡山工業 426 3 4 216 2 3 661 3 4 435 2 3 1 738 
6岡山東商業 358 3 4 330 3 4 595 3 4 539 3 4 109 3 4 1 931 
7岡山南 230 3 4 536 3 4 700 3 4 355 4 5 110 3 4 1 931 
Bl倉敷青陵 952 3 4 201 4 5 600 3 4 1 753 
9倉 天城 431 4 5 61 3 4 1181 4 5 1 673 
10倉 中央 326 3 5 484 4 5 400 3 5 690 3 5 132 4 5 2032 
11倉 工業 810 4 4 239 3 4 500 3 4 21 4 4 339 3 4 1 909 
12 ii< 工業 400 4 5 126 4 5 750 3 4 478 4 1 754 
13倉 f商業 676 3 4 211 3 4 751 3 4 113 3 4 1 751 
14津山 100 3 4 323 3 4 640 3 4 150 2 4 617 3 4 56 3 4 1 886 
15津山工業 214 3 4 214 3 4 532 3 4 200 2 3 531 3 4 1 691 
16津山商業 135 4 5 148 4 5 600 3 4 508 5 5 1 391 
17津山東 390 4 5 289 4 5 882 3 4 1 561 
18玉野 291 3 4 750 3 4 54 4 460 4 1 555 
19倉敷鷲羽 822 2 4 725 2 4 167 3 1 714 
20玉島 860 4 5 166 4 5 700 4 5 1 726 
21玉島商業 15 2 4 679 3 5 235 2 4 242 2 5 1171 
22笠岡 516 4 5 251 4 5 441 4 5 360 3 5 1 568 
23笠岡工業 260 4 5 44 4 5 900 3 4 1204 
24笠岡商業 252 3 4 302 3 4 780 3 4 1 334 
25西大寺 655 3 5 53 2 3 540 3 4 292 4 5 109 4 5 96 5 1 745 
261井原 383 4 5 700 3 4 350 2 4 1 433 
27精研 458 4 5 155 2 4 613 
28総社 327 3 4 735 3 4 146 3 4 540 3 4 1 748 
291晶梁 342 5 5 471 4 5 568 4 5 1 381 
301高梁城南（高） 110 3 5 766 3 5 150 3 5 1 026 
311高梁城南川｜） 533 3 4 224 3 4 757 
32新見（南） 87 2 3 258 3 4 285 3 4 378 3 4 35 3 1 043 
33新見（北） 397 3 4 170 3 4 312 3 4 259 3 4 1138 
34岡山御津 421 3 4 775 3 4 1196 
35瀬戸 279 3 4 151 3 4 906 3 4 1 336 
36瀬戸南 81 3 4 483 3 4 300 3 4 115 3 4 205 3 4 1184 
37備前線陽 190 3 4 275 3 4 748 3 4 1 213 
38和気閑谷 297 2 3 587 3 4 400 2 3 67 2 4 1 351 
39邑久 609 4 5 27 4 5 125 4 5 59 4 5 40 4 5 348 4 1 208 
40興陽 989 4 5 395 4 5 1 384 
41鴨方 790 3 4 400 3 4 1190 

I:! 韓童
893 3 4 16 4 5 334 3 4 105 4 5 30 4 5 1 378 
530 3 5 273 4 5 450 3 4 140 3 4 1 393 
456 4 5 80 4 5 536 

45 150 3 4 282 3 4 640 3 4 135 3 4 1 207 
461落合 749 4 5 296 4 5 265 4 5 1 310 
47久世 425 4 5 103 4 5 124 4 5 318 4 970 
481隷山 58 4 5 454 3 4 70 3 4 110 4 5 692 
49勝間田 137 4 5 733 4 5 505 4 5 1 375 
50林野 452 3 5 289 4 5 400 3 5 1141 
51江見商業 270 3 4 119 3 4 135 2 3 98 4 5 622 
521弓削 140 3 4 335 3 4 300 3 775 
53岡山芳泉 1 391 4 4 542 3 4 1 933 
54倉敷南 412 3 5 26 3 5 1 372 3 5 1 810 
55岡山一宮 1121 4 5 800 4 5 1 921 
56倉敷古城池 695 4 5 14 4 422 3 4 554 4 5 47 4 5 1 732 
57玉野光開 297 3 4 88 4 5 1 480 3 4 1 865 
58総社南 497 3 4 149 3 4 820 3 4 342 3 4 1 808 
59岡山城東 204 2 5 257 2 5 902 4 5 256 4 5 326 4 5 1 945 
60鳥掘 638 4 5 92 4 5 396 3 4 1126 
61岡山旨 40 2 4 219 2 3 37 2 4 162 2 3 123 2 3 581 
62岡山 276 3 4 311 3 4 587 
63岡山 i謹 135 2 3 72 4 5 200 3 4 300 3 4 707 
64誕生＝ ＝奉護 95 2 3 280 3 4 125 3 4 270 2 770 
65早島 護 440 3 4 300 3 4 740 
66岡山西fE誇 389 3 4 311 4 4 700 
67西備養ド 300 3 4 242 3 4 95 3 4 637 
68東備養i 235 4 150 5 5 155 3 4 116 3 5 656 
69健康の 270 2 4 317 2 4 587 
70岡山東 護 161 4 79 2 4 250 3 306 3 4 27 2 4 823 
71岡山南， －~善 370 3 450 3 820 
72岡山操山中 639 4 5 400 2 3 1 039 
73倉敷天城中 680 5 680 

計 25 506 12 837 37 220 12 617 6 610 1 709 96 499 
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( 2 ) 学校経営予算を利用した平成 19年度における各学校の事業実施状況（成

果報告書及び決算額）は、次のとおりである。

H19学校経営予算事業一覧（1/15)

1 2 3 4 5 
首l山 副 日 岡山操 岡山大安寺 岡山工業 買岡山工菓

予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異
08翻 l官 393 115 230 228 99 129 。 。
旦1呈,J需II 493 105 131 104 48 56 。 。

151 96 409 87 14 101 日 。
総 12' 53 25 7 7 。 。
合 13 。 。 。
学 。 527 530 0 426 426 。
習 163 。 。

IJHI ,i：，笥 426 0 00 u 426 
3 4 3 2 3 

言平 －成果） 4 5 5 4 4 4 3 3 4 4 
08 / / / 104 -12 92 0 196 一12 184 。
09 ／ ／ ／ 13 -2 10 20 7 27 。

社
11 ／ ／ ／ 。 。
12 ノ〆 ／ ／ 2 2 。 。

~ 13 ／ ／ ／ 。 。
人

14 ／ υ／ ／ 。 。
講 18 ／ ／ ノ 。 。
自叩

／ v レ〆 119 0 14 104 1 216 0 -5 211 。
／ ／ ／ 3 2 

評 －成果）ぱ ／ ／ 4 3 3 3 
08 。 。。 。 。
11 850 500 600 1 259 46 147 1 452 0 661 59 720 。

図 12 。 。
書 13 。 。
充 14 。 。
実 1 。

600 . uu ... 3 3 3 3 3 
評 －成果） 4 5 4 4 4 4 4 4 4 4 
08 ／ 35 ／ ／ 。
09 レr v 。
11 ／ 35 ／ ／ 。

そ 12 ,/ ／ I/ 。
の 13 ／ ／ ／ 。
他 14 ・曽借割 ／ ノ〆 ／ 435 -8 427 。
1 18 重重委 ／ ノ ／ 。

／ 70 v ／ 435 。8 427 。
／ 3 ／ ／ 2 

評 －成果）〆 4 4 ／ v 3 3 
08 / 46 ／ / / 

09 ／ ／ Lノ ／ 

11 ／ 10 ／ ／ ／ 

そ 12 ／ ／ ｜／ ／ 

の 13 ／ ／ ／ ノ

他 14 橿 ／ ／ ／ ／ 

2 1 ／ ノF ／ ／ 

／ 56 レ〆 •/ ／ 

／ 3 ／ ／ ／ 

評 －成果）｜／ 4 4 ／ ／ ／ 

08 / 23 ／ / / 

09 ／ ／ レ〆 ／ 

11 ／ ／ ／ ／ 

そ 12 ノ ノ ／ ／ 

の 13 ／ ／ ノ ／ 

他 14 ・曾借斜 I/ 90 ／ ノ ／ 

3 18 署 ／ ／ ／ ／ 

／ 113 I/ 1ノ ／ 

，， 2 ／ ノ ／ 

E干 －成果）日 4 4 ／ ／ I/ 

08 393 382 12 219 -85 134 1 230 103 127 0 332 日 111 221 日 196 0 12 184 。
09 493 -260 232 1 105 -105 日 131 ー59 72 日 117 0 50 66 20 。7 27 。

予 11 1 001 46 26日 1 306 1 641 46 559 1 246 日 1009 46 310 1 365 0 1 346 46 161 1 553 0 661 0 59 720 。
算 12 53 52 。 。25 25 。自 。。自 。。。。。。
合 13 。 。。 。。 。。。。。。。。。。。
計 14 生l 。 0 617 -369 248 0 530 148 382 。。。。。0 861 0 -8 853 。

1 0 163 163 。。 。。。日 。。。。。。。
国首 , ，.，ヨ斗k 46 C 1,97: 14 1,745 46 0 1,790 1 1,925 46 0 1,971 0 1,804 46 0 1,849 1 1,738 日 46 1,784 。

J’tt= とi=a:話相 900 778 891 815 774 

1廟 奇 晶昌日 の決 I蓄なし 晶皐謁 の決 L寄なし 主島晶材 の決 L蓄なし 配分予算46干円の記載なし
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H19学校経営辛算事業覧（2ソ15)

予 算 配F彊霊差異

7 8 9 10 
岡山首 f敷天 al 耳富田国事

予 算 配 分 補 正 決 算 差 異 予算配分補正決算差異 予算配分補正決算差異 予 算 配 分 補 正 決 算 差異
08輯 信 菅 ／ 27 28 55 1 230 69 161 0 58 -35 23 0 219 11 230 0 
09 ／ 10 6 4 0 172 71 100 1 103 87 15 57 43 14 。
11 ／ 190 -22 168 0 300 249 549 0 270 270 。50 50 0 

総 12 ｜／ 3 3 。 。 。 。
4口2‘ 13 ／ 。 。 。 。
学 14 －賃借車 ／ 0 250 ～209 41 。 。 。
習 18 寝室手 ／ 。 。 。 。

I/ 、‘ u u n 1 叫h U JUI: 851 1 431 u 12 u -J2 
l初） ノ’ 3 3 4 3 

評価 且成果） ／ 4 4 4 4 5 4 5 5 
08 322 11 288 24 437 23 414 0 135 2 137 。23 23 0 414 34 368 12 
09 胃 。49 3 45 13 12 28 28 。57 5 52 。

キ土

藍
36 201 236 1 20 26 46 。53 -2 51 。10 10 。 。。30 30 。 。 。 。

会
日 。 。 。13 12 

人
日 。 。 。 。

議 。 。 。 。 。
師

tJ 
l " 

民l tJ 
_, 

10 0 •a• 0 40 432 12 
3 4 3 4 

4 4 4 4 5 4 4 3 5 4 。 。 。 。 。
09蹄 普 日 。 。 。 。
11需 田昌 330 46 376 日 700 46 746 0 600 46 100 746 日 1181 46 173 1 400 0 400 46 446 。

図 12判2幅 四 。 。 。 。 。
書 13 託‘ 2 。 。 。 。 。
充 14 業基 。 。 。 。 。
実 18 。 。 。 。 。

U ,Iむl ., 
I‘ 40 U 440 

3 3 ' ‘』
Z平 －成果） 4 4 4 4 4 4 5 4 5 4 
08 334 299 35 。 ／ ／ 92 23 115 。
09 119 108 11 。 ／ ／ 11 3 14 。
11 136 136 0 190 190 。 ／ ／ 142 62 204 。

そ 12 6 6 0 165 165 。 ／ ／ 45 45 。
の 13 。 。 ／ ／ 。
他 14 ．軍軍＂書誌 日 。 ＼ノ ／ 400 338 62 

18 宅雪 日 。 ／ ／ 。
齢、UI恒 。0 ＇＂‘ 46 355 。0 355 。 v I/ 690 0 88 715 63 

lネ刀） 3 4 ／ ／ 3 
評 成果） 4 4 5 5 ／ ／ 5 4 
08 46 -46 。 。 ／ ／ 。
09旅 膏 216 144 48 24 。 ／ ／ 。
11需用曹 272 272 日 72 72 。 ／ ／ 。

そ 12待務替 5 5 。38 38 。 ／ ／ 。
の

監
。 。 ／ ／ 。

他 。 。 ｜／ ｜／ 132 ザ 16 116 
2 。 。 ／ ／ 。

539 0 -190 325 24 11日 。日 110 。 I/ v 132 0 16 116 

3 3 ／ ／ 4 

一 4 4 4 4 ／ ／ 5 4 。 ／ ／ ／ ／ 

09 唖 。 v ／ ／ ／ 

11 用主 39 3自 。 ／ ／ ／ ／ 

そ 12 l揖重 70 70 。 ／ ／ ／ ｜／ 

の 13 主u 。 ノ ノ ／ ／ 

｛由 14 Eヨ‘ ，.曹樺輩、 。 ／ ノ” ／ ／ 

3 18 庸品店 入費 日 ノ ／ ／ ／ 

109 。0 109 。 ／ I/ レ〆 I/ 

l事ITT) 3 ／ ／ ／ ／ 

評 圃成果） 4 4 ｜／ ／ ／ ／ 

08 702 。57 587 59 464 。5 469 1 365 。67 298 。自1 。58 23 0 725 。0 713 12 
09 335 日 144 156 35 59 0 -9 49 1 185 日一71 112 2 131 0 -115 15 1 125 日－45 80 。

予 11 813 46 201 1 059 1 1172 46 4 1 222 0 953 46 347 1 346 日 1461 46 173 1 680 0 592 46 62 700 。
算 12 81 。。81 0 236 。日 236 。。。。。。。。。。。45 。。45 。
dロ~ 13 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。13 日－1 12 
E十 14 ．曹／＃ll!礼 。。。。。。。。。0 250 0 209 41 。。。。。0 532 日 16 453 63 

18 星~ 。。。。。。日 。。。。。。。。。。。。。。。。。。
1,931 46 0 1,882 95 1,931 46 0 1,975 2 1,753 46 日 1,797 2 1,673 46 0 1,718 1 2，日32 46 0 2,002 76 

平~＂戸 と宇 894 894 783 733 958 

1周 有



- 107 -
- 107 -

H19学校経営予算事業覧（3/15)

11 12 13 14 15 
間取工監 1島工輩 寛 吉 田 酉 ？章止 ドU」工婁

予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補E 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異
08報慣菅 81 81 1 184 34 150 1 12 12 0 138 46 92 。
09 18 14 4 。22 2 20 。 2 2 。 。20 11 31 。
11 皇室事 61 61 0 194 一13 180 1 0 100 178 278 。56 56 。

総 12 146 146 。 。 。 。 。
合 1 。 。 。 。 。
学 1 ・賃借料 504 ー119 384 0 662 一1 660 。 。
習 1 署 。 。 。 。 。

U IJ、 0 -4, 0/0 IUU U IHl 4日 U Zl4 u -a, l/包

l事ITT) 4 4 3 3 3 
自平 －成果） 4 4 5 4 4 4 4 4 4 3 
08 196 -23 173 1 104 11 115 0 150 -115 35 1 230 -103 127 1 150 -46 104 
09旅費 43 13 29 22 5 16 59 53 6 。93 -17 75 64 -39 24 

社
11帽用費 。 。 。 。 。
12 ＇世帯 。 。 2 2 。 。 。

会

量豊
。 。 。 。 。

人 。 。 。 。 。
講 。 。 。 。 。
師 -,, .,. 

'" 1 Z ー16E 4c JZ己 IZL :t'Ul "/ Z14 一村h ,, 

3 4 3 3 3 
4 4 5 5 4 4 4 4 4 4 

一 。 。 。 。 。。 。 。 。 。
11需用費 500 46 169 715 0 750 46 796 日 751 46 169 966 0 640 46 50 736 0 532 46 73 651 。

図 121昏蒋脅 。 。 。 。 。
書 13 託 。 。 。 。 。
充 1 。 。 。 。 。
実 1 。 。 。 。 。

'uo 件。 u v、， 『 U

3 3 3 3 
評 果） 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 

08 。 。 。 。 。
09 。 。 。 。 日

11 0 460 61 520 1 25 25 。 0 200 35 234 

そ 12 21 21 。18 18 。88 88 。 。 。
の 13 。 。 。 。 。
他 14 ・宝引膏芳三a 。 。 0 150 6 144 。 。

18 雇ヨF 。 。 。 。
Zl 仁 21 l 4／也 0 4 I 520 1 11, u l 1 150 u t ..副 O zuu U 30 ”‘ι 

,im 4 3 3 2 2 
自平 －成果） 4 4 4 4 4 4 4 3 3 

08 。 ／ ／ 12 12 23 23 。
09 - 。 γ 5 5 。 4 2 6 。
11 閏 339 21 360 。 ／ ／ 258 258 0 504 10 513 

そ 12' 盈臥 。 ／ ／ 2 2 。 。
の 13 託 。 ／ ／ 。 。
他 14使用 ・賃借料 。 レ〆 υ／ 340 44 295 。
2 18備昌 入費 。 ／ ／ 。 。

I 339 0 21 360 。 v レ〆 617 。46 569 2 531 0 12 542 
，布日 3 ／ ／ 3 3 

評 －成果） 4 4 ノ ／ 4 4 4 3 

08 ／ ／ ／ 46 -46 。 ／ 

09 ／ レ〆 10 一10 。 ／ 

11 ／ ／ ／ 。 ／ 

そ 12 ／ ／ ／ 。 ／ 

の 13 ／ ／ ／ 。 ／ 

他 14 ・四惜量生 ／ ｜／ ｜／ 。 ｜／ 

3 1 塁塁手 ／ ／ ／ 。 ノ〆

｜／ I/ ν〆 56 。56 。。 ／ 

／ ／ ／ 3 ／ 

評 ・成果） ／ ／ ／ 4 I/ 

08 277 口一23 253 1 288 。日23 265 1 162 日－115 46 1 288 0 -149 138 1 311 0 92 219 
09 曹 61 0 27 33 1 44 。7 36 1 61 。53 8 日 108 。27 80 88 0 26 61 

予 11 用費 900 46 190 1136 0 1404 46 48 1 496 2 776 46 169 991 0 99自 46 228 1 272 0 1 292 46 118 1 454 2 
算

けけけけ~＠待香冒蒋品用普料料底入・雷晋借料

167 0 21 146 。18 日 18 。。90 。。90 。 2 。2 。。。。。。。
合 。0 0 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
計 504 。』119 384 。。。。0 662 。-1 660 1 490 日 －50 439 。。。。。。。。 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。

1,909 46 0 1,952 3 1,754 46 日 1,797 3 1,751 46 0 1,795 2 1,886 46 0 1,928 4 1,691 46 0 1,733 4 

世 疋 2二宮E!lll 881 784 782 866 744 

1庸 寄
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H19学校経営予算事業一覧（4/15)

16 17 18 19 20 
i山菌室 告3，，圃 宝野 町官、、 宝島

予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異
08報 目有 58 58 。23 市 11 12 1 70 35 35 0 196 ー12 184 。23 一11 12 
09慌 。自 月 4 4 50 一43 7 。36 一14 22 。20 -15 4 
11骨 定会 34 46 3 77 。80 8 88 0 145 56 89 0 100 100 0 117 163 280 。

総 12供 単書 33 33 。 8 8 。26 26 。 。 。
.,,. ロ 瞳料 。 。 。 。 。
学 料 10 10 0 270 4 266 日 178 178 0 490 63 426 1 700 106 593 1 
習 。 。 。 。 。

:.s::i 4t u 1 o, ZS LI 44 lJ nL 
u "" 

，、， l o, U ,1 n’‘” 2 
4 4 3 2 4 

評 ョ成果） 5 4 5 3 4 4 4 4 5 4 
08 115 -11 104 1 265 11 276 。 ／ ／ 69 -23 46 。
09 33 -16 17 。24 24 。 / ／ 15 -8 7 。

＋士
11 。 。 ／ ／ 82 82 。
12 。 。 ／ ｜／ 。

~ 13 。 。 ／ ／ 。
人

14 。 。 ｜／ I/ 。
講 18 。 r ノ ／ 日
師 2 l",'[ し〆 主／ 16 ' ＇‘n c 

4 4 ／ ／ 4 
果） 5 4 5 4 ／ ／ 5 5 

一 08 。 。 。 。 。
09 。 。 。 。 。
11 600 600 0 882 46 928 日 750 46 796 0 725 46 105 876 0 700 46 746 。

図 12 。 。 。 。 。
書 13 。 。 。 。 。
充 14 ・嘗借蛸 。 。 。 。 。
実 18 "' 

。 。 。 。 。
""" u u """ 0 0 0  •• U ”’ U ，口u 0 •• ！旬。。 •,o 46 105 。 。 •uu 斗0 0 ，，叩

田） 3 3 3 2 4 
言平 －成果） 4 3 4 4 4 4 4 4 5 4 
08 23 23 。 ／ 。23 -11 12 ／ 

09 33 -28 5 。 ／ 。 5 -5 。 v 
11 田 宮 353 113 466 。 ／ 53 46 92 自 1 139 139 。 ／ 

そ 12 。 ノ 。 。 ノ’

の 13 料 。 ／ 。 。 ／ 

他 並 3 99 98 1 ／ 。 。 ノ’
1 1 。 ／ 。 。 ／ 

508 O o・ I 592 1 ／ 54 46 92 7 1 167 0 16 151 I/ 
l初l) 4 ／ ノ

評価 －成果） 5 5 I/ 4 4 3 3 ／ 

08 ／ / 115 115 。 ノ’ ／ 

09 ｜／ ／ 85 12 97 。 ／ I/ 
11骨 ノ ／ 250 250 。 ／ ／ 

そ 12 ／ ／ 。 ／ ノ

の 13 ／ ／ 。 ／ ／ 

他 14 料 ｜／ ／ 自 9 。 I/ ／ 

2 18 ／ ／ 。 ／ ／ 

v ／ 460 。3 463 。 v レ〆

ノ ／ ／ ／ 

評 －成果）／ レ〆 4 4 ／ ／ 

際
／ ／ ノr ／ ／ 

／ ／ ,/ ／ v 
11-＝用費 ／ ／ ／ ／ ／ 

そ 12 も偽昌 υ／ ／ ノ ,/ I/ 

の

瞳静豆
／ ／ ／ ／ ／ 

他 ＼ノ ／ ｜／ ／ ／ 

3 ／ ／ ノ ／ ／ 

レ〆 / ν〆 I/ J’ 

町四（当初） ／ ／ ／ ／ ／ 

轟 時 ）

／ レ〆 ／ ／ ノ

196 0 69 127 1 288 。0 288 1 185 。35 150 0 219 0 23 196 92 。34 58 
66 0 -44 22 。33 0 -4 28 1 135 0 -31 104 。41 0 -19 22 。35 0 23 11 

予 987 46 110 1143 0 962 46 8 1 016 0 1198 46 102 1141 1 964 46 105 1115 0 899 46 163 1 108 。
算 33 む 加33' 0 。 8 。。自 。28 。。28 日 。。。。。。。。。。
合 13 雪量~些礼 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
計

邑嘩重宝
109 0 但 10 98 1 270 0 4 266 。 9 日 169 178 0 490 0 63 426 1 700 日 一106 593 。。。 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。

1,391 46 -46 1,389 2 1,561 46 日 1,606 1 1,555 46 1 1,601 1 1,714 46 0 1,758 2 1,726 46 日 1,770 2 
,ri:i:，ト ？”ト明 557 663 659 759 766 

1廟有 当初評価が’ 噌E‘？－ 札てい b 当初E'1曲刀、 更さ 1てい 3 当初評価が’ 、更さd'Lてい p
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H19学校経営予算事業一覧（5/15)

21 22 23 24 25 
玉島商業 笠岡 笠岡工業 笠岡商業 西大手

予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異
08報傷者 / 242 46 196 。 。46 46 。54 54 。
09服者 I/ 170 24 145 。81 60 21 12 13 。
11需用費 ／ 100 -53 46 60 14 74 。70 70 0 324 20 344 。

総 12f守籍普 ／ 4 4 。 日［］ 80 。55 55 。28 27 
合 13委託料 ／ 。 。 。 。
学 14使用料・賃借料 ／ 0 200 ←5口 150 。 0 237 -60 178 
習 18備品購入費 ／ 。 。 。 。

I］、E↑ I/ 516 日ャ123 ‘M 1 '"' 0 ＂斗 ‘t '" u '" u u <J 」ι U JS b 

評価（当初） ／ 4 4 3 3 

臨
／ 5 5 5 4 4 4 5 4 

12 12 。 ／ 35 35 0 242 242 41 41 。
3 -3 。 ／ 9 -9 。60 59 10 2 13 -1 

宇土
。 ／ 。 。 。。 ／ 。 。 。

会 。 ／ 。 。 。
人 。 ／ 。 。 2 
講 。 ／ 。 。 。
師

，、E↑ 10 u u ,/ •• -44 u u ;suz u JU n;s u 00 。
評価（当初） 2 ／ 4 3 2 

評価（目標・成果） 4 v 5 4 4 4 3 3 
08輯信膏 。 。 。 。 。
09旅費 。 。 。 。 。
11需用費 679 46 88 813 0 251 46 123 420 0 900 46 946 0 780 46 826 0 540 46 586 。

図 12役務費 。 。 。 。 。

i軍監
。 。 。 。 。。 。 。 。 。。 。 。 。 。

46 0 586 。
3 4 3 3 3 
5 4 5 5 4 3 4 4 4 4 。 。 ／ ／ 。

09 。 。 v v 138 139 
11骨 。 。 ／ ／ 27 27 。

そ 12 。 。 ｜／ '/ 2 2 。
の 13 。 。 ／ ／ 。
他 14 ・2引脅誕. 235 -45 190 0 441 441 。 レ〆 ／ 125 -20 105 一O
1 18 還塁手 。 。 ／ ／ 。

235 0 45 190 0 441 。0 441 。 / ／ 292 0 20 274 2 
2 4 ／ ／ 4 

評 成果） 4 4 5 5 レ／ ／ 5 5 
08報 。 。

ノ” ／ 。
09 - 。 。 ｜／ v 。
11 用 82 82 。 。 ／ ／ 92 55 147 。

そ 12 世 。 。 ／ ／ 17 17 。
の 13 託 0 360 357 3 ／ ／ 。
他 14 用・曹槽阻 。 。 ｜／ ／ 。
2 18 繭晶 入費 160 -28 131 1 。 ／ ／ 。

I a‘ 24l -? 213 1 360 。0 357 3 ／ ／ 109 0 55 164 。
2 3 ／ ／ 4 

成果） 5 3 5 4 v ／ 5 3 
08 ／ ／ ノ’ ノ’ 。
09 ｜／ ／ レ／ レ／ 。
11唖 ／ ／ ／ ／ 30 30 。

そ 12 ／ ／ ／ ／ 。
の 13 ノ ／ ／ ／ 。
他 14 ．曹槽業3 ／ ／ ／ ／ 65 64 
3 18備 晶 入 費 ノ ／ ／ ／ 。

／ ／ ／ ／ 96 。。95 

初） ／ ／ ／ ／ 3 
評 成果） ／ I/ v ／ 5 4 

08 12 日 12 。0 242 0 46 196 。35 0 35 。0 288 。0 288 95 。。95 。
09 3 。3 。日 170 0 24 145 9 。9 。0 141 。0 119 22 160 。3 165 2 

予 11 761 46 88 895 0 351 46 70 466 1 960 46 14 1.020 0 850 46 0 896 0 1,013 46 75 1,134 。
算 12 。。。。。 4 。。 4 。。0 80 80 。55 。。55 。48 。。47 
品回 13 。。。。0 360 。0 357 3 。。日 。。。。。。。。。。。。
言十 14 235 0 45 190 0 441 。0 441 0 200 0 50 15日 。。。。。0 429 0 80 349 。

18 160 日－28 131 。。。日 。。。。。。。。。。。。。。。。
1.171 46 0 1,216 1 1,568 46 0 1,609 5 1,204 46 0 1.250 0 1,334 46 0 1,357 23 1,745 46 2 1,789 -0 

推定 生徒数 419 668 440 521 778 
備考 当初評価が変更されている
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H19学校経堂予算事業一覧（6/15)

26 27 28 29 30 
井原 精研 総社 菖1ll 高 j作時商 高）

予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 描正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予軍 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異
08 再 。 ／ ／ 58 35 23 。69 -23 46 。。 I/ ノ” 自 自 3 。17 -5 11 1 

353 353 。 ／ ／ 。24 32 56 。
総 。 ／ ／ 。 。
合 。 ／ ノ 。 。
学 30 30 。 ／ ／ 275 25 250 。 。
習 。 ／ ノ’ 。 。。0 <H'l 1 ：ノ ‘“J 

0 60 276 

4 ／ ノ〆 5 3 
5 4 ν’ 5 5 4 

/ 391 46 345 。23 23 0 311 311 69 23 46 。
09 四 ／ 67 9 58 。 4 4 。50 50 日 17 6 11 。

キ土
11 用費 ／ 0 300 300 。 0 450 4 454 。
12 ，蝿署 I/ 。 。 。30 38 68 。

~ 13 苦手制 ／ 。 。 。 。
人

ノ 。 日 110 5 105 0 200 19 218 。
講

ノ’ 。 。 。 。
師

／ ＂＂伺 u -oo 、， 日 4/1 。o 465 '00 JZ ~/ 

／ 4 3 4 3 
／ 5 5 4 5 5 5 4 。 。 。 。 。。 。 。 。 。

700 46 126 620 0 155 46 9 210 0 735 46 781 0 568 46 71 685 0 150 150 。
図 。 。 。 。 。
書 。 。 。 。 。
充 。 。 。 。 。
実 。 。 。 。 。.. IZt ど U,J 40 U '0 u •o 。也ロ '"' U Ol u 

3 3 I 3 
4 3 4 4 4 5 5 5 4 。 / 127 127 ／ ／ 。 ／ 19 19 。 v レ〆。 ／ 。 ノ’ ／ 

そ 。 ／ 。 ｜／ ／ 

の 。 ノ 。 ／ ／ 

他 350 126 475 1 I /  。 / ／ 。 ／ 。 ノF ／ 

350 。126 475 ／ 146 。0 145 ｜／ ／ 

l初］） 2 ／ 3 ／ ／ 

評価 －成果） 4 3 ｜／ 4 5 ／ I/ 

08 ／ ／ 12 一12 。 ／ ／ 

09 ／ ／ 。 ｜／ ／ 

11- ／ ／ 300 105 406 ／ ／ 

そ 12 レ〆 I /  。 ／ ／ 

の 13委 ／ ／ 。 ／ ／ 

自也 14使 司監礼 ／ ／ 228 一94 134 。 ／ ／ 

2 18 ／ ／ 。 ／ ／ 

／ ／ 540 日一1 540 ／ ／ 

／ ／ 3 ／ ／ 

評価 －成果）／ ！／ 4 5 ／ レ’
08 ／ / ／ ／ ／ 

09椛 膏 •/ ＼／ I/ I/ ／ 

11帯用 ／ ／ ／ ／ ／ 

そ 12 F軸 I/ ／ ／ ｜／ ／ 

の

草壁
／ ／ ノ ／ ／ 

他 ／ ／ ／ ｜／ ／ 

3 ／ ／ ／ / ／ 

/ ／ ／ ｜／ ／ 

／ ／ ／ ／ ／ 

／ ｜／ v ／ v 。。。。a 391 0 46 345 0 162 0 -12 150 1 369 0 35 334 1 138 0 46 92 。
09照 。。。。0 67 。9 58 。23 。。22 59 。6 52 34 0 11 22 1 

予 11需 四 1 053 46 ←126 973 0 155 46 9 210 0 1 335 46 105 1 487 1 568 46 71 685 0 624 0 36 660 。
算 121ψ 官 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。30 0 38 68 。
合

瞳喜E
。。。 。。。。。。。。。。。。。。。。。。日 。。。

言十 380 0 126 505 。。。。0 228 0 -94 134 0 385 0 -30 355 0 200 0 19 218 。。。。 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
1,433 46 0 1,477 2 613 46 46 613 0 1.748 46 -1 1,792 1 1,381 46 日 1.425 2 1,026 0 36 1,060 

世 疋 主 世 叡 583 71 780 551 329 

1聞4ヨ 評価の記載なし
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H19学校経営予算事業一覧（7/15)

31 32 33 34 35 
Z宣 E震届箇 Ill) 干自国 華日開噌 岡山御津 i甜 盲

予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異
08報信者 309 43 266 ノ 92 80 12 35 同 28 7 日 115 46 58 11 。 79 7 86 。 レ〆 21 16 5 。16 10 5 22 6 27 
11 20 5 15 。 ／ 284 284 0 370 82 452 0 114 114 。

総 12 。 ／ 。 。28 -18 10 。
dロsゐ 13 125 125 。 ／ 。 。 。
学 14 130 130 。 ／ 373 373 。 。 102 102 。
習 18 。 ／ 。 。 。

"' u -Jti 4"" l / 

""' u ／ ‘昂刊 l 421 U 44 465 U 乙J 。斗斗 、s
l初ll 3 ノ 3 3 3 

評価 －成果） 4 4 じ／ 4 3 4 4 4 3 

間
／ 58 46 12 1 81 15 66 。 / 127 日69 58 。

｜／ 29 15 13 23 10 12 1ノ 24 11 14 

ヰ土
11 用 ／ 。46 -46 。 ／ 。
12＇蝿 ｜／ 。20 2日 。 ｜／ 。

会 13 忌 ／ 。 。 ／ 。
人 14 固 。，管制善制 ／ 。 。 じ／ 。
講 18 晶 入費 ／ 。 。 ／ 。
師

I 、百十 J’ 8 行l ,- /l HX じ〆 151 U -68 6S 14 
霊童4調 ［当相） ／ 2 3 ／ 3 

評 価 （ 目 標 ・ 成 果 ） ／ 3 3 4 4 ／ 4 3 
08輔偶者 。 。 ／ 。 。
09 。 。 ／ 。 。
11 224 46 270 0 258 46 489 793 。 ／ 46 46 0 906 46 38 990 。

図 12 。 。 ／ 。 。
書 13 。 。 ／ 。 。
充 14 。 。 ／ 。 。
実 1 。 。 ノ” 。 。

，，“『U v v u 46 u .帯。 .。 00 
i初） 3 3 ノ〆 3 

評 価 成果） 4 4 4 3 ／ 4 4 4 3 

旦0呈9 
／ 。 。69 -28 41 ／ 

v 55 5 50 。 。10 3 7 。 ／ 

11 用費 ／ 230 70 300 一日 50 日50 。15 14 ／ 

そ 12' 略 事F ｜／ 。10 10 。 。 ／ 

の 13 託料 ／ 。 。 。 ／ 

他 一~: 用 ・宮構吋
／ 0 252 26 225 1 681 12 669 。 ｜／ 

1 悶 星雲 ノ 。 。 。 ／ 

／ 285 。65 350 0 312 。76 235 1 775 0 43 730 2 ／ 

/ 3 3 3 ／ 

評 成 果 ） ／ 4 3 4 3 4 4 ｜／ 

08 ／ 。12 一12 。 ／ ／ 

09 ｜／ 。62 -62 。 レ〆 ／ 

11 ／ 。60 54 113 ／ ノ〆

そ 12 ｜／ 。 5 5 。 ／ ／ 

の 13 ／ 。 。 ノr ／ 

他 14 ／ 378 191 186 。 ｜／ ／ 

2 18 ／ 0 120 -120 。 ／ ／ 

／ 378 0 191 186 1 259 0 140 118 し〆 ／ 

／ 3 3 ／ ／ 

評 成果）／ 4 3 4 3 ノ υ／ 

08 ／ 12 12 1 ／ ノ ／ 

09 v 23 -8 15 。 ／ v ／ 

11 ／ 。 ／ ／ ／ 

そ 12 ｜／ 。 ／ ／ ／ 

の 13 ／ 。 ／ ／ ／ 

他 14 ／ 日 ／ ｜／ ｜／ 

3 1 ノ 。 ／ ／ ／ 

／ 35 0 8 26 v v ,/ 

i初） ／ 2 ／ ／ ／ 

評 ！ 成 果 ） ／ 3 3 ／ ／ I/ 

08 309 0 -43 266 70 日－46 23 1 185 。日107 78 1 104 0 -56 48 1 242 日一115 116 11 
09 79 。7 86 0 107 日－28 78 1 106 0 -88 17 26 0 -13 12 46 。7 38 15 

予 11 244 46 5 285 0 488 46 559 1 093 a 440 0 326 113 1 385 46 82 512 1 1 020 46 38 1104 。
算 12 。。日 。。。。。。。35 。0 35 。。。。。。28 0 -18 10 。
dロ' 13 125 日一125 。。。。。。。。。日 。。。。。。。。。。。。
言十 14 :.ffjil,善蓮司 。0 130 130 0 378 日 191 186 1 252 0 347 598 1 681 日 12 669 。。0 102 102 。

18備品購入費 。。。。。日 。。。0 120 0 120 。。。。。。。。。。。。
合計 757 46 -36 766 1 1.043 46 294 1,380 3 1,138 。』294 841 3 1,196 46 1 1,240 3 1 336 46 14 1,370 26 

'i"C::J.・← ヨ三官E安定 161 339 399 435 523 

1蔚 有
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H19学校経営予算事業一覧（自／15)

36 37 38 39 40 
瀬戸商 “l官官緑I"' ヨ日気閥幹 邑~ 血臨

予算 国分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異
08幸副首脅 。 。 0 333 333 。 ／ 

09旅費 。 。 。32 22 10 じ／

瞳
40 40 0 157 157 。30 30 。70 13 83 。 ／ 

総 41 40 。17 17 。 6 6 。 ／ 
ι ロ 。 。 。 。 ／ 
品守』 。33 33 0 250 218 32 168 8 160 。 ／ 

習 。 。 。 。 ／ 

"' u 白U 1 HU U IHl U ョ u U 25!:> Jl nu刊 u o oU4 10 ／ 

3 3 2 4 ／ 

4 3 4 4 3 3 5 5 υ〆
426 -46 380 1 127 -28 99 0 449 -161 288 23 23 0 460 -23 437 。

09冊昔 57 12 68 53 3n 23 。83 ー30 51 2 4 4 。69 4 71 2 

社
11害用費 。32 32 。45 45 。 。50 50 0 
12＇相居 。 。10 10 。 0 110 110 。

会 。 。 。 。 。
人 。 。 。 0 300 300 。
講 。63 ヲO Q 。 。 。
師 Jι 1 ι，L 

， 。 " / 

3 3 3 4 4 
4 5 4 4 4 4 5 5 5 4 。 。 。 。 。。 。 。 。 。

300 300 日 748 46 30 824 0 400 46 191 637 日 125 46 188 35日 0 395 46 19 460 。
図 。 。 。 。 。
書 13 。 。 。 。 。
充 14 ・四情制 。 。 。 。 。
実 18 入費 。 。 。 。 。

百t u U 1LJlJ u ，斗n 40 JU n/ U 斗＇＂ 4o rn1 o,, u llt> 40 lHH at>匂 u 屯日 46 rn ιm』 。
珂） 3 3 2 4 4 

号量 －成果） 4 3 4 4 3 3 5 5 5 4 
08 。 ／ 35 35 46 46 。 ／ 

09 。 ／ 8 8 。 7 7 。 b〆
11 35 46 122 203 。 ／ 20 20 。 5 5 。 ／ 

そ 12 。 レ／ 4 4 。 。 ／ 

の 13委 。 ／ 。 。 ノ’

他 14 80 -34 45 レ／ 。 。 ／ 

1 18 。 ノ” 。 。 ／ 

115 46 88 248 ν’ 67 。。66 59 。。59 。 / 

z” 3 ／ 2 4 ／ 

評 －成果） 4 4 ／ 4 4 5 5 レ〆

08 100 -100 。 ／ ／ 。 ／ 

09 。 ／ νr 。 v 
11 。 ／ ／ 37 37 。 ／ 

そ 12 。 ,/ I/ 3 3 。 ／ 

の 13 105 105 。 / ノ〆 。 ／ 

イ也 14 料 。 ｜／ ／ 。 ／ 

2 18 ( ／ ／ 。 ／ 

20! 【ー10〔 101 l レ〆 40 。。40 。 ／ 

Z『 3 ／ ノ 4 ノ

評 ・成果） 4 4 ／ レ〆 5 5 レ／

08 ノ ／ ／ 150 150 。 ／ 

09 ｜／ ／ v 。 v 
11 l署 ／ ／ ／ 10 10 。 ／ 

そ 12 ／ ｜／ ／ 。 ／ 

の 13 ／ ／ ／ 。 ／ 

他 14 ／ ／ ／ 188 一188 。。 ／ 

3 ／ ／ ／ 。 ／ 

／ L〆 / 348 0 -188 160 。 ／ 

2') ／ ／ ／ 3 ／ 

評 ・成果）｜／ ／ ｜／ 4 4 I/ 

08 526 日 146 380 1 127 日－28 99 日 484 日一161 322 1 552 。0 552 0 460 口一23 437 。
09冊 昔 57 。12 68 53 0 30 23 。91 。30 59 2 43 。。33 10 69 。4 71 2 

予 11骨用 :315 46 122 543 0 937 46 30 1 013 0 495 46 191 732 0 247 46 201 494 0 445 46 19 510 。
算 12 且揖 41 。。40 日 。。。。31 。。31 。10 。。10 0 110 。。110 。
合 13 託 105 。0 105 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
言十 14 用 ・雷借料 80 0 34 45 33 。。33 0 250 。0 218 32 356 0 196 160 0 300 。0 300 。

18 ！品 入費 。。。。。63 0 28 91 。。。。。。。。。。。。。。。。
口百十 1,184 46 -46 1181 3 1,213 46 日 1,259 日 1,351 46 日 1,362 35 1,208 46 5 1 249 10 1,384 46 0 1,428 2 

槽官 宜世盟 428 446 532 443 553 

帽 有
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H19学校経営予算事業一貫（9/15)

41 42 43 44 45 
阻匡 h 害時 高松農 吉備北寄 E犠，

予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異
08 380 58 322 。 。46 46 日 56 39 18 。
09 16 11 4 。23 1 12 10 48 35 13 。
11 124 46 170 0 131 25 156 。61 61 0 90 -30 60 。 100 100 。

総 1 。11 9 50 49 7 6 。
合 1 。 。 0 105 105 。 。
学 1 l賃借料 270 -141 129 0 751 -52 698 1 350 一76 273 1 150 30 178 2 150 63 87 
習 1 聾 。 。 。 。 日

4t 111 民，.
百＂・ -z, U “ •• u ヨヨ l!JU U lUU 11:iヨ H/ 

3 3 3 4 3 
評 成果） 4 4 4 4 5 4 5 5 4 4 
08 ／ 12 -12 0 230 -23 207 0 58 46 12 161 -69 92 。
09 I/ 4 4 。43 43 22 10 12 50 48 2 

宇土
11 l署 ／ 。 。 。66 -26 40 。
12 I/ 。 。 。 5 四 5 。

~ 13 ／ 。 。 。 。
人 14 ／ 。 。 。 日
講
師

／ ( 。
ノ’ ιg u υu  。。 I UL " 

初） ／ 4 4 4 3 
－成果） ／ 5 5 5 5 5 4 4 4 

一 。 。 。 ／ 。。 。 。 I/ 日

11 400 400 0 334 46 44 424 0 450 46 239 735 。 ／ 640 46 685 
図 12 。 。 。 ／ 。
書 13 。 。 。 ／ 。
充 14 ・＝惜笹 。 。 。 ／ 。
実 18 入費 。 。 。 ／ 。

“比 [J U :i:i4 4師.. u •• '"" / ロ斗U 40 0 nn 1 

初） 3 3 3 ／ 3 
－成果） 4 4 4 4 4 4 ／ 4 4 

08 ／ 0 100 -100 。 ／ 。
09 レ〆 。40 -40 。 v 。
11 ／ 39 39 。 。 ／ 100 97 3 

そ 12 I/ 。 。 ／ 35 30 日

の 13 ／ 。 。 ／ 。
他 14 ／ 66 66 。 。 ／ 。
1 1自 ／ 。 。 ／ 日

／ 105 。日 105 0 140 日 140 。。 ／ 135 。0 126 自

／ 4 3 ／ 3 
言平 成果） ｜／ 5 5 4 ／ 4 4 

企1斗~土呈; 

/ 。 / ／ ／ 

I/ 。 ／ ／ ／ 

担 ／ 30 30 。 ／ ／ ／ 

そ 田 ／ 。 ｜／ ／ ｜／ 

の 料 ／ 。 ／ ／ ／ 

他 14 ／ 。 ／ ／ ｜／ 

2 。 ／ ／ ／ 

／ 30 。。30 。 レ／ ／ v ... ／ 4 ／ ／ ／ 

評 －成果） ／ 5 4 ／ ／ ／ 

08 ノ” ／ ノ ／ ／ 

09 じ／ ／ ／ v ／ 

11 ／ ／ ／ ／ ／ 

そ 12 ／ ／ υ〆 ／ ／ 

の 13 ／ ／ ／ ／ ／ 

他 14 ／ ＼／ ／ ／ ／ 

3 ／ ノ” ／ ／ ／ 

／ ν〆 v ／ I/ 
霊童占司E' ~:2.TI ／ ／ ／ ／ ／ 

評価（目標開成果）｜／ ／ ,/ ／ ／ 

08報信管 380 。58 322 。12 0 12 。0 376 0 123 253 0 114 。0 85 30 161 日刊69 92 。
09旅菅 16 0 -11 4 4 。4 。0 106 。40 55 11 70 。0 45 25 50 。。48 2 

予

費量
524 46 0 570 0 534 46 69 648 1 511 46 239 796 0 90 0 -30 60 0 806 46 74 921 5 

算 。。。 。。11 。但1 自 50 。。49 7 。。6 40 。5 30 自

合 。。。 。。。。。。。。。。。0 105 。0 105 。。。。。。
言十 270 0 -141 129 0 817 0 52 764 1 350 。76 273 1 150 0 30 178 2 150 。。63 87 。。。 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。

1,190 46 210 1,025 1 1,378 46 0 1,422 2 1,393 46 0 1,426 13 536 日 0 479 57 1,207 46 0 1,153 100 
4世 官 :±1定安~ 431 549 558 23 442 

咽耳 当初評価 更 山てい。 当 初評価が 事 r‘ てい b
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H19掌校経営予算事業覧（10/15)

46 47 48 49 50 
薄 脅 n＋怯 蒜l 間間田 五本欝.

予算 配分 補 正 決算 差異 予算 自己分 補E 決算 差異 予算 !c分 補宣 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異
08報信者 184 126 58 1 ／ ／ 69 11 58 1 115 34 81 
09 88 60 27 1 ／ レ／ 30 ー13 17 。34 14 17 3 
11 13 13 。 ／ ／ 0 248 48 296 。

総 12 4 4 。 ／ ｜／ 38 6 32 。 5 5 。
ムロ 13 。 ／ ／ 。 。
学 14 ヰ 460 122 581 ／ ｜／ 。50 50 。
習 18 。 ／ ／ 。 。

U -04 ，， / " 30 lU l 崎司， u u 斗斗刊 ;J 

4 ／ ／ 4 3 
評価 果） 5 4 ｜／ ／ 5 5 5 5 
08 253 -92 161 0 334 334 58 11 69 -1 656 -127 529 0 265 日 69 196 
09 歪雪 38 19 18 1 86 7 93 。 。77 -35 42 。24 -9 14 

ヰ士 展開 。 。 。 。 。
5 5 。5 5 。 。 。 。

会 。 。 。 。 。
人

14 。 。 。 。 。
講

18 。 。 。 。
師

首4 4! "' 6を “ b /H "' 
4 4 4 4 4 

果） 5 4 5 5 5 4 5 4 5 5 

一 08 。 ／ 。 。 。
09 。 ／ 。 。 。
11 265 46 175 486 。 ／ 309 45 18 372 0 505 46 192 743 0 400 46 80 526 。

図 12 。 ／ 。 。 。
書 13 。 ／ 。 。 。
充 14 ・ 官4署司＂ 。 ／ 。 。 。
実 18 晶 入 費 。 ／ 146 146 。 。 。

曜聖
/n:-1 46 。 ／ 0 0 0  45 18 518 ぺU o"" 斗O ti.£ I斗d qo OU 
4 ／ 3 4 3 
5 4 I/ 4 4 5 4 5 5 

／ 12 12 。 ／ ／ 

v 56 -36 20 。 。 レ〆 レ／

／ 0 20 21 41 。 ／ ／ 

そ 12骨精 ノr 35 35 。 。 I/ ／ 

の 13委託ヰ ノ’ 。 。 ／ ／ 

他 14使用 叫．告書4益事3 ／ 。 。 ／ ／ 

1 18備品 曹人費 ／ 0 50 -50 。 ／ ノ

v 103 0 36 66 70 0 29 41 。 ,,... 
／ 

iネm ／ 4 3 ／ ／ 

評価 －成果）／ 5 5 4 4 v じ／

08 ／ 。 。 ／ ／ 

09 ／ 。 。 γ レ〆

11 ／ 34 34 。 。 ／ ／ 

そ 12 ／ 。 。 I/ ／ 

の 13 ／ 。 。 ／ ／ 

他 14 量借料 ｜／ 90 90 0 110 110 。 ／ ／ 

2 18 塁塁手 ／ 。 。 ノ ノ

｜／ 124 。0 124 日 110 。日 110 。 ／ ／ 

／ 4 4 ／ ／ 

評 成果）／ 5 5 5 4 I/ I/ 

08 ／ 。 ／ / ／ 

09 ／ 。 レ〆 レ’ I/ 

11 ／ 318 29 346 ／ ／ ／ 

そ 12 ／ 。 ｜／ ／ ／ 

の 13 ／ 。 ／ ／ ／ 

他 14 ,ff'.J益率.［ い／ 。 ｜／ ／ ／ 

3 18 入費 ／ 。 ／ ノ

I/ 318 0 29 346 レ〆 ／ υ／ 

l本訓） ／ 3 ／ ／ ／ 

評 成果）／ 4 4 ／ ／ 

信
437 日－218 219 1 346 。0 345 58 日 11 69 1 725 日一138 587 1 3日日 日一103 276 
126 0 -79 46 1 142 0 -29 112 。。。。日 107 0 48 59 。58 。23 32 3 

予 11 ・ ＝用費 278 46 175 499 0 352 0 29 380 1 329 45 39 413 -0 505 46 192 743 0 648 46 128 822 。
算

E霊雇
9 。。 9 0 40 。0 40 。。。。。。38 。6 32 。 5 。。 5 。

4ロ~ 。。。 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
計 460 日 122 581 90 。0 90 0 110 。0 110 。。。。。。50 。。50 。。。。 。。。。。。日 196 0 50 146 。。。。。。。。。。。

1.310 46 0 1.353 3 970 。0 967 3 692 45 0 737 -0 1,375 46 日 1,420 1 1,141 46 2 1,185 4 
平協 iF 506 294 120 547 401 

信 者 当初評価 変更さ制ていゐ
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Hl 9学校経営予算事業一貫（11/15)

51 52 53 54 55 
江毘商 lo 弓 闘l l首 lE奇書邑 E四 岡 山 由

予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補E 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異

08 23 12 12 35 35 。 ノ’ 196 127 69 。46 46 。
09 34 一11 23 。2 2 。 ／ 92 9 101 。67 十 60 7 。
11 168 168 0 76 76 。 ／ 120 120 日188 188 。

総 12 45 45 。 。 ノ 4 4 。20 20 日
ムロ 13 。 。 ノ’ 。 。
学 1 車ヰ 0 27 -10 17 。 ｜／ 0 800 一10 789 
習 。 。 ／ 。 。

IC -z‘ Z斗 JU a 
' ZI u /ll ,U4S ' 3 3 ノ 3 4 

評 －成果） 4 4 4 3 ／ 5 5 5 4 
08 81 11 69 1 276 276 。 / 12 12 ノ
09 11 一7 4 0 59 -21 40 2 ／ 3 2 。 v 

社
11 22 22 。 。 ノ 10 9 1 ノ〆

12 5 5 日 。 ／ 1 。 I/ 
会

13 。 。 ／ 。 ノ
人

14 。 。 ｜／ 。 し／
講
師

( ／ 。 ／ 

担割 U 乙
‘’ 

νr u －一 zq 

3 3 ／ 3 ／ 

評 －成果） 4 4 4 4 ／ 5 5 ／ 

08 日 日12 12 。 。 。
09照膏 。 。 1 。 。 。
11寄用普 135 46 41 221 1 300 46 346 0 1 378 46 215 1 639 0 1 372 46 119 1 537 0 800 46 70 916 。

図 12 。 。 。 。 。
書 13 。 。 。 。 。
充 14 管号車普恕 。 。 。 。 。
実 18 孝三r 。 。 。 。 。

I ;.s::i 41:i • zz 4b u 
" ・"" 4b u . 4b "" 4b JU 臼lti

2 4 、 ' 評 3 3 3 2 4 3 5 4 5 4 
08 11 12 -1 / 115 -57 58 ／ ／ 

09 17 17 。 I/ 49 48 97 。 ／ v 
11 50 50 。 ／ 363 193 170 。 ／ ／ 

そ 12 20 20 。 ｜／ 15 15 。 ／ I/ 
の 13 。 ／ 。 ／ ／ 

｛也 14 。 ／ 。 I/ ＼／ 

1 18 。 ／ 。 ノ ／ 

98 。0 98 一日 ／ 542 0 -202 339 レ〆 v 
4 ／ 3 ノ” ／ 

－成果） 5 5 ／ 4 4 ／ ノ

08 ／ ／ ／ ノ ／ 

09 ／ I/ ／ ／ υ〆
11 ／ ／ ノ’ ／ ／ 

そ 12 ／ I/ ／ ／ ／ 

の 13 ／ ／ ／ ／ ／ 

｛也 14 ／ ／ ／ ／ ／ 

2 18 ノ ／ ／ ／ ／ 

／ ／ ｜／ ノ υ／ 

／ ／ ／ ／ ／ 

－成果）レ／ ／ ／ ／ ／ 

08 ／ ／ ／ ／ ／ 

09 ／ I/ ／ ノ レ〆

11 ／ ／ ／ ／ ／ 

そ 12 ／ ｜／ ／ ／ ｜／ 

の 13 ／ ／ / ノ ／ 

他 14 ，需要.. 普 獣 ／ ／ ／ ／ I/ 
3 18 宅重量 ／ ／ ノ〆 ／ ノ

／ ／ ν，， ／ レ〆

／ ／ ／ ／ ／ 

評 －成果）レ／ ／ ／ ／ 

08 115 0 -23 92 0 311 。0 311 0 127 日目69 58 1 208 0 127 81 46 。。46 。
09 62 。一18 43 61 。－21 42 2 50 0 47 97 。95 。8 103 。67 0 -60 7 。

予 11 375 46 41 461 1 376 46 0 422 0 1 741 46 22 1 809 0 1 502 46 119 1 666 1 988 46 70 1 104 。
算 12 70 。0 70 。。。。日。15 。。15 。 5 。。 5 。20 。。20 日
合 13 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
E十 14 。。。。0 27 0 10 17 。。。。。。。。。。0 800 0 10 789 1 

18 。 ( 【 。。。日。。。。。。。。。。。日。
n, 4t 4（ ョ 792 2 1,933 46 0 1,978 1 1,810 46 0 1,854 2 1,921 46 日1.965 2 

•tt 市 76 I 172 896 819 888 
咽 諸E
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H19学校経営予算事業一覧（12/15)

56 57 58 59 60 
E 散古城池 玉野光菌 ＿，，同 岡川田 鳥城

予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 誼 Bト 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異
127 127 。自自 46 23 207 115 92 。 0 368 92 276 。
127 -56 71 。18 日 9 自日 -63 27 。 。70 -19 51 。

0 210 210 0 200 200 0 204 204 。 。
総 。 。 。 。 。
合 。 。 。 0 200 200 。
学 441 78 363 。 。 。 。 。
習 。 。 。 。 。

ー之b 時 3 u 11> よ5 u u ZU4 111 oz u 

4 3 3 2 4 
5 4 4 3 4 4 5 4 5 4 
12 12 69 81 150 46 35 23 12 219 7 226 92 一23 69 。

09隈 脅 2 2 19 18 43 ー7 11 25 38 12 26 日 。
ヰ土

11需用費 。 。60 20 40 。 。
12＂宇都茎皐警 。 。 。 。 。

会

聾轟聖
。 。 。 。 。

人 。 。 。 。 。
講 。 。 。 。 。
師

0 12 o 88 。只 168 1 ..刊 0 4, 54 00 257 U O zo 日占Z u 『乙、3 。s
間踊（当初） 2 4 3 2 4 

評価（目標・成果） 4 5 5 4 4 4 5 4 5 5 
08 惜 冒 。 。 。 。 。
09 宅雪 。 。 。 。 。
11 ・ ＝用費 422 46 287 755 0 1 343 46 -81 1 307 1 820 46 322 1188 0 902 46 40 988 0 396 46 134 576 。

図 12' 骨 皆 。 。 。 。 。
書

審
。 。 。 。 。

充 。 。 。 。 。
実 0 137 133 4 。 。 。. •• 0 . ., 

'"' 40 4U 40 104 " f恒

3 ' 3 
評 －成果） 4 4 4 4 4 3 5 4 4 4 
08 554 555 ノ’ 。 。 ／ 

09 。 ／ 。 。 ノ〆

11 。 ／ 300 251 49 。 ／ 

そ 12 。 ／ 42 42 。 。 I/ 

の 13 。 ／ 0 25Jl 256 。 ／ 

他 14 司監礼 。 ／ 。 。 ／ 

1 18 日 ／ 。 。 ／ 

554 。0 555 I/ 342 。0 293 49 256 。0 256 。 I/ 

4 ／ 3 4 ／ 

－成果） 5 4 v 4 4 5 5 v 
同－・・・ 0 

35 -24 12 “1 ／ ／ 12 -12 。 ／ 。 12 -2 10 。 I/ ノ’ 78 4 82 。 ／ 

1 。 ノ’ ／ 36 36 。 ／ 

そ 1 。 ／ ／ 。 ＼／ 

の 1 料 。 ／ ／ 。 ／ 

｛也 14 料 ・ 賃 借 料 。 ／ ／ 200 27 171 2 ／ 

2 18備品購入費 。 ／ ／ 。 ／ 

，、－ 47 0 -26 2: ／ ！／ 326 0 -35 289 2 I/ 

l初日 4 ／ ／ 4 ／ 

E平 －成果） 5 4 ／ ノ 5 5 ／ 

08 ノ ／ / J’ / 

09 ／ ／ ／ ／ v 
11 ／ ／ ／ ／ ／ 

そ 12 ｜／ ／ ／ I/ ｜／ 

の 13 ／ ／ ／ ノ’ ／ 

他 14 
., 

／ ／ ／ ｜／ ／ 

3 18 ／ ／ ／ ／ ／ ,,, ／ ｜／ ,,, 
／ 

l事刀］ ／ ／ ノ〆 ／ ／ 

－成果）／ v ／ lノ ｜／ 

08 728 日 一151 578 -1 138 0 81 196 24 253 日 150 115 -12 231 日－5 226 1 460 0 -115 345 。
09蹄膏 141 。58 81 2 37 。。27 10 133 。70 38 25 116 。8 108 。70 。19 51 。

予 11需用費 422 46 287 755 日 1553 46 -81 1 517 1 1 380 46 322 1 659 89 1142 46 40 1 228 0 396 46 134 576 。
算 12骨 蒋 膏 。。。。日 。。。。。42 。。42 。。。。。。。。。。。
L> 回

量奪歪
。。。。日 。。。。。。。。。0 256 。0 256 0 200 。0 200 。

,t 441 。-78 363 。。。。。。。。。。0 200 日－27 171 2 。。。。。。。。0 137 。0 133 4 。。。。。。。。。。。。。。。
’‘’a且 46 。1,777 1 1 865 46 0 1.873 38 1,80自 46 102 1,854 102 1,945 46 0 1 988 3 1,126 46 0 1,172 。

v・・tt匹 .q::,rE-雲市 770 853 818 903 391 

官同4ラ 当 初 評 価 が
- F‘ てい 科 目不適切
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Hl 9学校経営予算事業一覧（13/15)

61 62 63 64 65 
岡山E 田lI l音量 岡山饗謹 誕生寺型 望室 , A華 謹

予算 配分 補正 決算 差臭 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異 予算 配分 補正 決算 差異
08報償費 35 35 。 ／ ／ ／ ノ

09旅 費 5 5 。 ／ I/ ／ ／ 

11需用脅 。 ／ ／ ／ ／ 

総 12柑 輯 曹 。 ／ ｜／ ／ ／ 

品目 13委託料 。 ／ ／ ／ ／ 

学

重量
37 37 。 ／ ／ ｜／ ／ 

習 。 ／ ／ ／ ノ
40 LI -J ol Li ／ ／ ｜／ ノ’

2 ／ ／ ／ ／ 

4 3 ／ ／ 1ノ ｜／ 

／ ／ ./ 69 69 。 ／ 

／ ／ ｜／ 26 2 28 。 ／ 

キ土
／ ／ ／ 。 ／ 

｜／ ／ ／ 。 ／ 
会

／ ノ ／ 。 ／ 
人 •/ ／ ／ 。 ／ 
講

／ ／ 。 ／ 
自叩

/ u 

／ ／ 2 ／ 

、J 、／ 3 3 レ〆
日 日 。 。 。

09 Z醤 。 。 。 。 。
11 用 219 46 41 306 0 276 45 319 2 135 46 52 231 2 280 46 4 330 0 440 45 92 577 。

図 12 世
。 。 。 。 。

書
亙~ ! . 賃借料

日 。 。 。 80 79 1 
充 。 。 。 。 。
実 入費 日 日 。 。 。

z 斗む 斗 J J‘ so Ol 'JI ZHU so ., 
＝ 

: ‘凶

評 －成果） 3 3 4 3 3 4 4 3 4 4 

08 23 12 35 0 54 一19 35 0 184 -BO 104 1 
09 14 15 。 0 12 -2 9 0 116 -92 24 。
11 。 。6 一日 0 110 110 。 。

そ 12 。 。 0 15 一7 8 日 。
の 13 日 。 。 。 。
他 14 冒情佐 日 。 。 。 。
1 18 費 0 311 311 。 。 。 。

37 日 13 50 1 311 。0 311 0 72 0 27 44 1 125 。7 118 0 300 0 172 127 1 

2 3 4 3 3 
評 4 3 4 3 5 4 4 4 4 4 

08 57 23 35 -1 ／ 0 270 270 。 ／ 

09 10 -2 7 ／ 。 。 ／ 

11 。 ／ 50 26 23 。 ／ 

そ 12 。 ／ 。 。 ／ 

の 13 。 ／ 150 150 。 。 ／ 

他 14 ・賃借料 95 ー10 85 。 ／ 。 。 ／ 

2 18 1聾 。 ノ 。 日 ノ

162 0 35 126 ／ 200 0 26 173 1 270 。0 270 。 ／ 

2 ／ 3 2 ／ 

言平 －成果） 3 4 ／ 4 4 3 3 ｜／ 

08 69 -11 58 ／ 。 ／ ／ 

09 16 2 12 2 ／ 。 ／ ／ 

11 38 -2 36 一日 ／ 日 ／ ／ 

そ 12 。 ／ 。 ／ ／ 

の 13 。 ／ 300 299 ／ ／ 

｛由 14 。 ／ 。 ｜／ ／ 

3 18 。 ／ 。 ／ ／ 

123 。15 106 2 ／ 300 。0 299 ｜／ ／ 

2 ／ 3 ／ ／ 

評 －成果） 3 3 ／ 4 4 レ〆 レ／

08 184 日 一57 127 日 。。。0 54 日－19 35 1 339 。0 339 0 184 0 -80 104 
09 45 0 -8 34 3 。。日 。0 12 0 -2 9 26 。2 28 日 116 0 92 24 。

予 11 257 46 39 342 0 276 45 0 319 2 191 46 20 254 3 390 46 4 440 0 440 45 92 577 。
算 12 。。。。。。。。。。日 。。。0 15 。7 8 。。。。。。
合 13 。。。。。。。。。0 450 。0 449 。。。。。。0 80 79 
百十 14 ・雷借料 95 0 27 121 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。

18 星雲 。。。。0 311 。0 311 。。。。。。。。。。。。。。。。
581 46 1 624 4 587 45 0 630 2 707 46 1 747 5 770 46 1 815 0 740 45 日 784

止すE と乞 51 54 129 169 150 

晴 有 ｜当初評価が官更されてい。
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H19学校経営予算事業一覧（14/15)

67 68 69 70 

予算配分岡」補」酉正養護決算差異
酉備養護 鍾告”E量 健康の森 岡山東養護

予算配分補正決算差異 予算配分補正決算差異 予算配分補正決算差異 予 算 配 分 ｜ 補 正 決 算 差 異

08報 償 菅 ノ ／ ／ ／ 。
09照 膏 ／ ゾ ／ レ〆 。
11需用費 ／ ／ ／ 35 35 。

総 12栂 持 寄 ／ レ〆 ／ v 6 6 。
合

事聾
／ ／ ／ ／ 。

同ーで← ／ ／ レ／ ／ 120 51 69 。
習 ノ ／ ／ ／ 。

J’ / い〆 161 -bl 。
／ ／ ／ ／ 3 

｜／ ／ レ〆 ／ 4 4 
08 国首 ／ / 92 92 。 / 69 】 11 58 。
09 島 ／ ＼／ 143 117 26 。 1/ 。

キ土
11 用費 ／ ノ 。 ／ 。

• 
／ レ’ 。 ｜／ 。

会
／ ／ 。 ／ 。

人
／ ／ 。 I/ 10 10 。

講 ／ ／ 。 ／ 。
師

/ / I‘ , "' 
／ 〆’ 3 ／ 2 

：／ ,,, 4 3 ／ 4 3 。 ／ 0 50 50 。 。
09 。 1ノ 0 20 20 。 。
11 389 45 46 480 。 ／ 45 45 0 200 200 0 250 45 51 346 。

図 12 。 v 。 。 。
書 13 。 ／ 。 。 。
充 14 ．宅~，，醤司.. 。 ／ 。 。 。
実 宅~ 。 ／ 。 。 日

4!1 4師 / 4b 40 2/0 n II 0 0 , 45 o ‘a n 。
3 ／ 2 2 

評 ・成果） 4 4 ／ 4 3 3 
08 35 23 13 。 0 100 -42 58 1 253 -22 232 
09 。 。 0 50 11 61 0 10 -4 3 3 
11 85 84 1 300 45 28 372 日 77 45 189 311 0 35 48 83 。

そ 12 26 26 。 。 0 20 140 160 。8 8 。
の 13 。 。 。 。 。
他 14 ... ，善副＂ 165 46 118 1 0 150 24 126 0 70 28 42 。 。
1 18 尊重手 。 。 。 。 。

311 0 46 251 14 300 45 28 372 1 150 。24 126 0 317 45 270 631 1 306 0 22 326 2 
l率刀） 4 3 5 2 3 

評 －成果） 4 4 4 4 5 5 4 4 4 4 

立。i呈~ 自1 

／ 。 。 ／ 。
／ 。 。 ／ 。

冒 ／ 89 47 42 0 94 212 306 。 ／ 20 20 。
そ 屡警 ／ 200 200 。 。 ／ 7 7 。
の 料 ／ 153 一153 。 。 ／ 。
他 14 ／ 。 。 I/ 。
2 18 ／ 0 61 -61 。 ／ 。

／ 242 。0 242 日 155 日 151 306 。 v 27 。0 27 。
l事m ／ 3 3 ／ 2 

評価 －成果）／ 4 3 4 4 ／ 4 3 

08 / 69 -23 46 。 。 ／ ／ 

09 ／ 16 -5 10 。 ／ ｜／ 

11 ／ 10 10 0 30 30 。 ／ ／ 

そ 12役 ／ 0 41 41 。 ／ ／ 

の 13 ノ 。 。 ／ ノ”
他 14 警： ／ 0 45 -10 35 。 I/ ／ 

3 18 ／ 。 。 ノ ／ 

／ 95 日 －28 66 1 116 日－10 106 。 I/ ノ’

l初） ／ 3 3 ／ ／ 

評 成果）／ 4 4 5 3 ／ レ〆

凶E・E・－－－
08 35 。0 23 13 69 。23 46 0 92 。0 92 0 150 日 92 58 1 322 0 33 290 
09 。。。。0 16 0 -5 10 1 143 0 -117 26 日 70 0 9 61 0 10 0 -4 3 3 

予 11 474 45 46 564 1 399 45 叩 19 424 1 124 45 212 381 0 277 45 11 311 0 340 45 99 484 。
算 12 26 。0 26 。。0 200 200 0 41 。0 41 0 20 日 140 160 0 21 。0 21 。
合 13 。。。。日 153 0 153 。。。。。。。。。。。。。。。。。
言十 14 165 0 46 118 。。。。0 195 。34 161 0 70 。28 42 0 130 0 61 69 。

18 。。。。日 。。日 。0 61 。61 。。。。。。。。。。。。
ロ 700 45 日 731 14 637 45 0 681 1 656 45 0 701 0 587 45 0 631 1 823 45 1 867 2 

措~ ー炉 4‘軍副 125 86 98 54 202 
1扇弓写
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H19学校経営予算事業一覧（15/15)

11 I 72 I 73 
岡山商響詩 I 岡山操山中 I 倉敷天城中

．予算i配分l補正l決算i差異l予算｜配分l補正l決算 l差異i予算l配分l補正l決算l差異

108報償費 I I I I I / I 691 I 571 121 11 I I I I / 
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学 114健用料・雷借料 l I レ〆 I I I 1201 I I 1201 ol I I/ 
習 118備品購入費 I I /I I I I I I I I 01 I /I 

I II、計 I I/ I I I I b;J~I UI UI b;J切I 11 I/ 
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3 監査の結果及び意見

( 1 ）予算要求に見合った予算執行を行うべきである（意見）。

各高等学校の予算は、事業全体予算の範囲内で、基準運営費として最低限

必要な経費を配分するための「学校割」及び各学校の規模に応じて割り振り

するための「生徒割」によって算出されている。すなわち、平成 19年度に

おいては、各学校当たり、当初予算として 50万円＋ 1, 600円×生徒数

が基準とされている。これは、学校経営予算全体として 1億円が予算枠とし

て先に定まっており、逆算して算出された「学校割」及び「生徒割」単価で

あると考えられる。

ところで、前述の事業一覧によると、各高等学校長から提出された当初予

算計画書の合計は、 96, 499千円である。そして、本庁では、予算枠 1

億円との差額は、緊急で学校からの追加予算要求があった場合の予備費とし

て留保しておき、事業年度が半年を越えても要求がなかったので、総額 1億

円により近づくように各学校に 46千円ずつの需用費の予算上乗せを行っ

たものと推測される。しかしながら、学校からの要求もないのに、しかも使

用科目まで本庁で定めて、わざわざ追加で予算を令達することの必要性があ

るのか疑問だといわざるを得ない。

また、決算書を閲覧すると、主に需用費以外で余った予算は、最終的には

補正予算により需用費へ振り替られて、図書や消耗品の購入に支出し、各高

等学校の予算をほとんど消化している。当然に図書や消耗品は、あればそれ

に困るものではないが、予算が余ればそれを使いきる形で無尽蔵に購入する

のであればきりがないことになる。現状のように各高等学校の裁量が限局さ

れた制度設計を前提とするのであれば、真に必要なものを当初予算で要求し

てもらい、予算が余ればこれを返還するのが筋であろう。

( 2 ）現場経営者である校長の裁量権を拡大するため、支出対象・予算枠を見直

すべきである（意見）

「学校経営予算」という名称とは裏腹に、決算書を通覧すると、そこで行

われている事業は外部講師による講演や図書購入などに充てられているこ

とが多い。
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このような傾向は、学校経営予算の使途や予算枠が極めて限局されたもの

であり、本格的な「学校経営」とはほど遠いことから、いわば中途半端な形

での予算消化に終始せざるを得ないことにより生じたものと推測される。

各高等学校の自主性・自立性にゆだね、学校現場の「経営者」たる校長の

手腕を発揮させ、有効な教育行政を実現するためには、支出対象の見直しを

したり、全体としての予算枠について思い切った拡大を図ったりすることも

視野に入れて検討すべきではないかと考えられる。

( 3 ）適切な外部評価を実施した上、各学校の実績を次年度以降の予算配分に反

映させる等の措置を講じるべきである（意見）。

現在の予算配分は、前述のとおり、 「学校割」と「生徒割」によって機械

的に算出された額によっているが、より効果的な学校経営へのインセンティ

ブに乏しいものといわざるを得ない。

いわゆる経営の PD C  Aサイクルの発想を取り入れるというのであれば、

後述する学校評価制度等による前年度の自己評価やしかるべき外部評価を

基に各高等学校の学校経営の達成度を評価し、次年度以降の予算配分に反映

させるといった制度設計も視野に入れるべきではないだろうか。

ところで、学校経営に関しては、要綱上、外部評価に付される旨規定され

ているが、外部評価の定義もなされておらず、成果報告書からも現にいかな

る外部評価が実施されているか必ずしも明らかでない。県教委によると、「学

校では、学校経営予算以外にも様々な事業を行っており、それらを包括的に

保護者や学校評議員の方々に評価して頂いており、そこでの評価を総括した

ものが、成果報告書の事業実施後の評価になっている」とのことであるが、

事業実施後の評価とは数字の 5段階評価でしか表現されていない。後述する

学校評価と絡めた学校関係者評価や外部有識者評価（第三者評価）を導入す

べきではないかと考える。

( 4 ）学校評価制度の導入を積極的に検討すべきである（意見）。

学校評価制度は、 「聞かれた学校づくり」というスローガンの下、特に、

学校が自らの諸活動を自己点検し、それを広く保護者や地域住民に公開する
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ことによって、説明責任を果たし、信頼を回復するとともに、学校の改善に

もつなげることを企図して創設されたものである。これは、平成 14年 4月

の各学校設置基準の制定により導入されたものであるが、同 19年 6月の学

校教育法改正により法定・強化された。

すなわち、学校は、文部科学大臣の定めるところにより当該学校の教育活

動その他の学校運営の状況について評価を行い、その結果に基づき学校運営

の改善を図るため必要な措置を講ずることにより、その教育水準の向上に努

めなければならず（学校教育法 42条、 49条、 62条）、当該学校に関す

る保護者及び地域住民その他の関係者の理解を深めるとともに、これらの者

との連携及び協力の推進に資するため、当該学校の教育活動その他の学校運

営の状況に関する情報を積極的に提供するものとされている（同法 43条、

4 9条、 62条）。そして、学校は、当該学校の教育活動その他の学校運営

の状況について、自ら評価を行い、その結果を公表するものとされ（学校教

育法施行規則 66条 1項、 79条、 1 0 4条）、その評価の結果を踏まえた

当該学校の児童生徒の保護者その他の学校関係者による評価を行い、その結

果を公表するよう努めるものとされている（同施行規則 67条）。これを受

け、本教育委員会においても、岡山県学校の管理運営に関する規則 71条に

同様の規定が置かれ、平成 20年 4月 1日から施行されている。

また、平成 18年 3月に示された「義務教育諸学校における学校評価ガイ

ドライン」を平成 20年 1月に「学校評価ガイドライン」として改訂され、

その中で学校関係者評価及び第三者評価が示されている。

しかしながら、上記学校教育法改正前である平成 19年度においては、上

記規則は制定されておらず、学校評価は全く実施されていなかったようであ

るし、本年度においても自己評価以外の学校関係者評価や第三者評価につい

ては取組の状況が全く不明である。

確かに、法令上、いわゆる学校関係者評価は努力義務とされたにとどまる

し、第三者評価については何ら触れられていないところであるが、学校内部

の自己評価に限界があることは明らかであり、既に述べたような生徒の保護

者や地域住民を中心とする県民に対するアカウンタビリティという観点に

照らせば、不十分な実施状況ではなかろうか。今後は、上記規則を改正する
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などして、各学校の実情や特性に配慮しつつ、学校関係者評価や第三者評価

を義務付け、又は指導する必要があろう。

( 5 ）学校運営協議会制度の導入を積極的に検討すべきである（意見）。

地方教育行政の組織及び運営に関する法律は、平成 16年 4月の改正によ

り、教育委員会が、教育委員会規則で定めるところにより、その所管に属す

る学校のうちその指定する学校の運営に関して協議する機関として、当該指

定学校ごとに、学校運営協議会を置くことができる旨を定め（同法 47条の

5 ）、児童生徒の保護者や地域住民等の意向等を学校運営に反映させる仕組

みを設けた。

公立学校の運営に保護者や地域住民等の意向等を反映させる組織として

は、既に学校評議員が存在しているが（学校教育法施行規則 49条 1項、岡

山県立学校の管理運営に関する規則 70条）、学校評議員が校長の求めに応

じて学校運営に関する意見を個人として述べるものであるのに対し、学校運

営協議会は、学校運営、教職員人事について関与する一定の権限を有する合

議制の機関であるなど、その役割が異なる。このような学校運営協議会を地

方自治体の教育委員会の判断で設置できるようにしたのは、保護者や地域住

民等の学校に対する要求の多様化、高度化に対応するため、学校運営や保護

者・住民の学校参加の在り方に関する選択肢を拡大することにあったことは

もちろんであるが、教育行政に係る事業の執行の検証可能性を担保し、県民

（保護者・地域住民）の評価にたえ得るものとし、さらにその意見を適切に

反映させるために極めて有用な制度である。

しかるに、岡山県においては、現在に至るまで、かかる学校運営協議会が

設置された実績はない。平成 17年度から同 18年度の 2年間、岡山東商業

高校が文部科学省の研究指定を受けて、調査研究を行っている。県教委では、

「学校運営協議会を設置する学校については、法律上の名称は定められてお

らず、教育委員会の判断で「コミュニティ・スクール」等と適宜名称を付け

ることができる。コミュニティ・スクールは、地域に聞かれ、地域に支えら

れる学校づくりを実現することを趣旨としているが、生徒が広範囲から通学

する県立高校と、地域に密着した小・中学校とでは、 「地域」の捉え方やそ
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の意味合いがかなり異なっていることから、当面、県立高校に積極的に導入

することは見送るが、その趣旨を生かしながら、学校運営形態の運用を工夫

していく」こととしている。

確かに、高等学校については、通学範囲も広く、適切な人材を求めること

が困難であることを理解できないではないが、上記のような趣旨からすれば

学校運営協議会制度導入を積極的に検討し、各学校において、保護者や地域

住民を含めた県民に対し、学校運営に関するアカウンタビリティを果たすよ

う努力すべきであろう。
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4 高等学校実習経営

1 事業目的・内容

( 1 ）事業の概要

ア 担 当 課 財務課

イ 事業名 高等学校実習経営費

ウ 事業内容 農業系高校の実習経営に要する経費（ 9校）。

農産物（午、豚、米、野菜等）の売払収入及び経費を計上

する会計として特別会計が設けられている。

エ 根拠条例 岡山県立高等学校実習経営特別会計条例

2 事業実績

（岡山県条例第 15号・昭和 39年 4月 1日施行）

第 1条 地方自治法 20 9条 2項の規定により、県立高等学

校における実習経営の円滑な運営とその経理の適正を

図るため、特別会計を設置する。

第 2条 この会計においては、県立高等学校の実習経営から

生ずる収入その他の諸収入をもってその歳入とし、実

習経営費その他の諸支出をもってその歳出とする。

( 1 ）平成 19年度高校別当初予算額及び決算額の状況

平成 19年 度 高 校 別予算額
（単位：千円）

高校名 歳入 内繰越金 歳出
精研 7, 098 2. 400 6, 844 
新見 6, 981 6 688 
瀬戸南 18, 236 1, 400 17. 787 
興陽 24 915 6, 500 25, 597 
高松農業 30, 971 30. 293 
久世 12, 160 12 962 
勝間田 8, 995 1, 180 8, 704 
弓削 402 402 
高梁城南 3 112 2, 881 
財務課 1. 000 1, 000 1, 712 
合計 113,870 12. 480 113,870 
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平成 19年度高校別決算額
（単位：千円）

高校名 歳入 内繰越金 歳出
精研 7 575 2, 400 6 161 
新見 7 406 5 801 
瀬戸南 20 082 1 400 16 998 
興陽 32 155 6 500 24 529 
高松農業 31,573 29 441 
久世 12 967 12 584 
勝間田 9 590 1 180 7 567 
弓削 363 302 
高梁城南 3, 131 2, 57 4 
財務課 45 841 45, 841 112 
合計 170 684 57 321 106 069 

3 実施した手続

( 1 ）上記の歳入・歳出規模から興陽高校及び高松農業高校を往査対象として抽

出した。

( 2 ）事業の概要等について、監査資料等の資料を入手し、担当者に質問した。

( 3 ）収入取引及び支出取引について、業務フローをヒアリングするとともに、

サンプルで抽出した取引につき、証j雷等を確認した。

( 4) PT  Aに対する売払取引について、実習経営事業のある高校について PT 

Aの会計処理を検証した。
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興陽高校の園芸ビニールハウス

高松農業高校の牛舎
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4 監査の結果及び意見

( 1) PT  Aを通じた農産物売払取引について、 PT A側での受入処理及び決算

書による開示義務を指導すべきである（指摘事項）。

岡山県は、 PT A購買部と基本取引契約（書類上は売買契約書）を締結し、

農場生産物を売り払っているが、 PT A側での会計処理は行われていない。

これは、基本的に PT A側では在庫を持たず、またマージンを取ることもな

く、代金も PT Aを経由しないで、直ちに県の納入通知書により特別会計に

入金されることから、 PT Aには同額の仕入及び売上が発生するのみである

ので、何ら会計処理を行っていないとのことであった。

しかしながら、契約を取り交わし、商取引は成立しているのであるから、

会計の基本的な考え方からすれば、 PT Aにおいて特別会計の会計単位を設

定し、岡山県（岡山県立高等学校実習経営特別会計）からの仕入と同額の売

上を計上した収支決算書を開示して、 PT A関係者に説明義務を果たす必要

がある。

また、県教委は、後述する「学校徴収金等取扱マニュアル」を策定し、そ

の適切な管理・運用が必要なことは認識しているところであり、各学校から

報告される決算書を閲覧・検討することによって、適切な管理・運用が可能

となることから、 PT Aの決算書類を徴求する必要がある。

なお、当該売買取引は、消費税法上の課税取引に該当することから、基準

年度における課税売上取引金額が 10百万円を超える場合には、 PT Aが消

費税法上の課税事業者になる可能性があることに留意する必要があるので、

その点を付言しておく。

( 2 ）学校徴収金に係る決算書を提出するよう指導すべきである（意見）。

PT  A会計に関連して、本項においていわゆる学校徴収金について述べる。

学校徴収金とは、その明確な法的定義は存在しないものの、一般に、教育

活動において必要となる経費のうち、受益者負担の考え方に基づいて保護者

が負担する経費であるとされており、その管理と取扱いは、教育活動の充

実・発展という所期の目的を達成するため、包括的に学校長に信託されてい

るものであるとされている。
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この点、県教委は、平成 16年 5月、 「学校徴収金等取扱マニュアル」を

策定し、各学校に対し、学校徴収金を個人負担経費（修学旅行費、教材費、

実習費、学年費・学級費、部活動費、その他）と管理受託費（ p T A会費、

同窓会費、生徒会費、その他）に分け、学校徴収金検討委員会を設置し、①

公費と私費、②適正な事務処理、③保護者の負担の軽減、④保護者への説明

責任と情報提供に留意するよう指導している。

~ 

学校徴収

lliiJ 

学校指定物

教職員人件費

消耗品費、修繕費、光熱水費

役務費

委託料

工事費

備品費

負担金等

個人負担経費

・修学旅行費

．教材費

・実習費

・学年費・学級費

・部活動費

・その他

管理受託経費

・PTA会費

－同窓会費

・生徒会費

．その他

－制服、体操服、カバン等

県教委が、学校徴収金の持つ公共性にかんがみ、上記のようなマニュアル

を策定し、その適切な管理・運用を期したことは評価に値するが、各学校が

県教委に対して何ら報告を要しない点は不十分であるといわざるを得ない。

県教委の主たる所管学校である高等学校は、義務教育諸学校とは異なり、

生徒の選択により入学する学校種であるため、現に通学している生徒ないし

その保護者だけではなく、将来の生徒ないしその保護者を含む県民全体が、

学校の運営に大きな関心を寄せているというべきである。そして、学校徴収
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金が保護者にとって相当のウェイトを占める負担であることも考慮すると、

将来の生徒ないし保護者を含む県民全体が、その管理・運用状況に関する情

報にアクセスし得る措置を講じておくべき必要があろう。

また、根本的な問題としては、各学校が教育委員会に対して何ら学校徴収

金に関する報告を要しない結果、各学校の学校徴収金の管理・運用状況は、

県教委にとって完全にブラックボックス化しているという点が挙げられる。

すなわち、本来、公費で負担されるべき備品等に学校徴収金が使用されてい

るか否かなどの検証が不可能となっているのである。例えば、学校の設備・

備品等が老朽化し、本来、公費よって買換え・補修のなされるべきところが、

適切な予算措置が講じられないまま学校徴収金が使用され、それが当面、生

徒の受益になることから、保護者等も特段の異議を出さないままとなってい

るといった懸念もないとはいえないのである。学校徴収金についてかかる運

用がなされているか否かは全く不明であるが、少なくともそのような事態が

覆い隠される可能性のある制度設計は疑問だといわざるを得ない。

以上の見地からすれば、県教委は、各学校長に対し、学校徴収金の学校徴

収金等検討委員会の決算処理を経た決算書を提出するよう指導すべきであ

る。

なお、学校徴収金は、教育委員会の事務事業に該当せず、したがって、各

学校における具体的管理状況については本監査の対象とすることができな

かった。しかしながら、上記マニュアルも正当に指摘するとおり、学校教育

活動に必要な経費としての公共性を有する重要なものであるから、念のため

意見を述べた次第である。
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5 県立高等学校校舎等整備費（耐震化推進事業）

事業目的・内容

( 1 ）事業の概要

ア 担 当 課

イ 事 業 名

ウ事業内容

財務課施設班

①耐震診断

②実施設計

③大規模改造（耐震補強工事）

学校施設は、児童・生徒が 1日の大半を過ごす学習・生活の場所である

と同時に、災害発生時には地域住民の応急避難施設となるなど、地域の防

災拠点としても重要な役割を担うところであり、十分な安全性を確保する

必要がある。そこで、岡山県では、県立学校施設の耐震化を早急に進める

べく、耐震診断・耐震補強工事を行っており、ホームページにおいても、

県立学校施設の構築物についての耐震状況を公表している。

県立学校施設の耐震性の低い建物を対象に、本格的な耐震診断及び耐震

補強工事を実施しており、平成 19年 3月に策定した「新おかやま夢づく

りプラン」において、同 23年度に県立学校の耐震化率を 65パーセント

とする目標を設定している。

①耐震診断

耐震化優先度調査の結果、優先度の高い建物の耐震診断の実施。

1 0 0棟（平成 19年度～同 23年度の 5年間）

②耐震補強工事（実施設計を含む）

耐震診断の結果、危険度の高い建物の耐震性能を向上させる耐震補

強工事の実施。

8 0棟（平成 19年度～同 23年度の 5年間）。

2 事業実績

( 1 ）平成 19年度予算額及び決算額

次頁のとおりである。
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平成19年度実績【耐震診断、実施設計、大規模改造（耐震補強工事）】

事項名 工事名称等 平成19年度予算額（円） 平成19年度決算額（円） 備考

E項県立高等学校校舎等整備費 岡山工業高校耐震診断業務委託 1,929,203 普通教室棟

（耐震診断） 岡山工業高校耐震診断業務委託 1,745,797 電気科棟

東岡山工業高校耐震診断業務委託 ↑』876,797普通教室棟

東岡山工業高校耐震診断業務委託 1,687,899 化学工学棟

東岡山工業高校耐震診断業務委託 2,105,304 電気科棟

岡山東商業高校耐震診断業務委託
31,227,000 

1 806 073 特別教室棟

岡山東商業高校耐震診断業務委託 1, 186,427 昇降口棟

西大寺高校耐震診断業務委託 1,260,000 実習棟

玉島商業高校耐震診断業務委託 2,835,000 管理普通棟

津山工業高校耐震診断業務委託 2,478,000 特別教室棟

勝間国高校耐震診断業務委託 2,992,500 管理普通棟

間山盲学校耐震診断業務委託 1,207,500 体育館

倉敷商業高校耐震診断業務委託 。 1,575,000 普通教室棟

新見高校（北校地）耐震診断業務委託 。 1,732,500 特別教室棟

水島工業高校耐震診断業務委託 。 2,205,000 電気科棟

津山商業高校耐震診断業務委託 。 2,446,500 特別教室棟

(12校16棟）小計 31,227,000 31,069,500 

E項県立高等学校校舎等整備費 県立和気関谷高校校舎大規模改造工事実施設計委託 7,613,000 5,250,000 普通教室棟

（実施設計） 県立新見高校校舎大規模改造工事実施設計委託 11,161,000 5,460,000 管理普通棟

県立津山東高校校舎大規模改造工事実施設計委託 6,783,000 4,830,000 実習棟

県立笠岡高校校舎大規模改造工事実施設計委託 9,679,000 6,930,000 管理棟

県立岡山操山高校武道場大規模改造工事実施設計委託 8,197,000 5,953,500 武道場

県立津山工業高校校舎大規模改造工事実施設計委託 9 524 000 7,035,000 管理棟

県立岡山大安寺高校校舎大規模改造工事実施設計委託 20,518,000 13,125,000 普通教室棟・特別教室棟

県立落合高校校舎大規模改造工事実施設計委託 11,209,000 8,190,000 管理特別棟

県立水島工業高校校舎大規模改造工事実施設計委託 6,992,000 5 250000 普通教室棟

県立笠岡商業高校校舎大規模改造工事実施設計委託 7 769 000 6 825 000 普通特別棟

県立高梁城南高校校舎大規模改造工事実施設計委託 6 551 000 4,809,000 実習棟

県立水島工業高校校舎大規模改造工事実施設計委託 。 3,570,000 普通教室棟（継続）

県立東岡山工業高校校舎大規模改造工事実施設計委託 。 7,140,000 特別教室棟

県立岡山御津高校校舎大規模改造工事実施設計委託 。 8,505,000 普通教室棟

県立岡山工業高校校舎大規模改造工事実施設計委託 。 4,410,000 普通教案棟

(14校）小計 105,996,000 97,282,500 

E項県立高等学校校舎等整備費 県立岡山芳泉高校体育館等大規模改造工事 208,969,000 151,447,300 体育館・武道場

（大規模改造、耐震補強工事） 県立玉野高校校舎大規模改造工事 230 586 000 127 ,020,915 管理棟・便所棟

県立邑久高校校舎大規模改造工事 146,148,000 108,570,900 普通教室棟

県立瀬戸高校体育館大規模改造工事 208, 139,000 153,099,500 体育館・特別教室棟

県立和気関谷高校校舎大規模改造工事 157,914,000 102,890,040 普通教室棟

県立玉島高校第1棟（東）校舎大規模改造工事 239, 2 44, 000 184,619,550 普通教室棟

県立倉敷工業高校校舎等大規模改造工事 391,541,000 304, 194,300 管理特別棟・体育館

県立笠岡高校校舎耐震補強工事 63,668,000 77,775,350 特別教室棟（2棟）

県立笠岡工業高校（管理棟）等大規模改造工事 200,994,000 173,389,665 管理普通棟・体育館

県立津山東高校校舎大規模改造工事 97 798,000 56,383,525 実習棟

県立津山工業高校校舎大規模改造工事 173,719』000 113,600,993 実習棟

県立新見高校校舎大規模改造工事 252,675,000 206 707 750 管理普通棟

県立岡山南高校校舎大規模改造工事 116,813,000 90,390,150 実習棟

県立水島工業高校校舎大規模改造工事 。 76,666,900 普通教室棟

(14校）小計 2,488,208,000 1,926,756,838 
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3 実施した手続

( 1 ）耐震化優先度調査の結果を検討し、優先度の高い建物から順に耐震診断が

実施されているかどうかを確認した。

( 2 ）耐震診断の結果を検討し、耐震性能を向上させる必要のある危険度の高い

建物から順に耐震補強工事が実施されているかどうかを確認した。

( 3 ）平成 19年度～同 23年度の 5年間で、耐震診断 10 0棟、耐震補強工事

8 0棟の実施が計画的に行われているかどうかを確認した。

( 4 ）上記耐震診断業務委託契約、実施設計委託契約及び耐震補強（大規模改造）

工事契約のうち、契約金額が最も大きい委託契約（各 1件）を抽出し、契約

形態の妥当性、業者選定手続、随意契約を採用した場合のその理由及び変更

契約がある場合のその理由などが合理的かどうかという観点から各種資料を

調査した。

4 監査の結果及び意見

( 1 ）県立学校施設の耐震化推進事業は、基本的に計画的かつ適切に実施されて

いるものと認められる。

岡山県のホームページにおいて、県立学校施設の構築物についての耐震状

況を公表した「県立学校施設の耐震化状況」は、下表のとおりである。

県立学校施設の耐震化状況 （平成20年4月1日現在）
（単位：棟数、%）

全棟数 新基準 旧基準

（昭和町 （昭和日
2次診断済 未診断 耐震化率

年以降の 年以前の 耐震性有 要補強
建築） 建築）

補強済 未補強

(A) (B) ( C) (D) (E) (F) ( G) （日） (I) (B+E+G) /A 

中学校 100. 0見

高校 508 193 315 195 20 175 55 120 120 52. 8見

特別支援学校 67 45 22 17 14 13 5 73. 1児

計 578 241 337 212 23 189 56 133 125 55. 4% 
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平成 15年度以前に既に耐震診断を行った建物を除き、旧基準（昭和 56 

以前の建築）の建物について同 16年度から同 18年度において優先度調査

を行っている。優先度調査は、建築年、構造形式、階数、コンクリート強度、

耐震壁などにより建物の耐震化の優先度を簡易に判断する調査で、優先度ラ

ンク（ 1～5 ）の高い順に耐震診断（ 2次診断）を実施する。耐震診断調査

によって得られる Is値は、建物の耐震性能をあらわす指標で、指標が大き

いほど耐震性能が高い。文部科学省の基準では、 I s値が 0. 7以上につい

ては耐震性がある建物と判断されている。

優先度ランク 1については、すべて耐震診断が実施されている。また、優

先度ランク 2については、面積規模が小さいもの、比較的建築年月が新しい

ものを除き、耐震診断が実施されている。したがって、耐震化優先度調査の

結果、優先度の高い建物から順に耐震診断が実施されているものと認められ

た。

次に、耐震診断の結果を検討し、耐震性能を向上させる必要のある危険度

の高い建物から順に耐震補強工事が実施されているかどうかを確認したと

ころ、学校運営上を加味して、若干の順序は前後するものの、おおむね危険

度の高い建物から順に耐震補強工事が実施されているものと認められた。

なお、平成 19年度の耐震診断業務委託契約、実施設計委託契約及び耐震

補強（大規模改造）工事契約について、優先度評価年度、優先度評価、耐震

診断年度、 I s値、改修年度、改修後の Is値を対応させて監査人側でまと

めたものが次表である。この表からも明らかなように、耐震診断、実施設計

及び耐震補強工事の実施は計画的に行われていると認められる。
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平成19年度実績【耐震診断、実施設計、大規模改造（耐震補強工事）】

工事名称等 予算額（円） 決算額（円）
優先度

鯛査年度評価

耐震年度 lsfi直
改修 改修後

年度 lsfi直

岡山工業高校耐震診断業務委託 普通教室棟 1,929,203 H16 ② H19 0.46 

岡山工業晶校耐震診断業務委託 電気科棟 1,745,797 H16 ② H19 0.71 

東岡山工業高校耐震診断業務委託 普通教室棟 1,876,797 H17 ② H19 0.26 

東岡山工業高校耐震診断業務委託 化学工学棟 1,687,899 H17 ② H19 0.47 

東岡山工業高校耐震診断業務委託 電気科棟 2,105,304 H17 ② H19 0.25 

岡山東商業高校耐震診断業務委託 実習棟 1,806,073 H16 ② H19 0.39 
31,227,000 

岡山東商業晶校耐震診断業務委託 昇降口棟 1,186,427 H16 ② H19 0.81 

西大寺高校耐震診断業務委託 実習棟 1,260,000 H16 ② H19 0.88 

玉島商業晶校耐震診断業務委託 管理普通棟 2,835,000 H16 ② H19 。.47
津山工業品校耐震診断業務委託 特別教室棟 2,478,000 H17 ② H19 。.56
勝間田晶校耐震診断業務委託 管理普通棟 2,992,500 H17 ② H19 0.32 

岡山盲学校耐震診断業務委託 体育館 1,207,500 H17 ② H19 0.10 

倉敷商業晶校耐震診断業務委託 普通教室棟 。 1,575,000 H16 ② H19 0.32 

新見晶校（北校地）耐震診断業務委託 特別教室棟 。 1,732,500 H17 ② H19 0.46 

水島工業品校耐震診断業務委託 電気科棟 。 2,205,000 H16 ② H19 0.45 

津山商業高校耐震診断業務委託 特別教室棟 。 2,446,500 H17 ② H19 0.40 

(12校16棟）小計 31,227,000 31,069,500 

県立和気関谷晶校校舎大規模改造工事実施設計委託 普通教室棟 7,613,000 5,250,000 H9 0.21 H19～ 

県立新見晶校校舎大規模改造工事実施設計委託 管理普通棟 11,161,000 5,460,000 H9 0.43 H19 0.75 

県立津山東高校校舎大規模改造工事実施設計委託 実習棟 6,783,000 4,830,000 H9 日15 H19 0.85 

県立笠岡高校校舎大規模改造工事実施設計委託 管理棟 9,679,000 6,930守口00 H9 0.34 

県立岡山操山高校武道場大規模改造工事実施設計委託 武道場 8,197,000 5,953,500 

県立津山工業高校校舎太規模改造工事実施設計委託 管理棟 9,524,000 7,035,000 H17 ① H18 0.50 

県立岡山大安寺昌校校舎大規模改造工事実施設計委託 普通教室棟・特別教室棟 20,518,000 13,125,000 H16 ② H17 0.28 

県立落合高校校舎大規模改造工事実施設計委託 管理特別棟 11,209,000 8,190τ000 HlO 0.28 

県立水島工業高校校舎大規模改造工事実施設計委託 普通教室棟 6,992,000 5,250,000 H14 0.31 H19～ 

県立笠岡商業高校校舎太規模改造工事実施設計委託 普通特別棟 7,769,000 6,825,000 H16 ① H18 0.27 

県立高梁城南高校校舎太規模改造工事実施設計委託 実習棟 6,551,000 4 809 000 H17 ① H18 0.30 

県立水島工業高校校舎太規模改造工事実施設計委託 普通教室棟（継続） 。 3,570,000 H14 031 H19～ 

県立東岡山工業高校校舎大規模改造工事実施設計委託 特別教室棟 。 7,140,000 H17 ① H18 0.23 

県立岡山御津高校校舎太規模改造工事実施設計委託 普通教室棟 。 8,505,000 H17 ① H18 0.25 

県立岡山工業高校校舎太規模改造工事実施設計委託 普通教室棟 。 4,410,000 H16 ① H18 0.38 

(14校）小計 105,996,000 97,282,500 

県立岡山芳泉晶校体育館等大規模改造工事 体育館・武道場 208,969,000 151,447,300 H17 0.15 H19 0.90 

県立玉野晶校校舎大規模改造工事 管理棟・便所棟 230,586,000 127 ,020,915 H9 0.30 H19 0.83 

県立邑久高校校舎大規模改造工事 普通教室棟 146, 148,000 108,570,900 H13 0.21 H19 0.75 

県立瀬戸晶校体育館大規模改造工事 体育館・特別教室棟 208, 139,000 153,099,500 H16 0.27 H19 0.78 

県立和気関谷高校校舎大規模改造工事 普通教室棟 157 ,914,000 102,890,040 H9 0.21 H19～ 

県立宝島高校第1棟（東）校舎大規模改造工事 普通教室棟 239,244,000 184,619,550 H9 0 24 H19 0.95 

県立倉敷工業高校校舎等大規模改造工事 管理特別棟，体育館 391,541,000 304, 194,300 H9 0 26 H19 0.76 

県立笠岡高校校舎耐震補強工事 特別教室棟（2棟） 63,668,000 77,775,350 H9 0.32 H19 0.71 

県立笠岡工業高校（管理棟）等大規模改造工事 管理普通棟・体育館 200,994,000 173,389,665 H8 0.15 H19 0.78 

県立津山東晶校校舎大規模改造工事 実習棟 97 798 000 56,383,525 H9 0.15 H19 0.85 

県立津山工業高校校舎大規模改造工事 実習棟 173,719,000 113,600,993 H13 0.26 H19 0.79 

県立新見高校校舎大規模改造工事 管理普通棟 252,675,000 206,707,750 H9 043 H19 0.75 

県立岡山南高校校舎大規模改造工事 実習棟 116,813,000 90,390,150 H16 ① H18 0.28 H19 0.94 

県立水島工業晶校校舎大規模改造工事 普通教室棟 。 76,666,900 H14 0.31 H19～ 

(14校）小計 2,488,208,000 1,926, 756,838 

( 2 ）契約事務は適切に処理されている。

自治法 23 4条 1項によれば、売買、貸借、請負その他の契約は、一般競

争入札、指名競争入札、随意契約又はせり売りの方法により締結するものと

されている。

一般競争入札は、契約に関する公告をし、一定の資格を有する不特定多数

の者をして入札の方法によって競争させ、最も有利な条件を提供した者との
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間に契約を締結する契約方式である（自治法 23 4条、自治令 16 7条の 4、

県財務規則 13 0条）

指名競争入札は、資力信用その他について適当である特定多数の競争参加

者（原則として 3名以上）を選んで入札の方法によって競争させ、最も有利

な条件を提供した者との聞に契約を締結する契約方式である（自治法 23 4 

条、自治令 16 7条、県財務規則 14 5条・ 14 6条）。なお、自治令 16 

7条に指名競争入札によることができる場合の要件が次のように定められ

ている。

① その性質又は目的が一般競争入札に適しないとき

② 競争者が一般競争入札に付する必要がないと認められる程度に少数で

あるとき

③ 一般競争入札に付することが不利と認められるとき

随意契約は、競争入札の方法によることなく任意に特定の者を選んで契約

を締結する契約方式である（自治法 23 4条、自治令 16 7条の 2）。なお、

自治令 16 7条の 2第 1項 1ないし 7号に随意契約によることができる場

合の要件が次のように定められている。

① 売買、貸借、請負その他の契約でその予定価格（貸借の契約にあって

は、予約賃貸借料の年額又は総額）が別表第 5上欄に揚げる契約の種類

に応じ同表下欄に定める額の範囲内において普通地方公共団体の規則に

定める額を超えないものをするとき

② 不動産の買入れ又は借入れ、普通地方公共団体が必要とする物品の製

造、修理、加工又は納入に使用させるため必要な物品の売払いその他の

契約でその性質又は目的が競争入札に適しないものをするとき

③ 緊急の必要により競争入札に付することができないとき

④ 競争入札に付することが不利と認められるとき

⑤ 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込み

のあるとき

⑥ 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がな

いとき

⑦ 落札者が契約を締結しないとき
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上記①中の「普通地方公共団体の規則で定める額」は、岡山県では県財務

規則 14 9条別表 6において次のように定められている。

随意契約によることができる契約の予定価格の限度額

契約の種類 金額（千円）

1 工事又は製造の請負 2, 5 0 0 

2 財産の購入 1, 6 0 0 

3 物件の借入れ 8 0 0 

4 財産の売払い 5 0 0 

5 物件の貸付け 3 0 0 

6 前各号に掲げるもの以外のもの 1, 0 0 0 

随意契約によることができる場合は、上記のように法令、規則等で明示さ

れており、担当者の恋意で運用することは許されない。

以上のことを踏まえ、耐震診断業務委託契約、実施設計委託契約及び耐震

補強（大規模改造）工事契約のうち、契約金額が最も大きい委託契約（各 1

件）を抽出し、契約形態の妥当性、業者選定手続、随意契約を採用した場合

のその理由及び変更契約がある場合のその理由などが合理的かどうかとい

う観点から各種資料を調査した結果、契約事務は適切に処理されていた。
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6 岡山県総合教育センター

1 概要

概 要

名称 岡山県総合教育センター

所在地 岡山県加賀郡吉備中央町吉川 75 4 5 1 1 

業務内容 教育関係職員の研修

教育に関する専門的、技術的事項の調査研究及び助言その他の援助

教育に関する資料及び情報の収集及び提供

教育相談

特別支援教育の推進

情報教育の推進

土地 5. 1 ha 

建物 鉄筋コンクリート造 地上 4階建

延床面積 10, 661. 40m' 

内容 研修室、実験室、教育相談関係諸室、特別支援教育関係

諸室、メディアセンタ一、多目的ホール、ランチスペー

ス

付帯施設 グラウンド

駐車場（ 6 0 0台収容可能（臨時駐車場合む））
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（未利用地）
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2 沿革

岡山県総合教育センターは、岡山県教育センターと岡山県情報教育センター

を統合し、発展拡充した教職員の研修機関として平成 19年 4月に開所した施

設である。

岡山県総合教育センター設立の構想、は、かなり以前から存在しており、平成

3年には開設の基本構想が策定され、平成 8年に実施設計まで完了していた

が、平成 9年 11月に岡山県行財政改革大綱により「内容を見直しながら当分

の聞は凍結」された。しかし、岡山県教育センターと岡山県情報教育センター

の両施設の設備が老朽化しており、さらには、時代の進展に適切に対応した教

育の充実を図る必要があるため、平成 13年 9月に PF I方式による施設整備

等を検討した新たな基本計画が策定され、平成 14年 1月に PF I方式によっ

て事業を実施することが決定された（ p F I方式が採用された経緯は、 3 ( 2 ) 

で詳述する。）

事業の実施に当たり総合評価一般競争入札方式による入札が行われ、入札書

類の提出がなされた 4グループの提案を審査して、最も評価の高かった戸田建

設グループが落札し、同グルーフにより設立された特別目的会社岡山総合教育

サービス株式会社との問で、平成 17年 1月 31日、 PF I事業契約の仮契約

を締結し、平成 17年 3月に岡山県議会での議決を経たことにより正式な契約

として締結された。この事業計画に基づき、平成 17年 11月に着工、平成 1

9年 1月に竣工し、同年 4月に設置、開所した。

3 PF  I方式による運営

( 1) P F Iとは

P F I (Private Finance Initiative）とは、公共施設等の設計・建設、維持管

理及び運営に民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主

導で行う手法である

PF  I方式の採用は、公共施設におけるライフサイクルコストの削減と公

共サービスの向上が図られる点に意義があるとされる。従来の公共事業は、

設計、建設、維持管理の個別の事業ごとに発注するので、民間事業者の関与

する場面は事業全体の一部分に過ぎず、コスト削減努力は自身の関与する個

別の事業内に限定されると考えられるが、 PF I方式によると、民間事業者
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が事業全体に関与することになり、事業期間を通じた事業の採算性確保を前

提として、設計・建設、維持管理及び運営につき創意工夫を発揮することに

よって、最も効率的かつ経済的に実施する手法を考えることにより、事業期

間全体のライフサイクルコストの削減と公共サービスの向上が図られるので

ある。

PF Iは 19 9 0年代初頭にイギリスにおいて導入された手法であるが、

日本でも平成 11年（ 1 9 9 9年）に「民間資金等の活用による公共施設等

の整備等の促進に関する法律」が成立し（いわゆる「 PF I推進法」）、こ

の法律に基づき園、地方公共団体において PF I事業が実施されている。

なお、岡山県において PF I方式を導入した事業は、岡山県総合教育セン

ターを含めて 3例ある。

参考 岡山県で PF I方式を採用している事例

0岡山県総合教育センター（平成 19年 4月供用開始）

0岡山リサーチパーク・インキュベーションセンター（平成 15年 4月供用開始）

O以下の 2施設を同一事業（総合福祉・ボランティア・ Np O会館等整備事業）

で実施

・総合福祉・ボランティア・ Np O会館（平成 17年 9月供用開始）

・岡山県立記録資料館（平成 17年 9月供用開始）

( 2) PF I方式採用の経緯

2 沿革のところでも述べたとおり、岡山県総合教育センターは、平成 9年 1

1月に岡山県行財政改革大綱により、当初の計画は内容を見直しながら当分の

聞は凍結とされた。

しかし、平成 12年 12月、凍結されていた大規模事業について、事業評価

委員会による「 17事業の方針に関する意見書」が提出され、その中で「研修

機能の充実や吉備高原（既開発エリア）の整備促進等の観点から、事業の実施

は必要と考える。しかし、平成 8年度に実施設計がなされて、概算事業に占め

る既支出額が 25 %程度に達しているものの、その大半は用地取得費用であ

り、建築着工はなされていない。旧計画策定後の状況変化を踏まえると、従前
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の実施設計では財政負担が過重であり、また、施設内容にも必要性と緊急性が

乏しいものが含まれていることから、施設の内容と規模等について見直しを図

るべきと考える。」とされ、この意見の結果を踏まえて「従前の計画による事

業規模を 2分の l程度まで縮小しつつ事業化を図る」とされた。なお、この意

見書の凍結事業の検討に関する基本的な考え方として、 「事業を実施すること

が適当と認められる場合でも、事業計画を根本から見直した上で着手するとさ

れ、代替施設の利用の可能性、 PF I手法の導入等の事業実施方法や事業実施

時期についても見直しを行うべき」、と述べられていた。

この方針を受けて、平成 13年 9月に事業規模を見直した新たな基本計画が

策定された。この基本計画において、 PF I方式による施設整備が検討されて

いるが、「教育センターの機能を考慮すると、センターの基本的な運営業務（教

職員研修、情報教育推進、教育相談、障害児教育、調査研究）は、教職員の資

質と指導力の向上を目指す特殊な業務であり、民間企業が有するノウハウはほ

とんどないため、これらの業務は公共で行うべきものと考えられる。」とされ、

「想定される PF I事業の範囲としては、教育センターの機能の整理と基本計

画を公共で行い、施設の設計、建設（資金調達含む）、維持管理および付帯事

業を民間事業者が行う。運営業務は従来通り、公共が行うことが適当と考えら

れる。」とされた。

また、 PF I方式を導入することにより見込まれるコスト削減効果も検討し

ている。

従来手法による県の負担として、 「従来の事業方式では、建物建設費（設計

費・工事監理費含む） 3, 200百万円の内、約 30%の 1, 0 4 8百万円を

一般財源で、残り約 70 %の 2, 1 5 2百万円を起債により賄う。起債の元利

償還は併せて毎年 14 1百万円となる。維持管理費が 18百万円（ 3年目）

水道光熱費が 50百万円（ 3年目）毎年発生し、この費用については年 1%の

物価上昇を想定した。

これらの費用の 20年間の総額は 4, 9 9 0百万円となり、これを 4 %で現

在価値に割り引くと 3, 6 2 9百万円となる。」と試算されている。

PF I手法による民間事業者の事業収支と県の負担としては、 「施設の維持

管理を行う民間事業者が、施設の設計、建設を一体的に行うことにより、建設
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費や光熱水費を含めた建物全体に対するライフサイクルコストの削減が期待

される。他の PF I事例においても大幅なコストダウンが実現されており、こ

こでは、これらの費用が 2割削減されるものと見なした。

民間事業者は、工事監理費を除く建設費 2, 5 3 8百万千円（監査人注：百

万円が正）を、自己資金 60 0百万円（ 2割程度）、残りの必要資金を日本政

策投資銀行の低利融資及び市中銀行から 96 9百万円ずつ調達する。減価償却

は、事業期間終了後に無償で県に移管されることから、 20年間で償却するも

のとし、年 12 7百万円と想定した。維持管理費については 16百万円が毎年

発する。

県からサービス購入費として、民間事業者に毎年 21 1百万円が支払われる

とすると、民間事業者の収支は、当初は調達した資金の金利負担等が大きいた

め赤字となるが、 20年間の累計では 23 9百万円の黒字となる。プロジェク

トIR Rは 3%と、ぎりぎりの水準は確保できるものと考えられる。

この時の県の支出は、民間事業者に支払うサービス購入費、光熱水費として

年 40百万円（ 3年目）、この他に工事監理費およびPF I手法導入のための

コンサルタントに対するアドバイザー費用が発生するものとした。また、収入

として、民間事業者が県に支払う法人事業税と県民税を見込んだ。県が支払う

費用の 20年間の総額は、 5, 0 9 4百万円となるが、これを 4%で現在価値

に割り引くと 3, 4 7 7百万円となる。」と試算されている。

上記試算結果を基に基本計画書では、 「従来手法による県負担額の現在価値

3, 6 2 9百万円と、 PF I手法による県負担額の現在価値 3, 4 7 7百万円

より、 VF Mの算定結果は 15 3百万円となる。」とし、 PF Iの導入効果を

次のように結論付けている。

施設の維持管理を行う民間事業者が、施設の設計、建設を一体的に行

うことにより、光熱水費を含めた建物全体に対するライフサイクルコ

ストの削減が期待される。

財政の平準化が図られるとともに、施設整備及び管理運営に係る県負

担総額について、 1億 5千万円程度（現在価値換算）の削減が見込ま

れる。
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なお、 PF I事業スキームには、 B0 T方式と BT O方式の二つがある。

基本計画書では、次頁の B0 T方式と BT O方式の比較表を掲げた上で、「 B

0 TとBT Oの適否を一概には判断することは難しいが、本事業においては B

0 Tの形態が可能と考えられ、理念的にも B0 Tの形態が適当と考えられる」

とし、 PF I事業スキームを次のように結論付けている。

本事業は国庫補助制度等に該当しないため、 PF I事業として一般的

なB0 T方式を想定する。

施設用地は県所有の普通財産とし、民間事業者は無償で使用すること

ができる。

民間事業者は、同用地に施設を設計・建築し、竣工後は県に賃貸して

維持管理等を行い、事業終了後は県に無償で所有権を移転する。事業

期間としては 20年を想定する。



- 145 -
- 145 -

PFI事業スキーム（BOT方式とBTO方式について）

BOT(Build Operate Transfer）方式
PFI事業者が、施設を建設（Build）し、一定

定 ｜の事業期間は公共に賃貸して運営（Operat
義 le）を行い、事業終了後、施設の所有権を公

共lこ無償で移転（Transfer）する方式。
施設の維持管理を行う民間事業者が、事業

理 ｜期間内は施設の所有権を保有する形態であ
念 ｜り、効率的な事業運営の理念に合致してい

る。

土 ｜用地が行政財産の場合は、普通財産への転｜施設建設後に、上物施設の所有権が公
地 ｜換を行わなければ、土地の貸付を行うことが｜共に移管されるため、土地は行政財産の
の ｜できない。 ｜ままでよい。
財 ｜（貸付ではなく、特別目的の使用許可という
産 ｜形態として、単年度～数年毎に更新する形態
区 ｜も考えられ、この場合は普通財産への転換
分 iは行わなくても可能と考えられる。

．事業期間内は、施設の所有者が民間事業者｜施設の所有者は公共となるため、固定資
閉 lとなるため、民間事業者は固定資産税および｜産税および都市計画税の支払いは発生し
:: ｜都市計画税を支払わなければならない。この｜ない。

五｜税金の費用は、公共から民間事業者への支
産 ｜払額（サービス購入費用等）に含まれている

｜（上乗せされている）ことになる。
税 l

I （固定資産税：市町村税1.4%  
都市計画税：市町村税0.3%) 

事業期間と施設の減価償却期間が一致しな
い場合、資産の残存価格は、事業終了時に
一括して償却されることになると言われてい
る。この償却額が大きい場合、最終年度のP
円事業者の収支は赤字となるが、その後事
業は継続されないため、損失の繰り越しをす
ることができない。これは、それまでの事業期

減 ｜間内に支払っていた法人税が実質的に多
価 ｜かったことを意味する。この税金の費用は、
償 ｜公共から民間事業者への支払額（サービス
却 ｜購入費用等）に含まれている（上乗せされて

いる）ことになる。
実効税率（概算）
（国税 法人税 :27. 37% 
地方税法人事業税（県） : 8. 76% 

法人県民税 : 1. 37% 
法人市町村民税： 3.37% 

合計 :40. 87%) 

事業期間内の施設所有者は民間事業者であ｜民間事業者が、施設の所有権を有してい
るため、施設の維持管理や大規模修繕が必｜ないため、施設の維持管理や大規模修繕
要になった場合に、民間事業者の適切な対｜に際し、施設所有者である公共との調整
応が図られ易い。 ｜が煩雑となることもある。

大
規
模
修
繕

等
へ
の
対
応

BTO(Build Transfer Operate）方式

PFI事業者が、施設を建設（Build）し、施
設の所有権を公共に無償で移転（Transf 
er）して、一定の事業期間は公共より賃貸
して運営（Operate）を行う方式。

施設の公共性等を考慮し、民間事業者が
施設を保有するのではなく、公共が保有
することが望ましい場合に適している。

施設を所有していないため、減価償却は
発生しない。営業費用として、延払条件付
譲渡契約や割賦販売契約により、施設整
備費原価を、事業期間に渡って毎年度同
額づっ計上する。

この基本計画を基にして、平成 13年 11月から 12月にかけて岡山県総合

教育センター（仮称）整備事業について事業評価委員会が開催され、事業評価

委員会の意見でも PF I方式の採用は妥当とされ、平成 14年 1月に大規模事

業調整会議が開催され、 PF I方式を採用することが正式に決定された。
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( 3 ）岡山県総合教育センターの PF I事業スキーム

岡山県

1 －契約

建設｜ ｜融資
代表企業 I.... ,J 特別目的会社（SPC) L, ｜ダイヤモンドリ一

戸田建設（株）｜、 ., l岡山総合教育サービス（株） I' , lス（株）

維 持 管 理 運 営ベ

太平ビルサービ
ス（株）

設計

（株）松田平田設
計

岡山県は、 PF I事業契約に基づき、本件の事業者である岡山総合教育

サービス株式会社から、サービスの提供を受け、その対価としてサービス

購入費を支払う。

本件の事業者である岡山総合教育サービス株式会社は、株式会社戸田建

設を代表企業とし、株式会社戸田建設、株式会社松田平田設計、太平ビル

サービス株式会社、ダイヤモンドリース株式会社を構成企業としている特

別目的会社（ s pc）である。

事業者と各構成企業の関係は、以下のようなものである。

本件施設の設計は、事業者が株式会社松田平田設計に委託している。

本件施設の建築工事は、株式会社戸田建設が事業者から請け負ってい

る。また、本件施設の建築にあたっての資金調達は、事業者がダイヤモン

ドリース株式会社による融資を受けている。

建物完成後の施設維持管理業務については、太平ビルサービス株式会社

が事業者から委託を受けて、施設維持管理業務（建物維持管理、設備維持

管理、外構施設維持管理、清掃、環境衛生管理、警備）や運営支援業務（昼

食等提供業務、自販機設置運営業務、公衆電話設置運営業務）を行ってい
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る。

( 4) PF  I方式による岡山県総合教育センターのサービス購入費

ア サービス購入費の支払い

サービス購入費は、岡山県が事業者に対して支払う金銭であり、本件施

設の設計、工事管理及び建設に係る対価（以下「施設整備費部分」という。）

と維持管理業務に係る対価（以下「維持管理費部分」という。）から構成

される（岡山県総合教育センター（仮称）整備等事業仮契約書第 1条第 1

2号）

サービス購入費は、本件事業の実施の対価として、本件施設の設計、建

設及び維持管理の業務を実施していることを確認することを条件として事

業者に対して支払うものとされ（同契約書第 52条第 1項）、この履行確

認は岡山県が維持管理業務に関して、要求水準書が規定するサービスが提

供されていることを確認するためのモニタリングの実施により行うものと

される（同契約書第 52条第 3項）

モニタリングとしては、定期モニタリング（事業者から提出される維持

管理業務半期報告書の内容を確認し、半期に 1回、施設巡回及び業務監視

を行うほか、事業者に対して説明を求めるもの）と、随時モニタリング（必

要に応じて、施設巡回及び業務監視を行うほか、事業者に対して説明を求

めるもの）を行うことにしている（同契約書第 47条第 1項）

モニタリングの結果、維持管理業務について、要求水準書、維持管理業

務計画書又は維持管理業務年間計画書の水準を満たしていない事項が判明

した場合、岡山県は、事業者に対して相当の期間を定めて当該事項の是正

を指導し、岡山県が指示する是正期間を経過しでも当該指導の対象となっ

た事項が改善されない場合において、是正の指導を繰り返すとともに、事

業者に対して支払うサービス購入費の維持管理費部分の額を減額又は支払

を停止することができるとされている（同契約書第 54条第 1項、第 2項、

別紙 12 ) 

また、維持管理業務報告書に虚偽の記載があることが判明した場合、事

業者は、岡山県に対して、直近の事業年度開始の日から支払日までの日数

に応じ、当該虚偽記載がなければ減額し得たサービス購入費に相当する額
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につき、年 3. 6 %の割合で計算した額の損害金を当該サービス購入費相

当額に付して返還しなければならないとされる（同契約書第 55条）

なお、施設整備費に関して、本件契約が解除されたとしても、支払い残

額を解除前のスケジュールに従って事業者に支払うことになっている（同

契約書第 68条 4項ないし 6項）

イ サービス購入費の金額と支払いスケジュール

概要は以下のとおりであるが、詳細については、後記の「「岡山県総合

教育センター整備事業」サービス購入費支払額一覧表j を参照。

なお、以下に記載する金額は落札価格に基づくものである。

（ア）施設整備費

1 , 8 5 5 , 7 4 2 , 7 7 4円に消費税及び地方消費税相当額を加算

した額と割賦金利を合計した額を、平成 19年度から平成 38年度まで

の各年度において元利均等により半期毎の計 40回に分けて、原則とし

て各国均等に支払う。

（イ）維持管理費

年額 25 , 2 7 5 , 2 9 6円に物価変動に伴う率を乗じた額に消費税

及び地方消費税相当額を加算した額（ただし、平成 19年度の年額は、

31, 594, 126円に物価変動に伴う率を乗じた額に消費税及び地

方消費税相当額を加算した額とする。）を平成 19年度から平成 38年

度までの各年度において半期毎の計 40回に分けて、原則として各回均

等に支払う。
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年度 回数 期Jllj

1 上半期

19 2 下半期

計

3 上半期

20 4 下半期

計

5 上半期

21 6 下半期

計

7 上半期

22 8 下半期

計

9 上半期

23 10 下半期

計

11 上半期

24 12 下半期

言十

13 上半期

25 14 下半期

計

15 上半期

26 16 下半期

言十

17 上半期

27 18 下半期

言十

19 上半期

28 20 下半期

言十

21 上半期

29 22 下半期

言十

2, 上半期

30 24 下半期

言十

25 上半期

31 26 下半期

言十

27 上半期

32 28 下半期

計

29 上半期

33 30 下半期

言十

31 上半期

34 32 下半期

計

33 上半期

35 34 下半期

言十

35 上半期

36 36 下半期

計

37 上半期

37 38 下半期

計

39 上半期

38 40 下半期

計

合 言十

※消蚕覆E面で覆事。

『岡山県総合教育センター整備等事業』サービス購入費支払額一覧表
《害lj賦金利3.35%（内訳基準金利1.85%、スプレッド＇1.5%)))

施 設 整備費 維持管理費

割賦元本 書lj賦む元自本筆霊主宰に偽係る 割賦金利 言十 維持管理費 消費税

担4坐,m_ L笠色盟E 坐三也:J]_]_ 86 141 202 盟主盟よ~ 坐.Llfili

銀』笠企Eま L盟~ 迎A立斗主主 72 548 561 民A笠斗ま2 629 857 

IM辺」旦Z 3 973 705 設よ坐.J!§.昼 158 689 77【 31492862 1 574 643 

40 740 962 L鎧乙坐皇 辺直弘,1Ql 72582217 話4呂斗長虫 636 608 

41 499 370 L笠牛盟主 認」必よ皇皇 72 620 137 ぷ4辺斗長虫 鎧L盟主
82 240332 生日ム単車 盟主盟必皇 145 20235, 箆A鍾~ 1 273 216 

42 122 261 L且L斗主 議4ぷ.,2Q五 7265128'. 12,637 ,648 631,882 

経ぷ鍾.129: L込牛盟2 27 648 974 72 689 971 12,637,648 631,882 

85 018 456 4 250 922 56 071 882 145341 25,275,296 1,263,764 

43 550 222 2177511 通2込乏生Z 72 722 12,637 ,648 631,882 

44 340 205 2 217 010 26 204 964 72 762 12,637 ,648 631,882 

87 890427 4394 521 53199 911 145 484 25,275,296 1,263,764 

45 026 420 2 251 321 25 518 749 72 796 4 12,637,648 631,882 

45 782 679 2 289 133 24 762 490 72 834 30'. 12,637,648 601,882 

90 809099 4 540 454 50 281 239 145 630 792 25,275,296 1,263,764 

必」弘£生直 _Ll__2L堕Z 込』鐙~ 71.JITZ.よ三i 12,637,648 631,882 

立.,_31_5_,_3五皇 与語li.1fil 箆斗鐙.Jill ロ企詮企主皇 12,637,648 631,882 

93 926 998 4 696349 位」亙主鍾旦 14:i 7l!l!l!l!l 25,275,296 1,263,764 

48 129 227 主必ι必l 22 415 942 72951630 12,637,648 631,882 

袋,.filQ』立 2 448 533 21 574 492 72 993 702 12,637,648 631,882 

97 099 904 4 854 994 鐙3盟A主主 145 945332 25,275,296 1,263,764 

笠よ盟斗f.JJ_ L鎧生盟E 盟主鐙』liZ U,_Q鐙斗Z生 12,637,648 631,882 

盟五盟,!lfil み堕生旦皇生 盟2益~ 2」Th1主主 12,637,648 631,882 

100 379 994 5018 999 銀之盟』量生 146109337 25,275守296 1,263,764 

込4坐』'.IB 2 572 303 19 099 091 73117 472 12,637,648 631,882 

呂」辺斗昼l 牛島L盟皇 盟よ益』Qll 73 160 677 12,637,648 631,882 

103 756 239 5187 811 37 334 099 146 27814( 25,275,296 1,263,764 

53 188 756 2 659 437 立斗掻All 12,637,648 631,882 

54 087 075 UQι~ 民4控』2量 7 12,637,648 611,882 

107 275 831 5363 790 33 814 507 146 454128 25,275,296 1,263,764 

39,403,397 1,970, 169 15,584,428 56,957,994 12,637,648 631,882 

40,146,757 2,007 ,337 14,841,068 56,995,162 12,637,648 631,882 

79,550,154 3,977,506 30,425,496 113,953,156 25,275,296 1,263,764 

40,739,513 2,036,975 14,248,310 57,024,798 12,637,648 631,882 

41,497,890 2,074,894 13,489,933 57,062,717 12,637,648 631,882 

82,237,403 4,111,869 27,738,243 114,087,515 25,275,296 1,263,764 

42,120,763 2,106,038 12,867 ,060 57,093,861 12,637,648 611,882 

42,828,219 2,141,410 12,159,604 57,129,233 12,637,648 611,882 

84,948,982 4,247,448 25,026,664 114,223,094 25,275,296 1,263,764 

43,54 7,557 2,177,377 11,440,266 57,165,200 12,637,648 631,882 

44,337,496 2,216,874 10,650,327 57,204,697 12,637,648 631,882 

87,885,053 4,394,251 22,090,593 114,369,897 25,275,296 1,263,764 

45,023,665 2,251,183 9,964,158 57,239,006 12,637,648 631,882 

45,830,194 2,291,509 9,157,629 57,279,332 12,637,648 631,882 

90,853曾859 4,542,692 19, 121,787 114,518,338 25,275,296 1,263,764 

46,549,636 2,327,481 8,438,187 57,315,304 12,637,648 631,882 

47,373,317 2,368,665 7,614,506 57,356,488 12,637,648 631,882 

93,922,953 4,696,146 16,052,693 114,671,792 25,275,296 1,263,764 

48,127,156 2,406,357 6,860,667 57,394,180 12,637,649 631,882 

48,935,494 2,446, 774 6,052,329 57,434,597 12,637,648 631,882 

97,062,650 4,853,131 12,912,996 114,828,777 25,275,296 1,263,764 

49,757,410 2,487 ,870 5,230,413 57,475,693 12,637,648 631,882 

50,617,144 2,530,857 4,370,679 57,518,680 12,637,648 631,882 

100,374,554 5,018,727 9,601,092 114,994,3 73 25,275,296 1,263,764 

51,443,290 2,572, 164 3,544,533 57,559,987 12,637,648 631,882 

52,321,973 2,616,098 2,665 ,850 57,603,921 12,637,648 631,882 

103,765,263 5,188,262 6,210,383 115, 163,908 25,275,296 1,263,764 

53,186,120 2,659,306 1,801,703 57,647,129 12,637,648 631,882 

54,084,396 2,704,219 903 ,427 57,692,042 12,637,648 611,882 

107 ,270,516 5,363曾525 2,705,130 115,339, 171 25,275,296 1,263,764 

1,855,742,774 92,787, 118 668,542,797 2,617,072,689 511,912,510 25,595,611 

※サービス購入費施設整備費十維持管理費

言十

盟主盟主illi
13 226 999 

鐙♀巴,fill§

込」鐙之fil

込斗鎧4是主
26 737 536 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539守060

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

13,269,530 

13,269,530 

26,539,060 

537,508,121 

※施設整備費割賦元本＋割賦金利（額は各回元利均等払い。 Hl9～28支払分は金額決定済cH29～39支払額はH29の金利動向により変動する。）

（単位円）

支払額計

105,981,708 

85 775 567 

191757275 

85 950 985 

85 988 905 

171 939 890 

85,920,812 

85,959,508 

171,880,320 

85,992,210 

86,031, 709 

172,023,919 

86,066,020 

86,103,832 

172, 169,852 

86,142,281 

86,183,466 

172,325,747 

86,221, 160 

86,263,232 

172,484,392 

86,302, 704 

86,345,693 

172,648,397 

86,387,002 

86,430,207 

172,817,209 

86,474,136 

86,519,052 

172,993, 188 

70,227,524 

70,264,692 

140,492,216 

70,294,328 

70,332,247 

140,626,575 

70,363,391 

70,398, 763 

140,762,154 

70,434,730 

70,4 74,227 

140,908,957 

70,508,536 

70,548,862 

141,057,398 

70,584,834 

70,626,018 

141,210,852 

70,663, 710 

70, 704, 127 

141,367,837 

70,745,223 

70,788,210 

141,533,433 

70,829,517 

70,873,451 

141,702,968 

70,916,659 

70,961,572 

141,878,231 

3,154,580,810 

割賦金利基準金利｜スプレッド「基準金利i1.85% 士 H19.!.50〕午前10時現在のTOKYOSWAP RATE6ヶ月LIBORベース10年もの（円 円）金利スワップ＂vート
3.35% イ →基準金利については、日29.4.1時点で改定する。（上表は金利3.35拍で計算したもの。）

Lスプレッド： 1.5略
※維持管理費各国均等払し、（物面変動により、毎年金額が変更となる。）
※数字に下線がある箇所は金額確定。
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4 監査の結果及び意見

(1) p F I方式による事業を実施する場合、創意工夫を発揮させる余地の大き

い業務を含めて民間事業者に委託すべきである（意見）。

ア PF I方式によることの意義の検討

PF I方式を導入する意義は、民間事業者が設計・建設・運営・維持管

理のといった事業の全過程に関与するので、事業のライフサイクル全体を

通じての最適な事業フロセスを民間事業者が考えることが可能となり、長

期間にわたる事業全体の効率化が図られる点にある。

従来の公共事業は、設計、建設、維持管理の個別の事業ごとに発注する

ので、民間事業者の関与する場面は事業全体の一部分に過ぎず、民間事業

者によるコスト削減努力はその業者自身の関与する個別の事業内に限定

されると考えられる。他方、 PF I方式によると、民間事業者が事業全体

に関与するので、事業期間を通じた事業の採算性確保を前提として、設

計・建設、維持管理及び運営につき創意工夫を発揮することによって、最

も効率的かつ経済的に実施する手法を考えることにより、事業期間全体の

ライフサイクルコストの削減と公共サービスの向上が図られるとされて

いる。

しかしながら、ただ単に民間事業者が事業の全体に関与するだけで当該

事業が効率的になるわけではない。民間事業者に創意工夫を発揮させる場

面があってこそ、事業がより効率的になるのである。逆に、民間事業者の

創意工夫が発揮される場面が少なければ、事業の大幅な効率化は見込めな

いであろう。支払費用のほとんどが施設の建設費に占められている事業や

民間事業者に創意工夫を発揮させる余地が少ない定型的で従来の外部委

託してきた事業について PF I方式を採用しでも、その実態は従来型の公

共事業と異なるものではく、 PF I方式を採用する意義はそれほどないこ

とになる。特に、 PF I方式で事業を行う場合、民間事業者は民間の金融

機関において市中金利による融資を受けて資金調達することが通常であ

り、公債発行による場合と比較して資金調達コストは高くなるといった追

加コストも発生する。民間に創意工夫を発揮させる場面がどれだけあり、

そのためにどの程度事業がより効率的・経済的になるのか、十分に検討し



- 151 -
- 151 -

た上で PF I方式を採用するか否か決定しなければならない。

イ サービス購入費の支払いの点からの検討

（ア） 本件事業において、サービス購入費における施設整備費の占める割

合が多い。

前述のとおり、 PF I方式を採用しでも、民間事業者に創意工夫を発

揮させる余地が少ない事業であれば、従来型の公共事業と異なるもので

はく、 PF I方式を採用する意義はそれほどないことになる。

本件事業で岡山県が事業者に対して支払うサービス購入費は施設整

備費と維持管理費を合算したものであるが、落札価格に基づく金額で

も、施設整備費は 1, 855, 742, 774円（消費税・地方消費税

相当額及び割賦金利額は除く。）、維持管理費は 511, 824, 75 

0円（消費税・地方消費税相当額は除く。また、各年度の支払いの際の

物価変動に伴う率の変動分は除く。）であり、施設整備費は維持管理費

の約 3. 6倍の金額で、サービス購入費における施設整備費が占める割

合は約 78. 4パーセントに及ぶ。

サービス購入費のほとんどが施設整備費に占められていることは、民

間事業者が運営することによりコスト削減や効率化が見込める部分が

少ないことを示しており、 PF I方式を採用した意義はあまりないもの

といえる。

（イ） 施設整備費は事業期間中必ず支払い続けなければならず、かつ、実

質上民間金融機関からの借入金の割賦払いである。

本件事業における施設整備費の支払い自体についても、以下のような

問題点がある。

岡山県は、 20年という事業期間を通じて、事業者に対して施設整備

費を支払うことになっている。この支払について、事業契約が解除され

た場合、契約の効力は将来に向かつて終了することになっているが、施

設整備費部分の支払残額については、解除前のスケジュールに従って支

払うことになっている。施設整備費は本件施設の設計、工事管理及び建

設に係る対価に相当するものであり、事業者が設計・建築した施設の設

計・建築費用につき、岡山県が事業期間である 20年間で割賦払いして
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いることに等しい。

ところで、本件 PF I事業のスキームにおいて、本件施設の建設費は

民間金融機関から融資を受けて資金調達しており、市中金利を基準とし

た利息を負担していることになる。地方公共団体が自ら起債して資金調

達するより金利負担は大きく、資金調達コストは増加している。しかも、

前述のとおり、施設整備費部分は、契約を解除しても、事業者に支払い

続けることが前提となっており、事業期間中、このような金利負担をし

た支払いが継続することになる。

このように、 PF I方式を採用する場合に、従来型公共事業と比べて、

長期間にわたり高い金利負担をしていることとなっており、追加コスト

がかかっていることになる。

（ウ） 小括

このように、サービス購入費のほとんどが施設整備費に占められてい

る事業に PF I方式を採用しても、民間事業者が運営することによるコ

スト削減や効率化が見込める部分が少なく、それに加えて、施設整備費

が事業期間中にわたって市中金利での割賦払いをしていることに等し

い上、事業契約を解除しでも当初の予定どおり支払わなければならない

との追加コストを負っていることになる。

そのため、本件のような施設整備費の占める割合の高い事業を PF I 

方式で実施する意義があったのか疑問が残る。

ウ 施設運営で民間事業者に委ねられた業務内容からの検討

（ア）本件施設運営で民間事業者が行う業務は創意工夫を発揮する余地が少

ない施設維持管理業務である。

PF I方式による事業とするか否かにつき、前述した施設建設費用の

占める割合が大きいかどうかも検討すべき点であるが、それにも増し

て、業務運営の点で民間事業者にどの程度まで業務を委ねるのかという

点は特に重要である。なぜなら、業務の運営を委ねられた民間事業者に

創意工夫を発揮させ、その運営方法の工夫によってコスト削減や公共サ

ービスの質の向上を図ることが PF I方式を採用するメリットである

からである。逆に、運営方法の工夫の余地が比較的少ない施設維持管理
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が主な事業の内容である場合、 PF I方式によってコスト削減や公共サ

ービスの質の向上はそれほど大きくならないため、 PF I方式を導入す

る意義はあまりないといえよう。

そこで、本件施設の運営において事業者が実施する業務の内容を見て

みると、①建物維持管理業務、②設備維持管理業務、③外構施設維持管

理業務、④清掃業務、⑤環境衛生管理業務、⑥警備業務、というもので

あった。

これら業務は、施設の維持管理・清掃業務や警備業務といった運営方

法の工夫の余地が比較的少ない分野であり、民間事業者による創意工夫

によるコスト削減や事業の効率化はある程度見込めるものの、大幅なコ

スト削減や事業の効率化が図られるものではない。また、清掃・環境衛

生管理業務や警備業務といったものは、既に外部委託しているケースが

ほとんどであろうから、 PF I方式による場合と個別に外部委託する場

合と比較して、大幅なコスト削減になるかは疑わしい。

（イ） PF I方式採用の際、研修事業等を民間事業者に委ねることについ

て検討が不十分である。

ところで、本件施設は、教員の研修機関であるから、民間事業者の創

意工夫が発揮される余地の大きい研修事業の一部を民間事業者に委託

することも可能であったと思われるが、前述のとおり、本施設に関して

民間事業者に委託されている業務は、施設の維持管理・清掃業務や警備

業務に限定されている。

では、どうして民間事業者に研修業務を委ねなかったのか。

PF I方式採用に至る経緯について資料の提出を受けて検討すると、

そもそも、平成 13年 9月の基本計画の策定の際、教育センターの基本

的な運営業務である教職員研修といった業務は公共で行うべきとされ、

この時点で既に研修業務を民間事業者に委ねることを除外しており、そ

の後も、 PF I方式による事業の実施にあたって、研修業務等を民間事

業者に委ねることが積極的に検討されたか、うかがい知ることはできな

かった。

確かに、教職員の研修については、専門分野が多岐にわたり、研修メ
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ニューも多種多様であるから、研修事業のすべてを民間事業者に委ねる

ことはできないにしても、各種研修業務を行って研修ノウハウを有する

民間の事業者も存在するのであり、研修業務の一部を民間事業者に委託

することも可能であったであろうし、その場合、民間事業者による工夫

を凝らした研修メニューの提供だけにとどまらず、民間で提供されてい

る研修ノウハウを公共側で行われる研修にフィードパックすることも

でき、さらなる事業の効率化やサービスの質の向上を図ることができた

と考えられる。まさに PF I方式を導入することによってサービスの質

の向上が大きく見込めるものであった。

にもかかわらず、民間事業者による創意工夫の発揮する余地がある研

修業務の委託が含まれていないまま、本件施設の整備事業に PF I方式

の採用が決定されている。これでは、設計・建設・維持管理をただ単に

一括して発注しているだけで、実質的には従来型の公共事業の一括発注

となんら変わりはなく、 PF Iを採用する意義はほとんどなかったと言

わざるを得ない。

（ウ） 小括

このように、研修業務が主たる事業である本件施設に PF I方式を導

入するか検討した際、民間事業者に委託する業務を施設維持管理に限定

し、研修業務の委託の検討が不十分なまま PF I方式の採用が決定され

たことは、 PF Iという制度自体の趣旨を十分踏まえたものであったと

は言い難い。

エ ま と め

以上述べてきたとおり、サービス購入費のほとんどが民間事業者の関

与によるコスト削減や効率化が見込める部分が少ない施設整備費で占

められており、かつ、研修業務が主たる事業であるにもかかわらず、民

間事業者に委託する業務を施設維持管理に限定して研修業務の委託の

検討が不十分なまま、本件施設を PF I方式による運営とした点は適切

であったのか疑問である。

今後、 PF Iという手法による事業を行うならば、施設維持管理、清

掃や警備業務といった民間事業者の創意工夫の余地が乏しく、従来から
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外部委託してきた分野のみを委託するのではなく、民間事業者による創

意工夫が発揮でき、より一層のコスト削減や事業の効率化が期待できる

業務についても委託し、 PF Iの本旨に沿った運営を行うべきである。

( 2) P F  I方式を採用するにあたり、従来型事業による場合の負担との比較

を分かりやすく開示すべきである（意見）

平成 16年 12月 20日、岡山県は、 「岡山県総合教育センター（仮称）

整備等事業の客観的評価の公表について」として、「本事業を特定事業（ P

F I事業）として選定する際に用いた前提条件を基に、落札者の提案によ

るPF I事業と、県が直接事業を実施する場合の負担額を、現在価値換算

額で比較した。この結果、落札者の提案は、県が直接実施する場合に比べ

て、現在価値に換算して、財政負担が約 36 %削減されるものと見込まれ

る」と発表した。

しかし、これは入札にあたり、県の設定した予定価格（ 4, 684百万

円）と比較しての割合であり、県が直接実施する場合と比較しての割合で

はない。また、入札価格及び予定価格は、消費税及び地方消費税を含まな

いサービス購入費（施設整備費及び維持管理費の合計）の支払総額である。

本件の事業は、施設整備費が 78. 4パーセントを占め、民間事業者に

創意工夫の発揮する余地があまり大きくないものであり、また、施設整備

費以外の維持管理費部分も、前述のように民間事業者による創意工夫を発

揮する余地が少ないものである。したがって、この削減は入札による効果

なのか、どこまでが PF I方式採用による効果だったのか、疑問の残ると

ころであるが、県が公表した資料からは、これらの疑問は明らかにできな

い。

また、 PF I方式の採用を検討した平成 13年 9月の基本計画書におけ

るコスト削減効果の試算においても、以下のような疑問がわくが基本計画

書の表現からは有利・不利の判断を行うことができない。

例えば、従来手法の県の負担の記述において、 「維持管理費が 18百万

円（ 3年目）、水道光熱費が 50百万円（ 3年目）毎年発生し、この費用

については年 1%の物価上昇を想定した」とあるが、 PF I手法による試
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算の場合には考慮されているのか、もしくは考慮されていないのなら、い

かなる理由によるものか。また、 PF I手法を採用することで「建設費や

光熱水費を含めた建物全体に対するライフサイクルコストの削減が期待

され、他の PF I事例においても大幅なコストダウンが実現されており、

ここでは、これらの費用が 2割削減されるものと見なし」て計算されてい

るが、 2割削減を所与のものとして試算してよかったのか疑問が生じると

ころである。

加えて、最終的な試算結果では、 PF I方式によるコスト削減効果 15 

3百万円は見込まれているものの、その割合はわずか 4パーセントであ

り、前述の所与の条件次第では、試算結果は逆になる可能性も否定できな

い。また、 20年間の費用総額の単純比較では、従来手法による県の負担

額 4, 9 9 0百万円に対し、 PF I手法による県の負担額 5, 0 9 4百万

円と逆に大きい。これを、それぞれ 4 %で現在価値に割り引くことによっ

て、従来手法による県の負担額 3, 6 2 9百万円に対し、 PF I手法によ

る県の負担額 3, 4 7 7百万円となるわけであるが、なぜこのような計算

結果になるのか分かりにくい。

また、基本計画書の段階では、 B0 T方式での試算が行われていたのに、

入札段階では BT O方式が採用されている。 PF I手法の基本的な枠組み

であり、との方針変更についての考え方も一切公表されていない。

結果論として、本件ではコスト削減効果があったことを否定するもので

はないが、本当に PF I方式によることが妥当だったか否か、十分な透明

性を確保して、 PF I方式を採用するにあたり、従来型事業による場合の

負担との比較を分かりやすく開示すべきであったと考える。

( 3 ）モニタリングを速やかに実施できる体制を構築すべきである（意見）。

PF  I方式による場合、民間事業者は、設計・建設、運営・維持管理の全

体を通して関与しているため、運営の際に光熱費や人件費が少なくてすむよ

うな設計をすること、将来の維持費を軽減できるような建築資材を選定する

こと、資産価値をできるだけ高く維持するためにどのタイミングで修繕・維

持を行うかを事前に検討できることといった長期的な視点に立って最適な事
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業プロセスを考えることが可能であり、維持管理を別個に行うよりもコスト

が削減されるという面もある。しかし、 PF I方式による場合、長期間にわ

たって固定した費用を支払い続けるのであるから、事業者から費用に見合う

だけの適切なサービスの提供を受けているか、モニタリングによって常にチ

ェックできるような体制を整えなければならない。

本件施設は平成 19年 4月に開所した施設であるから、現時点での施設維

持管理に関して特に是正すべき不具合は生じていないが、今後、何らかの不

具合が生じた場合には、速やかに随時モニタリングを実施できるような仕組

みを構築するなど、維持管理が適正かどうか十分に監視できる体制を整える

べきである。
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7 旧岡山県教育センター・旧岡山県情報教育センター（現「翠光会館」）

平成 19年 4月、岡山県総合教育セ ンタ ーが設置さ れた ことに伴い、 それまで

教員の研修を担ってき た 2施設（岡山県教育セ ンタ ー及び岡山県情報教育センタ

ー）は閉所されること になった。

そ こで以下では、こ の閉所 された 2施設の土地・建物が 、今後も 有効活用 され

るか、現在及び将来の利用状況について述べ るこ とにす る。

1 旧岡山県教育センター

( 1 ）概要

概 要

名称 （旧）岡山県教育セ ンター

所在地 岡山市古京町二丁 目2番 14号

土地 4, 7 5 2 m2 

建物 A棟 地上 4階建

B棟 地上 3階建

延床面積 4, 993m2 
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( 2 ）沿革

昭和 23年 8月 岡山県教育研修所として岡山市津島に設置

昭和 32年 4月 岡山県中央教科書センター設置

昭和 36年 4月 庁舎を岡山市古京町に新築移転

昭和 38年 3月 岡山県理科教育センタ一新築工事が完成

昭和 38年 4月 岡山県理科教育センター付置

昭和 48年 2月 岡山県教育センタ一新築工事が完成

昭和 48年 4月 岡山県教育センターが設置

平成 19年 4月 岡山県情報教育センターとともに岡山県総合教育セ

ンターに統合

( 3 ）利用状況

ア 現在の利用状況

A棟は昭和 48年に建築され、 B棟は昭和 38年に建築（昭和 45年に

一部増設）されたもので、施設の老朽化が進んでおり、バリアフリー化な

どもされておらず、また、耐震補強工事も行われていないことから、人が

常時出入りする利用形態は適さないとして、 B棟 1階部分の一部につき、

物品を保管する倉庫としての利用にとどまっている。

イ 今後の利用予定

老朽化した建物を耐震補強工事及び改装して再び使用する場合、多額の

費用が見込まれること、他方、施設を撤去して更地にするにも撤去費用が

かかることから、当面は現状を維持して、物品の保管場所としての倉庫と

して利用される予定である。

なお、耐震補強工事の実施予定もなく、耐震診断は未実施である。
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2 旧岡山県情報教育センター（現・岡山東商業高等学校「翠光会館』）

( 1 ）概要

概 要

名称 岡山東商業高等学校 「翠光会 館」 （（旧）岡山県情報教育センター）

所在地 岡山市赤坂本町 3番 15号

土地 l, 749rrf 

建物 地上 2階建

延床面積 1, 4 20. 29rrr 

( 2 ）沿革

昭和 39年 4月 岡 山県商業教育共同実習所 として設置

昭和 4 9年 4月 岡山県情報処理教育セ ンターに改組

セン ター増 築工事完成

平成 12年 4月 岡山県情報教育センタ ー に改組

平成 19年 4月 岡 山県教育セ ンタ ー ととも に岡山県総合教 育セ ンタ ー

に統合
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( 3 ）利用状況

ア 現在の利用状況

隣接する岡山東商業高等学校に所管替えし、岡山東商業高等学校の施設

（「翠光会館」）として、部活動の合宿、授業等に利用されているほか、

商業中心校としての研修等の各種会議に利用されている。

なお、所管替え後の諸整備が完了した平成 20年 1月 1日から 1年間の

利用実績は以下のとおりである。

稼働率 備考

① 年間日数 3 6 6日

② 総使用日 1 0 6日 29.0% （②÷①） 土・日・祝日含む

うち

③ 授業等 6日 1.6% （③÷①） 

④ 部活動等 5 5日 15.0 % （④÷①） 

⑤ 各種会議 2 5日 6.8 % （⑤÷①） 商業中心校としての研修等

⑥ 貸し館 2 3日 6.3 % （⑥÷①） 選挙・県教委等への貸与

小計 1 0 9日 （延べ日数につき②と不一 s 致）

イ 今後の利用予定

今後も、岡山東商業高等学校の施設として利用される予定であり、平成

2 1年度から岡山東商業高等学校校舎の耐震補強工事の実施がされること

から、しばらくはその代替施設としての利用も見込まれる。

なお、建物につき、耐震補強工事の実施につき、耐震診断未実施ではあ

るが今後実施予定である。

3 監査の結果及び意見

( 1 ）新規施設建設の事業計画策定に当たっては、既存施設の有効活用も含めて

検討を行うべきである（意見）。

ここで取り上げた 2施設は、岡山県総合教育センター建設に伴い閉所され
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た施設であるが、両施設とも十分に活用されているとは言い難い。

両施設が閉所されるに当たって、教育委員会で活用方法について検討した

結果、現在の利用に落ち着いたものではあるが、具体的な活用方法の検討は、

閉所する直前の時期になされている。新施設の建設に伴い旧施設が使用され

なくなることは、新施設建設の事業計画が具体化した時点で容易に想像でき

ることであり、遊休資産とならないように、新施設建設計画と一体となって

具体的な活用方法まで決定すべきものであった。

そのため、今後、従来使用されていた施設に代わって新たな施設を建設す

る際には、新規施設の設備や運営だけでなく、既存の施設の具体的な有効利

用についても検討すべきである。

( 2 ）旧岡山県教育センターについて

売却等も含めた処分も視野に入れて本件施設の利用を再検討すべきであ

る（意見）

旧岡山県教育センターの建物は老朽化が進んでおり、耐震補強工事もして

おらず、人の出入りする利用形態は適さないとして、倉庫としての利用にと

どまっている。確かに、建物が老朽化している上、築年数からすれば耐震性

に問題があると推測されるが、本件建物につき耐震診断を実施していないの

で、現在の倉庫としての利用が適切なのか疑問が生じる。また、現在の状態

で生じる費用は機械警備費のみであるが、今後の利用につきなんの結論も下

されることなく現状のまま長期間放置することになれば、機械警備費が少額

であるとはいえ、無駄な支出が発生し続けることになる。

倉庫としての利用も、土地・建物を一応利用していると言えなくもないが、

あくまでも消極的な利用にすぎず、しかも、保管されている物品はわずかで

あり、現時点では倉庫としての利用もほとんどなされておらず、施設を有効

活用しているとは言えない。

現時点で結論を下すことはできないかもしれないが、バリアフリー化工事

や耐震補強工事を実施した上で既存施設を利用するのか、撤去費用はかかる

としても更地化した上で新たな利用を検討するのか、引き続き検討すべきで

ある。その際、多額の撤去費用がかかるのならば、撤去費用を民間事業者が
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負担することを条件にして民間に売却して処分することも選択肢として検

討すべきである。

( 3 ）旧岡山県情報教育センター（現「翠光会館」）について

ア 岡山東商業高等学校の施設として、更なる利用を検討すべきである（意

見）

旧岡山県教育センターとは異なり、岡山東商業高等学校の施設として部

活動の合宿等に利用されている点は評価できるが、利用日数からみる稼働

率でも 29パーセントと低く、十分に活用されていない。平成 21年度か

ら岡山東商業高等学校校舎の耐震補強工事が実施されることから、しばら

くは代替施設としての利用が予定されるが、その後の利用についてはまだ

不明確である。施設の有効活用手段として、隣接する岡山東商業高等学校

での利用が見込まれるとして、わざわざ所管替えして岡山東商業高等学校

の施設になったのであるから、岡山東商業高等学校の授業や部活動等での

さらなる利用を検討するべきである。なお、岡山東商業高等学校の施設で

あるとしても、外部の者による利用を否定するものではなく、今後も各種

会議や貸し館としての利用の要望があるならば、積極的に応じるべきであ

ろう。

イ 耐震診断を実施すべきである（意見）。

翠光会館は、耐震診断がされていない状況で使用されている。

「5 県立高等学校校舎等整備費（耐震化推進事業）」で述べたとおり、

県立高等学校の校舎等について耐震診断を実施し、耐震性に問題があれば

耐震補強工事を実施するといった耐震化推進事業を行っている。そうであ

れば、岡山東商業高等学校の施設として部活動や会議等で利用されている

本件施設についても耐震診断が実施されるべきであり、診断の結果、耐震

性に問題があるなら耐震補強工事を実施しなければならない。翠光会館の

優先度調査の結果は優先度ランク 3であり優先順位は低いものかもしれ

ないが、できるだけ速やかに耐震診断が実施され、耐震性に問題があれば

耐震補強工事を実施するよう予算措置を講じるべきである。
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8 奨学金貸付事業

概要

岡山県が行っている奨学金貸付事業（既に貸与を終了し、回収のみを行っている

事業を含む）を分類すると以下のとおりである。

A 財団法人岡山県育英会が主体となっているもの

a 岡山県育英会奨学事業（大学・短大は平成 19年度から新規採用廃止）

b 高校奨学貸付事業（旧日本育英会高校奨学金地方移管に伴う高校奨学貸付

事業）

c 通学費貸付事業

B 岡山県が主体となっているもの

a 岡山県高等学校貸付奨学金

b 岡山県地域改善対策奨学金（平成 17年 3月で貸与終了）

2 岡山県高等学校貸付奨学金

( 1 ）事業の内容

ア 趣 旨

保護者が岡山県内に居住し、経済的な理由で修学が困難な高校生に対し、奨

学金を貸し付ける。岡山県育英会が行っている貸付事業と異なるのは、成績基

準がないことである。

イ 事業内容

（ア） 対象者

保護者が県内に居住し、高等学校（専攻科を含む）・高等専門学校に在学

する生徒

（イ） 申請資格

i 勉学意欲 卒業時まで意欲的に勉学に取り組むことができる生徒

ii 家計基準 （いずれかに該当）

－生活保護受給世帯

．市町村民税の非課税又は減免世帯
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区分

2人世帯

3人世帯

4人世帯

－世帯全員の収入が概ね生活保護基準の 1. 5倍

（下表の収入基準額）以下の世帯

収入基準額（サラリーマン世帯） 収入基準額 （自営業の世帯）

岡山市・倉敷市 その他市町村 岡 山 市 ・ 倉 敷 市 その他市町村

3 4 9万円 30 1～325万円 2 2 6万円 193～21 0万円

3 9 5万円 337～366万円 2 6 2万円 218～239万円

4 5 9万円 389～424万円 3 1 3万円 257～285万円

（ウ） 貸与月額（無利子貸与）

区分 国公立高校 私立高校

自 宅 通 学 者 1 8, 0 0 0円 3 0, 0 0 O円

(3年間貸与の場合の総額） (648, 00 0円） (1, 080, 00 0円）

自 宅外通学者 2 3, 0 0 O円 3 5, 0 0 0円

(3年間貸与の場合の総額） (828, 00 0円） (1, 260, 00 0円）

（工） 申請方法

4月中旬頃から 5月中旬頃、申請書等を在学する学校に提出

（オ） 返還

月賦・半月賦・年賦のいずれかの方法により、下記期間内に必ず返還

※大学に進学した場合などに、返還が猶予される制度もある

国公立高校｜私立高校

貸与終了後 1 0年以内 ｜貸与終了後 1 5年以内

(6ヶ月の据置期間あり） I (6ヶ月の据置期間あり）

( 2 ）貸付及び返還状況

平成 15年度から平成 19年度までの貸付及び返還の状況は下表のとおりで

ある。
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貸付の状況

（単位：人、円）

区 分 平成15年届平成16年層平成17年度平成18年思平成19年居 平成20年度予算

自宅
人数 114 157 129 121 136 155 

貸与金額 24,048,000 33,516,000 27,918,000 25,812,000 28 962 000 33.480 000 

国立 自宅列
人数 8 8 4 3 6 12 

貸与金額 2 208000 2,208 000 1104 000 828,000 1,656,000 3,312,000 

小計
人数 122 165 133 124 142 167 

貸与金額 26 256 000 35 724 000 29 022 000 26 640 000 30,618,000 36 792 000 

自宅
人数 145 249 266 269 285 325 

貸与金額 50 700 000 88380 000 93090000 93,840,000 99,960,000 117 000 000 

私立 自宅列
人数 5 5 6 6 8 10 

貸与金額 1855000 2100 000 2 520,000 2.485000 2,975,000 4,200 000 

小計
人数 150 254 272 275 293 335 

貸与金額 52 555 000 90 480 000 95 610000 96,325,000 102,935,000 121 200 000 

計
人数 272 419 405 399 435 502 

貸与金額 78 811 000 126,204,000 124 632 000 122 965000 133 553 000 157,992,000 

返還の状況

（単位：円）
区分 平成15年度 平成16年 度 平成17年 度 平成18年度 平成19年度
返還予定器

110,300 2,004,282 10,176,610 19,997,488 29,428,709 
(A) 

収 納 額
98,300 1,829,182 9,806,632 18,666,801 25,247,352 

現年度
(B) 

未 収 額
12,000 175,100 369,978 1,330,687 4,181,357 

(A）ー（B)

返納率 89.1% 91.3% 96.4% 93.3% 85.8% 
(B)/(A) 

返還予定器 。 12,000 175,100 454,478 1,683,965 
(A) 

収 納 額 。 12,000 90,600 101,200 475 100 

過年度
(B) 

未 収 額 。 。 84,500 353,278 1,208,865 
(A）一（B)

返納半 100.0% 51.7% 22.3% 28圃2%
(B)/(A) 

返還予定額 110,300 2,016,282 10,351,710 20,451,966 31,112,674 
(A) 

収 納 額
98,300 1,841, 182 9,897,232 18,768,001 25 722 452 

言十
(B) 

未 収 額
12,000 175, 100 454,478 1,683,965 5,390,222 

(A）一（B)

返 納率
89.1% 91.3% 95.6% 91.8% 82.7% 

(B)/(A) 
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( 3 ）延滞状況

平成 20年 3月 31日現在のデータであるが、平成 18年度から本格的な返済

が始まったにもかかわらず、既にら 39万円もの滞納が発生している。

( 4 ）延滞債権の管理・督促

担当職員が、個人別督促台帳により管理を行い、随時、口頭・文書で督促を行

っており、住所が不明の奨学生については市町村に照会を行ってその所在の把握

につとめている。

しかしながら、上記個人別督促台帳では、督促状況しか把握できず、督促後の

対応や奨学生の状況等について把握できるファイルとなっていない。また、奨学

金の回収に関する詳細なマニュアルはなく、組織としての管理・回収が十分なさ

れていない。

3 岡山県育英会奨学事業

( 1 ）事業の内容

ア趣旨

ー般有為の子弟のうち、心身健全学力優秀な学生生徒で、経済的理由により

修学が困難なものに対し奨学金を貸与し、社会に貢献し得る有為な人材を育成

する。

イ 事業内容

（ア） 応募資格

岡山県内に居住する世帯の生徒

ii 学力基準及び収入基準を満たす者

( i ）学力基準：中学校最終学年文は高等学校の学習成績の評定平均値が

3. 2以上であること。

( ii ）収入基準：父母又はこれに代わって家計を支えている者の年間収入

額が、本会が定める収入基準額以下であること。
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（イ） 貸与月額・期間

区 分 通学 貸与月額 貸与期間

高等学校 国公立
自宅 18, 000円

専修学校 自宅列 23, 000円 正規の最短

（高等課程） 私立 自宅 30, 000円 修業年限
自宅外 35, 000円

（ウ） 返還方法

貸与年数の 3倍の年数で「月賦」 ・ 「半年賦」 ・ 「年賦」のいずれかの

方法で返還。

なお、進学や病気等で返還が困難な時は、返還猶予制度がある。

区 ~－，貸与月額 1 ・ ＇.貸与総額｜返還年数｜ 年 賦｜半年賦｜月 賦

国公立｜自宅I18,000円I648.ooo円 I9年間 I12.000円／回 136,000円／回I6,000円／回
私立｜自宅I30,000円I1,080,000円Ig年間 1120.000円／回160,000円／田110.000円／回

( 2 ）貸付状況

平成 14年度から平成 19年度の貸付状況は下表のとおりである。

（単位入、円）

Hl4 日15 H16 Hl 7 H18 H19 

新 人数 35 35 34 35 35 34 

f定
規 貸与額 7,560,000 7,506,000 7,344,000 7,560,000 7,560,000 7,344,000 

京佐 人数 57 68 68 67 70 67 
来

続 貸与額 11,982,000 14,688,000 14, 544, 000 14,472,000 15,030,000 14,472,000 
向 分

人数 92 103 102 102 105 101 
等 言十

貸与額 19,542,000 22, 194,000 21,888,000 22,032,000 22,590,000 21,816,000 

校
新 人数 460 617 646 

規 貸与額 120, 786,000 166,500,000 178,038,000 
移

市陸 人数 454 1,049 
管

続 貸与額 118,698,000 278,877,000 
分

人数 460 1,071 1,695 
計

貸与額 120, 786,000 285, 198,000 456,915,000 

新 人数 19 20 17 20 20 

規 貸与額 9,324,000 10,560,000 8,976,000 10,800,000 10,800,000 

短大
市陸 人数 21 21 23 18 19 21 

続 貸与額 10,572,000 10,584,000 12,072,000 9,240,000 10,260,000 11,340,000 

計
人数 40 41 40 38 39 21 

貸与額 19,896,000 21,144,000 21,048,000 20,040,000 21,060,000 11,340,000 

新 人数 95 95 95 95 95 

規 貸与額 53,280,000 55,632,000 54,840,000 55,548,000 55,602,000 

大学
高陸 人数 268 269 275 268 276 260 

続 貸与額 149, 163,000 150,516,000 156,240,000 153,912,000 159,870,000 155,316,000 

計
人数 363 364 370 363 371 266 

貸与額 202,443,000 206, 148,000 211,080,000 209,460,000 215,472,000 155,316,000 
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( 3）返還状況

平成 14年度から平成 19年度の返還状況は下表のとおりである。

平成 19年度末現在で、延滞額の合計は 7, 5 7 8万円に達しており、返還率

は 74. 1パーセントに過ぎない。

区 分 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
調定額

158,544,500 170, 726,500 177,020,500 183 449 000 
(A) 

収納額
145,055,000 147,529,500 161,111,300 168,893,720 

(B) 
現年度

未収額
(A）一（B)

13,489,500 23, 197,000 15,909,200 14,555,280 

返納率
91.5% 86.4% 91.0% 92.1% 

(8)/(A) 

調定額
35,392,200 39,351,900 53,135,300 51,645,000 

(A) 

収納額
9 353 800 9 413 600 17 399 500 8,686,800 

(B) 
過年度

未収額
(A）一（B)

26,038,400 29,938,300 35 735 800 42,958,200 

返納率
26.4% 23.9% 32.7% 16.8弘

(8)/(A) 

前受金 16 986 000 21 448 000 14 282 000 18474000 
調定額

210,922,700 231,526,400 244,437,800 253,568,000 
(A) 

収納額
171,394,800 178 391 100 192,792,800 196,054,520 

(B) 
言十

未収額
(A）一（B)

39,527,900 53,135,300 51 645 000 57,513,480 

返納率
81.3% 77.1% 78.9% 77.3% 

(8)/(A) 

( 4 ）延滞債権の管理・督促

ア 督 促 方 法

① 督促文書の送付（年 3回・ 7月・ 1月・ 3月）

② 電話督促（随時）

③ 訪問督促（随時）

イ 督促管理に問題のある事例

（単位：円）

平成18年度 平成19年度

190,927,880 197,699,920 

176 076 740 176,013,900 

14,851,140 21,686,020 

92.2% 89.0% 

57 513 480 61,773,596 

10,591,024 7,672,857 

46,922,456 54,100,739 

18.4% 12.4% 

20 704000 32 644 000 

269, 145,360 292, 117,516 

207,371,764 216,330,757 

61,773,596 75,786,759 

77.0% 74.1 % 

奨学金の返還が全くなされていない者及び延滞額が 50万円を超えている

者につき、個別に督促状況一覧表の提出を受けて検討した結果、同一覧表か

らは、以下のとおり、督促管理に問題があると思われる事例が見られた。

－延滞後文書督促を開始してから 2年経過後に電話督促あるいは訪問督促を
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行っているもの、又は電話督促・訪問督促を行ってから次の電話督促・訪問

督促を行うまでに 2年が経過しているもの（ 6 9件中約 11件）

・延滞後文書督促を開始してから 3年経過後に電話督促あるいは訪問督促を

行っているもの、又は電話督促・訪問督促を行ってから次の電話督促・訪問

督促を行うまでに 3年が経過しているもの（ 6 9件中約 14件）

・延滞後文書督促を開始してから 4年以上経過後に電話督促あるいは訪問督

促を行っているもの、文は電話督促・訪問督促を行ってから次の電話督促・

訪問督促を行うまでに 4年以上経過しているもの（ 6 9件中約 19件）

なかには、県外の滞納者で文書督促を開始してから特記事項のある電話督

促が約 18年後のものもあった。

－本人・連帯保証人が行方不明により保証人に文書督促していたところ、保

証人に訪問督促した際、転居が判明したにもかかわらず、住所照会を 2年後

に行っているもの。

1年に 1回本人宅を訪問するが留守の状態が 5年間続いた後、初めて保証

人に連絡を取っているもの。

なお、担当課からの説明によると、実際には督促等を実施しているが、督促状

況一覧表には督促時に特記事項がなかったため記載や転記されていない事例や、

分納返還者への督促をおこなわない事例等もあり、同一覧表の記載は不完全なも

のとのことであるが、同一覧表は、債権管理のために督促の状況を記載すべきも

のであるから、実際に督促を行っていながら、同一覧表に記載していないこと自

体が問題である。

ウ 督促管理の問題点

（ア）延滞状況の管理方法について

奨学金の延滞状況については、滞納者ごとの個別管理、及び督促状況の

一覧表により、一定の管理が行われているものの、当該 2つの記載内容が

一致しない部分もあり、必ずしも全て記載漏れなく管理されてはいない。

また、個別の滞納者ごとの滞納額は、一覧表を見れば把握できるが、滞

納を開始した時期、督促を開始した後の入金の有無、入金の時期、入金の

額については、それぞれ個別の資料を確認しなければ把握できず、情報の

一元管理が行われていない。
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（イ）督促方法について

督促文書の送付を行うだけの期間が長い事例が多い。文書督促をしても滞

納者から連絡・入金がないにもかかわらず、長期間他の督促手段をとって

いない。

平成 19年度以降は改善されているものの、過去には、電話督促や訪問

督促を行うのが 1年に 1固といった事例が多い。また、その際、訪問督促

に行くが留守であった場合でも後日電話督促を行わず 1年が経過している

ものや、同様に、留守番電話であった場合でも後日訪問督促を行わず 1年

が経過しているものがある。滞納者に接触ができなかった場合に別の手段

による接触を試みていない。

整理員をおき、口頭・文書で督促を行っているが、回収マニュアルはなく、

一度も返済をしていない滞納者に対しても、強制執行などの法的手段をと

っておらず、回収体制が弱い。

4 高校奨学貸付事業（旧日本育英会実施分）

( 1 ）事業の内容

ア趣旨

一般有為の子弟のうち、心身健全学力優秀な学生生徒で、経済的理由により

修学が困難なものに対し奨学金を貸与し、社会に貢献し得る有為な人材を育成

する。

イ 事業内容

（ア） 応募資格

i 平成 17年 4月以降に高等学校等へ入学した者

ii 県内に居住する世帯の生徒であること

iii 品行方正、学業成績優秀であること

iv 健康であって成業の見込みがあること

（イ） 貸与月額・期間
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区 分 通学 貸与月額 貸与期間

高等学校 国公立
自宅 18,000円

専修学校
自宅外 23,000円 正規の最短

（高等課程） 私立 自宅 30,000円 修業年限

自宅外 35,000円

（ウ） 選考基準

a 学力について

－中学校最終学年の学習成績の評定平均値が 5段階評定で 3. 2以上で

あること

・高等学校の学習成績の場合は、出願時までの評定平均値が 5段階評定

で 3. 2以上であること

b 家計について

・父母又はこれに代わって家計を支えている者の年間収入額から所得金

額を算出し、その合計金額から諸々の控除額を差し引いた金額が、

本会が定める世帯人数別の収入基準額より下回ること

（エ） 返還方法

奨学金の返還は、貸与終了後 1カ年間猶予し、その後貸与年数の 3倍に相

当する期間中に返還することになる。返還方法は「月賦」 「半年賦」 「年賦」

のいずれか。

※大学等に進学した場合は、在学期間中返還を猶予する制度もある。

返還例：高校 3年間貸与の場合（端数については、最終回にて調整）

区 分 貸与月額 貸与総額 返還期間 返還月額

国公立
自 宅 18,000円 648,000円 9年間 6,000円
自宅外 23,000円 828,000円 9年間 7 660円

私立
自 宅 30,000円 1,080,000円 9年間 10,000円

自宅外 35,000円 1,260,000円 9年間 11,660円

ウ 事業開始の経緯

平成 16年度まで日本育英会が行っていた高校奨学金が都道府県に移管さ

れたことに伴い、平成 17年度から、岡山県から事業の委託を受け、補助金の
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交付を受けて実施している。

( 2 ）貸付状況

過去の貸付状況は次のとおりである。

平成 17年度 1 2 0 , 7 8 6千円

平成 18年度 2 8 5 , 1 9 8千円

平成 19年度 4 5 6 , 9 1 5千円

( 3 ）返還状況

平成 21年度からの返還が予定されている。

5 監査の結果及び意見

( 1 ）制度の統廃合を検討すべきである（意見）。

以上のとおり、現在、岡山県では、高校奨学金が 3本立てとなっており、制度

の実施主体も岡山県と財団法人岡山県育英会に分かれている。しかも、財団法人

嗣山県育英会が実施している従来の高校生に対する奨学金事業と旧日本育英会

から移管された高校奨学貸付事業の内容は全く同ーであり、併存している理由に

ついて説明を求めたところ、財団法人岡山県育英会が行ってきた奨学金事業は財

団本来の事業であるので廃止できないとの説明がなされた。

岡山県では、平成 22年度から、岡山県が行っている岡山県高等学校貸付奨学

金制度を岡山県育英会に移行し、通学費貸付を含む 4つの奨学金全体での収支を

予想しているが、その結果、平成 27年度からは収支が赤字となり、毎年 1億円

以上の岡山県からの補助金がないと制度の運営ができない見込みとなっている

（なお、その後は、奨学金の返還額が増加し、収支が黒字化する見込であるとの

ことである）

将来的に奨学金事業を維持し、社会に貢献しうる有為な人材の育成を継続する

ためには、高校生に対する奨学金貸付事業を統合整理してコストの削減を図り、

募集、貸付から管理・督促、回収までの一貫した事業体制にすべきである。
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( 2 ）管理及び督促の改善を図るべきである（意見）。

以上のような厳しい収支予想からすれば、今後の管理・回収については、従

来の管理体制・方法を抜本的に改めるべきである。

ア 管理体制の見直し

上記で述べたとおり、奨学金制度を統合整理の上、同様の管理台帳に基づき、

一貫した督促・管理を行う必要があるとともに、管理人員も拡充・組織化し、

督促状況を十分管理できる組織とする必要がある。

イ 延滞状況の管理方法の改善

滞納者の滞納額，滞納開始時期，督促状況，入金時期，入金額等の情報の

一元管理を行い，督促事務の効率化を図るべきである。

ウ 督促方法の改善

文書による督促だけでは回収の実効性は低い。よって，例えば，文書督促

開始後 1ヶ月経過しでも連絡・入金のない場合は電話督促を行うなどといっ

たルールを作成して，電話督促・訪問督促の回数を増やしていくべきである。

また，回収が困難な事例にはいくつかのパターンがある。例えば，本人の

経済状況が悪く支払い能力が低い場合，本人（連帯保証人・保証人）と連絡

が取れない場合，本人（連帯保証人・保証人）が県外に居住している場合，

本人（連帯保証人・保証人）に返済意思のない場合などが挙げられる。これ

らの滞納者の状況に応じて，個別の回収マニュアルを策定し，回収体制の強

化を図るべきである。

さらに，一度も返済を行わない者や返済意識の低い者などの悪質な滞納者

には，法的手段を講じることも検討すべきである。

なお，財団法人岡山県育英会では平成 19年から滞納整理員を採用してお

り，実際に平成 19年以降の電話督促・訪問督促の回数が増え，少額でも返

還する者が出るなど，一定の効果があがっているようである。今後は，さら

に回収マニュアルの整備，法律の専門家への法的措置の依頼を含めた回収体

制を強化していくべきである。



- 175 -
- 175 -

9 財団法人岡山県育英会

1 設立目的

一般有為の子弟のうち、心身健全、学力優秀な学生生徒で経済的理由により

修学困難なものに対し、奨学上必要な業務を行い、もって将来社会に貢献し得

る有為な人材を育成することを目的としている。

2 設立と経過

大正 13年 4月 財団法人岡山県育英会設立許可

昭和 21年 4月 岡山県出身東京都在住学生対象学生寮発足

昭和 44年 9月 財団法人岡山県育英会主管の変更（文部省から県教委へ）

昭和 45年 9月 東京寮新築移転（東京都港区高輪）

昭和 59年 4月 小規模高等学校の再編整備実施に伴う通学費貸付事務の受

託（平成元年 3月 通学費貸付終了）

平成 16年 4月 高等学校の再編整備実施に伴う通学費貸付事務の受託

平成 16年 9月 旧日本育英会の移管に伴う高等学校奨学金の予約採用事務

実施

平成 17年 4月 旧日本育英会の移管に伴う高等学校奨学金の在学採用事務

実施

3 組織の状況（平成 20年 3月 31日現在）

理 事 i三＇＞..三 1 5名 会長：県知事

副会長：県教育長，県町村会会長

常務理事：県生涯学習課長

理事 ll名

評 議 貝 1ヨ三』 2 8名 市町村長、県教育庁職員

監 事 2名 県市長会事務局長、県町村会事務局長

事 務 局 6名 幹事 4名、事務長、書記

東 京 寮 l名 寮長
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4 事業内容

( 1 ）奨学金貸付事業

ア 岡山県育英会奨学事業

「8奨学金貸付事業 3」に記載のとおり。

イ 高校奨学貸付事業

「8奨学金貸付事業 4」に記載のとおり。

( 2 ）通学貸付事業

県立高等学校の再編整備実施に伴う期間を限定した通学費貸付制度。

月額 18,000円。

( 3 ）学生寮の維持運営

5 会計区分の状況

財団法人岡山県育英会の会計は、以下のように区分されている。

区分 概要

一般会計 学資の貸与事業のうち、基本財産から生ずる果実及び

県費補助金・市町村負担金その他の収入をもって運営

されるもの。

高校奨学金特別会計 学資の貸与事業のうち、県費補助金（国の交付金※）収

入をもって、基金管理運営されるもの。

通学費貸付事業会計 県立高等学校の再編整備実施に伴う期間を限定した通

学費貸付制度に関するもの。

東京寮会計 学生寮の維持経営に関するもの。

※旧日本育英会が実施していた高校奨学金が平成 17年度入学者分から都道府県に移管されたと

とに伴い、固から一定期間 (10～15年）都道府県に必要な資金が交付されるもの。

各会計聞の取引は基本的にないが、東京寮会計から一般会計に対して繰出がな

されている。この繰出は、東京寮の建物と備品が一般会計に計上されているため、

減価償却費が一般会計で計上されているが、本来、減価償却費相当額は東京寮会

計が負担すべきものであるため、これを補てんするためのものであると説明を受

けた。
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6 決算の状況

財団法人岡山県育英会の過去 2年間の決算は以下のとおりである。

J 『・－ ，噌，...－－司、 円・ ’ E E 『e' 

平成18年度 平成19年度 増減
資産の部
流動資産 22 181 8 632 ム13549 
固定資産 2 763 694 3 302 234 538 540 
基本財産 132 528 132 528 
特定資産 2 628 601 3 167 804 539 203 
奨学貸付金 2 025 295 1 983 423 ム41872 
奨学貸付未返還金 61 774 75 787 14 013 
奨学貸付金積立資産 27 859 27 859 
高校奨学貸付金 405 984 862 655 456 671 
高校奨学貸付未返還金 164 164 
通学貸付金 15 336 27 054 11 718 
高校奨学貸付金積立資産 102 509 168 543 66 034 
事業調整積立資産 15 000 19 350 4 350 
退職給付引当資産 891 1 057 166 
備品減価償却引当資産 1 812 1 912 100 

その他固定資産 2 565 1 902 ム664
資産合計 2 785 874 3 310 865 524 991 

負債の部
流動負債 20 831 9 168 L'-.11 662 
固定負債 18 561 17 027 ム1534 

負債合計 39 392 26 195 ム13196 
正味財産の部
指定正味財産 2 665 983 3 199 791 533 809 
一般正味財産 80 500 84 878 4 378 

正味財産合計 2 746 483 3 284 670 538 187 
色イ青及び正味財産合計 2 785 874 3 310 865 524 991 

主な増減要因は以下のとおり説明を受けた。

奨学貸付金は、平成 19年度から国と地方の役割分担が明確にされたことに伴い、

大学・短大の新規募集を止めたため減少している。また、高校奨学貸付金は、平

成17年度入学生分から旧日本育英会より移管されたものであり、学年進行によっ

て大きく増加している。さらに、奨学貸付金積立資産と高校奨学貸付金積立資産

は、次年度以降の貸付財源とされるものである。
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, E’F 、．・ F ...... ，，.，，司・ H _.,. ’ 日.，

平成18年度 平成19年度 増減
一般正味財産増減の部
経常増減の部
経常収益

基本財産運用益 76 125 50 
事業収益 31 324 27 144 ム4180 
受取補助金等 34 085 27 136 ム6949 
号取寄付金 778 778 
雑収益 490 327 ム163

経常収益計 66 754 55 512 ム11 242 
経常費用
事業費 23 283 22 767 ム516
管理費 34 349 28 366 ム5983 

経常費用計 57 632 51 133 ム6499 
当期経常増減額 9 121 4 378 ム4743 

経常外増減の部
経常外収益
経常外費用 984 ム984

当期経常外増減額 ム984 984 
当期一般正味財産増減額 8 137 4 378 ム3759 

指定正味財産増減の部
受取補助金 403 372 533 940 130 568 
号取寄付金 1 000 ム1000 
特定資産運用益 131 647 516 
一般正味財産への振替額 ム1762 ム778 984 

当期指定正味財産増減額 402 741 533 809 131 067 

主な増減要因は以下のとおり説明を受けた。

事業収益の減少は、東京寮入寮者数の減少が主な要因である。
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7 学生寮（東京寮）の維持運営事業

( 1 ）概要

概 要

名 称 岡山県育英会東京寮

設立趣旨 寮での協同生活を通じ、人間形成の向上、人格の陶治に

務 め有為な社会人を育成する ことと 、併せて経済的負担

を軽減し修学の奨励を目的 とする 。

所 在 地 東京都港区高輪3丁目 14番 21号

収 容 定 員 男子学生 90名

職 貝 寮長 l名

土 地 県有地借用 962. 89rrl 

建 物 鉄筋地上 4階

1階 360. 25 rrl 

2階 358. 88rrl 

3階 363. 06rrl 

4階 363. 05 rrl 

屋階 37. 86rrl 

言十 1, 483. lOrrl 

木造倉庫 2階

1階 19. 44rrl 

2階 19. 44rrl 

言十 38. 88 rrl 

正 面
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裏側

( 2 ）寮費等

項目 金額 備考

寮 費 168, 000円 年額

食 費 21, 000円 月額

後 援
1』 費 2, 000円 年 額τ広

寮 振 興 費 50, 000円 入寮時のみ

この他、 部屋単位でエア コンの電気使用量に応じてエア コン使用料が課され

る。



- 181 -
- 181 -

( 3 ）入寮率の状況

100% 
90% 
80% 
70% 
60% 
50% 
40% 

30% 
20% 
10% 
0% 

入寮率の推移

字李会本会李 C::,r.::,":J や令令 S’~＇＼－0, ~'\,Co 

昭和45年度に現在の場所に移転された以降の入寮率は上表のとおりである。定

員は当初から 90名で変わっていない。近年は入寮率が落ち込んでいることが分か

る。

8 監査の結果及び意見

( 1 ）財団法人岡山県育英会について

ア 財団法人岡山県育英会が実施している事業を、岡山県が直営で実施する

ことを検討する必要がある（意見）。

財団法人岡山県育英会は以下のような状況で運営されている。

（ア） 財団法人岡山県育英会の事務は、事務局職員が行っている。事務

局の職員は、幹事 4名、事務長 l名、書記 l名の合計 6名である。とこ

ろがこのうち、幹事 4名は岡山県職員（生涯学習課総括主幹、主任、主

事）であり、実質的な財団法人岡山県育英会の職員は、残りの2名であ

る。なお、幹事は主としてチェック業務を担当し、実務作業は事務長

と書記の 2名で実施しているとのことである。

（イ） 財団法人岡山県育英会職員の人件費は、岡山県職員給与条例と同

じ（行政職給料表の 1～3級）としている（財団法人岡山県育英会職員

の給与等に関する規程第 4条第 1項）。しかし実際には、一般の岡山

県職員と同様に昇給していくものではなく、人件費は低く抑えられて

いる。
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（ウ） 財団法人岡山県育英会の平成 19年度の一般会計管理費2,6 1 1万

円（東京寮の減価償却費を除く）の全額は補助金（うち岡山県からの補

助金2,314万円）で賄われている。

（エ） 財団法人岡山県育英会の事務局は県教委教育庁生涯学習課室内に

あり、年間5万円の使用料と実績に応じて光熱水費等を負担している。

財団法人岡山県育英会の設立は旧日本育英会より古く、旧日本育英会が

設立されて以降、財団法人岡山県育英会は旧日本育英会の奨学対象者では

ない者に対して奨学金貸付事業を行っていた。また、旧日本育英会岡山県

支部の事務局も財団法人岡山県育英会の事務局も岡山県教育庁生涯学習課

室内に設置されていた関係で両者間の意思疎通も頻繁に行われていた。

このような背景の下、国と地方の役割分担が明確にされ、財団法人岡山

県育英会が実施していた大学生と短期大学生向けの奨学貸付事業は学生支

援機構が担い、旧日本育英会が実施していた高校奨学貸付事業を地方（岡山

県）が担うことになった。その際、奨学貸付事業についてのノウハウがあり、

旧日本育英会の事情を熟知しており、それまで実施していた奨学貸付事業

の償還金を高校奨学貸付事業に転用することが可能であることが考慮され

て、岡山県に移管された奨学金貸付事業は、財団法人岡山県育英会が実施

することになった。

ところが上記のとおり、財団法人岡山県育英会職員の給料が一般の岡山

県職員より低い水準に抑えられているとはいえ、岡山県の給料表と連動し

ていること、主としてチェック機能を担う幹事は岡山県の職員であること、

一般会計管理費の88.似を岡山県が負担していること、事務局が県庁内にあ

る状況を総合すると、実質的に岡山県が事務を行っているのと大差がない

状況であると言える。つまり、岡山県と財団法人岡山県育英会とを分けて

いることで、補助金の受け渡し事務や公益法人会計基準に従った決算書類

の作成等の事務負担が無駄に発生していると考えられる。したがって、今

後も財団法人岡山県育英会で同じ事業を継続するのであれば、自己の職員

と収入ですべての事務と事業を実施できる体制を確立する必要があると考

える。このような体制が確立できないのであれば、貸付債権の譲渡事務に

一定の困難はあるかもしれないが、岡山県が直接事業の実施主体となるこ
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とで、事務の効率化が図られると考える。

イ 東京寮の建物と備品は一般会計ではなく東京寮会計に計上すべきである

（意見）。

学生寮の維持経営に関する特別会計が設けられているにもかかわらず、

東京寮の建物と備品については一般会計で計上されている。この建物と備

品の減価償却費相当分は、東京寮会計から一般会計に繰り出されているた

め、東京寮会計の正味財産増減計算書は正しく表示されている。しかし、

平 成20年3月31日時点の東京寮会計の貸借対照表の資産総額は2.6 07万円で

あるが、一般会計に計上されている建物（建物減価償却引当資産含む）と備

品を仮に計上すれば、資産総額は l億233万円となり、大きく異なることに

なる。つまり、現在の東京寮会計が当該事業の資産、負債及び正味財産の

状態を明瞭に表示していると言い難いと考える。したがって、東京寮に係

る建物と備品は、東京寮会計に計上すべきである。

( 2 ）東京寮について

ア 現在の東京寮の在り方を検討すべきである（意見）。

現在の東京寮は、昭和45年9月に建設され、 38年間にわたって、のべ2.9 00 

人余りが利用してきた。しかし、近年、入寮率は下落傾向が続いている。こ

の要因のーっとして、築後約40年が経過しているが大規模な改修は行われて

おらず、建物や設備が老朽化していることが考えられる。また、原則 2人部

屋であることも影響していると考えられる。さらに、当該寮は男子寮であり、

女子が東京の大学に進学した場合のニーズを満たすものとはなっていない。

ここで、東京寮の敷地は岡山県（教育庁ではなく、知事部局が管理してい

る）から財団法人岡山県育英会に著しく低額（※）で賃貸されている。仮に、

岡山県行政財産使用料徴収条例に従って岡山県が財団法人岡山県育英会か

ら敷地の賃借料（使用料）を徴収するならば年間いくらになるのかを県教委

に試算してもらった。
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岡山県行政財産使用料徴収条例

（使用料の額）

第二条 使用料の額は、一箇月につき次に掲げる額とする。

一 土地については、使用を許可したときにおける当該土地の時価の

千分の三に相当する額（消費税法施行令（昭和六十三年政令第三百六十

号）第八条に規定する駐車場その他の施設の利用に伴って土地が使用

される場合については、当該額に一－ o五を乗じて得た額）

《計算式》

年間使用料＝土地の時価×3÷1,0 0 0×1. 0 5×12か月

= (1, 200, 000円／ぱ× 962.89 rri）×3÷1, 000×1. 0 5×12か月

=43, 676, 690円

その結果は上記のとおり、近隣の公示地価（1,200, 000円／ぱ）を使用すると、

4, 3 67万円と計算された。つまり、岡山県は、東京寮の敷地を財団法人岡山

県育英会ではない者に賃貸すれば、年間4,000万円を超える地代収入が得ら

れるのである。言い換えれば、当該地代を財団法人岡山県育英会、若しくは

入寮者に対して補助金として支出しているのと同じ状態である。入寮者に対

して補助していると考えるならば、平成20年度の入寮者67名に対して毎月

5 4. 3 2 4円（43,676, 690円÷67名÷12か月）の補助を行っているのと同じである。

別の視点で、当該土地を賃貸するのではなく、売却することを考えてみる

と、上記公示地価で仮に売却できるならば、 ll億5,50 0万円となる。

東京寮の建物を保有し続けることを前提とするならば、建物が老朽化して

おり、女子のニーズにも対応する必要があるため、近い将来東京寮の大規模

改修もしくは建て替えを行う必要がある。しかし、建物を保有する場合、将

来にわたって建物の維持管理を行っていかなければならず、耐用年数が経過

すれば建て替えも必要である。これらの経費は、財団法人岡山県育英会の負

担とすることは現在の財務状況では難しく、岡山県が負担することになると

考えられる。

なお、東京寮の建物とは直接の関係はないが、建物北側には 10メートル程
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度の高さのある擁壁がある。この擁壁の地震等に対する耐力が十分でなけれ

ば、地震等によって東京寮の建物が崩れなくとも、擁壁が崩れることによっ

て東京寮の建物の基礎が失われることになる。擁壁の管理は岡山県が行って

おり教育庁の管轄ではないが、現地で見たところ擁壁は亀裂が入っている箇

所があり、厚みが薄いと感じられた。東京寮の建物の改修を行う際には、こ

の擁壁の補強・改修についても留意する必要があると思われる。

一方、建物を保有しない選択肢も考えられる。民間事業者に土地を賃貸し、

建物を建設してもらい、学生を下宿人としてもらう方法や、岡山県が土地を

売却し、売却代金を基金等に積み立て、その元本や運用果実等で、学生に家

賃補助する方法がそれである。前者は、長期間にわたってサービス提供可能

な事業者を選定する際に困難があると考えられるが、後者は学生が契約して

いる下宿の家賃を補助するものであるため、導入が比較的容易であると考え

られる。また、後者によれば、補助対象者の選考基準選定の困難性や寮の趣

旨にある「協同生活」は実施できなくなるものの、一人一部屋の実現、女子

のニーズへの対応、建物の維持管理・建て替えからの解放などの効果がある

ものと思われる。

以上のように、東京寮の老朽化が進んでいる中、岡山県全体として、品川

駅から徒歩 10分の一等地にある現在の東京寮の在り方を検討すべきであ

ると考える。

※岡山県が土地を保有していると公用のため港区に固定資産税が入らな

い。したがって、この固定資産相当額（平成20年度で年額8,792円）を岡山県

は港区に支払っている。この固定資産税相当額を岡山県は財団法人岡山県育

英会から徴収している。この負担以外はないという意味である。

イ 東京寮建物の耐周年数を経済的耐周年数に改めるべきである（意見）。

東京寮は、昭和45年9月に現在の位置に建設され、既に38年間使用されて

いる。会計上は、一般会計の建物として計上され、年々減価償却費が計上さ

れている（東京寮会計の資産として計上すべきである旨は、 「（ 1 ）イ」で

指摘しているいしかし、減価償却費の計上を始めたのが平成 14年度からで
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あり、しかも、減価償却費の計上額は平成 14年度開始時点で耐用年数が47年

あるとして計算された額で、それまでは減価償却費を計上していなかった。

減価償却費を計上しないことは、当時の会計基準では認められていた。また、

取得当初は減価償却計算をせず、途中でそれまでの経過年数を考慮しない耐

用年数で減価償却計算を始めた場合は、その計算を引き続き採用することが

できるという平成 17年3月23日付の「公益法人会計基準の運用指針について」

がある。

しかし、現地視察をした結果、以下のような状況であった。

－建物の外壁には多数のクラックや割れがあり、外壁をたたくと軽い音が

して浮いているのではないかと思わせる部分があった。

－建物内部の窓のサッシ、照明器具、放送設備はかなり古くなっており、

居室の床のタイルはかなりの数が剥がれている部屋もあった。

つまり、会計上、東京寮の耐用年数はまだ 40年あることになっているが、

実態は 40年も維持できるものではないであろうと感じられた。この点につ

いて、財団法人岡山県育英会は、平成 19年に耐震診断を実施しており、診

断時点での耐震性は問題がない旨の結果が出ていることから、今後 40年使

用する考えを持っているとのことであった。しかし、減価償却資産の耐周年

数等に関する省令の「別表第一 機械及び装置以外の有形減価償却資産の耐

用年数表」によれば、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建

物の耐用年数は最長でも 50年とされている。このことから考えると、東京

寮をこれからも 40年使用し続ける、つまり、建築から約 80年使用するので

あれば、近いうちにかなり大規模な建物の改修が必要であると考えられる。

しかし、大規模な改修の計画は現在のところなく、そのための財源も財団法

人岡山県育英会には蓄えられていない。このような現状では、東京寮の建物

の残存耐用年数を 40年としていることは、会計と実態がかい離していると

考えざるを得ない。したがって、将来の東京寮の在り方も含めて現在の東京

寮をいつまで使用するのかを明確にし、現在用いている耐用年数を実態に即

した経済的耐用年数に改めることを検討することが必要であると考える。
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外壁の一部が剥がれている。
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多数のク ラック や浮きが ある 。

床のタイ ルが剥がれて いる。写真では分かりにく いが、かな りの数のタイ

ノレが剥がれて動く状態であ った。
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寮裏側の擁壁
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擁壁の クラック
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1 0 財団法人岡山県教育職員互助組合

1 設立目的

財団法人岡山県教育職員互助組合（以下、 「教育職員互助組合」という）は、

地方公務員法 42条、岡山県の職員の共済制度に関する条例、岡山県教育職員互

助組合設置規程に基づき、公立学校教職員等を対象に、相互共済及び福利増進を

図るため、本人及び扶養家族の福利、厚生、医療等に関する給付、貸付けを行う

ことを目的として設立された（昭和 27年 4月 1日教育職員互助組合発足、昭和

4 4年 8月 1日民法 34条に基づく財団法人として認可）

なお、教育職員互助組合の寄附行為では、法人の目的及び事業は以下のとおり

規定されている。

第 3条（目的）

この法人は、岡山県における教育文化の振興発展並びに教職員及び教育関係者

の福利向上生活の安定を図ることを目的とする。

第 4条（事業）この法人は、前条の目的を達するため、次の各号の事業を行う。

( 1 ）学術視察、講習会等の開催

( 2 ）他の教育団体、文化団体等との連絡提携

( 3 ）医療補助金等の給付

( 4）生活資金等の貸付及び積立預金

( 5 ）その他前条の目的を達するために必要な事業

2 会員及び役員の概要

( 1 ）会員の範囲及び資格

公立学校共済組合岡山支部の組合員又は財団法人岡山県教育職員互助組合

の役職員となった日から会員の資格を取得し、これらの資格を喪失したときか

ら会員の資格を喪失する。

( 2 ）会員数

平成 18年度末と平成 19年度末の会員数、扶養家族及び退職互助部の現職

会員数等の状況は下表のとおりである。
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L「 ＼ 三 度

前年度との比較
19年度末 1 8年度末

人数 増減率

人 人 人 % 

県 費 15,650 15,854 ム 204 ム 1.3 

一般 市町村費 1,629 1,506 123 8.2 
ー－ - - －咽園園園田園ーーーー－ －帽閉ー ーーーーーー『ーーーーーーー四ーーーーー ーーーーーーーーー咽 F ーーーー圃ー・－ - - －・圃晶－ － ・ ・ 』 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ーーーーーーーー－ －ーーーーーーーーーー

tロ』 言十 17 ,279 17 ,360 ム 81 ム 0.5

扶養家族 18 751 19,064 ム 313 ム 1.6

現職会員 13 560 13 589 ム 29 ム 0.2

特別会員 12,311 12,149 162 1.3 
退職互助部

遺族会員 243 243 。 0.0 
- - －ー・田園園副凶】』戸『帽ー開閉・・ー ーーーー－ － 四 ー ー ー ー ー ー ー ， ー ー ー ー ー ーーーーーーーーー聞，ーーーーー『園－ - ーー”ーーー戸ーーーーーーーーー．圃ーー ーー・園副量ーーーー園圃幽ーーーーーーー

i』ヨ 言十 12,554 12,392 162 1. 3 

( 3 ）役員

理事 18名（理事長、副理事長、常務理事 4名、理事 10名）

監事 5名（内 1名は外部）

評議員 64名

3 事業内容

教育職員互助組合は、会員の福利厚生及び生活の安定を目的とし、医療給付業、

福利厚生事業、退職互助部事業等を行っているが、会員に対する給付事業（医療給

付等）、公益事業、退会金事業及び福利厚生事業の文化厚生事業を一般会計（本体

会計）で行っており、他の特別目的事業については、 7つの特別会計を設けて事業

経理を行っている。

教育職員互助組合の実施事業及び会計種別については、次のとおりである。
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会計種別 会計説明 実施事業名

互助組合の本体会計であり、県費補助
給付事業 療養補助金、介護補助金、死亡弔慰金、遺児育英金、

一般会計 災害見舞金、結婚祝金、死亡弔慰供物料、退会記念
金が充当されている会計である。 ロ

ロロ

退会金事業

公益事業 教育培合間慰霊祭、図書寄贈

文化厚生事業：国偶者人間ドック、生活支援、家族ふれあい、文化厚
生事業（チケット配付ほか）

文化厚生事 健診（日帰りドック・リフレッシュドッヲ・PET-CT・歯科検診）、
業：補助金充 健康づくり（,e,，とやすらぎセミナ・卜－；ルフィットネスセミナーアレ
当事業 ルギ一対策セミナー）、相談（法律・福利厚生）、生活設計

（ライフプランセミナ冒退職準備セミナー）、技能習得（ハツヨン教
室B介護講座）

一般会計から掛金の4/10の繰入金を収 家族療養 （掛金の35/100にあたる部分が所得税社会保険料控

短期給付会計 入として、家族の医療給付を行ってい 補助金 除対象）

る。 給付事業

会員への生活資金・住宅資金等の貸付
貸付事業 生活資金貸付、物品購入資金貸付、住宅資金貸

貸付会計
事業を行っている。

付、育児休業資金貸付

会員の生活設計資金の造成を目的と 会員積立預金事業
預金会計 し、会員の余裕資金を受け入れ積立預

金事業を行っている。

団体契約に基づく生命・損害保険を取り
保険料徴収事業団体生保・損保保険料徴収（収益事業）

保険会計
扱っている。（収益事業会計）

給付事業 療養補助金給付（退職者特別会員）、脱退一時金給
付、弔慰金給付（現職会員）、埋葬料給付、長寿記念
品給付

35歳以上の任意加入の現職会員掛金
退職互助部会計 を収入とし退職後の医療給付事業等を 貸付事業 会員子女結婚資金貸付（現職会員）、大学入学資金貸

行っている。 付（現職会員）

退互支部活動助成事業

会員の退職金を信託銀行に預託し、配 互助年金事業互助年金、長寿祝金

新互助年金会計 当収益を受取り、年金として給付してい
る。

各会計剰余金を基金として積立
互助組合の財政確立と福祉事業拡充を図ると

基金会計 ともに互助組合の安定的な運営基盤を確保す
るため、基金の積立を行っている。

4 教育職員互助組合の行う福利厚生事業と岡山県・公立学校共済組合が行う福利厚

生事業の関係について

以上の福利厚生事業の関係について担当者から説明を求めたところ、以下のよう

な説明がなされた。

岡山県教育委員会所管職員の福利厚生事業については、使用者である県教育委

員会（任命権者）、保険者である公立学校共済組合及び任意団体である岡山県教育

職員互助組合が三位一体となって、互いに補完しながら教育関係職員の健康保持
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増進・福利増進を図ってきた。

この三位一体となって教育関係職員の健康保持増進・福利増進事業を行ってい

る根拠は、岡山県教育委員会（事業主）が教職員等生涯生活設計推進計画を関係

機関（共済組合・互助組合）と調整を図りながら策定し、福利厚生事業を実施し

ているからである。

また、岡山県教育委員会（事業主）は、共済組合に負担金、互助組合に補助金

というかたちで、事業実施財源を拠出しており、共済組合・互助組合の事業計画

に対して意見をのべる立場にある。

まず、使用者として福利課の行う福利厚生事業だが、学校保健法・結核予防法

及び労働安全衛生法で規定する使用者責任により実施する採用時健康診断（雇い

入れ時健康診断）、年 l回の定期健康診断、及び法定外検診（肺がん検診・大腸が

ん検診、 VD T健康診断、短期人間ドック）、メンタルヘルス対策事業、健康教育・

健康相談事業を実施している。

保険者として公立学校共済組合が行う福利厚生事業は、地方公務員共済組合法

第 11 2条に規定する福祉事業で（組合は、組合員の福祉の増進に資するため次

に掲げる事業を行うことができる。

第 11 2条第 1号 組合員及び被扶養者の健康教育、健康相談、健康診査その

他の健康増進のため行う事業）

日帰り人間ドック、脳ドック、年齢指定人問、ドック、大腸がん検診（35歳以

上）、婦人検診（子宮がん 40歳以上希望者・乳がん 20歳以上希望者）である。

岡山県教育職員互助組合が行う福利厚生事業のうち補助金充当事業は、日帰り

人間ドック、 PE T検診、歯科検診、健康づくり事業、相談事業、生活設計事業、

技能習得事業である。

使用者として福利課が行う福利厚生事業のうち採用時健康診断、定期健康診断

のみが法の強制を受け、その他の事業は、使用者責任として策定した福利厚生事

業計画に基づいて実施されるものである。

共済組合が行う事業は、任意に予算の範囲内で事業計画に基づいて実施される

ものであり、互助組合が行う事業も任意に予算の範囲内で組合員のニーズを踏ま

えた事業計画に基づいて実施されるものである。それぞれが実施する健康保持増

進に関する事業の大半は、人間ドック等の医療検査機関に業務委託する事業であ
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り、相互補完的な関係にあるというのは単なる事業補完だけではなく、それぞれ

の業務委託事業を全て集計し競争見積もりを行うことで、スケールメリットが生

まれ、より安価な価格で事業実施ができるという経費縮減効果も得られている。

人間ドック等は、福利課、共済組合、互助組合いずれでも実施しているが、福

利課の法定事業以外は、任意の事業であり、健康保持増進の観点と予算面から三

者の事業規模を検討し、事業分担しているというのが実情である。

以上のような三者による福利厚生事業の関係を図示すると次のとおりとなる。

福 利 厚 生 事 業 に お ける福利課・共済組合・ E助組合の相関図

著書辛l]i草書 〈毒事草量主三〉

事業主として福利厚生を行コてι、る。 ご＞
;m雲雪覧寸海軍 蝿呈重量 共 済 組 合 事 業 主 負 舎 旦 金

〈実施事業内容〉 ｛社会保険料事業主負担分にI司じ〉

健康管理事業ーー健康診断・労働安全対策

メンタPJレ ヘ ル ス 対 策

健康診断ー学校保健法、結核予防法及び労働安全

衛生法に基づく採用時健康診断主主び定期健康診断

労 働 安 全 対 策 ： 労 働 安 全 衛 生 法Iこ基づく健診項目

追加・衛生管理者養成ー業務関連傷病予防件寺別

支援学校職員の腰痛予防〉 ・ 健 康 管 理 医 配 置

メンタ仇Jf;t対策 1教職員メンタルヘルス対策・研修・相談

教 職 員 住 宅 管 理 ・ － 取 得 ・ 維 持 管 理

児童手当支給 ＼ー
県 費 補 助 金 I 健 庫 保持増進事業

〈企業の；去定外福利重量・互助会拠出金に同じ〉 ｜ 三 三 者の事業予算額を集計し、医軍機関Iこ

業務委託する健診事業等を 括 し て 競 争

見 積 も り に 付 す る こ と で 経 費 を 節 減

福 利 謀 の 法 定 健 室 生 ・ 定 期 健 康 診 断 以 外 は

任意車業のため予算の範囲内で共済組合

と 互助組合で事業調整

互助組合体面利厚生団体〉

条例設置の公益財団だが、主な事業は、

壬主主主αコ告書辛IJJli[当主著E目白勺としてごま5＇） 、 委長主主

的団体である。民間でι、えば企業の互助

会 とI司犠である。

運営財源会員掛金＋県ー市町村補助金

＋収益事業収入＋資産運用収入

〈実施事業内容〉

辰 揮 給 付 事 業 ・ ・ 医 揮 費 自 己 負 担 額 部 補 助

福 利 厚 生 事 業 ‘ e 健康管漣・生活支援・ライフ

プラン・ λ ポ ー ツ ・ レ ヲ リ エ ション・趣味

貸付事業ーー生活資金貸付・育児休業資金貸付

物品購入資金貸付・住宅資金貸付

予貴重量弓葺書室・ ー容量n杢責霊主

保 険 事業ーー団体扱生保・損保保険料徴収

退職互助部事業・ー退職者の医樟費自己負担額

一 部 補 助 ・ 文 化 厚 生 車 業 等

退職互助年金事業ーー退職金資産運用

会長話量同E歪a.I司山蝿呈ヨE音Bゆ畏匹食著書〉

保 険 者 と し て 、 民 間 企 業 勤 労 者 の 福 利 厚 生

で L、えば社会保険庁の役書日を守旦ってι、る。

運 営 財 源 組 合 員 掛 金 十 事 業 主 負 担金

〈実施事業内容〉

短 期 給 付 事 業 ・ ー ー 医 樺 給 付 事 業

長 期 潮 給 付 事 業 ー － 年 金 給 付 事 業

福 祉 事 業 ・ ー ー 厚 生 事 業 、 貸 付 事 業

厚生事業：特定健康診牽 a 健診（間帯りドッ0 ・

R画 ド ッ ク ・ 酉a1，寓拳苦悶9帯りドッ0 ・

大 筋 が ん 健 量 生 ・ ス トvス チ ェ ッ ヲ 等 〉

世童局毒キ目置是.f昔3白且IJ,aJ;.

貸付事業 般 貸 付 ・ 教 育 貸 付 ・災害貸付

臨ま招集latや7・幸吉委昏主atイ寸・重害事警latやT害事
、IJ
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以上のとおり、担当者からは、教育職員に対する福利厚生事業について、岡山県、

共済組合、教育職員互助組合が相互補完的に事業を分担しており、また、全体として

事業の業務委託をすることによりスケールメリットが生まれ、より安価な価格で事業

が実施できているとの説明がなされた。
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5 決算の状況

財団法人岡山県教育職員互助組合の過去 2年間の決算は以下のとおりである。

”’ F 司． ・ 一・ー

平成18年度 平成19年度 増減
資産の部
流動資産 812 579 I 081 419 268 840 
固定資産
基本財産 74 282 74 081 ム201
特定資産 12 080 134 11 760 118 ム320016 
退職給付引当資産 118 632 85 436 ム33196 
減価償却引当資産 2 919 3 047 128 
構築物減価償却引当資産 6 926 7 128 202 
給付支払準備積立資産 2 806 208 2 806 313 105 
給付変動準備積立資産 I 973 106 I 889 529 ム83576 
退会給付支払準備積立資産 3 182 278 2 999 895 ム182383 
不足金補填積立資産 I 200 000 I 200 000 
会員預金支払準備積立資産 I 186 589 1 156 865 ム29724 
貸付財源積立資産 355 000 455 000 100 000 
責任準備積立資産 278 874 176 936 ム101938 
基金積立資産 751 603 761 968 10 366 
福祉事業拡充積立資産 218 000 218 000 

その告h，固官資産 2 598 591 2 405 912 ム192679 
生活資金貸付金 719 594 606 380 ム113 214 
物品購入資金貸付金 82 060 104 131 22 070 
住宅資金貸付金 1 794 916 1 692 702 ム102214 
その他 2 020 2 698 678 

固定資産合計 14 753 007 14 240 111 ム512896 
資産合計 15 565 585 15 321 530 ム244056 

負債の部
流動負債 37 162 74 046 36 883 
固定負債 7 513 096 7 164 869 ム348226 
退職給付引当金 118 632 85 436 ム33196 
給付支払準備金 2 742 386 2 742 386 
退会給付支払準備金 3 182 116 2 999 733 ム182383 
会員預金 1 186 441 1 156 568 ム29873 
責任準備金 278 874 176 936 ム101938 
賞与引当金 4 647 3 810 ム836

負債合計 7 550 258 7 238 915 ム311343 
正味財産の部
指定正味財産 IO 000 10 000 
一般正味財産 8 005 327 8 072 614 67 287 

正味財産合計 8 015 327 8 082 614 67 287 
色イ青及び正味財産合計 15 565 585 15 321 530 ム244056 

主な増減要因は以下のとおり説明を受けた。

給付変動準備積立資産の減少は、平成 18年度より厚生事業の人間ドック等の事業

を募集定員制から希望者全員受診に事業規模を拡大したため、会費負担と給付のバラ

ンスが給付超過となっているため、当該積立資産の取り崩しで対応したためである。

退会給付支払準備積立資産及び退会給付支払準備金の減少は、退会者への給付支払

のためである。
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貸付財源積立資産は、組合員に対する貸付金残高が減少したことによる余剰部分を

積み増ししたことにより増加している。

責任準備積立資産及び責任準備金は、新退職互助年金の給付のために取り崩されて

いる。

生活資金貸付金、住宅資金貸付金ともに貸付額より返済額の方が大きかったため、

総額では減少している。

－，（』’一一一【… 、 J ’・.' 
平成18年度 平成19年度 増減

一船正味財産増減の部
経常増減の部
経常収益
基本財産運用益 533 385 ム147
特定資産運用益 102 620 131 903 29 283 
未経渦収益 7 246 ム7246 
会員掛金収益 836 503 834 821 ム1683 
受取補助金 87 577 86 128 ム1449 
受取負担金 6 000 2 000 ム4000 
事業収益 136 970 130 497 ム6473 
利息及び配当収入 4 691 1 214 ム3477 
雑収益 8 384 10 577 2 193 
引当金取崩額 271 124 271 124 
引当金戻入額 179 259 130 374 ム48885 

経常収益計 1 369 783 1 599 025 229 241 

経常曹用
事業費

給付事業 882 722 830 827 ム51895 
公益事業 3 165 3 194 29 
退会給付金事業 182 545 182 545 
文化厚生事業 156 141 162 020 5 879 
厚生事業 17 908 17 804 ム105
預金事業（支払利息） 3 787 3 642 ム144

管理費 169 401 204 381 34 980 
引当金積立額 19 828 127 250 107 422 

経常費用計 1 252 951 1 531 663 278 711 
当田経常増減額 116 832 67 362 ム49470 

経常外増減の部
経常外収益
経常外費用 44 75 30 

経常外増減額 ム44 ム75 ム30
当聞一般正味財産増減額 116 787 67 287 ム49500 

主な増減要因は以下のとおり説明を受けた。

引当金取崩額と引当金積立額は、前期は取崩と積立を相殺していたが、当期から両

者を総額表示することにしたため、金額が増加している。

上記は、各会計を合算し、内部取引を相殺した数値である。
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平成 19年度は、内部取引として、一般会計から短期給付会計、預金会計、保険会

計、退職互助部会計に対しての繰出、保険会計、退職互助部会計、基金会計から一般

会計に対しての繰出がある。

繰出金の状況 （単位ー千円）

一般会計 短期給付会計 預金会計 保険会計 退職互助部会計

一般会計から 200, 950 11, 957 17, 928 43, 289 

保険会計から 3, 560 

退職互助部会計から l, 235 

基金会計から 202 

それぞれの繰出金の意味合いは、以下のとおりであると説明を受けた。

一般会計から短期給付会計への繰出は、短期給付会計が一般会計から、掛金の 10分

の 4相当を収入として家族の医療給付を行っているため、これに係る繰出がなされてい

るものである。

一般会計から預金会計、保険会計、退職互助部会計への繰出は、平成 18年度まで退

職給付引当資産の積み立てを一般会計で行っていたが、平成 19年度から各特別会計で

積立を行うこととしたための繰出である。

保険会計から一般会計への繰出金は、保険会計が法人税の課税主体で、保険会計が公

益法人へ寄付をすることで節税するためのものである。

退職互助部会計から一般会計への繰出金は、一般会計の事業に現職会員（一般会計事

業対象者）と退職会員（退職互助部事業対象者）の共催事業があるため、退職会員の事

業分担経費を負担するためのものである。

基金会計から一般会計への繰出金は、教育塔の減価償却費分を余剰資金で賄うための

ものである。

6 過去の補助金実績・掛け金の推移

「岡山県職員の共済制度に関する条例」第 4条「県は、毎年度予算の範囲内で、

組合員の掛け金総額の二分の一程度の助成金を交付する。」との規定に基づき、岡

山県は、毎年教育職員互助組合に補助金を支給してきた。補助金の対象事業は、互

助組合の寄付行為第 4条に掲げる事業（寄付行為に定める教育職員互助組合の事

業）とされている。

過去 5年間の補助金の交付実績及び補助率は下表のとおりである。
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（単位：千円）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

会員掛金（A) 669 358 648,582 645,906 479 633 475,073 

県補助金（B) 313, 166 281,300 280,915 80,853 78,784 

県補助率（B÷A) 46.8% 43.4% 43.5弘 16.9九 16.6弘

上表のとおり、平成 17年度までは会員掛金の 43%程度を県が補助していたが、平成

18年度以降は国の指導等で福利厚生事業の見直しをした結果 17%近くまで落ち込んで

いる。

なお、岡山県の厳しい財政状況を踏まえ、平成 21年度からは、補助金の交付が零と

なる予定である。

＜参考＞

財団法人岡山県職員互助会の補助率の推移

（単位：千円）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

会員掛金（A) 196,259 189,215 186,782 183,512 172,006 

県補助金（B) 100 882 76, 142 68,366 20,578 17 770 

県補助率（B÷A) 51.4九 40.2九 36.6% 11.2% 10.3弘

財団法人岡山県警察職員互助会の補助率の推移

（単位：千円）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

会員掛金（A) 139,956 136,419 136 050 135 661 133,314 

県補助金（B) 74,450 70,764 55,816 18 561 17,965 

県補助率（B÷A) 53.2% 51.9% 41.0九 13.7% 13.5九

各互助会で補助率に多少の違いはあるが、平成 18年度以降補助率が落ち込んでいる

点は同じである。
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7 監査の結果及び意見

( 1 ）互助組合の会計について

ア 補助金交付額は、具体的な事業費に応じて決定し、補助金対象事業と非対

象事業は決算書上明確に区分すべきである（意見）。

財団法人岡山県教職員互助組合の会計は、一般会計と 7つの特別会計から

構成され、岡山県からの補助金は、一般会計の文化厚生事業のみに充当され

ており、退会金事業等の他の事業には充当されていないとの説明があった。

しかし、一般会計では、他に給付事業、退会金事業や公益事業を行っており、

また、一般会計から他の特別会計に対して繰出も行われている。つまり、一

見しただけでは岡山県から交付された補助金が補助金の対象となる経費だけ

に充当されているのかが分かりにくい状況になっている。

また、 「平成 19年度岡山県教職員互助組合補助金の実績報告について」

にあるとおり、補助金対象事業は「財団法人岡山県教育職員互助組合寄附行

為第 4条に掲げる事業」であり、教職員互助組合の事業すべてに補助金が充

てられることになっている。

このように、補助金と事業支出の対応関係が不明確であるので、これを明

確にするためには、補助対象事業を明確化し、補助金の交付額を具体的な事

業費に応じて決定することや、決算書上、補助金の対象となる事業を一つの

（特別）会計にすることが必要である。その際、当該（特別）会計が他の（特別）

会計に対して金銭を支払ったり、他の補助金を受け取った（特別）会計から金

銭を受け入れたりしないようにすることが必要と考える。

イ 賞与引当金は流動負債に計上すべきである（指摘事項）。

平成 18年度と 19年度の決算書において、貸借対照表の固定負債に賞与引

当金が計上されている。賞与引当金は、翌年度に支出される賞与のうち、当

期の労務提供に対応する金額を見積もり計上したものである。つまり、賞与

引当金は翌年度には必ず取り崩されるものであるため、流動負債に計上しな

ければならない。

( 2 ）教育職員互助組合への補助金の支出を見直すべきである（意見）。
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ア 地方公務員法 42条は、 「地方公共団体は、職員の保健、元気回復その他

厚生に関する事項について計画を樹立し、これを実施しなければならない。」

と規定しており、地方公共団体は、この法律の規定を根拠にして、職員の相

互共済及び福祉増進のために、条例等で職員の互助組合の設立を規定してい

る。そして、地方公共団体は、そのようにして設置された互助会に職員を加

入させ、互助会に補助金・助成金等を支出しているが、この補助金等の支出

の根拠は以上のとおり地方公務員法 42条に求められている。すなわち、地

方公共団体は、本来地方公共団体の責任で行わなければならない職員に対す

る福利厚生事業を、互助組合を通じて行うものとし、その履行のために互助

組合に補助金等を交付しているということになる。

岡山県においても、同様に、 「岡山県職員の共済制度に関する条例」 （昭

和 27年 3月 25日岡山県条例第 28号・以下、 「共済条例」という）が制

定され、共済条例第 1条で、 「本県職員は、相互共済及び福利増進を目的と

する独立の組合を組織することができる」とされ、共済条例第 2条では、「組

合は、前条の目的を達成するために、福利、厚生、医療等に関する資金の給

付及び貸付を行う」とされ、共済条例第 3条第 1項では、 「組合の経費は、

組合員の掛金並びに県の助成金及びその他の収入をもってあてる」とされ、

同条第 2項では、 「県は、毎年度予算の範囲内で、組合員の掛金総額の二分

の一程度の助成金を交付する」とされている。そして、共済条例に基づき、

岡山県教育職員互助組合設置規程が定められ、公立学校共済組合岡山県支部

の組合員でもって組織する教育職員互助組合を設置するとされ、この規程に

基づき、教育職員互助組合は昭和 27年 4月 1日に発足し、昭和 44年 8月

1日、民法 34条に基づく財団法人として認可を受けている。

イ 地方自治体が職員互助組合に補助金（補給金）を支出することについては、

大阪高裁平成 16年 2月 24日判決・判例自治 26 3号 9頁及び大阪地裁平

成 19年 7月 12日判決・判例自治 31 0号 60頁により、地方自治体が職

員互助組合に対し補助金を支給すること自体は許されるが、社会的相当性を

逸脱した高額の退会給付金の支給は、退職手当の上乗せを図っているもの

で、そのような目的のために交付された補助金（補給金）は自治法 20 4条
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の 2の趣旨（給与条例主義）を逸脱し、また、自治法 23 2条の 2の「公益

性」の要件を欠き違法であると判断されている。

教育職員互助組合の場合も、一般会計における退会金事業において、退会者

に退会金・退会給付金が交付されているが、平成 19年度をみると、 63 7 

件に対し、交付されている金額の総額は 1億 8, 2 5 4万ら千円であり（単

純平均すると一人あたり 28万 5千円）、上記裁判例が指摘する退職手当の

上乗せを図っている高額な退会給付金とまでは言えないと考えられる。

しかしながら、教育職員互助組合は、公益法人であり、岡山県からの補助

金の交付は「公益上必要がある場合」にのみ認められるものである（自治法

2 3 2条の 2）。しかるに、岡山県の補助金の対象事業である一般会計の内

容は、すべて教育職員のための福利・厚生事業であり、一般の公益性のある

事業と言えるものがあるかは疑問である（あえて言えば、岡山県から教育職

員互助組合に補助金が交付され、同組合が補助金を利用して教育職員に対し

福利厚生事業を行うことにより、充実した教育行政活動が行われることにな

るから、その点で公益性が認められるということになる）。したがって、岡

山県からの教育職員互助会への補助金の交付については、今一度検討する必

要がある。

( 3）補助金廃止後の教育職員互助組合の在り方について検討すべきである（意見）。

岡山県では、厳しい財政状況及び全国の地方公共団体の動向等から、平成 2

1年度から、教育職員互助組合への補助金の交付を打ち切ることと予定されて

いるとのことである。

このこと自体は、上記で指摘したとおり、適切な決定であると考えられるが、

共済条例第 3条第 2項では、岡山県は、組合員の掛金総額の二分の一程度の助

成金を交付すると規定していることから、条例の規定の改正も検討すべきであ

ろう。

また、岡山県の補助金の交付がなくなった以降は、教育職員互助組合は、本

来岡山県が職員に対して行う福利厚生事業を代わって実施しているとの説明は

なりたたず、純粋な職員相互の互助組織となることになるので、公立学校共済

組合岡山支部の組合員は当然教育職員互助組合の組合員となることとされてい
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る点も含めて、今後の教育職員互助組合の在り方について検討すべきである。

なお、監査の対象外であるが、岡山県には、教育職員互助組合の外に、一般職

の職員、警察職員を組合員とする互助会があり、それらについても同様の検討が

必要である。
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1 1 地域改善対策奨学金の償還督促事業

1 地域改善対策奨学金及び通学用品等助成金の概要

( 1 ）目的【旧規則（岡山県地域改善対策奨学金及び通学用品等助成金貸与規則（平

成 14年 4月 1日廃止）第 1条］

学校教育法による高校・高専・大学・短大に進学しようとする対象地域（地対

財特法（平成 14年 3月失効）第 2条第 1項に規定する地域）の関係者の子弟で、

経済的な理由によって進学後修学が困難な者に対し、修学に必要な資金（奨学金）

及び入学時における通学用品等の購入に必要な資金（通学用品等助成金）を貸与

することによって、その者の就学の道を聞き、もって有為な人材を育成すること

を目的とする。

( 2 ）貸与の条件【旧規則第 2条］

県内の対象地域の関係者の子弟。

高校等・大学に在学。

日本学生支援機構（旧日本育英会）、岡山県育英会、私学振興財団育英会、

母子寡婦福祉修学資金と重複して貸与を受けていないこと。

日本学生支援機構奨学生採用の際の収入基準以下の世帯。

なお、成績の条件はない。

( 3 ）貸与の金額 ［旧規則第 6条］

区 分 期間 奨学金（貸与月額）

高校等 国公立 3年 828,000 (23,000) 

私立 3年 1,548,000 (43,000) 

大学
国公立 4年 2,544,000 (53,000) 

私立 4年 4, 176,000 (87,000) 

( 4 ）返還事務（返還・返還猶予・返還免除）

ア 返還等決定までの流れ

（金額は在学中貸与総額，単位：円）

通学用品〔入学時〕 合計
46 200 874 200 
70400 1 618 400 
89 300 2 633 300 

140,700 4,316,700 

本人 → 市町村教委 → 県教委（選考委員会の承認） → 決定
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イ 返還［旧規則第 10条］

卒業・退学等後、 6ヶ月間据置後に年賦・半年賦・月賦の方法により、 20 

年以内に返還する。

ウ 返還猶予【旧規則第 12条］

（ア）猶予基準

・奨学金貸与終了後も高校、高専、大学、短大、専修学校等に在学して

いるとき。

－災害、盗難、疾病、負傷、その他やむを得ない事情があるとき。

（イ）猶予期間

1年間（更新可）

エ 返還免除【免除条例、免除基準、旧規則第 11条】

免除基準

・奨学生が死亡

－奨学生が精神・身体に著しい障害

．奨学生が長期間所在不明

債務の全部または一部

－奨学生の属する世帯が生活困難

( 5 ）制度の経緯

・・・ 8年間で債務の 5/20以内

年月 局 校 大 学 ；去 律

昭和41.4 給付制

44 7 同和対策特別措童書去

49. 4 給付制

53. 11 同和対策特別措琶去（ 3年延長）

57. 4 地域改善対策特別措琶去

57. 10 貸与化

（一括返還免除）

62. 4 地域改善対策特定事業にかかる国の財政上の特別措置に関する法律

62. 10 貸与化

(1/20返還免除） (1/20返還免除）

平成元8 (5/20返還免除） (5/20返還免除）

4 3 地域改善対策特定事業にかかる国の財政上の特別措置に関する法律（5年延長）

7.10 返還方法に月賦・半年賦払い新設

9. 4 地域改善対期寺定事業にかかる国の財政上の特別措置に関する法律（5年延長）

14 3 地域改善対嗣寺定事業にかかる国の財政上の特別措置に関する法律失効

17. 3 貸与終了 （経過措置終了）

17 10 口座振替での返還開始
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( 6 ）現在の事業の内容

平成 17年 3月で貸与は終了し、現在、岡山県が返還事業を行っているが、こ

の奨学金貸付は、国から 3分の 2の補助金の交付を受けて実施していたため、岡

山県が返還を受けたものから 3分の 2は国に返還されている。なお、返還事務に

必要な人件費・事務費等はすべて岡山県の負担となっている。

2 貸付の実績

貸付の実績は、下表のとおりであり、総額 56億円にも達している。

区 分
品 校

計学大

一τ
通学用品等助成金 金

計
一
学奨 計

額
一
峨

金
一
炉

与貸

額
終

総

最
13 3 ,334,600 j 2,402,968,000 j 2,536,302,600 I 148,548 ,400 j 2, 917 ,788,000 j 3,066,336,400ll281,883 ,000 j 5,320,756,000 j 5,602,639,000 

2,462 I 8, 110 1,161[ 4,147 3,623 I 12,257 

3 返還実績

( 1 ）平成 19年度の返還状況

平成 19年度の返還状況は、下表のとおりである。平成 19年度に返還される

べき分の償還率は 58パーセントである。

要償還 償還 滞納

生位認j

区分
要償還

高校

償還

大 学 I
f
l
 

滞納 要償還 償還 滞納

現 年 分I88,175,911 I 4t,699,811 I 47.3%I 46,476,lOOj 87,865,873l 61,451,607 I 69.9唱I26,414,26611 176,041,7841 103,151,4181 58.同 I 12,sgo,366 

( 2 ）平成 19年度までの返還状況

平成 19年度までの返還状況は、下表のとおりである。返還率は約 75パーセ

ントで、平成 19年度末で 5億 4千万円が滞納となっている。
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（単位：円）

区分 貸与額 償還額
（返還必要額）

滞納額

返還時期が過ぎている額 2,122,316,764 
1,578,150,176 

(544,166,588) 
544, 166,588 

74.4% 25.6% 

腿還時期が来ていない寄 1,873,492,267 ＼ ＼ ＼  
(1,873,492,267) 

返還免除額 1,606,829,969 ＼ ＼  ＼＼  

計 5,602,639,000 1,578,150,176 
(2,417,658,855) 

544,166,588 

4 督促の状況

滞納者の人数は、高校 1, 4 0 3名、大学 27 4名、延べ 1 6 7 7名に達して

おり、督促状の送付（平成 19年度は延べ約 39, 000件）、電話による督促（平

成 19年度は延べ 98 0件）、家庭訪問による督促（平成 19年度は延べ 55 0件）

を実施している。

5 監査の結果及び意見

( 1 ）本奨学金の償還について明確な方針を決めるべきである（指摘事項）。

本奨学金は、地域改善対策として実施されたものであり、また、当初は給付

制であったものが貸与制に変わったという制度変更の経緯もあり、岡山県では、

滞納者に対する督促は実施しているものの、それ以上の不納欠損処理や法的手

続きは全くとられていない。平成 19年度末までの償還率が約 75パーセント

であったのに対し、平成 19年度返還分の償還率は 58 . 6パーセントに下が

っており、今後もさらに償還率が下がっていく可能性は否定できない。

岡山県の担当者からは、本人のフライパシーの観点等から、不納欠損や法的

手続きはとることが難しいとの説明があったが、このまま放置することは、真

面白に返還している者との問で不平等となってしまう。

したがって、本奨学金の償還について、法律の専門家に相談する等して、明

確な方針を定め、その方針に従った償還事業を進めるべきである。
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( 2 ）滞納者に対する十分な債権管理を行い、法的手続き等を検討すべきである（指

摘事項）。

本奨学金については、個人別債権台帳及び個人別督促台帳により管理・督促

が行われているが、この台帳では、本人及び保証人の状況や督促状況の把握は

できるものの、消滅時効の管理などはできない。また、岡山県では、既に消滅

時効期間が経過した債権もあると認識しているものの、どの奨学生の、どの債

権部分が消滅時効にかかっているのかなど把握しておらず、時効管理が十分で

ない。

さらに、本奨学金の特殊性から、滞納者に対する督促は多くが保証人である

保護者に対して行われ、本人には直接督促が行われていないが、督促先につい

ても本人のプライパシーに配慮した上で検討する必要がある。

以上のとおり、十分な債権管理のシステムを構築した土、既に消滅時効期間

が経過した債権については不納欠損処理を検討するとともに、督促に応じない

者に対しては法的手続を検討すべきである。
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補章 監査を終えて

1 今年度、県教委の事務の執行等を監査の対象とした理由については、既に第 1章

の 6で述べたとおりであり、現在の岡山県の置かれている厳しい財政状況の中にあ

って、岡山県予算における教育予算の割合は約 4分の lを占め、しかも県全体の予

算は減少するにもかかわらず、教育関係予算のみはわずかであるが増加を続けてお

り、もはや聖域ではない教育行政そのものにメスを入れるつもりで本監査は出発し

た。

監査を進めるについては、県教委の各担当者や現場の教育関係者も極めて協力的

であり、要求した資料は整然と整理して提出され、ていねいな説明もいただいた。

この事務の執行の監査全般を通じて、私どもとしては、既に述べたように各事業の

執行は総じて、施策に従った忠実かつ真塾な取組みがなされているように見受けら

れた。

しかしながら、監査が進むにつれて、私どもが現場に足を運び、 PF I方式で設

立された岡山県総合教育センターの敷地の中の広大な未利用地やこの設立に伴っ

てその用途を廃止した旧岡山県教育センターが放置されているとも見える状況や

東京の一等地に存在し、今後は大規模な修繕等を要する状況にあると思われる岡山

県育英会東京寮の敷地の利用状況等をみるにつけ、次第に民間の視点から見た場合

のあまりにも大きなコスト意識の差に驚かざるを得なかった。

およそ、民間において、旧施設が老朽化又は充分機能を果たしえなくなったとし

て、新たな施設を建設しようとする場合、その旧施設の処分又は利用を考慮するこ

となく新施設を建設することなどありうるのであろうか。

また、極めて厳しい県財政状況の中で、東京の一等地にたとえ有為な人材育成の

ためとはいえ、男子学生だけのための寮がこのような形で存在してよいのであろう

か、県財政全体の視点からもっと他に方法はないのであろうか。

さらに、債権管理・回収の分野に日を転じれば民間会社が債権の管理回収に際し、

正確な記録をつけることなく、これにより結果的に督促等を放置し、時効にかけて

しまうことなどありうるのであろうか。

2 以上述べた点は決して県教委に限ったものとは到底思われないし、またむしろ、

県教委の事務処理、会計処理は表面上は極めて整然と処理されていると思われる。

しかしながら、現在、財政危機宣言を発した岡山県の財政状況をみた場合、公共
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性、公益性の名のもとで 内部では気付かず、あるいはその場では目を閉じて先延

ばしにしてしまえば、将来大きな無駄、損失を生ずることを充分考える必要がある。

また、いわゆる縦割り行政とも言われる中で、白らのセクションの権益を保持し

ようとするあまり、県全体の財政のバランスを見失い、県全体の財政からみても大

きな損失を生ずることはないとは言えない。

岡山県の厳しい財政危機の中にあって、あらゆる事業をゼロベースで見直すとし

ながら、岡山県の将来をになう子どもの教育、子育ての分野を配慮することは極め

て高く評価できるものである。しかし、同時に決して聖域をつくることなく、岡山

県民の視点に立ち、常に県財政全体を見渡す目をもち、不断に検証してゆくことが

必要であろう。
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